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序 文

われわれは近代科学技術の成果の一つである放射線 ・ 放射能の利用の恩恵を

方々で受け、 それに取り囲まれているにもかかわらず、 わが国が原子爆弾の被

災を受けたためであろうか 、 放射線・放射能に対する一般市民のアレルギーは
強い。放射線教育フォーラムは、放射線・放射能に対する誤解を解き、市民に

正しい知識を与え、 そして放射線や原子力に関する問題に正しい判断ができる

ようになってもらいたいとの熱意から、 6年前に発足した。 一般市民への正し
い知識の付与はまず学校教育から、 ということで、中学・高校の理科・社会科

の授業で正しい放射線・放射能教育をしてもらうためにはどうすればよいかと、

発足以来研究会の開催や国に要望書を提出するなどの努力を続けている。 この

間に、 少し背伸びをして国際シンポジウムの開催まで手を伸ばしてしまったが、

各方面からのご支援をえて内容的に充分に得るものがあり、 また多くの方々か

らも感謝されたことは誠に幸せであった。

折り も折 り 、 昨年9月には核燃料加工施設で臨界事故という、 思いもよらな

い事故が発生して、 社会が俄然放射線の事柄に、 またこの分野の教育に関心を

向けるようになった。今や、われわれの目指している一般市民に正しい放射線・
放射能の知識を普及させることは、 社会の強い要請であり急務である。 そこで、

この変化する時代・情勢の中で、フォーラムも発足6年を迎えたので、これま

での足跡を省みて、 初心に返り、 今後どのように進むべきかを策定する一助と
して、 J C 〇事故に関する解説や評論も取り入れて 「放射線教育フォーラ ム 6

年の歩み」を、われわれの定期刊行物である「放射線教育」誌の特集号として

刊行することとした。

本刊行物は、 放射線教育フォーラム関係者にとって重要な資料であることは

もちろん、現在における放射線・放射能・原子力・ エネルギ一教育の在り方を
考察するのに有益な情報を提供するものであることを信じて疑わないものであ

る 。  何分にも急遽計画し 、 またいつ もながらの人手不足の中で年度内の刊行を

目指したので、 細部の編集に不行き届きの点、 また形式に見苦しい点があるこ

とをご寛容頂いた上で、関係各位、さらには読者諸氏におかれては、本刊行物

を有効に活用されることを願うものである。

2 0 0 0年 3月 9日 放射線教育フォーラム総務幹事一同
(代表総務幹事 松浦辰男)
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第 1 章  放射線教育フォーラムについて





第 1章  放射線教育フォーラムについて

1 .  はじめに一 その設立理念と活動について

「放射線教育フォーラム」  が 1  9 94年の春に設立されてから6年の歳月が経過した。 放

射線教育フォーラ ム ( 以 下 「 フ ォーラム 」 と略称 )は、放射線・放射能、 エネルギ一問題に関
する正しい知識を主として学校教育により生徒・学生、さらに一般社会に提供し、放射線に対

する現在のわが国の社会の誤解、 偏見を是正しなければならないという責務を痛感した専門家

ならびに学校教員有志のボラン夕リ一組織である。 この間に個人会員数は172名、  賛助会員
は54団体に達している。  フォーラムは公開シンポジウムや学校教員を対象とする研究会や会

員相互簿の勉強会を開催するとともに、 学校教育や社会教育の在り方の改善のために文部省や

科学技術庁へ要望書を提出するなど、 各種の活動を行つてきた。 また1998年12月には 「放射線
教育に関する国際シンポジウム」 をフォーラムが主体となって多くの学会や団体との共催・協

賛の下に盛会裡に開催した。 運営は会員が文字通り手弁当で活動する方式で行なってきたが、

ここで得られた多くの情報を一人でも多くの方に知つて頂くことにより、  今後も志を同じくす

る方々のご協力とご支援を頂き、 さらに社会に貢献したいというのがわれわれの願いである。

l放射線はどんなにわずかでも人体に害がある」 とする、  必ずしも正確といえない考え方が

科学的に真実であるとみなされていることに由来する、 一般人の放射線に対する無用の恐怖心

に基づく社会的弊害は非常に大きい。 この考え方が一般人のみならず知識人にさえ常識として

定着している現在、 この強い先入観を払拭することは至難の業であるが、 フォーラムはあえて

この困難な仕事に考えられるあらゆる方策をとって辛抱強く取り組んでいる。

ボランタリ一活動とはいえ、 活動が活発化しまた組織が大きくなれば、 それを円滑に運営す

るための体制と資金が必要である。 フォーラムをその 「会則」 (本章第3節) に沿つて運営し

てきた中心的組織は総務幹事会 ( N  P 〇法人化の後は理事会となる) と呼ばれる役員会である

が、 役員には総務幹事のほかに顧問および幹事があり、 これらの構成員は第3節の役員名簿に

示す通りである。

運営に必要な資金はこれまで主に個人会費および賛助会費に依存してきたが、 資金を獲得す

る手段としての会員数を増加させる手続きや、 会合の連絡や外部機関との連絡など、 諸業務を

円滑に実行する事務的機能を確保するための財政的基盤の確立が望まれる。 入会しやすくする

ために会費を安くしてきたこともあって、  多岐にわたる活動を活発に行なうための支出に比べ

て収入が不足している。 この財政の現状を打開する方策として、 設立以来低く押さえられてき

た会費を値上げすること、  およびN P 〇法人化によるこのグループへの社会的認知を計画して

いる。

この時にあたり、 フォーラムの6年間の足跡を振り返り、 放射線教育の問題点を整理し 、 将来

の展望を打ち出すとともに、 フォーラムの活動方針・内容・運営方法の見直しを行い、今後と

も設立当初の精神に沿つた活動を着実に継続していきたい。 本出版物は、 フォーラムの6年間の

成果を要約して、 多くの方々にこの活動の重要性を認識していただくとともに、 今後フォーラ

ムが安定してさらに社会的貢献を続けるためのしっかりとした方向づけをしようとするための

ものである。

a「設立趣意書」および「設立組旨書」について

1994年4月の設立当初にうたわれた放射線教育フォーラムの設立趣意書は次の通りである。 (ニ
ユースレター (以下NLと略称)第1号、1994年12月発行、に記載)
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わが国のエネルギ一供給における原子力の役割は非常に大きく、 現在総発電量の約3 0バー
セントをしめている。 また放射線やラジオアイソトープは、 理化学の研究を始め医療や工業、

農業などの広い分野で利用され、 国民生活の進歩・向上に多大の貢献をしている。 しかし近年、

若い人の 「理工系離れ」 が大きな問題となって来ており、 特に原子力や放射線の分野でその傾

向が著しく、 将来において研究者・技術者の確保が困難になることが深く憂:慮されている。  こ

れは、学校教育(初等教育、中高校の教育)において、放射線や原子力について正しい教育が

行われていないことが、 大きな原因の一つであるようである。 この事態を改善するために、 わ

れわれ大学や研究所において研究や教育に携わる者も、 何らかの努力をせねばならないとの感

を深くする。

「放射線教育フォーラム」は、放射線・原子力の研究・教育関係者が中心となって、学校教

育現場の教員と協力して、 原子力開発の推進あるいは反対という行政的あるいはイデオロギー

的視点から離れて、 ボラン夕リーの立場で次のような諸活動を行う。

(1 )まず学校教育における放射線・原子力に関する教育の実状・問題点を調査する。また、関

連する組織と協力して、 関係官庁への教育の改善に関する要望書を提出することも考慮する。
(2) 会員自身が随時会合を開いて、 たとえば 「放射線の生物影響」 とか  「放射性廃棄物と環境」

のような間題について議論し、 最新の知識・情報を教育関係者が利用し易い形に集約する。

(3) 日本の各地で中学・高校などの学校教員を対象とした講演会・研究会を開催し正しい知識

に基づいた効果的な放射線教育・適切な理科教育が進められるよう、 教育現場の関係者に協力

する。

(4) マスコ ミ関係者に最新の情報を提供して、 放射線や原子力を中心とした科学技術の正しい
知識の一般への普及に資する。

この精神は当然ながら今後も変わらないが、 このたび (2000年3月以降申請の予定) 「特定

非営利活動法人」 ( N  P 〇法人) 化を進めるにあたり、  最近の活動の広がりなどを勘案して、

提出書類中の 「設立趣旨書」 としてつぎのように修正された形のものができている。

特定非営利活動法人 「放射線教育フォーラム」 設立趣旨書

(2000年3月 7日現在)

1 .  趣旨

人類 (生物) は地球上で、 自然放射線の影響を受けながら進化してきた。 約100年前

にはX線が発見され、 またラジウムなどの放射能も利用されるようになった。今日では、

放射線・放射能は、 医療をはじめ理工学の研究や工業、 農業など広い分野で利用され、

国民の福祉や生活の質の向上に多大の貢献をしている。 また、 核分裂による原子力発電

は、 わが国の総発電量の35パーセントに達し、 今日のエネルギ一供給に大きな役割を果
たしている。

ところが、  わが国が世界で唯一の原子爆弾の被災を経験したこと、 また原子力関係の

各種の事故やトラブルなどが大きく報道されていることなどが背景となり、 市民は放射

線や原子力に関しては強い不安感を持つている。 しかし、 今日の科学技術の発展によっ

て便益を享受している国民は、 放射線を含めて、 自分の身のまわりの自然や科学技術の

事物・現象に対する基礎的な科学知識を持ち、 それに伴なう必然的な種々のリスクにつ

いても、  常識として知つておく必要がある。 1999年9月に核燃料加工施設で起こった全

く予期しない臨界事故は、 法規に違反しまた従事者への必要な訓練を怠つた当事者の責
任が重大であることはもちろんであるが、 周辺において余儀なくされた種々の社会的悪
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影響を最小限度に止めるためにも、一般市民が放射線・原子力に関する基礎知識をもつ必

要性を痛感させた。

そのような基礎的な科学知識・理解は学校教育によるところが大きいが、 それにもか

かわらず、 教育課程改訂の度毎に中学・ 高校での理科の授業時間の減少などが要因とな

り、学生の 『理工系離れ』も生じてきている。科学技術立国を標榜するわが国としては、

将来の人材確保のためにも現在の理科教育の一層の改善・振興が必要である。

学校の理科教育の中で扱われている放射線や原子力についても、 その教育の重要性が

軽視されており、 適切な学習が行なわれているとは言い難い。 例えば、 われわれの自然

環境の至るところに放射線・放射能が存在することや、 原子力発電の原理や安全確保の

しくみなどの基本的な知識が十分に教えられていない。 また必修科目となっている人文

社会系の教科書を見ると放射線や原子力に関する記述においてその危険性が強調され、

やや公正を欠くと思われることもあるとともに、  放射線・原子力の利用に対する生徒の

意識や価値観がマスメデイアの論調などに大きく影響されている。

放射線教育フォーラムは、 これらの事態を改善するべく、 放射線・原子力の研究者や

教育関係者および学校教育現場の教員が一体となって、 ボランタリーな立場で、 原子力

の推進あるいは反対という視点から離れて、 広く市民全体に放射線・原子力についての

正しい科学的知識と公正な倫理的資質を普及させようとするものである。 特に学校にお

けるこの分野の教育の改善に重点を置いて1994年から活動を始め、 国際的にもこの活動

を拡げっつある。 このたびの特定非営利活動法人化にあたり、 研究者や教育関係者のみ
でなく理科教育・放射線教育に関心のある市民に対しても門戸を広げたい。

2. 従来の経過

1994年に設立された放射線教育フォーラムは、 以下のような活動を行つてきた。

( 1 )まず学校教育における放射線・原子力に関する教育の実情・問題点を、例え

ば現行の高校の教科書の記述等について調査し 、 関連する他の組織と協力して

関係官庁へ現状改善についての要望書を提出した。
(2) 会員自身が随時委員会等の形式で会合を開いて、 「放射線の生物影響」、 「放

射線教育用教材の検討」 、 「放射線教育カリキュラムをどのようにすべきか」 「 リ

スク教育」のような間題について討議し、最新の知識・情報を教育関係者が利

用しやすい形に集約する努力を続けてきた。

( 3 )中学・高校などの学校教員を対象とした講演会・研究会を開催し、 正しい知

識に基づいた効果的な放射線教育 ・ 理科教育が適切にかつ効果的に進められる

よ う 、  教育関係者に協力してきた。

(4 )講演会、研究会、委員会などで討議してきた内容を、二ユースレ夕一 (年 2
̃ 3 回 )  あるいは雑誌「放射線教育」 (年1回)の形で刊行し、会員及び関心の

ある方々に情報発信を行つてきた。

(5 )1998年12月には、 「放射線教育に関する国際シンポジウム」を開催して、海

外の研究者・ 教育者とも交流して情報交換を行い、 海外の進んだ教育方式を学

ぶとともに、  われわれの集約した情報や経験を国際的にも役立てた。

このたび特定非営利活動法人化により社会的信用を高めて財政的基盤を確立し、 上記

の活動をさらに強力に推し進めて、 日本国内の学校教育のみならず、 一般市民への放射
線・放射能・原子力・環境エネルギ一問題についての公正な正しい知識の普及をはかる
ことを通じて、  わが国が教育情報の発信の点で世界を先駆ける立場に立つて人類の福祉

に貢献したい。
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放射線教育フォーラムの設立の経緯、目標と運営につい前

上記の設立趣意書あるいは設立趣旨書で明自と思われるが、 フォーラム設立の背景と目的、

種々の活動、 その方針について、 これまでにフォーラムが発行した二ユースレ夕一や 「放射線

教育」誌の巻頭言で会長(当時)はじめ多くの役員から述べられた文言を使つて、以下に若干

の解説をする。 (敬称略。 なお引用の仕方はこの出版物の刊行責任者である松浦辰男の責任で

あ る 。 )

〇「若者のみならず市民全体の理科離れ、技術離れがよく議論される。 ・ ・高等学校での理科

教育をどうしたらよいか、  さまざまな工夫がいる。  理科教育の重要な課題の一つとして放射線

や放射能がある。 原子力と関連するのみならず、 身体検査で多量のX線が用いられていて、 き

わめて市民生活に密着している。 にもかかわらず毛嫌いする人が多いようである。  ・ ・ も っ と

生徒や学生、 そして市民が、 放射線や放射能について、 関心を持つようになる機会を作らなけ

ればならない。 ・ ・ 」  (有馬朗人、NL第1号、  1994.12.)

〇 「第二次世界大戦を契機として核エネルギーいわゆる原子力の解放、 エレクトニクスの急速
な発達、 字宙飛行技術の出現、 またDNAの発見による分子生物学の発展等々、 20世紀後半の

科学・技術の急速な進歩は、 今や我々の日常生活の隅々まで浸透して来ている。 従つて現代に

生きるものは誰しもこうした科学・技術についてある程度の正確な知識をもつことが要求され

る 。  しかし高度に専門化した今日の科学・技術が我々の日常生活に深くかかわっているとき、

学校教育で如何にしてその本質を正しく教えるかということは重要だが非常に困難な課題であ

る 。  地球の荒廃が急に顕著になってきて、 人類生存の危機が実感されてきた昨今、 これが主に

人間が築いた文明によってもたらされたものであることを省みて、 現代文明の基礎になってい

る科学・技術について正しい認識を持つとともに、 倫理観念を養成してエゴイズムを克服して

ゆかなければならぬ時代である。 それには教育が重要な役割をもつ。

教育はいつの時代でも、 次世代をになう人々が、 如何なる環境を形成してゆくかを目標にし

て行われてきた。 人類の歴史上で、 今我々が現代文明のもたらした危機の岐路に立つているこ

とを省みれば、 学校における理科教育の果たす役割は重要である。 しかし、 限られた授業時間

でいかに行なうかは非常に困難である。今日の世相は至る所で個人・党派・民族・国家・宗教

のエゴイズムに根ざしている。 今や人類は一人一人が自覚し、 自らの人生と世界観について、

人類の将来を如何にするかを反省しなければならないときである。 放射線教育即ち理科教育も、

この線上において進めるべきものである。」 ( 清水栄、N L第3号 , 1 9 9 7.7.)

〇 「放射線教育フォー ラムの第一の目標は、 日本の学校における放射線や放射能に関する教育

の改善である。 これは、学校教育において、放射線・放射能に関する教育が不充分であること

がわかったからである。 放射線、 放射能は、 宇宙創世以来の自然現象であり、 人類はこの中で

進化してきた。今世紀になると、放射線、 放射能は人工的にもつ く ら れ る よ う に な り 、  われわ

れはこれらを利用して高度の文化的生活を享受している。 この過程で発見された原子力エネル
ギーは、 現在重要なエネルギ一源になっている。 しかし、 不幸なことに原子力は最初に戦争の
具として使われたため、 放射線、 放射能は危険なものであるという第一印象を与えることにな

つたのは、 極めて残念なことであった。 放射線、 放射能が時と場合によっては危険なものであ

ることは事実である。  フォーラムの基本的な目的は、 専門外の人達に、 放射線や放射能が自然

現象の一つであり、 地球上の生物がこの中で生活し、 進化して来たことを理解してもらうこと

である。

世間一般の方々の中には、 「良い放射能」 (天然 )と 「悪い放射能」  ( 人 工 ) と が あ る と 考

えておられる方が少なくない。 人工放射性物質から天然のものと違う放射線が出るわけではな

い。また、総量においては、人工放射性物質は、天然のものにくらべれば、桁違いに小さい。
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ただそれが局在するために 「悪い印象」 を与えているのであろう。  放射性物質はすべて原子力

によってつくられたもので「悪いもの」と思つている人も少なくない。  「 悪 い 」 と い う イ メー

ジは 「原子力」 (正確には 「核エネルギー」 と言わなければならない)  という原爆を連想させ
るような言葉から生まれたのであろう。  フォーラムの中心課題は原子力の教育ではない。 しか

し 、 放射線や放射能について語るとき、 原子力について触れないわけにはいかない。

フォーラムは、 日本の現在のエネルギ一事情と、  これからの見通しと対策について、 誰もが
納得できる、  定量的な解説をすることにも力を注がねばならない。 世間では、 原子力に代わる

「新エネルギー」に期待する声が高い。地熱、風力、太陽光の利用、廃棄物焼却による発電な
どいろいろな試みが行われてはいるが、 量的に考えて、 いまのところ原子力に代わりうるもの

は見出せない。 行き着く先が原子力とういうことになれば、  放射線や放射能についてもっとよ

く知 りたい 、 または知らなければならないと言う意欲が生まれるはずである。  教育は 「知りた

い」 という意欲がなければ実を結ばない。知識を 「押し売り 」するよりも 、興味をもたせ、知

りたいという意欲を起こさせることが効果的な教育である。  放射線や放射能が自然界の厳然た

る事実であるということを前提にして、  若い人たちに人類の生存のために欠かせないエネルギ
ーの問題を考え、 将来の方向を選択してもらうための科学的な素材を率直に提供するのがフォ

ーラムの中心的課題である。」(今村昌,NL第5号,1996 .7 . ,「放射線教育」誌第1巻,1997 .11 . )

〇 「公害問題や地球環境問題が科学技術の進歩にともなう生活・産業活動発展の結果であるこ

とから 、  科学技術の進歩に対する不信感や反省が表明されている。 中学・高校生などの理科離

れ傾向が指摘されている。 公害は科学技術利用の方法と程度を誤つた結果起こるものである。

科学の応用で技術が進歩し、 技術の利用目的・方法を誤れば予想外の被害が起こるが、 科学そ

のものに善悪があるわけではない。 同じ技術が良い目的にも悪い目的にも利用できるし 、 良い

目的の利用が結果として悪い効果を生むこともあり得る。 自然科学の進歩が人類の繁栄に貢献

したことは確かであり、  人類の危機を救うにも科学技術の正しい利用が必要なので、 初等教育

での理科教育の重要性は一層強調されるべきである。 と同時に、 人間と自然科学・技術のから

みの基本として倫理教育がさらに重視されるべきである。 技術の所産の利用には、 科学技術の

みならず倫理も含めた英知による制御が必要である。

放射線・放射能は、 ものの存在、その構成要素の原子分子の存在と同様に、 自然の欠くこと

のできない普遍的存在であるとともに、  医療はじめ広い分野の先端技術の多くに関係している

重要な基本的要素である。放射線・放射能を理解するには分子・原子・原子核などのミクロの

世界の初歩的知識が必要なので、 放射線教育は自ずとマクロとミクロの世界をつなぐ教育にも

なる 。  他方、 自然放射線・ 自然放射能の存在にもかかわらず、 心配するにはあたらない極めて

僅かな放射線・放射能に触れることを極端に忌避する放射線恐怖症ともいうべき人が少なくな

いことが先端技術の有効利用の妨げとなっている。 これは国際放射線防護委員会(ICRP) が、 放

射線防護の最適化として、 不必要な被ばく線量は合理的に達成できる限り低く保つべきだとい

うALARA (A s  Low As Reasonably Achievable)を基本的な考え方としていることが誤解されて

いることに主な原因があると思われる。 ICRP は極僅かな放射線被ばくでも危険だといっている

わけではないが、 ALARA の前提議論から誤解が生まれたと思われるので、 適切な社会教育が必

要である。

原子力発電や食品照射などについての社会的論争に無用に煩わされることなく、 放射線・放

射能という不可欠の自然の要素を自然科学の初歩として適切に教えることは、 やりがいのある、

今日的で好個の具体的課題と思われる。」 (更田豊治郎、NL第15号, 1999.7. )

最後に付け加えさせていただくならば、放射線・放射能・原子力(核エネルギーの利用 ) と
い う 、  純然たる自然科学的現象あるいは対象と、 これを近代技術として利用する場合に必然的

にともなうリスクをどの程度まで容認できるか、  という価値観 (これが個人の考え方と属する

7



集団の立場により大きく異なるところが問題である )  とを総合していかに教育するか 、 と い う

ことが「放射線教育」  あるいは「原子力教育」 の難しいところである。  後者の価値判断が大き

く分かれていることと、  放射線・放射能が原子核という 「難解な」 近代物理学的対象に関連し

ているがために、 日本では初等・中等教育の段階でまともに取り上げることが敬遠されてきた

きらいがある。  にもかかわらず,  事柄の重要性の故に、 理科でなく人文社会的な科目で社会的

に問題となった悪い反面の情報のみがマスコ ミで報道され、 それと全く同じ論調で必ずしも正

確でない形で教科書においても記述されていて、 これが正しい知識、 考え方であると多くの教

員も考えてきた傾向があった。 (教科書の記述の実情については、 第2章で述べる。 )

一方、 エネルギー・環境問題から広い視野で考えると、  わが国では原子力の平和利用は、 好
むと好まざるに関わらず、  近代科学技術の成果の一つとしてそのメリットを生かして行かねば

ならない条件があるといわねばならない。 それには、 国民全体に、 放射線・原子力の基礎に関

する科学的に正しい知識を持たせることにより 、 いわゆる 「核アレルギー」 を軽減させる必要

がある。  別のいい方をすれば、 わが国の識字率が高いことと全く同様に、 科学技術立国を標榜

するわが国としては  「理科リテラシー」 および「放射線リテラシー」 を高めねばならない。 こ

れは社会的ニーズであり、 日本政府としてもこれから力をいれようとしている。
フオーラムとしては、  原子力について積極的に推進しようとする人々や、 原子力推進に反対

の人々を含めて、 いずれの立場の人々にとっても、 少なくとも放射線・放射能に関する科学的

事実を知識として理解していただき、 その上で、 個人的あるいは組織としての立場で原子力に

対する好悪の意思表示をされるのは自由であるとの立場を取つている。 そこで、  フォーラムの

スター トにおいては、 「行政にもイデオロギーにも無関係に、 また原子力推進・反対の視点と

は離れて」 という文言が設立趣意書に入つていたのであるが、 6年を経て、 その前半を削除して

「原子力推進・反対の視点とは離れて」 という文言だけを残すこととした。  これは、 フォーラ

ムの活動を積極的に進めて、 すなわち教育の質を向上させて国民の理科リテラシー ・放射線リ

テラシーを高めれば、 国策として政府が進めている原子力推進政策の結果として放射線の影響

を過大に恐れて身体的に不安を感じたり 「風評被害」 で経済的に迷惑を受ける人を少なくなく

することに役立ち、 それは国民全体の公益に寄与することになり、 そのことは、  行政にとって

も当然望ましいことであり、  無関係であり得ないからである。

真理探究の面からの自然現象の理解は科学の進歩として人類の進化に伴う当然の成り行きで

あ り 、  その所産は人類共通の財産でもある。 しかし 、 間題は人間が自己の、 あるいは自分の属

する社会の利益のためにこれを悪用したり、 節度を越えて利潤追求のために利用することにあ

る 。  フォーラムとしては、  原子力を含めて科学技術の進歩そのものは肯定的にとらえるべきも

のと考えているが、 その社会への利用の現状を全般的に礼賛するものではない。 すでにフォー
ラム幹部役員数人の文言として紹介したように、 教育において重要なことは科学的事実を理解

させ技術として利用する能力を身につけさせるのみでなく、 同時に人間としての倫理的資質を

も向上させることであると認識しており、  このことをフォーラムは折りに触れて提言している

(第4章参照) 。 フォーラムは、 放射線や将来のエネルギ一間題の正しい知識の普及を中心に、
真に日本の、 また人類全体の将来を慮る多くの方々と共に、 広く科学技術の人間や社会との関

わりを今後どのように教育をすべきかについて討論を重ねて、 よりよい学校および社会教育の

在り方を考え、 効果的な教育システムの構築に努めたい。

(文責:松浦辰男)



2 .  6年間の活動の記録

( 1 9 9 4 年 度 )

日時 会合の内容 場所・人数

1 9 9 4年 3月1 8日  設立のための準備世話人会 原産会議室 1 9名

1 9 9 4年4月1 2日  第1回総務幹事会 リンクス ・ リ セ ウ ム 5 名

1 9 9 4年 5月1 1日  第2回総務幹事会 ホテルメトロポリタン 4名

1 9 9 4年5月2 5日  1994年度第1回幹事会兼勉強会 原産会議室14名

勉強会のテーマと講師 :
*「低線量影響研究の現状と問題点」 松平寛通 (新技術事業団)

1 9 9 4年6月2 9日  第3回総務幹事会 東工大 5 名

1 9 9 4年7月2 6日  第4回総務幹事会(拡大) 科学技術館7名

1 9 9 4年 9月8日  第5回総務幹事会 放医研 6 名

1 9 9 4年9月3 0日  第1回研究会準備会 都立アイソトープ研 1 3名

1 9 9 4年 1 0月4日  第6回総務幹事会 東工大5名

1 9 9 4年1 0月2 1日  1994年度第2回幹事会兼勉強会 蔵前工業会館21名

勉強会のテーマと講師:
*「原子炉の安全性(特に多重防護(7、,考え方について)」村主 進(原子力システA研究懇話会)
*「理科教育と放射線教育」有馬朗人 (理研)

1 9 9 4年1 1月3 0日  第7回総務幹事会 東工大 5 名

1 9 9 4年1 2月2 6日  1994年度研究会 (施設見学・実習・講演) 都立アイソトープ研 4 0名

( 実 習 ) * 「 矢 野一米村式簡易GM管の製作と実習」米村伝治郎(都立小金井北高校)

*「液体窒素による高感度拡散霧箱の製作と実習」森 雄児(都立西高校)

(講演)*「天然放射線のルーツを探る」後藤道夫

* 「宇宙、太陽、地球、生物と放射線」篠崎善治

1 9 9 5年1月1 3日  第8回総務幹事会 ホテルサンルー ト 新 宿 6 名
1 9 9 5年 2月 7日  要望書に関する打ち合せ会 学士会別館7名

1 9 9 5年2月2 1日  第9回総務幹事会 東工大6名

1 9 9 5年 3月 1 8日  1994年度総会・シンポジウム 科学技術館約40名

シンポジウムのテーマ :  中学・高校における放射線教育をどうするか
*「問題点の整理」松浦辰男(立教大原研)

* 「教師のエネルギー ・環境保全教育観」宮澤弘二(東京家政大附属女子中学・高校)
*「高校の教育現場から」佐伯邦子(秋田経法大附属高校)

*「放射線の最近の工業利用について」大野新一(束海大)

* 「バイオへの利用」山口彦之(駒沢短大)
* 「少量の放射線の人体への影響をいかに正しく教えるかについての私見」 三木良太 (近畿大)

( 1 9 9 5 年 度 )

1 9 9 5年 4月 6日

1 9 9 5年 5月9日

1 9 9 5年5月13日

1 9 9 5年6月1 3日

1 9 9 5年6月1 3日

1 9 9 5年 6月3 0日

1 9 9 5年 7月1 2日

1 9 9 5年 7月 1 2日

第1回総務幹事会 東工大5名

第2回総務幹事会 束工大6名

要望書提出に関する第2回打合せ会 科学技術館8名

要望書提出に関する第3回打合せ会 東工大6名

第3回総務幹事会 束工大8名

文部省へ 「放射線教育の改善に関する要望書」 提出
文部省初等中等教育局視学官室 安副会長 ら 4 名

第4回総務幹事会 国立教育会館 4 名

1995年度第1回幹事会・勉強会 国立教育会館 1 3名

勉強会のテーマと講師



* 「学校教育のシステムと教育課程の方向」 飯利雄一 (広領域教育研究会顧問)
1 9 9 5年9月1 2日  第5回総務幹事会 新橋明宏ビル会議室 5 名

1 9 9 5年1 0月11日  第6回総務幹事会 新橋明宏ビル会議室 5 名

1 9 9 5年1 1月27日  第7回総務幹事会 学士会館 6 名

1 9 9 5年1 1月2 7日  1995年度第2回幹事会兼勉強会 学士会館 2 6名

勉強会のテーマと講師
* 「イギリスの学校教育におけるエネルギーと環境の扱い」 恩藤知典 (常葉学園大)

1 9 9 5年1 2月1 2日  第8回総務幹事会 新橋明宏ビル会議室 5 名

1 9 9 5年1 2月2 6日  1995年度第2回研究会(施設見学を含む) 都立アイソトープ研3 1名

* 「 ”ひと 'の生きた染色体を最新の電子顕微鏡でみる」金城康人(都立アイソトープ研)

* 「 ” バ イ テ ク ” が開 く新 しい園芸 と農業 」南晴人 ( 都立ア イ ソ トープ研)

*「感染防止に貢献する放射線滅菌」関口正之(都立アイソトープ研)

*「目で見る不思議な放射線」(霧箱実験、 ビデオ紹介)森 雄児(都立西高校)

* 「耳で聞く不思議な放射線」 (カウンターによる実習) 吉田芳和 (放射線計測協会)
*「生物と放射線」山口彦之(駒沢大学教授)

* 「人間を”ひと 'の原点で考える」山田卓三(兵庫教育大学教授)

1 9 9 6年 1月1 6日  第9回総務幹事会 新宿ホテルサンル ー ト 7 名

1 9 9 6年2月2 0日  第10回総務幹事会 新橋敬王堂ヒル原安協会議室6名

1 9 9 6年2月2 0日  選挙管理委員会 新橋敬王堂ヒル原安協会議室5名

1 9 9 6年3月12日  第11回総務幹事会 新橋原安協会議室 8 名

1 9 9 6年3月1 6日  研究会(原子炉見学と講義・実習) 立教大学原研 1 7名

(講義)*「原子炉の原理と放射線・放射能」原沢 進(立教大学原研所長)

(講義と実習)*「放射化分析」戸村健児(立教大学原研前所長)

1 9 9 6年 3月1 7日  1995年度総会・シンポジウム 科学技術館 4 6名

シンポジウムテーマ:  学校における放射線教育を考える
セッション I  「新エネルギーに関する話題」
* 「 太陽エネルギーの利用の現状と見通し」藤嶋 昭(束大工学部教授)
セッションII「微量放射線野影響に関する話題」

*「放射線は微量でも危険か?」近藤宗平(阪大名誉教授)

セッションI I I 「放射線のリスクに関する話題」

* 「放射線のリスクをいかに教えるか」 加藤和明 (茨城県立医療大教授)
セッションIV「放射線の教育はどうあるべきか」

* 「教育現場からの声( 1 ) 」森雄児 (都立西高校教諭)

*「教育現場からの声(2 )」米村伝治郎(都立小金井北高校教諭)

* 「コ メント(1 ) 」谷本清四郎(原子科学技術教育研究会)
* 「コ メント ( 2 ) 」飯利雄一(広領域教育研究会顧問)

( 1 9 9 6 年 度 )

1 9 9 6年 4月 9日  第1回総務幹事会 新橋原安協会議室 1 0名

1 9 9 6年 5月1 0日  第2回総務幹事会 新橋原安協会議室 1 1名

1 9 9 6年 5月1 0日  第1回教材用線源安全性検討委員会 新橋原安協会議室 1 5名

1 9 9 6年 6月 1 4日  第3回総務幹事会 敬王堂ビル原安協 1 0名

1 9 9 6年6月1 4日  第2回教材用線源安全性検討委員会 原安協会議室 11名

1 9 9 6年 7月1日  1996年度第1回拡大幹事会兼勉強会 国立教育会館 2 6名

勉強会テーマ :  (1)微量の放射線効果の最新情報
*「微量の放射線のガンのリスクに関する新しい考え方」今村 昌

( 2 )  放射線教育の実際

*「自然放射線を小学生に測らせる」 播磨良子(CRC総研)
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* 「ビジュアルで簡単な放射線実験の教材化」 樋の口 仁 (鹿児島松陽高校)
* 「鳥取大学工学部における天然放射能を用いた学生実験例」 鎌田正裕 (東京学芸大)

1 9 9 6年 7月1 2日  第4回総務幹事会 原安協 7 名

1 9 9 6年 7月1 2日  第3回教材用線源安全性検討委員会 理科大薬学部会議室 1 2名

1 9 9 6年9月1 3日  第5回総務幹事会 中村理科 8 名

1 9 9 6年9月1 3日  第4回教材用線源安全性検討委員会 中村理科 1 2名

1 9 9 6年10月11日 第6回総務幹事会 原安協 1 5名

1 9 9 6年10月11日  第5回教材用線源安全性検討委員会 原安協 1 5名

1 9 9 6年 1 1月8日  第7回総務幹事会 東工大 9 名

1 9 9 6年1 1月1 9日  文部大臣に要望書「エネルギー・環境間題に関連したこれからの放射線・
放射能教育の在り方J提出(記者説明会も)文部省初中局長室 三木 ・篠崎副会長ら 4名

1 9 9 6年11月22日  第2回拡大幹事会兼勉強会 学士会館 1 8名

勉強会のテーマ :  微量の放射線影響の考え方
*「放射線パラダイムについて考える」菅原努(京都大学名誉教授・(財)体質研究会)

1 9 9 6年12月13日  第8回総務幹事会 理科大理窓会館 8 名

1 9 9 6年12月13日  第6回教材用線源安全性検討委員会 理科大理窓会館 8 名

1 9 9 6年1 2月1 8日  科学技術庁長官へ要望書「学校および社会における放射線・放射能教育
を効果的に行なうための方策について」提出科学技術庁長官室 有馬会長ら6名

(新聞記者説明会を開催)

1 9 9 7年 1月1 0日  第9回総務幹事会 TEPC0銀座館 1 1名

1 9 9 7年1月1 0日  第7回教材用線源安全性検討委員会 TEPC0銀座館 1 2名

1 9 9 7年 2月1 4日  第10回総務幹事会 原安協 8 名

1 9 9 7年2月1 4日  第8回教材用線源安全性検討委員会 原安協 1 2名

1 9 9 7年 3月 3日  国際シンホ°シ' ウム計画に関する第1回会合 日本アイ、)ト ーフ協会会議室 1 2名
1 9 9 7年 3月 7日  第10回総務幹事会 原安協 7 名

1 9 9 7年 3月1 5日  研究会 立教原研 1 6名

1 9 9 7年3月1 6日  1996年度総会・シンポジウム 科学技術館 3 2名

シンポジウムテーマ:  学校における放射線教育はどうあるべきか
1 . 低レベル放射線の健康影響と法的規制

*「放射線のホルミシス効果」 山田武(束邦大医学部教授)

* 「放射線と放射能を認識してもらうためのヒント」 更田豊治郎 (高度情報科学技術研究機
構)

*「放射線の規制とは」 近藤民夫(日本メジフイジックス )

2 . 放射線教育の経験から

* 「これからの放射線教育一キュリ一研究所を訪ねて」 佐伯邦子 (秋田経法大附属高校)
*「九州地区における放射線教育の現況」 高島良正(九州環境管理協会)

*「金沢市で開催した「市民のための放射能・放射線の話と演示」の報告

3 .放射線教育に関する話題

* 「放射線教育についての授業、 はじめの1時間一 アンケ ー ト結果の報告」
大野新一(束海大学)・後藤千春(原研国際原総センター )

* 「 アンケー ト調査から見た中等教育での放射線教育」 村石幸正(束大教育学部附属中・高校)

* 「マスコ ミ報道についての考察」 村主 進(原子力システム懇話会)
*「入試間題と放射線教育一今年の入試間題から」 長谷川圀彦(静岡大学理学部)

1 9 9 7年 3月2 2日  1996年度第3回研究会 都立日比谷高校42名

(以上の他、 この年度編集委員会を4回開催した。)

( 1 9 9 7 年 度 )

1 9 9 7年4月1 1日 第1回総務幹事会

l i

TEPC0銀座館 1 3名



1 9 9 7年 5月 9日  第2回総務幹事会 原安協 1 1名

1 9 9 7年5月1 6日  第1回編集委員会 東工大 4 名

1 9 9 7年5月1 7日  実験教材検討委員会 中村理科 1 1名

1 9 9 7年5月22日  国際シンホ°ジウム計画に関する小委員会 広領域教育研究会 6 名

1 9 9 7年 6月 3日  国際シンホ°シ'ウム計画に関する第2回会合 日本アイ ) ト ーフ協会会議室 1 9名
1 9 9 7年6月1 3日  第3回総務幹事会 TEPC0銀座館 1 2名

1 9 9 7年 7月 2日  1997年度第1回拡大幹事会兼勉強会 国立教育会館 2 4名

勉強会のテーマと講師 :
* 「 I  CRPの線量限度について」稲葉次郎(放医研)

* 「楽しい授業・感動過程・ 放射線」唐木宏(攻玉社高校)

* 「高校における放射線教育の実態一大学生のアンケ ー ト結果」 村石幸正 (束大教育学部附属中高校)
1 9 9 7年 7月1日  国際シンホ°シ'ウA計画に関する第3回会合 TEPC0銀座館 1 2名

1 9 9 7年7月1 1日  第4回総務幹事会 会議室「スペースライン 」 9名

1 9 9 7年 8月1 8日  第5回総務幹事会 原安協 1 1名

1 9 9 7年 1 0月 3日  国際シンホ°シ'ウ11,計画に関する第4回会合 原産会議室 1 6名
1 9 9 7年 1 0月 8日  第7回総務幹事会 原安協 1 1名

1 9 9 7年1 1月1 4日  第8回総務幹事会 TEPC0銀座館 1 0名

1997年11月29 1i:;i 第2回拡大特事会兼勉強会 学士:i11:分館 2 7名
勉強会のテーマと講師:

* 「最近の放射線影響に関する1,2のトッピクスー ラドンによる免疫学的研究を中心に」
田ノ岡宏(国立がんセンタ一研究所・電中研)

* 「放射線教育の課題一学校理科を中心として」 下條隆f同 (東京学芸大学教育学部)
1 9 9 7年 1 2月1 2日  第9回総務幹事会 湘南国際村セン夕一 1 0名

1 9 9 8年 1月1 7日  第10回総務幹事会 TEPC0銀座館 1 0名

1 9 9 8年1月3 1日  第5回実験教材検討委員会 中村理科実験室7名

1 9 9 8年2月1 9日  第3回編集委員会 東工大 6 名

1 9 9 8年2月2 0日  第11回総務幹事会及び国際シンホ°ジウム実行幹事会 原安協 1 0名

1 9 9 8年3月1 0日  幹事選挙管理委員会 フォーラム事務所 4 名

1 9 9 8年 3月1 3日  第12回総務幹事会及び国際シンホ°シ' ウム実行幹事会原安協 1 0名

1 9 9 8年 3月1 5日  1997年度総会・シンポジウム 科学技術館 4 2名

シンポジウムテーマ:  「低レベル放射線影響・リスク問題と学校教育」
* 「低レベル放射線影響研究に関する最近の話題」 岩崎民子 (放射線影響協会)
* 「リスク問題と学校教育 趣旨説明」三木良太(近畿大)

*「リスクの概念」才津芳昭(茨城県立医療大人問科学センタ ー )、加藤和明(茨城県立医療大学)

*「キュリ一夫妻ラジウム発見100周年記念事業について」飯沼 武(埼玉工業大学)

*「原子力情報の現状」伊勢武治(高度情報科学技術研究機構)

* 「小学生に放射線を測らせる (第2報 ) 」揺磨良子(CRC総研)

* 「教育現場からの話題一自然放射線の測定」宮澤弘二 (東京家政大学附属女子中高校)
*「関西地区で開催の「みんなのくらしと放射線展」と放射線意識調査結果」

朝野武美・古田雅一(大阪府大先端科学研)

1 9 9 8年 3月2 6日  1997年度研究会 放医研 7 2名

講演のテーマと講師:
*「放射線とは何か、放射線はどのように発生するか」隈元芳一(放医研特別研究員)

* 「放射線は生物にどのような影響を与えるか」 山田武  (束邦大医学部)
* 「放射線は医学にどのように利用されているか」 中村佳代子 (慶応大医学部)

(以上のほか、 編集委員会、 実験教材検討委員会、 国際シンポジウムの準備に関する打合せを随時開

催した。 )
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( 1 9 9 8 年 度 )

1 9 9 8年 4月 1 0日  第1回総務幹事会及び国際シンホ°シ'ウム実行幹事会 TEPC 0銀座館10名

1 9 9 8年 5月 8日  第2回総務幹事会及び国際シンホシ'ウム実行幹事会 束工大1 2名

1 9 9 8年6月1 2日  第3回総務幹事会及び国際シンホ°ジウム実行幹事会 大妻女子大千代田校

会議室 1 2名

1 9 9 8年6月3 0日  国際シンホ°ジウム募金委員会 原産会議室 1 0名

1 9 9 8年6月3 0日  国際シンホ°シ'ウム組織委員会 TEPC0銀座館 1 0名

1 9 9 8年 7月 1日  第1回拡大幹事会兼勉強会および国際シンホ°シ'ウム拡大実行委員会
国立教育会館 3 7名

勉強会テーマ : 中 ・高校における放射線教育・低レベル放射線の生物影響
*「高等学校における放射線教育」竹中功(石川県教育セン夕一)

*「中学校における放射線教育の試み」平田俊治(岡山県吉永中学校)

* 「低レベル放射線の人体への影響に関する最近の話題」 服部禎男 (電力中央研究所)
1 9 9 8年 7月1 0日  第4回総務幹事会及び国際シンホ°シ'ウム実行幹事会 東工大 9 名

1 9 9 8年 8月 7日  第5回総務幹事会及び国際シンホ°シウム実行幹事会 TEPC0銀座館6名

1 9 9 8 年 8 月 2 9 日  第1回放射線教育に関する教育課程検討委員会フォーラム事務所 6名

1 9 9 8年9月1 1日

l 998 ?liF 9月 1 8 l:;l
名

1 9 9 8年 1 0月 9日

1 9 9 8年 1 0月 9日

1 9 9 8年1 0月1 4日

1 9 9 8年10月30日

1 9 9 8年1 1月6日

1 9 9 8年1 1月2 1日

第6回総務幹事会及び国際シンホ°ジウム実行幹事会 千代田テクノル 11名

第2回教台課程検討委員会 フォーフム事務所

第7回総務幹事会及び国際シンホ°シウ.i,実行幹事会 千代田テクノル 1 1 名

第3回教育課程検討委員会 フォーラム事務所6名

国際シンホ°シ'ウム組織委員会及び募金委員会合同会議 原産会議室 1 3名

第4回教育課程検討委員会 フォーラム事務所6名

第8回総務幹事会及び国際シンホシ' ウA実行幹事会 ハ イリン力ル ・ ク' ル ーフ会議室
1 2名

第2回拡大幹事会兼勉強会及び国際シンホ°シウA拡大実行委員会

千代田テクノル21名

勉強会のテーマと講師 :
* 「原子力と報道一 送り手と受け手」長岡 昌 ( 元 N H K )

* 「放射線教育カリキュラムの現状と問題点」広井 禎(筑波大付属高校)
* 「 同コ メ ン ト 」 唐木  宏(攻玉社高校)

1 9 9 8年1 2月11 ̃ 1 4日  「放射線教育に関する国際シンポジウム」 神奈川県湘南国際村

「生産性国際交流センター」 (登録参加者165名) (プログラム ・成果などは第5章)

1 9 9 9年 1月 1 4日  第9回総務幹事会及び国際シンホシ'ウム実行幹事会 TEPC0銀座館11名

1 9 9 9年 2月 1 2日  第10回総務幹事会及び国際シンホ°シ'ウム実行幹事会科学新聞社 1 2名

1 9 9 9年 3月1 2日  第11回総務幹事会及び国際シンホ°シウム実行幹事会会議室「スへ°ー スライン」12名
1 9 9 9年 3月 1 4日  1998年度総会・シンポジウム 科学技術館総会26名、シンホ48名

シンポジウムテーマ:  教育カリキュラムとリスク
* 「初等 ・ 中等教育における資源・ エネルギー・環境教育のあり方」佐島群已(日本女子大学)
* 「ある物造り屋の見た理科教育」 白形弘文(日本エクス ・ ク ロ ン ( 株 ) )
* 「リスク概念を取り入れた教育カリキュラムの必要性について」 山名康裕 (日本工業新聞社)
* 「技術的安全と社会的安心」 清水彰直 (若狭湾エネルギ一研究センター )
* 「ゼロリスクとは何だろう一社会のリスクと安全について考えてみよう」工藤和彦 (九大工)
* 「リスクに関する文献の調査結果」佐藤勝・加藤和明(茨城県立医療大学)

(以上のほか、 編集委員会、 実験教材検討委員会などを随時開催した。 )

( 1 9 9 9 年 度 )

1 9 9 9年 4月 1 6日  第1回総務幹事会
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科学新聞社 1 2名



1 9 9 9年5月2 1日  第2回総務幹事会

1 9 9 9年 6月 9日  第2回編集委員会

1 9 9 9年6月22日  NP〇申請打合せ

1 9 9 9年 6月2 5日  第3回総務幹事会

1 9 9 9年 7月 6日  NP〇申請打合せ

1 9 9 9年 7月 7日  第1回勉強会および拡大幹事会

勉強会テーマ:  放射線とリスク
* 「社会生活とリスク」宮永一郎(原子力安全研究協会)

* 「健康とリスク」  小林定喜(放医研特別研究員)
1 9 9 9年7月3 0日

1 9 9 9年8月2 5日

1 9 9 9年 8月2 6日

1 9 9 9年 8月3 1日

1 9 9 9年 9月 7日

1 9 9 9年 9月 1 7日

1 9 9 9年9月2 5日

1 9 9 9年1 0月8日

1 9 9 9年10月8 l:1
1 9 9 9年1 1月9日

1 9 9 9年1 1月9日

1 9 9 9年1 1月1 0日

1 9 9 9年1 1月2 7日

第4回総務幹事会

第3回編集委員会

N P 〇申請打合せ
第1回リスク問題検討委員会

第5回総務幹事会

第1回教育課程検討委員会

1999年度第1回研究会

第6回総務幹事会

第2回教育課程検討委員会

第7回総務幹事会

第2回リスク問題検討委員会

第4回編集委員会

第2回拡大幹事会兼勉強会

原産会議室 1 2名

東工大 6 名

フォーラム事務所 4 名

原安協 1 1名

フォーラム事務所 3 名

国立教育会館 2 9名

原産会議室 1 5名

慶大 7 名

フォーラム事務所 3 名

TE PC 0銀座館7名

科学新聞社 1 2名

フォーラム事務所 7 名

山梨県増富温泉 2 2名

原安協会議室 1 2名

フォー:フム事務所 8 名

TEPC0銀座館12名

TE PC 0銀座館6名

束工大 6 名

千代田テクノル55名

勉強会テーマ :  臨界事故を中心として
*「原子力の原点を考えよう」 伏見康治(フォーラム会長)

*「緊急被曝医療体制」 青木芳朗 (原子力安全委員)

* 「 J  C〇臨界事故」 朝岡卓見(東海大)

*「放射線教育の問題点について」 有馬朗人 (前文部大臣・科学技術庁長官)

1 9 9 9年1 2月1 0日  第8回総務幹事会 TEPC0銀座館12名

2 0 0 0年 1月 2 2日  第9回総務幹事会 科学新聞社 1 1名

2 0 0 0年 2月1 8日  第10回総務幹事会 原産会議室 1 3名

2 0 0 0年2月2 6日  第2回研究会 立教原研 1 7名

2 0 0 0年3月1 1日  1999年度総会・NP〇設立総会・シンポジウム 科学技術館

シンポジウムテーマ :
* 「 低レベル放射線の健康影響と放射線防護」金子正人(東京電力)

*「放射線の工業的利用における経済的効果」田中隆一(原研高崎研)

*「これまでの放射線・原子力教育の反省」広瀬正美(兵庫教育大名誉教授)

2 0 0 0年3月1 6日  第11回総務幹事会
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3 .  放射線教育フォーラム会則
( 1 9 9 4 年 4 月  1日制定)

( 1 9 9 8 年 3 月 1 5 日改定)
( 1 9 9 9 年 7 月 7 日 章t'事会及び7月30日総務輪事会にて一部修正、秋の総会で承認を得る予定)

1 . 目的

本フォーラムは、 学校及び社会教育を充実させることにより、 主として青少年に対する放射線・放射能・原子力に関する正しい知識

の普及と、 この分野における将来の人材の確保・養成に寄与することを目的とする。
2 . 事業

本フォーラムは次の事業を行う。

i.放射線・放射能と原子力に関する教育に関する調査・研究・情報交換・提言ならびに資料の作成と配布。

ii . 主として学校教員を対象とした研究会・講演会・研修会などの開催およt_1l1講師の推薦と派遺。
iii . 放射線教育に関する国際協力の活動。
iv. その他本会の目的を達成するために必要な事業。
3 . 会員

本フォーラムは正会員、 特別会員および賛助会員により構成する。

i.正会員は、放射線・放射能・原子力に関する学問・技術・教育に関与している者、高校・中学等の教員、報道などの関係者、および 一

般市民で、放射線・放射能・原子力の教育に関心を持つものは誰でも参加できるものとする。年会費は2 , 0 0 0円とする。

ii . 特別会員は、 本会に特に功労があった会員で総会において承認を受けた者とし、 会費は無料とする。
iii . 賛助会員は、 本会の目的に賛同し、その事業を援助する企業または団体とする。年会費は1口20 , 0 0 0円とする。
4 . 役員

本フオーラムに幹事若T名および監査2名を置く。 幹事のうちより、 会長1名、 副会長3名、 総務幹事若干名を置く。 また、 顧問数
名を置く。

i . 幹事はl1llt事会を組織し 、 本会の業務を執行する。
ii .会長は本会を組織し、本会の業務を統括する。
iii . 副会長は会長を補佐する。
iv . 総務幹事は主として本会の事務的事項を処理する。
v . 顧間は会長の諮問に応じる。
f .  監事は会計関係の諸杳を行う。
5 . 入会、 退会

入会は、 所定の入会申込書を提出し 、 総務幹事会の承認を受けるものとする。 退会は、 退会届を提出し、 総務1幹事会の承認を受ける

ものとする。

6 . 寄附

本会の活動に賛同し、 その事業を援助するための寄附金を受けることが出来る。
7 .  付則

i.役員の選出と任期

1 ) .  会長は、 総務章1'事会において候補者が推せんされ、 幹事会の承認を得て就任するものとする。
2 ) .  副会長は、 総務章11事会において候補者が推せんされ、 幹事会の承認を得て就任するものとする。
3 ) .  +幹事は、 正会員及び特別会員のうちより選挙 (無記名投票) により選出する。 ただし、 会長は若一「一名の幹事を会員から指名する
ことが出来る。

4 ) .  総務幹事は計事の互選により選出する。 ただし、 会長は若一 「名の総務幹事を会員から指名することが出来る。 総務章i事の中から
代表総務章11事を定める。

5 ) .  顧問は、 会員のうちから会長が委嘱する。 顧問の中に常任顧問を置く。

6 ) .  監事は、 総務幹事会で会員より選出し幹事会の承認を得るものとする。

7 ) .  役員の任期は2年とし再任を妨げない。

ii . 会議

1 ) . 総会は年1回開催し、予算、事業計画、規約改正、その他重要事項を審議し承認する。会長は臨時総会を招集することが出来る。

必要があれば臨時総会は郵便による意見聴取により行うことができるものとする。総会は全会員(正会員・特別会員・賛助会員)

の過半数をもって成立するものとし、 議決は出席者の過半数をもってする。

2 ) . +幹事会は年1回以上開催する。

3 ) . 総務事1事会は原則として月1回開催する。
i i i.選挙

選挙は選挙管理委員会を設置し、 別に定める選挙管理規定に従い実施する。

iv.委員会

本会に編集委員会及び専門委員会を置く。

v . 会 計
本会の事業年度は毎年4月1日より始まり、翌年3月31日とする。

f . 会則変更
本会則を変更するには総会において出席者の3分の2以上の賛成を必要とする。

事務局

本フオーラムの事務局は、 〒105-0003東京都港区西新橋1-17-2、三和第一ビル5階(電話およびEM,03-3591-3566) とする。
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1 9 9 4 年 度 ・  1995年度放射線教育フォーラム役員 (五十音順)

(*印は総務幹事を兼任、 ☆印は代表総務幹事)

会長 有馬朗人(理研理事長・前東大総長)

副会長 安 成弘(東大名誉教授)

松平寛通(新技術事業団理事長)

顧問 熊取敏之(放射線影響協会理事長)

清水 栄(京大名誉教授)

総務幹事 小高正敬(東工大原子炉研)

幹事

監査

☆松浦辰男(立教大原研)

青木芳朗(東大医学部)

石黒亮= (北大名誉教授)
大野新一 (束海大開発技術研)

加藤和明(高エネ研)

木村逸郎(京大工学部)

後藤道夫 (明治大理工学部)

清水 誠(東大農学部)

高島良正(九大名誉教授)

野崎 正(北里大衛生学部)

長谷川圀彦(静岡大理学部)

村上昌俊 (ア ト ックス )

大橋国雄(千葉大薬学部)

1 9 9 6 年 度

会長 有馬朗人(理研理事長)

副会長 *後藤道夫(明治大理工学部)

*三木良太 (近畿大理工総合研)

顧問 安 成弘(束大名誉教授)

熊取敏之(放射線影響協会理事長)

清水 栄(京大名誉教授)

松平寛通(新技術事業団理事長)

総務幹事 飯利雄一(広領域教育研究会)

小高正敬 (東工大原子炉研)

☆松浦辰男(立教大原研)

山口彦之 (東大名誉教授)

幹事 青木芳朗(東大医学部)

石黒亮二(北大名誉教授)

大野新一 (東海大開発技術研)

加藤和明 (茨城県立医療大)

木村逸郎(京大工学部)

下田善夫 (都立日比谷高校)

中西友子(東大農学部)

堀内公子 (大妻女子大社会情報学部)

森 雄兒(都立西高校)

監査 大野新一

16

*今村 昌 (理研名誉研究員)

斉藤信房 (東大名誉教授)

伏見康治(阪大・名大名誉教授)

篠崎善治(元都立アイソトープ総合研)

渡利一夫 (放医研 )

朝野武美 (阪府大附属研)

石原健彦(元原研)

岡田重文(東大名誉教授)

菊池文誠(束海大理学部)

久保寺昭子(東京理科大薬学部)

坂本 浩(金沢大理学部)

村主 進(放射線計測協会)

中西友子(束大 J農学部)

橋本哲表(新潟大理学部)

三木良太(近畿大理工総合研)

森川尚威(前東大教授)

山口彦之 (東大名誉教授)

*篠崎善治 (元都立アイソトープ総合研)

今村 昌 ( 常任 )  (理研名誉研究員)

斉藤信房(東大名誉教授)

伏見康治(阪大・名大名誉教授)

菊池文誠(東海大理学部)

村主 進(放射線計測協会)

村上昌俊 (ア ト ックス )

渡利一夫(放医研)

朝野武美 (阪府大附属研)

今井靖子(放医研)

岡田重文(東大名誉教授)

河村正一 (神奈川大理学部)

久保寺昭子(東京理科大薬学部)

高島良正 (九大名誉教授)

長谷川圀彦(静岡大理学部)

宮沢弘二 (家政大附属女子中高校)

米村伝治郎(科学技術館)

堀内公子



1 9 9 7 年 度

会長 有馬朗人(理研理事長)

副会長 後藤道夫(明治大理工学部)

*三木良太(近畿大理工総合研)

特別顧問 伏見康治(阪大・名大名誉教授)

常任顧問 今村 昌(理研名誉研究員)

顧間 安 成弘(東大名誉教授)

斉藤信房(東大名誉教授)

松平寛通(新技術事業団理事長)

総務幹事 飯利雄一(広領域教育研究会)

加藤和明(茨城県立医療大学)

幹事

監査

小高正敬(東工大原子炉研)

長谷川圀彦 (静岡大名誉教授)

☆松浦辰男 (立教大名誉教授)

渡利一夫(放医研)

朝野武美(阪府大附属研)

今井靖子(放医研)

河4、、1正一 (神素川大理学部)
久保寺昭子(東京理科大薬学部)

高島良正(九大名誉教授・九環協)

中村佳代子(慶応大医学部)

森 雄兒(都立西高校)

朝野武美

1 9 9 8 年 度

会長 有馬朗人(元束大総長・前理研理事長)

副会長 *飯利雄一(原子力産業会議参与)

*山口彦之(束大名誉教授)

特別顧問 伏見康治(阪大・名大名誉教授)

常任顧問 今村 昌(理研名誉研究員)

三木良太(近畿大名誉教授)

顧問 安 成弘(東大名誉教授)

斉藤信房(東大名誉教授)

松平寛通(新技術事業団理事長)

総務幹事 大野新一(束海大開発技術研)

菊池文誠(東海大理学部)

村主 進(原子力システム懇話会)

長谷川圀彦(静岡大名誉教授)

☆松浦辰男(立教大名誉教授)

渡利一夫(放医研)

幹事 朝野武美(阪府大附属研)

伊藤泰男 (東大原子力総合センター )

大橋国雄 (千葉大学薬学部)

久保寺昭子(東京理科大薬学部)

下田善夫 (都立日比谷高校)

高島良正(九大名誉教授)

中村佳代子(慶応大医学部)

7

*更田豊治郎 (高度情報科学技術研究機構)

篠崎善治 (元都立アイソトープ総合研)

熊取敏之(放射線影響協会理事長)

清水 栄(京大名誉教授)

村上昌俊(アトックス )

大野新一 (東海大開発技術研)

菊池文誠(東海大理学部)

村主 進(放射線計測協会)

掘内公子 (大妻女子大社会情報学部)

山口彦之(東大名誉教授)

石黒亮二 (北大名誉教授)

岡田重文(東大名誉教授)

本イ、、j逸郎(京大工学部)

下田善夫 (都立日比谷高校)

中西友子(東大農学部)

宮沢弘二 (家政大附属女子中高校)

米村伝治郎(都立大学)

河村正一

*更田豊治郎 (環境科学技術研究所会長)

篠崎善治 (元都立アイソトープ総合研)

熊取敏之(放射線影響協会理事長)

清水 栄(京大名誉教授)

村上昌俊(社会開発技術研)

加藤和明(茨城県立医療大学)

小高正敬(東工大原子炉研)

高木伸司 (神奈川大学理学部)

堀内公子 (大妻女子大社会情報学部)

峯岸安津子(神奈川大学総合理学研)

石黒亮二 (北大名誉教授)

今井靖子(放医研)

河村正一(神奈川大総合理学研)

佐伯邦子 (秋田経法大附属高校)

杉 暉夫(原研・東海研修センター )

唐木 宏(攻玉社高校)

西尾信一(埼玉県立上尾高校)



播磨良子 ( C  R C総研)

村石幸正 (東大教育学部附属中高校)

吉川秀夫(前むつ科学技術館)

監査 伊藤泰男

宮沢弘= (東京家政大附属女子中高校)
森 雄兒(都立西高校)

播磨良子

1 9 9 9 年 度

会長 伏見康治(阪大・名大名誉教授・元日本学術会議議長)

副会長 *飯利雄一(原子力産業会議参与) *更田豊治郎(環境科学技術研究所会長)

*山口彦之(束大名誉教授)

常任顧間 今村 昌(理研名誉研究員) 篠崎善治(元都立アイソトープ総合研)

後藤道夫(前明治大学理工学部) 三木良太(近畿大名誉教授)

顧問 安 成弘(東大名誉教授) 熊取敏之(放射線影響協会理事長)

斉藤信房(東大名誉教授) 清水 栄(京大名誉教授)

松平寛通(新技術事業団理事長) 村上昌俊(社会開発技術研)

総務幹事 大野新一(東海大開発技術研) 大橋国雄(千葉大薬学部)

幹事

監査

加藤和明 (茨城県立医療大学)

菊池文誠(東海大理学部)

小高正敬(東工大原子炉工研)

高木伸司(神奈川大学理学部)

堀内公子 (大妻女子大社会情報学部)

峯岸安津子(神奈川大学総合理学研)

朝野武美(阪府大附属研)

伊藤泰男 (東大原子力総合セン夕一 )
佐伯邦子(秋田経法大附属高校)

杉 暉夫(原研・東海研修センター )

唐木 宏(攻玉社高校)

西尾信一(埼玉県立上尾高校)

宮沢弘二(東京家政大附属女子中高校)

森 雄兒(都立西高校)

伊藤泰男
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久保寺昭子(東京理科大学薬学部)

村主 進(原子力システム懇話会)

長谷川圀彦 (静岡大名誉教授)

☆松浦辰男(立教大名誉教授)

渡利一夫(放医研)

石黒亮二(北大名誉教授)

今井靖子(放医研)

下田善夫 (都立日比谷高校)

高島良正(九大名誉教授・九環協)

中村佳代子(慶応大医学部)

播磨良子 ( C  R C総研)

村石幸正 (東大教育学部附属中高校)

播磨良子



第 2章 放射線教育の現状と改善の必要性



社会への放射線・ 放射能の正しい知識の普及には、 専門家の知識
を分かりやすい言葉で一般市民に語る必要がある。 社会へのアプロ
チとして、  学校教育を通して行うのが、 能率的であり、 将来の人材

確保の意味でも望ましいので、 放射線教育フォーラムでは、 その設

立以来、中学・高校の理科・社会科の先生方に放射線・放射能の本

質などをよく理解していただけるよう、 努力をしてきた。

本章では、 放射線教育に関する一般的な考え方と学校教育におけ
る現状とその問題点、 これからの在り方を述べることとした。  前半

ではこの数年間、 松浦がいろいろな機会に調べ、 講演などしてきた

資料に基づいた資料などをご紹介し、 後半では、 これまでフォーラ

ム内の勉強会で「理科教育」 「放射線教育」について経験の深い方々に

お話をお聞きした機会があり、 その内容がフォーラムのニュースレ
夕一に記録されているので、 その数編を纏めてご紹介することとし
た。 間題点はどのようなところにあるか、 次の章の「教育課程委員会」

報告書ともにあわせてご覧いただければ幸である。



第 2章  放射線教育はいかにあるべきか

1 .  はじめに一国民の放射線リテラシー ・ 原子力リテラシーの必要性

現在ほど, 広い意味での放射線教育が, 学校及び社会の両方において正しく効果的に行われる

ことが求められている時はないと思う。  それは, エネルギーの安定供給, 環境保全, それと経済
成長 (雇用・福祉 ) という ,互いに関連しているが相反する要素をもつ (いわゆる 「 トレー ド ・

オフ」 の関係にある) 3重要問題の解決のために, 今後国民のコンセンサスを取りながら真剣に

取り組んで行かねばならない時代において, 市民の放射線・放射能に関する正しい科学的知識が

必要であるからである。現実は,世間では放射線・放射能・原子力の「安全性」に関する,  と く

に放射線の人体影響に関する強い不安感に基づく誤つた考え方があたかも真理であるかのように

罷り通つているので, それがエネルギ一環境問題の解決の主役を果たすべき 「原子力」 に対する
価値判断に大きく影響し, 問題解決に困難を来している。 現状のままに放置するならば, 少なか

らざる人々が, 本来何等心配するに足りない僅かな量の放射線被ばくを無用に恐れ苦しみ, また

資金が無駄に使われ, 二酸化炭素の削減という国の政策遂行に支障を来たし, 社会の将来に明る

い展望が開けないおそれが多分にある。

正直に言つて, 原子力発電所や放射性廃棄物処理施設などの立地問題は, 国民に放射線・原子

力に関する正しい知識が普及していればさほど困難なく解決されるはずである。 また,  放射線防

護の法的規制が厳し過ぎることにより,  低レベルの放射性廃棄物の処理に必要以上の手間と費用

がかかって国費を無駄にしており, また放射線の遮蔽を過剰にしすぎる結果原子力発電所などの

建設コストが高くなり ,  国際的競争力で日本は負けてしまっている。 食品の放射線照射も, 市民

のコンセンサスを得てもっとその有用性を利用すべきである。 医療における放射線被ばくについ

ては,  「ベネフィットがあるから」という理由で法規制の対象外となっているが,その結果は,

わが国の医療制度もあいまって, 表 1 (') に示すように,  医療による国民の被ばく線量が年間2.25
m S v と い う ,  英国や米国にくらべて数倍も高い状態にある。 これは原子力発電やコンシューマ
プロダクツに起因する被ばく線量がわが国では非常に少ないことに比べて, たいへんアンバラン
スな状態である。同時に,国際線に勤務しているバイロットなどの年間の被ばく線量が2̃3mSv

であることも周知の事実である。 大量の放射線が危険であることは確かであるが, 放射線はそれ

が天然のものであろうと人工のものであるとを問わず, この程度すなわち数mSṽ数十mSvの

被ばく線量では遺伝的影響やガン発生などの晩発的影響は心配する必要はない(2) と い う こ と を ,

原子力や放射線の関係者,航空関係者は申すに及ばず,医師・放射線技師・看護婦らが確信を持

って患者や一般の方々に説明できることが望ましい。

従来の放射線教育は,放射線の有用性よりも「放射線は少量でも人体に有害である」というこ

とを多くの専門家が先頭に立つて一般に普及してきた傾向があった。 これからはこのようなこと

を改善する必要がある。

社会教育の基礎となるものは学校教育であるので, 学校における放射線・原子力教育をもっと

適切に行うことが望ましい。 しかし , わが国では「理科離れ」 という言葉があるように理科教育

自体が危機的状況にある。 理科の授業時間の減少もこの傾向を助長するとともに基礎学力の不足

を招いた。 その中でもイデオロギ一的にも論議が多い放射線・原子力に関する教育は, 教える側
ができれば避けて通りたい, という心理が働いてきたためであろうか, 学校教育の教育課程を規

制する 「学習指導要領」 でまともに取り上げることが従来はどちらかというと避けられ,  疎かに

されてきた (3・4)。 結果として,  一部の科目でのみ「放射能と原子力の利用とその安全性にも (簡単

に) ふれること 」という指示となり ,  実質的には一部の篤志の教員が自発的にカリキュラムを工

夫して教育をしてきただけで, 多くの一般の教員は生徒から質問された場合などに, マスメデイ
アにおいて流布している考え方をそのまま教室で伝達するに留まっているのが現状である。 本章

では学校教育における放射線教育の重要性, 現状とその改善策について, 詳しく述べることとす

る 。
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表 1  日本, 米国, 英国の環境放射線被ばく線量

線源

線量 ( m S  v / 年 )

自然放射線

字宙線

ガンマ線 (地面 )
体内核種

ラドン

トロン

人工放射線

医療放射線

コンシュ ー マ ・プロダクツ等
フォールアウト

職業被ばく

原子力施設関連

日本 米国 英国

0 .29

0.38

0 .41

0 .4

2.25

0.00005

0.0012

0.001

0.0000086

1.0

2.0

0.53

0.05-0.13

0.009

0.0005

0.25

0.35

0.3

1.2

0.1

0.3

0.01

0.01

0.005

0.001

合 計 3 .75 3.6 2.5

2 .  国民の放射線・放射能に対する不安感と実情とその要因

本論に入る前に, 一般の人々にとって, 「放射線 ・ 放射能は非常に怖いものである。」 と い う 考

え方が社会通念として定着しており, これが原子力・放射線利用に関する価値判断の基礎になっ

ている (5)ことについて , 最近の意識調査の結果を次に示す。

_2.1 総理府による「原子力に関する世論調査」 (平成2年9  月)では全国の 20才以上の人3,751 人
からの有効回答が得られ,,

「エネルギ一問題に関する関心」, については”関心がある”が73. 1 % ,,
「原子力発電に対する関心」は”関心がある”が71.5 %であった。しかし ,,

「原子力発電について安全と思う」は43.8%で, 「安全でないと思う」 ( 4 6 . 8 % )より少ない。そ

して「原子力発電について不安・心配である」が90 .2%にも達していて,その原因は次のよう

であった。 (複数回答,上位から3つ)

①放射線 (能) が人体や子孫に影響を与えるから一一一一42.8%
②事故や故障などで放射線 (能) が漏れるから一一一一39 .1%
③放射性廃棄物の管理や処理処分などから一一一一38.6%
また, 「原子力・原子力発電について知りたいこと」 (複数回答,上位から3つ)は,,

①放射線 (能) の人体や環境への影響一一一一47.7 %
②放射線廃棄物の処理処分方策一一一一42.5 %
③原子力発電所の安全対策一一一一42.5 %
であった。 このように,原子力・原子力発電に関する国民の関心は高い。そして,約44%が原

子力発電は安全と思つているが,不安・心配が90%にも達しており,その不安の原因の最も大

きなものは「放射線・放射能の人体・環境への影響」である。 しかし放射線の人体・環境への影
響については, かなりの割合のものが 「知りたい」 という積極的な希望を持つている。

22



_2. 2 総理府 「エネルギーに関する世論調査」 (平成 1 1年 2月 )  では, 2,125人の有効回答から,,
( i ) 「エネルギ一問題への関心」については,7i. 4%が関心あり,,
( 2 ) 「地球温暖化」については,関心ありが8 7 . 6 % (前回 (平成9年6月 . )は 7 9 .4 % )

(3)「原子力発電の認識」については, (複数回答,上位から3つ )

①日本の電力の3分の1以上が原子力発電により賄われている一一一一一44. 0 %
②原子力発電は、 発電の過程で二酸化炭素が排出されない一一一一26.2%
③核燃料の再処理によって, ウラン資源の有効利用が図れる一一一22.4 %
などであるが,,

( 5 ) 「原子力発電への安心感」については
「安心である」が2 5.4 % , 「不安である」が6 8 .2 % ,  というように不安の割合が高く、2 . 1の調

査と比較すると ,  原子力発電についての不安・心配が前回は90%もあったものが68%に減つて

お り ,  また原子力発電の推進については現状維持を含めて約70%ある。 そして知りたい知識は

やはり放射線影響に関することがトップにある。

2.3 ーリスク認知に関する最近の調査 ( 6 )  (1999年)
最近、原子力に関する種々の問題について一般の人々の考え方が専門家とどのように違つてい

るかのデータが報告されたが, 一般人は

〇 『人工の放射能が大然の存在する放射線・放射能よりも有害である』とする人が75%,,

〇 『放射能がわずかでも漏れると人の健康を害する, また同時に環境に悪影響を及ぼす』 と思つ

ている人が約90%もいる ,  とい う こ とである 。

これらは全く誤つた考え方であり, このようなことを真理だと思つている人の割合がこんなに

多いということを知り , 今さらながらこの分野の教育が不充分であったと思う。

2. 4  _国民の放射線・ 放射能恐怖症をもたらしている種々の要因
このような ,  国民の大多数が 『放射線 ・ 放射能恐怖症』 になっているといえる状況ができてし

まった原因は種々考えられる。

(1) 大きな要因は, 日本が唯一の原爆被災国として,,

① 「原爆による大きな被害,悲惨なできごとは放射線・放射能によるものである」

② 「従つて原爆, すなわち人工の放射線・放射能はこの世にあってはならない悪である」

③「放射線・放射能は微量でも人体に白血病や, がんや遺伝的な悪影響があり, 僅かでも非常に

危険なものである」

という教育が過去半世紀にわたり, 主としてマスメデイアを通じて行われてきたことによる。 そ

の結果これらは社会通念となり,  社会の指導者や原子力・放射線以外の分野を専門とする多くの

自然科学者を含むオピニオン ・ リーダーも ,  この考え方を原子力問題を考える上での基本原理と

しているのである。

( 2 )第二に,原子力・放射線問題を報道するマスメデイアの態度と,その影響が大きいことが

ある。  この問題はたいへん重要であるが, ここでは立ち入らない。
( 3 )第三に ,  「国際放射線防護委員会」(I  CRP )が放射線防護の観点から,微量の放射線の

人体への影響については, しきい値がなく,  大量の放射線の効果と同じ割合でリスクがあるとい
う仮定 (しきい値なし直線的モデル , いわゆるL N Tモデル) を採用し , 放射線は必要のあると
き以外はできるだけ浴びないようにしたほうがよいという勧告を行つていることがある。 正確に

はこのモデルは安全サイドに偏つた 「仮説」 であるにもかかわらず,  専門家以外の一般人には,

この仮定があたかも真実であるかのように受け止められ, それが独り歩きしている。 I C R P に

よる勧告が基礎になって, 法規では天然のバックグラウンド放射線程度の, 医療でも日常的に被

ばくしているくらいの少量の放射線・放射能の取扱をも (経費的にも手続き的にも)面倒なもの

にし , そして低レベルの放射性廃棄物処理などに莫大な経済的支出をし , 結果的に放射線の有効

利用を著しく妨げている。 そして一般人やマスメデイアは, 「放射線・放射能は少量でも非常に



危険なものである」 という誤つた固定観念をますます確固たるものにしている。

3 .  学校における理科教育・放射線教育の重要性、 現状と問題点

最近わが国の学校 ( 小 ・ 中 ・ 高 )  での理科教育が危機に瀕しているとして, 関心が高まって

いる。ところが,ある数学者によれば,理科に限らず,国語や算数・数学の授業時間数が日本が

世界の主要国の中で最も少なく, これらの基礎教育が危機的状況にあるとのことである ( 7 ) 。 い

ずれにせよ,国民全体の「サイエンス ・ リ テ ラ シー」 , 特 に 「 ラ ジエーシ ョ ン ・ リ テ ラ シー」 の
必要性が痛感される。それは,(1) 科学技術立国を国是とするわが国の将来の人材の確保と, (2) 近
代社会に生きる市民として,  原子力・放射線など先端科学技術に関連する社会的問題について意

見を表明する必要があるとき公正な判断力が要求されるが, その際の素養として原子力 ・放射線

などの基礎的科学知識が必要であるからであり, さらに ,  (3)社会的公平さを保つことに役立つ。

例えば, 何か放射線に関する社会的事件が起こったとき, 特定の集団の人々が不正確な知識や情

報の故に不当な心理的苦痛や 「風評被害」 のような経済的損失を受けないようにするためである。

このことの達成には, 社会と学校との両方で進めて行かなければならない。 社会教育では放送

や新聞などのマスメデイアの力に大きく頼らねばならないが,社会教育の基礎は学校教育であり,

学校で正しい教育がされれば, それはひとりでに家庭を通じて社会に広がって行くので, 学校教

育の在り方は極めて重要である。

3.1_最近の理科教育・放射線教育の問題点
これまでの日本の学校教育は, 文部省の主導により, 国民全体の識字率 ( リ テ ラシー ) を世界

のトップレベルにすることに貢献したが, 教育内容は画一的であることが目指されてきた。 その

結果は, 生徒の知識習得度の偏差ががほかの国にくらべて非常に少ないことに特徴がある。 また

数学や理科については, 1970年代̃1980年代のはじめごろまでは, 中学の生徒の学力を国際的
に比較したとき日本は1̃2位の位置にあった。 ところが90年代になってからはこれが3位に

低下していることがわかり (8) , また, 科学技術に関する市民の理解度を〇 E C D諸国間で比較
する と ,  日本は14ヶ国中下から2番目というように非常に低いことが判明して (9) , これも教育

関係者の間で大きな問題となっている。

原子力関係の知識の習得度についてヨーロッパ7ヶ国と日本とを比較した結果でも,  日本の生

徒は一応の科学的知識があるにもかかわらず, 原子力の関しての知識が極端に低いという結果と

なっている ('o) 。 学校での放射線・原子力についての教育が不十分であるのがこの理由であるこ
とは明白である。

すでに理科教育全般について,その授業時間が1965年代には小・中・高校平均して週12時

間あったものがこの 30年間に徐々に減つて最近は週7時間に減少している。 ところが ,  科学技

術の進歩とともにどの分野でも内容が高度なものになって行き, それぞれの分野の専門家は自分

の領域の重要性を主張して教育内容が増えていく傾向があるので, 到底限られた時間で全部が収

まらず ,  以前は物理や化学のような基礎的科目は必修科目として全員が履修していたのが, 現在

の「学習指導要領」では理科の諸科目(物理・化学・地学・生物)はすべて平等に扱われて, こ

れらに 「総合理科」 を加えた5分野のうち2分野から2科目を選択履修するという制度になって

いる。  さらに入試制度のこともあり ,  科学技術の基礎となるべき物理のような科目を履修しなく

ても理科を履修したことになって大学に進学できることは大きな問題である。 さらに困つたこと

に, 入試制度の影響もあり, 難しいと考えられている物理は敬遠されてこれを選択する生徒が減

っているのが現状である。 ところが ,  原子力や放射線に関する事項は, 現在は理科の中でも殆ど

物理だけでしか教えなくてもよいことになっているので, 理工科系に進む学生でも物理を選択し

た生徒だけしかこの分野の知識を学べないのである。

3..2 「_学習指導要領」 について
日本の学校教育は,文部省の「学習指導要領」によって,学校で教えるべき内容が強く規制さ
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れている。学習指導要領は, 「教える内容については下限を, また入試問題については上限を」

細かく規定しているものである。 高校の学習指導要領に記載外の項目は教えてはならないという

のではないが大学入試間題に出すことは望ましくないとされているので, ここに教えるべき内容

として記載されていない事項については, 当然ながら生徒の習得度が低い。 「科学技術立国」 を

国是とするわが国でありながら , 理科の授業時間数がこの数十年間減少の一途をたどるなど, 理

科教育全般が軽視されてきたといわざるを得ない中でも, とりわけ原子力・放射線関係の教育は,

現行の学習指導要領において片隅においやられ, 正当な位置づけが与えられていない。 原子力教

育・放射線教育・理科教育を含めて,  日本の教育全体を改善するには学習指導要領の改正が必要

である。

われわれ 『放射線教育フォーラム』 は,放射線・原子力間題の正しい理解のために,現行(平

成元年3月制定) の学習指導要領の改正を文部省に要望した。 要望の内容は第4章に記載した。

その結果 ,新しい学習指導要領 (平成1 1年 3月制定、平成1 5年4月実施 )では、後節のよう

に改正が行なわれることになった。 これは, 教育方針の進歩として評価すべきものと考えている。

3.3 教科書における原子力・放射線関係の記述について

3 .3. 1  従来の教科書

筆者は数年前から, 理科を含むあらゆる科目の教科書について, 原子力・放射線関係の事柄が

どのように記述されているかについて調査した (3)。 調査した教科書は旧制度の 「理科I 」 ,  「物理」

「化学」と1994年度から使用されている新しい理科の教科書である「物理I A 」 , 「 物理 I  B」 ,

「化学I  A」 ,  「化学I  B 」 ,  「生物I  A 」 ,  「生物I B」 ,  「地学I A」 ,  「地学I  B 」 ,  「総合理科」,

「物理II」, 「化学II」,  「地学I I 」 ,さらに理科以外のものとして「現代社会」, 「政治経済」, 「地

理A」 , 「地理B」 , 「世界史」 ,  「保健体育」, 以上理科179冊,  理科以外67冊 ,  合計 2 7 6冊

である 。  これらの教科書における原子力の扱いの実情を要約すると, 次のようになる。

(1 )  一般に原子力・放射線関係の取り扱いは不充分である。

(2) 理科の教科書においてさえ記述に科学的に不正確な個所がある, また,  放射線の利用,,

とくに医学的利用に関する記述が貧弱である。

(3)  社会系の教科書では,原子力に関しては「資源・エネルギ一間題」,「環境と人間生活」,,
「自然に敵対する科学技術」, 「現代世界の課題と国際協力」, 「地球的課題の出現」 と い

ったような大見出しの章節で多くの教科書に記述されている。 そして ,  エネルギ一供給
における原子力の役割をみとめてはいるが, 一般的に原発の事故を過大に取り上げて,,

原子力の安全性に問題があるとして原子力の推進に懐疑的ないし否定的な二ユアンスの

論調が少なくない。 そしてこれらの社会系の教科書では, 原子力がほかのエネルギ一資
源と比較して, 必ずしも公平に取り扱われていないものが見受けられる。 原子力の平和

利用の一つである放射線利用については, 全くふれられていない。

というような間題点があることがわかった。

3.3.2 最近の教科書

最近になって,平成9年以後に発行された理科(「物理1A」 「物理1B」 「物理I I 」など ) 2 8

冊, 理科以外の公民(「現代社会」「政治・経済」 ) ,地理( 「地理A」「地理B」 ) ,世界史( 「世

界史A」「世界史B」) ,「保健体育」などの教科書約70冊を調査した ('')。その結果,,
<1> 一般に以前より改善されている。
<2> 理科, とくに物理の教科書ではかなり満足すべきものになってきている。とくに「物理
1 A 」 で は , 原 子 核エネルギーのこと ,放射線の単位 ,放射線が天然に存在すること ,,
放射線の人体への影響, 放射線の利用のことが, かなり詳しく記述され ,  その内容の適
切さも以前に比べると格段に進歩がある。

<3> 理科以外の科目でも少しずっ妥当な記述の割合がふえており, 原子力についての記述の
論調は, 批判的なものでも極端なものは影をひそめて以前よりは論調が多少穏やかにな

っている傾向がある。 しかし , 発行年月が新しくなっていても, 記述が以前と全く変わ
っていないものも少なくない。 そして,  原子力に限つてその安全性に問題があるとする
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論調は依然強い。調査した約40冊の教科書のうち半数がチェルノブイリ事故について,,

そのうち約半数は写真 (あるいは放射能汚染が起こった地図) 入りで ,  比較的軽くふれ

ているものから ,  誇張を交えて数十行にわたり書かれているものまで, いろいろである。

社会系の教科書でこれは困る, 少なくともこれでは問題であるという記述の例は,  例えば,,

〇 「「原子力発電の問題点」 として ,  原子力発電は, 一化学反応に比べれば桁違いに大きなエネ
ルギーが放出されます。 しかし , そのさい同時に危険な放射能も生み出されるため, 一安全性の
確保が大きな問題となります。 -ーチェルノブイリ原子力発電所の爆発事故のようなことがおこ
れば,かなり広範囲にわたって深刻な放射能汚染が生じることはいうまでもありません。さらに,

まったく事故がない正常な運転時においても, 危険な放射性廃棄物がどんどん蓄積されてしまう

という問題があります。放射性廃棄物は, 処理技術が未確立のまま増えつづけているため, 将来,

その半永久的管理・貯蔵を, 子孫におしつける結果になることも考えられます。寿命のつきた原

子炉は, 著しく放射能汚染されており,  それをどう処分するかも大きな間題となっています。 -
ーその他, 原子力発電所で働く人たちの放射線被曝量が大きいこと, 核燃料輸送中の事故や核ジ

ヤックの危険性があること ,  原子力関連施設に対する軍事攻撃をうけた場合, 通常兵器によるも

のでも核戦争なみの放射能被害が生じること, コスト面において石炭・石油に対して必ずしも有

利ではなくなってきていることなど ,  原子力発電はいくつかの難題をかかえています。」 ( Y出版,,

「現代社会」,1998 .3月発行)

〇「原発事故は, 小 さな ミ スが大惨事につながりかねない。 そしてひとたび事故が起こると,  広

範囲かつ長期間にわたって深刻な被害をもたらすことがあるなど, その危険性はきわめて大きい」

( T社、「政治・経済」「現代社会」、平成10年1月発行)

〇 「原子力発電は, -一大量のエネルギーを安定的に比較的安く供給できる利点があり, 火力発
電が温室効果や大気汚染源になるため, 原子力発電に積極的な国もある。 資源の少ない日本では,

原子力発電所の建設に力を入れており, -一発電量ではアメリカ・フランスについで世界第3位
である。  -・・ところが原子力発電は, 人体に危険な放射能を大量に発生させるウランの核エネル
ギーを使用しているため,安全性の管理が問題となる。事実,  1986年には, ソ連のチェルノブ

イリ原子力発電所で大事故が発生し, 多数の死傷者を出し , 放射能を世界中に飛散させた。 また,

1 9 7 9年のアメリカのスリ ーマイル島事故でも,周辺地域に放射能被害をもたらした。日本の発
電所でも, 放射能廃液もれなどの事故が発生している。 -一 と く にチェルノブイリ原発事故をき
つかけに, 原子力発電所に反対する世論や連動が, 日本や欧米諸国で急速に広まっている。 スウ
エーデンでは原子力発電所の廃棄を決める法案が議会で可決され, アメ リカのカリフォルニア州
では, 住民投票で原子力発電所の一部が解体されることになった。 -一日本の原子力発電所では,
安全運転のための努力がなされているが, 放射性廃棄物の処理の問題, 温排水による熱汚染の問

題など,解決しなければならない課題も多い。 一一」 ( S出版、 「精解現代社会」 ,平成1 0年1月
発行)

「原子力発電にはさまざまな問題が残されており, 燃料となるウラン鉱も有限で,  その分布は偏

つている。」(D社、「現代社会」、平成10年2月発行)

などである。  これらの記述についてのコ メントや ,  不正確・不的確な個所をどのように訂正すべ
きかについての著者の意見はここでは割愛する。

3.3.3 適切な教科書の記述の例

いっぼう適切な記述も少しずっ增えつつある。 とくに最近発行されたものにその例が多い。 例

えば,

(理科では)

〇 「放射能と人間」 の項目で1ページにわたり,  放射線の種々の利用がもちろん医学への利用を
含めて紹介されており ,また「放射線の人体への影響」で,  「大量の放射線を浴びると,脱毛な
どの急性の放射線障害を起こし , ひどい場合は死に至る。 また,  急性障害が起こらない量の放射

線でも ,  後になっての癌や遺伝障害が, 浴びた量に応じてわずかに增えると考えられている。 た

だ, 人間の遺伝障害と微量な放射線の影響はまだ確認されていない。」 そして  「放射線を浴びる
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量」という題で自然放射線と人工放射線の両方についてシーベルトの単位で8桁にわたって定量

的に対比された適切な表があり,  「微量な放射線は自然にも存在し , 私たちの体の中にもわずか

だが放射性物質がある」との説明がある。(「K館,  「物理 1 A 」 ,平成 9年 3月発行 )

〇 「原子力発電の安全性」 という小項目で 「原子力発電には, 放射線もれ事故の防止や放射性

廃棄物の処理という課題がある。 最近の原子炉には, 特別に操作しなくても核分裂の急激な增加

を自ら抑制する機能がある。 しかしそれだけでなく,  炉の緊急停止装置, 非常用炉心冷却装置,

炉をおおう格納施設などの安全装置を設けている。 また,  核燃料と外気の間は大きくわけると五

層の防壁でさえぎられており,  非常時の放射線漏れ事故に備えている。 このよ うに ,  綿密な安全

対策がとられているが,  原子力に関する技術は人類にとって末経験な面があり, 十分な研究と慎

重な連用が求められている。」(  J出版 , 「高校物理1A 」 ,平成1 0年 1月発行 )

(社会系では)

〇 「原子力発電をめぐる問題 石油代替エネルギーのなかでも,  原子力発電は, 供給の安定性,
技術の開発度などの点で, 他の研究途上のものに比べすぐれている。 しかし , 原子力発電は, 放

射性物質を扱うことから ,  ほかのエネルギ一源にはない危険性をあわせもっており, まずその安
全性を確保することがなによりも優先されなければならない。 また , 放射性廃棄物をどのように

処理処分していくかも, きわめて重要な課題である。 そのために, 開発に関しては数多くの法律

や規制があり,  発電用原子炉には, 放射能が周囲にもれる事故が起きないよう, 種々の安全装置

が設けられている。 1986 年のチェルノブイリ原子力発電所の事故は, 原子炉の安全管理の不備

が大きな災害をもたらすことを世界に示した。 (添付された図には日本の原子力発電の将来 (通

産省資料) があ り ,  2000年までの電力供給目標が各エネルギ一源ごとに表になっており , 「21
世紀には原子力発電が中心になっている」と説明がある)」(T書籍, 「改訂現代社会」,平成3年

2月発行)

〇「原子力発電とその課題 -一電力需要が増大するにつれ,建設コストが高く , 適地の少な
くなった水力発電の開発は限界に近づき, 一方, 火力発電もエネルギ一源が有限な資源であり,
輸入に頼るために供給と価格が不安定で, 大気汚染も問題となっている。 そのため近年, 原子力

発電への依存が高まってきている。 現在, 日本の原子力発電量は, ア メ リ カ ,  フランスに次
いで世界第3位で, 日本の総発電量の3割近くを占めるまでになっている。 原子力発電は, 原料

のウランの核分裂から得られる熱で水蒸気をつ く り ,  その圧力でタービンを回して発電するもの

で, 石油・石炭などを原料にする火力発電に比べて, ごく少量の原料で大きなエネルギーを生み
出す。 しかし ,課題も山積みしている。ひとつには,チェルノブイリ原子力発電所事故に代表

される発電の過程における放射能漏れなどの問題, 二つ目には, 発電で生じる低レベル放射性廃
棄物の安全な管理・保管の問題がある。 さらに ,  使用済み核燃料のなかでも再利用できるプルト

ニウムと燃え残りのウランを取り出す再処理の際に発生する高レベル廃棄物の間題もある。 電
力の需要が增大している今日, 原子力発電による電力の供給が不可欠な一方で, このような課題

の解決に向けて努力していく必要がある。 (脚注に、 ①チェルノブイリ原子力発電所事故, ②放

射性廃棄物,③プルトニウムについての適切な説明あり。)」(D社, 「現代社会」 ,平成1 0年2月
発行)

〇 「「石油危機」 以後, 世界的に原子力発電が重視され, すでに世界の総発電量の約 2 0 %弱を占

め, 日本でも30%近くに達している(1993年)。核燃料サイクルの確立によって資源の再利用

か可能なこと ,  核燃料の長期確保によって紛争による供給不安を回避できること, =酸化炭素を
放出しないことを理由に,  フランス , 日本, 韓国では強力に推進している。他方, 重大な原子炉

事故など安全性への不安, 使用済み核燃料や核廃棄物処理技術が十分に確立されていないこと,
経済性に疑問があること, などの理由からアメリカやドイッでは, 原子力発電を抑制する傾向を
強めている。」 (T書籍,  「地理B」 ,平成10年2月発行)
などである。

3.3.4 教科書に対する要望と,記述の不正確,不的確な箇所を如何に改善するか

本来ならば, 理科の教科書では純粋に科学的な事柄が正確に客観的に記述され, また理科以外
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の教科書では, 偏らない公正な価値観をもって, そして学校教育の教科書である以上国家の政策

を適宜取り入れつつ, 青少年の正義感や社会への貢献への意欲を呼び起こすように記述がされて
おらねばならない。 しかし,  科学技術が進歩し, それと環境や人間生活とが複雑にかつ密接に関

連している現代の社会では, 公正な価値観あるいは正しい判断力にはかなり正確な科学的知識を

必要とする。  従つて , 教科書執筆者が正しい科学的知識を持つていない場合は, どぅしても不正

確・不適切な記述が生まれる。

教科書の現状を改善するためには,われわれ専門家が,教科書の著者・出版者・文部省の教科

書検定官に正しい知識や最近の情報を与え, 誤つた, あるいは不的確な記述については, 現状を

放置せず, 注意して記述を改善してもらう努力をすることが必要である。 また,  大局的に妥当な

考え方や適切な記述のものについては, 細かくみれば多少の不正確さに気がついても, 積極的な

評価を著者らに伝えることが望ましいと思う。

4 . 放射線 ・ 放射能について一般人が持ちやすい誤つた考え方

以下は,あるオランダの物理教育の専門家の著書('2)にでている,一般人が持ちやすい誤つた考
え方として27項目が挙げられているうちの上位20項目である。

[1] 放射能と放射線の混同

[2] 放射能の強さ(Activity)と吸収線量CRadiation dose)との区別が理解できない
[ 3 ]放射能(放射性物質)は常に危険なものである

[4] 食品を放射線照射すると放射性になる

[5] 原子力発電所は原爆と同様に爆発する

[6] 欠陥のある原子炉は放射線を撒き散らす

[7]放射線は体内に蓄積する

[8]放射線の基準値は安全レベルを示し ,それ以下は安全で,それ以上は危険

[9] 人が被ばくすると放射性汚染が起きる

[10] 放射性物質はどんな場合でも一般の物質より危険である

[11] 放射性線源とX線線源との区別が理解できない

[12] 原子力発電所の事故のあとは原爆を落とされた広島のようになる
3
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放射線は物の表面にく っつく
人工の放射線は天然の放射線より著しく危険である

原子力発電所の事故は常に放射線 ・ 放射能に関する事故である

放射性物質があった所から持ち去つても放射線はまだしばらく残る

放射性廃棄物は原子力は原子力発電所からしか出ない

放射線は雲のように空中にただょっている

放射線を浴びると不能になる

放射能は半減期の時間経過後はもはや危険はなくなる

5 .  放射線実習の有効性

学校での放射線実習が放射線・原子力の理解に,また放射線・放射能に対する恐怖感を改善す

るのに如何に有効であるかの実例として, フォーラムの会員である鹿児島県のある高校の教諭に

より発表されたデ一夕がある ('3)。 それによると ,  高校の理科の授業で約3時間, 天然の放射線・
放射能の存在を(「はかるくん」「検電気」「霧箱」「洗剤の消泡現象」などの)実験により体験さ

せる こ と に よ り ,  生徒の放射線・放射能に対する意識が著しく変化したのである。76人の生徒

中, これまで放射線・放射能は非常に危険である, あるいは非常に不安に思うという割合が実験

前はそれぞれ50%と3 7 %もあったものが,  いずれも 0 % となり ,  一方これらを身近に感じると

いう割合が実験前は約 10%であったものが約 77%にまで上昇したのである。 また,  この学校の

近くにある原子力発電所に対する意識が顕著に改善されたとのことである。
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[放射線教育V1ol.2,  No・ 1 , 1 9 9 8 ] (1-11'i'jitロえf?)
放射線教育と学校理科

下條隆嗣

東京学芸大学教育学部

知識の伝達から資質の重視への転換という理

科教育における国際的動向と, 独創性の高い専

門家養成と市民の科学リテラシーの増進との両

者を推進してゆくべきであると言う主張がある。

これらを踏まえ, 日本の理科教育の課題を考え,

こうした枠組の中で放射線教育の在り方にっい
て考えてみる。

日本では科学的内容の教育に対して 「理科」

という教科名や「理科教育」 という用語が定着

している。 近年, 科学と技術の相互発展が顕著

になりっつあり,  科学と技術は, 複雑な相互関

係を持ち, また日常生活は:l1支術に大さ <、関連し
ている。初等・中等段階の学校「理科」を含め,

また市民教育や高等教育をも視野に入れたより

広範で技術的内容をも包含する科学に関する教

育は, 「科学教育」 と呼ばれることが多い。

以下, 理科教青や科学教育における課題を概

括し,  その流れの中で放射線教育を学校教育の

いかなる枠組みの中で考えたらよいかという点

にっいて, 理科教育研究の立場から述べる。
1 市民の科学リテラシーの育成と専門家養成

まず,放射線教育は,現代の理科教育が抱え

る課題, 特に市民の科学的教養の点から考える

と,  :,ネルギ一確保や環境保全等の大きな枠組
みの中で捉えないと支持が得られにくい。

ローマクラブによる研究によると ,  地球上で

数世代後には,人口は現在の約2倍になり ,資

源や食料の結渇, 環境の悪化などが予測されて

いる (近藤1 9 8 4 ) 。 これらは ,今後 ,  日本人を

含む世界の人々が直面し, 対応してゆかなけれ

ばならない厳しい課題である。 環境保全, サバ

イバル的課題(食料,鉱物資源,エネルギーの

確保),科学技術の日常化・高度化などの課題へ

対応するために, 新しい産業や科学技術を生み

出す個性豊かで創造性の高い人材のみならず,

高い科学的教養をもち, 科学の重要性を理解す

る市民の存在が求められる。

科学技術によって支えられている社会におい

ては, 一般市民も科学にっいての教養, いわゆ
る 「科学リテラシー」 をもっことが望ましい。

それは, 市民にとって,  健康で明るい生活の基

礎であり,  新しい生活スタイルの創造や生命保

全等のためにも重要であるばかりでなく,  これ

らの課題への科学技術的活動を理解し支える も

のである。  一見科学技術に無関係なさまざまな

職業で科学技術の知識や技能,科学的態度が必

要になってきている (拙稿1996)。

こ う した状況へ対応するための科学的な能力

や意欲は, 専門家養成の面からも一般市民の科

学 リ テ ラ シーの育成の面からも, その育成が求

められているといえる。  しかし, これまでの中

等教青では, むしろ専門家養成の色彩が強かっ

たといえる。近年の0ECDによる調査によると,

科学リテラシーは欧米では高く (最高は英国),

日本は先進国中最低であり ,学校「理科」が理

科嫌いをっくっている側面もあることが明らか

にされている(Mi l ler1996)。一方,科学技術立

国を標榜している我が国において, 過去より小・

中・高等学校併せて理科の時間が400時間程度

も削減されている。 国際数学・理科教育調査に

おける日本の中学生の理科の成績が, かっては1

位であったものが近年3位になった(国立教育

研究所 1997)。 同調査における理科の成績の順

位は,今後ますます低下してゆくことが予想さ

れる。このように日本の理科教育・科学教育は

多くの課題を抱えており, 科学技術立国の基盤

がゆらぐことが危惧されている (産経新聞社会

部編1998 )。

こ う し た こ とか ら , , 放射線教育も,市民の科

学的教養と専門家養成の二面から推進してゆく

べきであろう。特に前者の教育においては,専

門的知識の請め込みは妥当性を欠き, 日常生活

との関連が重視されるべきである。 一方, 後者

の教育に対しては,科学技術社会を支え,高い

経済的競争力を維持し, 世界へ貢献できる人材

の育成を目標にして, 個性に応じて深く学べる

教育課程を工表する必要があると考えられる。

2. 科学の応用にっいて学ぶ新しい教科
日本の教育課程には,科学の応用としての,

あるいは技術に支えられた科学という意味での

「科学技術科」 という教科は,  これまで存在し

なかった(拙稿1997 )。現状では,技術的な内

容を持つ教科として, 中学校に「技術・家庭」

が設けられているが, この技術に係わる部分の

内容は,木材加工,電気 ,金属加工 ,機械 ,栽

培,情報基礎から構成されていて, このよ うな

趣旨からは離れている。 中学校の技術科と 「理

科」 における目標や内容の隔たりは大きい。放

射線教育を「理科」ばかりではなく ,高等学絞

の「科学技術」科のような新しい教科の中で展

開してゆくことも考えられる。ただし ,現在 ,

各分野からの学校教育への期待は大きく, それ
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らをそのまま受け入れると教科 ・科目数が増大

し学校の機能は破壊されてしまう恐れがある。

現状ではいかに教科・科日を削減するかが問わ

れているので, 「科学技術科」のような科日の新

設は容易ではない。 また, 各教科には独白の目

標や特性がある。理科では,観察・実験を通し

て科学的自然観を養うことを目標とし, 一方技

術科では,生活に必要なものをっ く る と い う 実

践的な態度の育成を目標としていて, 両者の日

標は異なっている。このように ,  「科学技術科」

の開発に当たっては, 学習内容は教科として成

立するか,教材開発,  シラバス , 教師養成 ,教

育職員免許の改定など, 検討すべき課題が多い

ことも事実である。

3 . 理科教育思潮の変化
近年, 理科教育の思潮が知識重視から資質重

視へと変化してきており ( 拙稿 1 9 9 8 ) , そ う し

た新しい思潮の中で放射線教育が考えられるで

あろう。情報化,国際化,産業構造や環境保全

など変化の激しい状況の中で, 学校教育を含め

る場の中での基本的な課題として, 実践的な力,

問題解決の力, 判断力と感性, 全人的な力が求

められている。こうした能力の育成は ,理科教

育と深く関わっている。  時代や状況への適応能

力は, 広い資質に関係していると考えられる。

そうした能力の育成のためには理科においても,

:j:二に既にできあがった知識を伝える知識注人型
の教育から, より基本的な資質育成教育への転

換をはからなければならない。

従来, 中等理科では,高等教育の基礎として

の知識の伝達が主になってきた傾向がある。 科

学技術の進展に伴つて, その領域も拡大し, 深

さも増している。  これらの知識や技術を学校で

学習させようとすると ,学習内容が増大してゆ

く。学校現場では, これまで学習内容の量の多

さに悩んできた。科学教育の分野では,量的増

大の背後にある基本的なものを常に拾い出すよ

うにしたり ,新しい教育課程を研究して ,学習

内容の量的拡大に対応しなければならない。 も

し, これを怠ると学習内容はたちまちに陳腐化

するばかりでなく ,創造性 ,思考力の育成など

の本来の教育目的を達成できなくなる。 放射線

教育も, 基本的な知識は重要だが, 知識のみを

伝えよ う とする と ,  生徒の理科離れを促進する

ことになり理科としては失敗する可能性が高い。

一方, IF1来より ,理科教育では, 科学的な思

考や態度, 科学的技能, 意欲の増進などを目標

の一部にしてきた。 科学的な思考や態度の中身

は,合理的・論理的思考,事実に基づく冷静な

判断力, データに基づく客観的見方, 批判的思

考力, 課題を見いだし, 辛抱強く解決する力な

どである。科学的技能としては,探究能力を育

てるプロセス ・ スキルズがある 。それらは ,観

察 ,分類 ,数の使用 ,測定 ,空問・時間関係の

利用 ,推論 ,伝達 ,予測 ,仮説設定 ,操作的定

義 , 条 件 統 一 , データの解釈 ,モデル作成 ,実

験など, 探究の過程に必要とされるものである。

これらは,  数十年前に米国で研究されたが現代

的視点からは不十分で, 理科においても 「情報

の活用」 などの新しいスキルが必要となろう。

しかし, 探究のスキルの定着だけでも不十分

である。  スキルに埋没して事象に対する解釈的

な能力を育てることを ,S、れてはならない。解釈
的能力を高めるには, 科学の性質や, 発見がな

された社会的文脈まで取り入れた科学史も必要

であるとの意見もある。すなわち ,知識の伝達

から探究のスキルへ, さらに科学的発見の社会

的文脈を通して, 科学の性質の理解へと理科教

育の思潮が変遷しっつある。

こうした転換は ,国際的なものである。例え

ば, 米国では科学教育課程の改革が進められっ
つあり,その理念は「米国科学教育標準(Nationa1

Science Education Standards)」 に結実した
(NationalResearch Council1996)。その内容

は ,従来の物理科学,生命科学,地球科学的内

容に加えて, 科学と技術の関係, 科学の性質と

科学史,科学の個人的・社会的側面が包含され,

拡充されている。 この科学の個人的・社会的側

面の内容は. 個人の健康,人口,資源・環境,
天災, 危険と便益, 社会における科学技術など,

いわゆるSTS(Sc ience-Technology-Society)的
な内容である。さらに,  これらの内容を小・中・

高等学校を通して一貫して学習するようにして

いる。  特に, 米国ジョージア州では,  教授と学

習の要素として,思考習慣(問題解決,  コ ミ ュ

ニケーション ,推理判断,関連づけ ) ,重要なァ

イラ1;' ア (物理環境,生物界,人間の努力として

の科学と技術), 理解と行為への伝達手段 (シス

テム , 不変 と変化 , モデル , 計測 と ス ケール)

を考え, 学力をそれらから構成される立方体と

して捉えている。

このように ,世界各国では, 科学教育の目標

が広げられ, 資質をのばす方向で新しい理科教

育が模索されっっある n また英国では, 近年.
国定の教育課程を策定実施したが, 「理科」を「英

語」や「算数・数学」と ,共に中心教科として据

えている(木村誠19 9 7 ) 。  これらの動きに共通

することは ,  全ての青少年に対する科学教育の



重要性の認識と, 初等 ・ 中等教育を通した内容
の一貫性と広さである。

理科教育の国際的な動向をみると, 戦前の米

国では,哲学者 J . デューイの哲学に基づいて,
社会の中でよりよく生きてゆくための学習とい

う立場から,  生活との関連を重視した理科が展

開されていた。  これは, 人間の精神的能力を高

めるという形式陶冶といえる。  戦後, 科学技術

爆発の時代を迎え, これでは実力がっかないと
いう批判が生まれ, 米国では科学教育課程改革

運動が始まった。 これは, 日本では「現代化運

動」 と呼ばれ, 現代科学の本質を構造化して教

える,  また教えることができるいう信念に基づ

いたもので, 実質陶冶といえるのである。  米国

では多額の予算に支えられ開発研究が行われ,

日本を含む諸外国に影響を与えた。 し か し , 開

発されたプロジェクトは ,  一般に難解すぎたよ

うで不成功に終わったとされている。  iiL年の新
しい改革の動向, すなわち資質重視への転換,

科学リテラシーの育成は科学技術時代であるこ

とを踏まえた新しいデューイ主義, あるいはデ
ユーイ哲学の新しい見方や発展とも考えられる。

これは, 生活理科に堕しない理科教育であり,

形式陶冶と実質陶冶の止揚とも考えられる。

4 . 系統性と総合性一総合的理科の実現性
市民にとっての放射線教育は, 技術的内容を

包含する総合的な内容の教育がふさわしいと考

えられ, そのための研究が待たれてし 、'る。市民
のための科学と専門家養成のための科学とにお

いて, いつも見え隠れする課題は, 「系統性と総

合性の葛藤」 である。  市民の科学リテラシ一育
成に対しては総合的な科学教育が必要であろう。

しかし, これには科学は積み重ねが大切だから,

基礎ができた上で実施すべきであるとか, かな

り上の学年でないと無理であるとの考え方があ

る 。また ,学校の時間数が削減 (週 5日制 )す

るのなら基礎をしっかり学習させるべきである

という意見もある。  この考えの欠陥は, 専門家

養成主義に陥りやすいことであり,  子供は学習

に興味を喪失する傾向があることである。 一方,

総合化では資質を重視し物事を総合的に把握し

て、1 l」断し,  学びの動機を子供自身に感じさせる
ことを重視している。  こうした総合化の背景に

は, 環境間題を始めとして狭い学問領域からは

アプローチできない問題が多く発生している事

実がある。  しかし科学教育課程の開発面では,

総合化のための知識構造分析, 学習法などの方

法論もほとんど末知である。 また広範にわたる

内容を誰が総合化できるのかという疑問もある。

もっとも ,  総合的理科にっいては戦前にも旧制

中学において「一般理科」として置かれたり(1931

年),国民学校の下で理科の内容が「物象」と「生

物」に 2分された時期もあった ( 1 9 4 1年 ) 。 さ

らに ,戦後は , 1 9 7 0年 (昭和 4 5年 )告示の学

習指導要領で 「基礎理科」 が選択科目の一つと

して設置され , 1 9 7 8年 (昭和5 3年 )告示の学

習指 ;導要領では「理科I」が必修となり,  さらに

1989年(平成元年)告示の学習指導要領では「総

合理科」 が選択科目の置かれるなどの歴史があ

る。  しかし, 科学リテラシ一育成を強く意識し,
しかも科学技術的内容を含む総合的理科は未開

発である。 専門家養成のための教育は, 伝統的

な諸科学の基礎を重視し系統性の極めて強いも

のでよいが, 市民のための理科教育はそれとは

別のアプローチがあるはずで, むしろ定性的だ

が本質的な理解が重要である。 市民が科学の基

本的フ'イフ-二、;1r'や生活との系合びっき (1' )理解と共に,
科学とは何か, つくられるのかという科学の性

質を理解し, 科学が係わる社会的課題を認識し

生活の中で判断するノJを持つことが必要である。

5 .  新しい間題解決能力

これまでの学校教育では,主として「良く構

造化されている間題解決」 が扱われてきたとい

える。  しかし社会の複雑化に対応して, これか

らの学校では 「良く構造化されていない問題解

決」も扱われる必要があると考えられる。それ

は, 解決のために用いる概念や技能, それらの
適用の仕方が不明確であり解答も一つとは限ら

ないような問題解決である(Jona s s an1997 )。

それは ,環境問題 ,エネルギー, 資源などの現

実的で総合的な内容に関連している。 これには,,

「良く構造化されている問題解決」 に必要な領

域的な概念や技能に加えて, 知識を構造化する

能力, 議論を構成したり, アナロジーをっく り ,
推論するという拡充的能力, 積極的に課題と取

り組み解決を試みようとする動機・態度 ,およ

び自分自身の既有知識などを知ることなど, い

わばメタ認知が必要である(下條・他19 9 8 ) 。

放射線教育を通して, こうした新しい間題解決

能力の増進が, 特に科学リテラシ一育成に関連
して必要とされる。

上で述べてきた理科教育・科学教育が抱える

間題にっいて理解し, 理科教育思潮の変遷をも

考慮して, 専門家養成と同時に市民的教養の教

育を行うことが国民的課題であり ,放射線教育

をそうした枠組みのなかで考えるべきであると

考える。
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話 題

学校教育のシステムと教育課程の方向

放射線教育フオーラム幹事

飯 利 雄  -

近年、 科学教育関係者だけでなく多くの人達から
「理科教育の危機」や「理工系離れ」が深刻であると
の訴えやこのままでは科学技術の人材が枯渇するとい
つた声が聞かれる。 また、 平成5年度版科学技術自書
では、若者の科学技術離れの状況、科学技術系人材の
不足、 国民の科学技術の関心の低さなどの指摘がなさ
れている。
この 「理科離れ」や「理工系の人材不足」の原因と
して、社会環境の変化、国民の意識変化、科学 ・ 技術
のプラックボックス化の影響などが挙げられるが、経
済成長に伴う豊かな生活、 科学技術への過信や無関心
が科学 ・ 技術教育の軽視になり、その影響も考えられ
る。
しかし、忘れてならないことは、教育的な要囚とし
ての戦後ほぼ10年毎の教育課程改訂による、理科授
業時間数の削減、 偏差値的受験制度や理科教師の指導
力低下などの学校教育のシステムにかかわる間題は極
めて大きいと考えられる。
平成6年3月に発表の、 学校教育と学校週五日制に
関する意識調査(文部省)で「中学校で特に力を入れ
てほしい教育」では、依然として科学(理科)教育に
対する要望は少なくその根は深い。
1 理科教育の変遷とその背景
わが国の科学 ・ 技術の目ざましい発展は、これまで
世界各国から学校教育の成果として評価され、 初等 ・
中等学校の理科教育に学ぶべき点は多いと見られてき
た 。
理科教育は昭和40年代頃まで「科学 ・ 技術立国」
の国是にょり重視されてきたが、 それ以降になると高
校進学率の上昇のため興味 ・ 関心や能力等の多様な生
徒が入学し、理科に興味が持てず、 その内容の理解で
きない生徒が増え、 理科は難解であると強く言われる
ようになった。 この頃から「理科嫌い」や「理科離れ」
が多くなってきた 。50年代には、探究過程を重視し
た理科教育が進められるが、探究学習が画一的であり、
子ども達の興味や意欲を失わせ「理科嫌い」や「理科
離れ」を促進した 。 また、 この頃から地域開発や工業
化に伴う公害も起き科学技術に対する不信感などが
「科学 ・ 技術離れ」を促進したと思われる。
2 理科教育のシステムと履修状況
わが国の初等 ・ 中等教育は、ほぼ10年毎に教育課
程の改訂が実施されてきたが、その結果小 ・ 中学校の
理科学習の時間数(必修)は、昭和40年代を10  0
とすると、 その後の改訂で次第に削減され、現在では
小学校6 6 . 8 % 、中学校7 5 . 0 %に削減された。
高校にっいては、 進学率の増大と興味や能力 ・ 適性
などの多様化により、 改訂の度選択科目の拡大の結果、
昭和45年以降から理科の履修者は減少の一途をたど
つてきた 。特に物理の履修者(率)は、45年に93 .
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8 %であったのが65年には34 .  3 %に撒、減した 。
このような、小 ・中学校の理科時間の削減、高校の
多様化路線にょる選択科目の拡大等の理科教育システ
ムの改変は、 「理科離れ」 や理科履修者の減少に一層
の拍車をかけたと考えられる。
3 理工系離れと理科学力の問題点
理工系学生の製造業離れや大学進学者の理工系離れ
は大きな問題である。 大学への総志願者数に占める理
工系志願者の比率は、昭和61年の25.6%を最高
に年々減少し平成5年には19 .5%になった 。つま
り、大学志願者の4人に1人以上いた理工系志願者が
5人に1 ;人以下になったのである。 また、 高校生の理
科(物理)履修者の減少は、科学的な知識や理解を欠
いた状態での大学進学など、 理工系学生の相対的な学
力低下は明らかである。
大学の理工系学部長(57人)に対しての調査では、
「理工系に優秀な学生が集まらない」との回答が77
%に上り、 「偏差値にょる入試」、 「実験等の文化系
に比べて忙しく敬違される」 、 「文化系の方が企業で
処遇がいい」などが原因として挙げられている。 また、
大学入試センターの試験科目は、 社会、 理科を含めて
1:)教科'/科目であったのが昭和62年から5教不4 5 科
日に変わった。 ところが、それを境に文化系学生の理
科学力の低下が者しく下がった 。 また、平成2年度か
ら各大学で受験科目を指定する 「アラカルト方式」 に
なり3教科以下の大学も増えてきた。 この方式によっ
て理科の受験科目が1科目になれば、 その分、 集中し
た学習ができ理科学力の低下の歯止めになると予想さ
れていたが、 結果は逆になった 。 この事実は物理、化
学、生物、地学の学習には互いに関違があり、複数科
目の学習により科学的な理解が深まることを示してい
る。
また、 理科の履修状況と学力との関係を示す一例と
して 、 日本原子力文化振興財団の日欧7カ国の高校生
を対象にした 「エネルギーと環境に関する意識調査」
で、 原子力に関する知識レベルの低さが浮き周;りにさ
れたことである。即ち「原発でのエネルギーを出すメ
カニズム」 にっいて「ウランが分裂して熱を出す」の
正答率が欧州6カ国の60̃89 .  8%に比べて日本
は 3 8 .  3%と極端に低いことである。 この事実は原
子カ等の内容を学習する物理履修者(率)が約35%
であり、 その影響が極めて大きいと推測できる。
4 理科教育改善の方向
(1) リテラシーとしての理科教育
科学教育は国家の根幹を支える教育であり、いずれ
の国も理科教育が重視されていることは誰しも認める
ことである 。世界のどの国でもいっの時代の教育改革
にぉいても科学教育は大きな柱の一つとして据えられ
てきた。その点、最近にぉけるわが国では果たして理
科教育の重要性が認識されているかいささか疑問に思
う o
昔から学校教育の中で基確的教科として「よみ」
「 か き 」 =国語、 「そろばん」 =数学を身に付ければ
事足りるとするイメージがあった。そのため国語、数
学、英語は最も重要な教科として位置付けられ、その
他の教科は従属的 ・ 付属的な教科と考えられ軽視され
てきた。



国語、 数学、 英語の必要性は認めるが、 2 1世紀に
向けて生きるための国民の基本的な能力として「生活
をしていく上でのリテラシー 」を身に付けることは必
須なことである。 そのための教育として理科教育は最
も適した教科として位置付けられる必要がある。
(2) 論理的な思考力の育成
最近、 理科授業の中で驚きや感激を持たない者が多
くなったと言われている。
科学技術自書での先端科学技術研究者調査の中に
「若者の科学技術離れの傾向をもたらした原因」 が挙
げられているが、その中で物理、化学などの科目が試
験テクニツク重視となって「おもしろみが感じられな
くなった」  ( 4 0 . 1 % ) 及び 、科学する 「楽しさが
青少年に伝わっていない」 ( 3 6 . 0 % > もある。こ
のように今の若者にとっては、 科学技術の知的な部分
に触れることが、かって程には 「 お も しろい 」や 「楽
しい」こととは感じられなくなったという認識が広ま
りっつあると指摘されている。
この要因にっいては、 例えば高校や大学等の上級学
校への受験競争の過熱化にょり理科教育がともすると
多くの知識を伝達教授し、探究を通して科学的に追求
する授業が必ずしも十分でないことが挙げられる。そ

の結果、 学ぶ意味や意義が分からず、 興味 ・ 関心を持
って学習に意欲的に取り組めない理科になっているこ
とである。
また、塾での勉強に追われ、マンガやテレビゲーム
などの既成の娯楽素材が潤沢に与えられるようになっ
たことから、 「なぜだろう」と考えるゆとりが失われ、
若者の 「思考形態が論理的思考から感覚的思考に変化
した」 ( 3 1 . 8 % ) こ とが結果として示されている。
理科教育は、 自然の事象の直接経験を中核にして探
究活動にょり学習するものであり、論理的な思考能力
の育成に大変有効である。 この具体的な方策としては、
学習者が主体的に自然にっいての学習課題を持ち、 自
ら解決していく課題研究的な学習指導に重点を置くこ
とが必要である。
今後わが国が科学 ・ 技術立国として一層の発展を目
指し国際社会で貢献を果たすためには、 これまでの模
倣 ・ 翻訳的な教育の体質から脱却し、独創力や創造性
の豊かな科学 ・ 技術教育への質的転換をしなければな
らない。 その努力は理科教育に課せられた大きな課題
である。 ( 1 9 9 5年7月12日開催の幹事会のあ
との勉強会での講演要旨)

(広領域教育研究会顧問 ・ 前信州大学教授)

“サイェン スキャンフ95”の引率1tして
放射線教育フォーラム幹事

宮 擇 弘

8月9日̃8月11日の2泊3日のサイェンスキャ
ンプに男女10名の高校生を連れて世界のシンクタン
クといわれる理化学研究所にキャンプイ 、::,,, した。 また、
参加する生徒の選考委員であったわけであるが、 作文
審査だけなので果たしてどんな生徒が集まってくるの
か一抹の不安があった。 しかし、集まった生徒達の元
気で明るく輝いた瞳を見た途端にその不安は消し飛ん
でしまった 。
理研(理化学研究所の略称)では、5つのコースを
設定していただき、 生徒2人ずっを希望にしたがって
配分し、 研究員とマンツウマンで体験学習することに
なった 。 これは生で研究員とともに最先端の科学に触
れることができる素晴らしい企画であった。 この企画
で一番のお骨折りいただいたことは高校生レベルでい
かに研究内容を理解させるかであった。 理研の研究室
長の西村さん越間さんを始めとして研究員の方々のご
苦労にょって見事にこの難問は下見をした段階で解決
されていて、 心から感謝したい。
2日目の夜にはバーべキューを雷雨のなかで開催し
ていただき、 研究員や関係職員の暖かいもてなしに生
徒達は、 研究員の人間味と 、 普段の顔の研究者の素朴
な人柄に心打たれるものがあったに違いない。
最終日には放射線教育フォーラムの会長でもある理
事長の有馬先生から修了証を一枚一枚手渡していただ
き、 さらに今後の科学する態度と心の在り方にっいて、
厳しいご指摘があり、
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理性を忘れた科学の進歩は有り得ないし、 科学者は社
会に対して責任をもって人類の貢献に果たしていかね
ばなら、ないことをわかりやすくお話いただいた 。私に
とってはこのサイェンスキャンプは生徒とまったく同
じで生涯決して忘れることのできないインパクトがあ
つた。 ここに参加し;1t生徒の感想文を紹介して参加し
た生徒の気持ちを伝えたい。

光塩女子高等学校 3年  白石 智美
『研究所と名のつく所を歩き回れただけでも嬉しか
つたです。学校とは比べものにならない精密な実験器
具を用いて自分自身で実験できたことは勿論のこと、
研究所の雰囲気、 研究員の方々の真剣さや、 優しさに
触れることができ本当に良かったです。すべてが新し
いものであり、驚きと発見の3日間でした 。そのうえ
2人ずっ5コースに分かれての勉強ということで他の
友達がどんな内容を勉強しているのか、 いろいろ聞い
たり、 自分達の実験内容を教えたりと、 1 -:ll,の分野に
留まることなく興味を持てた事は良かっ_たと思います。
バーべキューなどの時に他の先生方とお話ができたこ
とも良かったと思います。 と 一1l:も楽しい3日問をどう
もありがとうございました。あっという間に過ぎてし
まいましたが楽しい思い出が沢山できました。素晴ら
しい先生方に恵まれ、 勉強だけでなく、いろいろなこ
とを教えていただいた気がします。その一つ一つは言
葉にはできないけれど、 感謝の気持ちで一杯です。
この様な機会を与えられた私たちは本当に遅が良か
ったのだと思います。 このキャンプで得たことを大切
にして、 これからは自分の勉強を頑張るっもりです。
理研の公開日には是非呼んで頂ければと思つています。
本当にありがとうございました 。、 』

(東京家政大学付属女子高等学校教諭)



[ニュースレ夕ー No. l 4 ,  1999. 7]

話題:放射線教育の現状と認題

筑波大学付属高校広井禎

はじめに

放射線は、 光や音と違うところがある。  光ならば

目で見る、 音ならば耳で聞くことができる。  と こ ろ

が、 放射線がそこにあっても耳や目で感じることが

ない。 この点では、 放射線は電気に似ているかもし

れない。 電気現象の結果は誰もが知つているが、 電

気や電流そのものは、 見ることができないので、 理

解困難に陥る生徒たちもかなりいる。 それでも電気

では、電流計や電圧計が広く使われていて、電気の

理解を助けている。 中学生や高校生からは、 実感に

乏しいとか、「納得!」という境地になかなか達しな

いということはあるけれども、  期待通りの実験値が

得られるということで言えば、 他の分野の実験より

はるかに精度が高く、 理解への土台となる。
放射線は、 目や耳などで感じることができないと

いうのが、 なんとなく疎ましいということの背景に

あるかも知れない。そして何よりも、放射線を始め

に意識させられたのは、 原爆や水爆であったことが

大きい。 ところが最近、 中学生や高校生が扱えるよ

うな放射線の測定器が高校の先生方の研究で開発さ

れ、 また、 放射線の研究者の方々により扱いやすい

線源も紹介されはじめた。電気でいえば、電池(扱

いやすい電源)や電流計(生徒が扱える測定器)な

どが、 やっと手に入りはじめた段階とでも言えるだ

ろうか。

このような段階に近づくと、 学校での放射線の扱

いは、 従来の夕イプ (教科書で知識を学ぶという傾

向が強い)の他に、もっと多彩な展開ができるので

はないかという期待がでてくる。 「放射線教育のカ

リキュラム」 を考えようという機運が出てきた。そ

こで、まず、学校の教育の中で放射線が、現在どの

ように扱われているのか、 から検討してみたい。

高校でみると、 地理・現代社会・政治経済・総合

理科・物理I  A ・ 物 理 I  B ・物理 II ・保健体育など
の科目で放射線を扱うことができる。

このように、  多くの科日で扱うことになっている

のであれぱ、高校教育の中で、放射線は多面的に扱

われていると思われるかもしれない。 しかし実情は、

放射線が扱われていないに等しい。 どうしてこのよ

うなことになるのか、 紹介してみよう。
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上記の科目の中で、 地理・現代社会・政治経済そ

して保健体育では放射線の一面だけになりやすい。

その科目に関連のあることのみに限定される傾向に

ある。  他にも重視して扱いたい事項はたくさんある

のだから、 仮に放射線が取り上げられても、 全体像

が示されないまま (全体像を示す時間的余裕がな

く )  ある部分だけ切り取られて扱われがちである。

その結果、断片だけが、たとえばチェルノブイリな

どの事故だけ印象に残つてしまうことも起こる。

比較的まとまりをもって扱えるのが物理である。

放射線の性質、核エネルギ一解放の仕組み、放射線
の取扱いで留意せねばならないことなど、 担当教員

の工夫によって一通り扱える。

ところが、この物理に問題点が2つある。ひとつ

は、高校で物理・化学・生物・地学の選択化が進み、

この中で、 物理選択者が少ないことである。 学習指

導要領の表現で一番放射線を大きく扱える可能性を

もつ物理I Bの選択者数は45万人程である。これ

から、高校卒業生の30%程しか物理I  Bを学んで

いないことがわかる。

では、この30 %の人は、ひと通り放射線を学ん

でいるかというと、そうではない。  2つ目の問題点

は、ほとんどの学校での物理I Bの授業では、放射

線の扱いは原子核の扱いのときで、 それは、 学年の

最後になる。最後の単元は、駆け足になるか、場合

によっては扱わないまま学年末を迎える。 このよ う

な現状である。 このため、 高校では放射線がほとん

ど扱われていないに近い状態になっている。

解決への系口
このように、  学校での放射線の扱いの現状は望ま

しくない。学校で全体像を知らされないまま、新聞・

放送などを通して事件と関わりのある時だけ大きく

扱われる放射線を目にし耳にする。 それも新聞でい

えば、 見出しの大きい活字だけがひとり歩きし、 科

学欄に詳しい解説があっても、 それは読まれないこ

とが多い。 このため、 病気で放射線治療が必要にな

り、  医者からの説明があるとき、 放射線と聞いただ

けで危ないと思い込み、 了解を得るのに時間がかか

る と聞 く 。  自然界に放射線が存在することすら知ら

ないのであるから、説得も大変だろうと思う。

抜本的な解決策を考えることも必要と思うが、 こ

こではまず、 高校理科の教員の立場から、 いまでも

工夫によってはできるのではないかと思われる方法

の紹介などからはじめたい。

ひとつは、物理I Bの中での扱いの工夫である。

放射線が最後の単元になるから駆け足または扱われ



ないことになる。  そこで、  最初の単元にするという

工夫である。 も う一つは、 物理よりもはるかに選択

者の多い化学で扱うことである。 この二つの工夫に

ついて、 簡単に紹介する。

_物理の始めに放射線を扱う
4月、  物理の授業が力学ではなく、 光ではなく、

原子核や放射線から入る方法である。 私は、 この方

法を20年程前に行つてみた。それは、放射線の扱

いを駆け足にしないためではなかった。 原子核や放

射線の単元は、 事実の紹介が多く、 数式の扱いも少

ない。しかも、話題が豊富である。これならば、従

来の内容の一部を除けぱ、 力学が未習でも扱える。

その一方で、 ほとんどの教科書が力学から入つて

いるが、扱う内容が難しい。しかも、困つたことに

努力を重ねて教科書程度のことを理解しても、 成就

感が少ない。 問題集の問題が解けて嬉しいというこ

とはあっても、 毎日起こっていることに直接結びつ

いて理解できたという喜びは無いに等しい。 力学に

無縁な現象は無いといってもいいくらいなのに、 そ

れは質点力学だけで解決できるほど単純ではない。

運動部で激しいダッシュの練習などに耐えることが

できるのは、 それが上手くなるのにぜひ必要だと分

かっているからである。 何に役に立つかわからない

のに、 激しい練習を繰り返されたのでは、 部員にと

っては単なるしごきにしか見えず、 辞めたくなるの

も当然だろう。力学は、何に役に立つかを示してい

ないのではないか。「基本中の基本」とか「後で役に

立つ」とか「知らないと困るぞ」などと言うだけで

引つ張ろうとしているのではないかという反省が私

にはあった。

生徒たちは、 電子が私たちの生活に大活躍してい

るのをなんとなく知つている。  原子、 原子核の性質

が明らかになって、 さまざまな新素材が開発されて

いることを知つている。ところで、電子を活用でき

るのは、 電子の質量などを知つているからである。

電子の質量はどのようにしてわかるのか。 天秤で測

るのでないことは生徒たちにもすぐゎかる。 ではど

のような方法か、 この答えはすぐには出てこない。

私はここで「運動方程式」といって、力学の予告を

してはどうかと考えた。  展望台からの写真を示し、

そこで 「 さあ 、登つてみよ う 」 とい う方式である 。

1年ほどの準備をして、原子核(放射線)→力学と

いう順序で物理の授業を行つた。 充分可能であると

いう結果を得た。

このような試行を行つたときには、 学校には、 ガ

まイガーカウン夕一と霧箱くらいしか実験装置はな
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かった。 しかし、 現在では、 生徒実験ができる装置

で開発されている。原子核(放射線)を学年始め、

あるいは2学期のどこかにおくことは充分可能であ

る。  これからも、  多くの実践が行われることを期待

したい。

化学で扱う

現在、化学I  Aの選択者は50万人、化学I  Bの

選択者は10  0万人で、物理よりはるかに多くの高

校生が化学を選択している。 化学で放射線を扱うこ

とができれぱ、 多くの国民が放射線を学んでいるこ

とになる。

このことに関して、 森永晴彦氏が早くから貴重な

提言をされている。 1 9 9 2 年 8 月号の 『アイソ ト

ープニュース』に載つた「放射能 (線 )教育は物理
よりもむしろ化学で」である(1 9 9 8年に同氏により

出版された  『原子炉を眠らせ太陽を呼び覚ませ』

u2-117 頁にも)。  高校化学での実践報告を期待した
い o

「総合的な学習の時間」のテーマに
最近、 高校理科の枠から離れたこところで放射線

を扱える可能性が高くなってきた。新教育課程(小

学校は2001年から、中学は2002年から、高校は2003

年から)には、小中高ともに「総合的な学習の時間」

がある。  このテーマの有力候補として放射線が考え

られる。仮に、この総合の時間で放射線を取り上げ

るとしたらどのようにしたらよいかの案がすでに紹

介されている。

放射線の扱いを電気の域に近づけよう

現在、 電気はいろいろなところで扱われている。

はじめに書いたように、 電気も放射線と同じように

直接手に取ることができないという性質をもってい

るが、 電気に関するカリキュ ラムは安定の域に達し

ているかのように見える。  放射線についてもこのよ

うにすることはできないだろうか。  説得力をもつカ

リ キュ ラムづくりに力を注いで行かなければならな
いと考える。

謝辞 この稿をまとめるにあたり、  本フォーラムの

教育課程検討委員(飯利雄一、村石幸正、松浦辰男、

三門正吾、渡部智博、渡利一夫)の皆様のご教示に

感謝いたします。



[二ユースレ夕一 No. 15, l999. 11]

2003年度から実施される、 高 等 数  新学習指導要領

では、現行の総合理科にかわって、「理科基礎」「理科総

合A」「理科総合B」が加わることになりました。この

3科目の中から少なくとも1科目は選択しなくてはなら

ない科目です。

現行学習指導要領:

http://www.monbu.go.jp/aramashi/1998jpn/ga kkou/51
2.html

新学習指導要領:

http://www.monbu.go.jp/news/00000317/km .htm「
すなわち、

理科基礎 2単位

理科総合A2単位

理科総合B 2単位

のうちから1科目以上必ず聞しなくてはならず、な
おかつ、

物理I 3単位 物理 II 3単位
化学I 3単位 化学 ]1 3単位
生物I 3単位 生物II 3単位
地学I 3単位 地学 II 3単位
を含めた、 理科全体として4単位以上の履修が必要と

されることになりました。 したがって、 理科を必要とし

ない、あるいは、理科嫌いの生徒は、 l日来の学問体系を
反映した「物理・化学・生物・地学Jを履修せずに、「理

科基礎・理科総合A・理科総合B」のうちから2科目4

単位を履修しただけで卒業する者も出てくることになり

ます。このうちの「理科総合A」は、 エネルギー ・資源
と物質をテーマとした総合的な学習をすることになって
いますが、 この科目の指導要領の中で、

2 内 容

(2) 資源・エネルギーと人間生活
人間生活にかかわりの深い化石燃料,原子力,水力,

太陽光などの利用の際見られる

解 は ,  エネルギーという共通概念でとらえられること
を理解させる。

ア 資源の開発と利用

(ア) ェネルギ一資源の利用
理の化石燃料と原子力及び非蓄積型の水力, 太陽

エネルギーなどの特性や有限性及びその利用などについ
て理解させる。

という部分があり、 「内容と取り扱い」 の中で、

内容の(2)のアの(ア)については,多様なエネル
ギ一資源が発電や熱源に利用されていること及配
のエネルギ一資源の成因,分布,埋蔵量の有限性並びに
これらがエネルギーとして利用できる過程についての概
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略を扱い,環境への配慮が必要であることにも触れるこ
と。その際,羅列的な扱いはしないこと。原子力に関連

して,天然放射性同位体の存在やα線, β線, γ線の性

質にも触れること。

という表現が記載されました。教科書は、学習指導要領

に基づいて作成されるため、「理科総合A」の教科書に

は必ず、 放射線のことが述べられることになります。

「理科嫌い」の実態は「物理嫌い」だとも言われるく

らいに嫌われ、履修率も20%̃25%程度である物理に

ではなく、 どちらかというと理科嫌いの生徒力、1多くいる

であろ 、う学校では「理科総合A」 「理科総合B」の4単

位で高等学校での理科の学習を終えるであろうと考えら

れているうちの科目「理科総合A」の中に、放射線に関

する言l:1述が載るということは、 現状からは前進したと考

えてよいと思います。すなわち、必修の上記3科目の

うち、「理科基礎」は、「科学史」や「科学史上の重要な

実験」 をキ額として学習をすることになっており、 多く

の教員にとって、 すぐに授業を実施するにはなじみにく

い内容です。したがって、多くの高校では「理科基礎」

は開講される可能性は低いと見られており、事実上、 ほ

とんどの高校生は「理科総合A」「理科総合B」のどち

らかを選択すると見られています。つまり、およそ半分

の高校生が放射線の学習をする可能性が出てきたわけで

す。また、 「物理・化学・生物・地学」の各科目のうち、

物理の履修率の低下が最も激しいため、現実問題として、

物理教師があまってしまっているという実態もあり、

「理科総合A」「理科総合B」のどちらかを開講すると

いう学校では、「理科総合A」を開講して物理教師が担

当するというパターンが最も多いのではないかという、

物理教師にとっては喜ぶべきか悲しむべきかわからない

状1況でもあります (いつくかの教科書会社の、 調査に基
づく予想です)。 つまり、 「理科総合A」 は物理と化学の

内容を多く含むため、 この科目を担当する教師は物理の

教師か化学の教師であろうと考えられています。 ところ

で、物理ばなれのため、全国的に物理の教師があまりぎ

みであり、 物理だけを教えている教師が少ないという現

状を考えると、 実際にこの科目を担当するのはどちらか

というと物理の教師力1多いのではないかと考えられてい

るわけです。 もしそうであるならば、 放射線教育の立場

からみると、 非常に好ましい事態であるといえます。

ところで、 学習指導要領の意図するところをより細か

く説明する学習指導要領解説がまだ出されていないため、

「放射性同位体やα線β線γ線の性質などにふれるこ

と」 という表現がどの程度の内容を意図しているのかわ

からないのですが、 この表現の前後の内容から想像する

と、 自然放射線があること、 放射線の基本的な性質程度

ではないかと思われます。一般教養として(国民的教養

として?)  の放射線教育の内容とはどのようなものなの

かという議論が今回の学習指導要領の改訂を機に高まる

ことを期待したいと思います。



(第2章、  3 .8節補足)

最近の教科書における放射線・原子力関係の記述について, 理科以外の科目で、 保健体

育、 地理について、 以下に典型的なものの実例を示す。

〇T書籍「高校保健体育」(平成10年2月10日発行)

「原子力発電と放射性廃棄物」という約1ページにわたる枠入りの記事があり、以前(平

成6年2月 . 1 0日発行)のものに比べて、記述のスペースが増えた。そして以前は図が1

つだけ (「旧ソ連国内のがん増加検討地域」 と して )  だったのが3つとなり、  前と同じ地

図が 「チェルノブイリ事故被災3力国」 と な り 、  ほかに「チェルノブリ原子力発電所の事

故」 として事故炉の写真、 「べラルーシでの子どもの甲状腺がん発生数」 のグラフが增え

た。そして、本文の記述は次の通り。筆者(松浦) コ メントはここでは省略する (文献3
参照)。 原子力や放射線影響の専門家の批判をまちたい。

「原子力発電は、 日本の全電力の27.5 % ( 1 9 9 5年 )を供給していますが、今後問題と

なるのは放射性廃棄物です。 原子力発電に利用された核燃料 ( 主としてウラン )  は再処理

され一部は再利用されますが、 このときに同時に高レベルの放射性廃棄物が発生します。

近年この放射性廃棄物の安全性が問題となっていますが、 未来の子孫への影響といった観
点からも安全性についてはじゅ 、うぶんな配慮が必要とされます。l (このパラグラフは以前

と同じ )

「また、 原子力発電所で万一事故が起こった場合にはどうなるでしょうか。 1 9 8 6年  4

月26日に発生したl日ソ連のチェルノブイリ原子力発電所の爆発の場合には、広島原発の

約1,100発分に相当する大量の「死の灰」がまきちらされました。早期障害(これについ

て脚注で説明あり)  で数十人が死にましたが、 将来的には現場から近い地域の住民ほど晩

発障害 (これも脚注に説明あり)  としてがんの死亡率が増加することが予測されています。

事実、 1995 年にジュネーブで開かれた国際会議で、 べラルーシでの甲状腺がん発生率は
事故前の36倍、特に放射能汚染の高かったゴメリ市では100倍になったことが報告され

ました。チェルノブイリでは甲状腺がんが4,5年後から增え始めたのに対し、広島・長崎

の原爆では白血病が2年後から、甲状腺などのがんは10年後から増えはじめました。こ

の違いは広島・長崎が外部被原(死の灰)であったのに対し、チェルノブイリは内部被曝

(汚染物の飲食) と外部被曝の両方であったためと考えられています。」 ( このパラグラフ

の前半は以前と同じ。 後半 (ボールド部分) が追加されている。)

〇K出版、「地理B」(平成11年1月20日発行)

ここでは「放射能汚染」の見出しで2ページにわたり記述あり、 以前のもの ( 平 成 6 年 1

月20日発行)より改善されている。 ( 2つの写真があり、一つは「原子爆弾によって廃虚

となった広島」でもう1つは「事故が起きたチェルノブイリ原子力発電所(ウクライナ)」

である。)

改善された個所として、  記述が詳しくなり、 例えば「原子力発電と環境問題」の小見出し

で、以前は「・ ・ ・原子力発電の利用には、地球環境とのかかわりにおいて、さまざまな

課題がある。」と比較的簡単に書かれていたのが、もっと具体的に、「 ・ ・ ・  使用済み核

燃料の・・・再処理と処分はおおきな課題となっている。さらに、燃料リサイクルのため

の新型炉の開発も試みられている」 こ と 、  また、 「原子力発電には二酸化炭素を排出しな

いなどの面もある」ことにも言及されていることなどがある。また、脚注で、放射性廃棄

物に関して青森県六ヶ所村の施設が建設されていること、 「新型炉」では(事故を起こした)

增殖炉「もんじゅ」として紹介がされている。

38



第 3章  各専門委員会の活動報告



放射線教育フォーラムは、その活動分野が多岐にわたるため、いく

つかの専門委員会を設けて活動を行つてきた。 この章では今までに

設立され、 活動中である実験教材検討・リスク間題検討・教育課程

検討・  医療系教育機関における放射線教育の実態調査の4専門委員

会について、 その設立の趣旨と活動の理念、 活動内容と成果、 今後

の予定などについてまとめたものである。 記述については各専門委

員会主査に一任したため、 記述の方法はバライエティに富んでいる
が、 各専門委員会主査の考え方を尊重し 、 今回は敢えて統一しない

こ と と した 。



はじめに

1 実験教材検討委員会報告

この報告は、 1 9 9 7年度から1999年度に至る標記委員会の活動についてのものである。

本委員会は、 教育現場で安全に使用できる教育用線源の開発を目的にして篠崎善治委員長のもと

で1996年度に設立された「学校教育における放射線源の安全性検討委員会」 を引き継いだも

のである。記録によると、その第1回委員会は、 1 9 9 6 年 5 月 1 0 日、新橋・敬王堂ビル会議

室で、以下の15名の委員が集まって熱心な討議がされた。

青木芳朗(原子力安全委員)、飯利雄一(広領域教育研究会)、内田雅也(中村理科工業(株 ) ) 、

菊池文誠 (束海大 ) 、久保寺昭子 (束京理科大 ) 、限元芳一 (放医研 ) 、後藤道夫 (明治大学 ) 、

近藤民夫 (日本 メジフ イジ ッ ク ス株 ) 、 篠崎善治 ( 元都立アイ ソ トープ総合研 ) 、谷本清四郎

( 武蔵工大附高 ) 、村山義彦 (根本特殊化学 (株 ) ) 、森雄兒 (昭和高 ) 、吉田芳和 (放計協 ) 、

米村伝次郎(都立大)、伏見康治(元日本学術会議会長、 オブザーバー) 。 そ の後 、 メ ン バーと
して、瀬川嘉之、 (科学技術館)、三木良太(元近畿大原研)の2氏が加わった。

この委員会では、 学校教育における放射線実験が重要であるとの視点に立つて、 教師や生徒が

安心して実験できるように、  学校教育における教材用放射線源の安全性と開発、 放射線実験時に

おける被ばく線量の評価、 法規l二の規制緩和を阻む諸問題の解決の道筋を探ることが検討された.
そして委員諸氏の熱意によってほぼ毎月1回会合が持たれ1年間精力的に活動したが、 1 9 9 7

年度からは、 新たに 「実験教材検討委員会」 として本委員会が発足することにな 、r)た。

設立の趣旨

本委員会の設立の趣旨は、高校などでの放射線実験の普及・拡大を図るため、放射線実験用教

材を線源のみを検討対象とするのではなく、 測定器の開発、 線源の開発コンピュータソフトや周
辺機器の開発などの課題に取り組むことを目的とした。 したがって 「線源検討委員会」 の構成メ

ンバーから数名入れ替え、高校教員を新たに追加し、増強を図つた。会合の開催は、 2 ヶ月に 1
回のペース行 う と と し た 。  会場にっいては、 賛助会員である中村理化工業 (株) の実験室を使用

した。

放射線教育フォーラムの設立趣旨から、 学校教育における教育現場での放射線実験教育を推

進 ・普及する、  という観点に立つて下記のような企画計画で引き続き活動を行つている。

この活動は、 放射線実験を通して学校教育のみならず、 社会教育についても、 放射線および原

子力問題に対する学校および社会におけるこの分野の公正な判断力と資質の養成を図るものであ

る 。

I 委員会構成メンバー

「線源検討委員会」 の構成メンバーを母体とし、 約半数の方々に残つていただいた。 ま
た、教育現場の教師を新たに若干人参加してもらい10名程度の人数とする。なお、 今

後の進展状況によって随時必要な方を追加する。

II 年間の委員会の活動計画
定例の委員会は、 年間 5 ̃ 6 回 と し 、  開催日は、 原則として第4土曜日とする。 その他、

研究成果は、 放射線教育フォーラムのシンポジウムや勉強会等で発表することとし 、 関係機

関誌に投稿する。

III 取り組むべき検討課題
①低価格の測定器の開発安全で低価格の線源の開発

②安全で低価格の線源の開発

③パソコン計測の周辺機器およびソフトウェアーの開発
④教育の場で使える放射線実験に関する情報の収集と普及

⑤その他、 放射線実験の普及に関する事項
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1997年度の活動について

I 構成メンバー

菊池文誠(委員長、東海大)、堀内公子(大妻女子大)、村山義彦(根本特殊化学(株 ) ) 、

吉田芳和 (放計協 ) 、限元芳一 (放医研 ) 、 谷本清四郎(武蔵工大附高)、 内田雅也(中

村理科工業 (株 ) ) 、三門正吾 (鎌ヶ谷西高 ) 、森雄見 (昭和高 ) 、村石幸正 (東大附中

高 ) 、三木良太 (近畿大 ) 、北村俊樹、  (以上 1 2 名 )

II 開催日
5 月 1 7 日、 7 月 1 9 日、 9 月 2 0 日 、  1 1 月 1 5 日 、  1 月 3 1 日

III 検討事項
1 高校における放射線教育の実態調査

前年度の委員会によって作成されたアンケー トをいくつかの大学・短大の学生に対

し 、 主に1年生を対象に実施した結果については、 「理工学における同位元素研究発

表会」で報告した。報告の内容については、次の通りである。

研究の背景

本調査は放射線教育フォーラムの活動の一環として実施された。 フォーラムの目

的は、 放射線についての正しい知識の普及であり、 国民の基礎知識の基本である高

校における放射線教育の実態像を1l;l'l,:1提するのが目的である。

調査対象

東海大学理学部物理学科 6 3 名  千葉県立衛生短大 9 4 名

大妻女子大 3 2 5 名  東京大学 1 2 1 名

(文系 2 3 7 名 、 理系 8 8 名 )  (文系 8 4 名 、 理系 3 7 名 )

合計 6 0 3 名

調査内容

① 「放射線」 「放射能」 という言葉をそれぞれ知つているか否か。
「放射線」 「放射能」の両方を知つている。 8 2 %
「放射能」だけを知つている。 3 .  7 %
「放射線」だけを知つている。 5 .  1 %
両方知らない。 9 .  4 %

② 「放射線」 「放射能」に関する知識はどこから得たか(複数回答可)。
「テレビ・ラジオ」から 7 9 .  7 %
「学校に授業」で 3 6 .  0 %
(文系・理系別にみると)

文系: 「学校の授業」 2 4 .  9 %  「テレビ・ラジオ」 7 7 .  3 %
理系: 「学校の授業」 4 3 .  6 %  「テレビ・ラジオ」 5 6 .  9 %

③ 高校で「放射線」 「放射能」に関する学習経験がある場合、どの教科・科
目で学習したか。

物理 1 9 .  5 %  社会科 1 4 .  3 %

化学 ' 1 2 .  9 %

④ 「放射線」 「放射能」の内容にうち、どこの内容を学習したか。
「放射能」 3 3 .  2 %  「核分裂」 2 7 .  0 %
「中性子」 3 0 .  8 %  「γ線」 2 6 .  5 %
「陽子」 3 0 .  2 %  「放射性物質」 2 6 .  3 %
「 a線」  2 9 .  1 %  「核エネルギー」 2 5 .  1 %

「β線」 ' 2 7 .  0 %

⑤ 「放射線」の学習の際、どのような観察・実験を経験したか。
この項日に回答した者(376名)のうち、何らかの観察・実験を経験した

者3 .  5 % ( 1 3 名 )
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結論 「放射線」 「放射能」 に関する知識は、 ( 1 )  多くの場合、 マスコ ミから得ている。
( 2 )  学校教育では物理、 社会科の順になっている。 しかし、 物理履修者は少ない。

科学の基礎知識なしに学校では社会科の授業で原子力発電や、保健体育の授業

で放射線の人体への影響を学んでいるのが現状である。 また、 マスコ ミの報道は
断片的で正確さを欠けたものが多い。 これが現在の国民の平均的な知識水準と

なっている。 21世紀に向けてエネルギ一間題・環境問題に対して正しい知識
に基づいた判断が必要とされる。

2 天然放射性物質を線源として利用する場合の安全性の検討

アフリカ産ラジウム含有砂(人工ラドン温泉で使用されているもの )、アメリカ産

のユークセン石について放射線計測協会の協力によって安全に使用する方策について
検討を行つた。

3 ラジウム含有砂を用いた実験について

水にこの砂を入れ、 生成されるラドンを分離し、 計測することの検討を行つた。 科

学的手法を含むもので、その一部は「放射線教育」Vo1.1No.1に報告された。

4 KClを線源として利用することの可能性について

一般試薬であるKCl には 4oKが含まれているため、 簡単な実験用線源として安全に

利用できる。

5 原子力発電所から提供されたアラムメターの活用について

現在20台のシリ コン半導体検出器を用いたアラムメ一夕一がある。  しかし、 検出
方式が積分方式で積算線量として計測するためこのままでは教育現場で利用が困難で

ある 。  そこでセンサ一部分を生かして、 パルスとして計測する方法について引き続き
検討する。

6 ドライアイスを使用しない霧箱の開発

ぺルチェ素子を使用することなどが検討されたが結論を出すには至らなかった。
IV 今後の方針
今年度の活動の概要は以上の通りであり、 いくつかの継続すべき検討事項が残された。 さ

ら に 1 9 9 8 年 度 フ ォーラムが中心となって国際シンポジウムが開かれる。 その場では演示

実験が重要な部分を占める。 その準備および実施についての業務を行う組織としても、 本委

員会は存続させる必要があると判断する。

1998年度の活動について

I メンバーの変更
新任 西 健雄

退任 吉田芳和、村山義彦、三木良太、後藤道夫

]I 開催日
5 月 3 0 日 、  7 月 1 8 日 、  9 月 1 9 日、 1 1 月 7日 、  1 月 3 0 日

II[ 活動の概要
本年度の活動は、 12月の国際シンポジウムの準備に集中した。特に演じ実験を含む発表

およびワークショップ関係を担当した。

W 国際シンポジウムの報告
「放射線教育のための演示実験」 というタイトルのワークショップでは、 実際に授業で行

っている演示実験の報告と参加者全員にようる 4 2Ar ̃ 4 2K ジェネ レータを用いた実験を
行つた。

日頃から物理の授業で放射線に意欲的に取り組んでいる神奈川の橘学園高校の久保田信

夫氏がビデオ教材や生徒の実験を交えながら放射線 ・ 原子核の授業展開の具体例を報告し

た。自作のガイガーカウンタを用いたコンピュータ計測や放射線計測協会から借用した「は
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かるくん」  や実験キッ トが活用ようされ、  高校出よく問題になる教材不足をうまく解決し

ている。  いわゆる進学校でないという事情も比較的自由に取り組める雰囲気が伺えた。

千葉県立鎌ヶ谷西高校の三門正吾氏は、 生徒実験のために開発した手作りの空気カウンタ

ーを紹介した。 分解時間の遅い空気GM 計数管でも低線量の計測なら充分正確に測定でき

ることが示された。40 0 0  Vの高圧もちょとした工夫で比較的簡単に得られる。 全員での

グループ実験にはいる前に放射線計測協会の西健雄氏から今回使用する 「はかるくん」  の
紹介がなされ、 また、 筆者によって 4 2Ar ̃ 4 2K ジェネレータの概略の説明がなされた。
前日から電圧をかけておき、 電極に捕集された 4 2Kイオンを水に溶出し、 「はかるくん」

を用いて測定する。 外国からの参加者も交えて和気藹々の雰囲気であった。 なお、 このジ

ェネ レータは日本アイソトープ協会に保管を委託しているもので、 フォーラム会員に貸し
出しが可能である。 最後に、 ハンガリーから参加されたエストル ・ トス女史が簡単な実験
として、  風船を膨らまし 、 髪の毛で帯電させ、 空気中の塵を集めそこに含まれる放射能を

測定する方法を披露された。

このワークショプには、 35名前後の参加者があったが放射線教育には実験が最も効果

的であるということが改めて再認識された。

1999年度の活動について

I 開催日
5・月1 5日 、  7 月 1 7 日 、  9 月 1 8日 、  1 1 月 2 0 日、 1 月 2 9 日

II 活動の概要
本委員会のこれまでの活動の集大成として、 主に高校を対象とした放射線実験テ

キストの作成に取り組むこととした。  基本方針の策定、 執筆分担者の決定、 作業日

程貞の検討を経て原稿の作成を開始した。 この作業は次年度にも継続される。

III 放射線実験テキスト編集計画
基本方針:

商の先生を主な読者と想定し、 事業や課題研究に役立つものとする。
②実験だけでなく放射線に関する基礎的事項も幅広く盛り込む。

③ 本委員会が編集委員会となり 、 委員が分担執筆する。委員以外に執筆を依頼 す
る こ と も あ る 。

④原稿は複数の他委員が査読する。

⑤ 急がず時間をかけて良いものを作る。

内容:

①放射線教育の必要性(菊池、村石)

②放射線基礎〔原子、原子核、放射能、単位、生体に及ぼす影響、法令など〕 (菊

池、堀内、隈元)

③放射線の測定および測定器 (隈元)

④ガイガーカウンタ I  (三門)

⑤ガイガ一力ウン夕 II (北村)
⑥霧箱の製作I (菊池)

⑦霧箱の製作 II (森)
⑧はかるくんを用いた実験(西、村石)

⑨アルゴンーカリウムジェネレ一夕(菊池、谷本)
⑩パソコンを用いた計測 (北村、 久保田)

⑪化学実験(堀内、谷本)

⑩市販の実験装置(内田)

⑬放射線源の入手法(菊池)

⑭サイ コロを用いた原子核崩壊のしミューレイション (菊池)
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⑮参考文献リスト 〔単行本、 物理教育学会誌、 化学と教育、 物理教育通信、 理

化学協会報告など〕 (三門、森、村石、堀内)

⑯イン夕一ネットで得られる情報(北村 )
⑰その他 生物実験、 コラ ム ( う め く さ ) 、 付 録 ( 資 料 、 デ一夕 な ど ) 。
作業手順:

①7̃9月の間に原稿を順次作成する。査読用の原稿はA4判、40字X40行

程度でコピーを3部作成する。 これを2名の委員が査読し、 不適当な個所を
指摘する。 ②査読者の意見は編集委員会で審議する。 その後執筆者による修

正作業を行う。③完成原稿を12月中に作成し、 同時にテキストファイル形

式のフロ ツ ピーを作成する。④数名の編集幹事により、 全体の調製および細
部の修正を行う。

45

菊池文誠



2 .  リスク検討委員会の中間報告

1 .はじめに

( a )  従来からの経緯

河村 正一

リスク検討委員会は、 故三木良太先生のご提案で1 9 9 7年度に開設され茨城県立

大学加藤和明教授を委員長として放射線教育国際シンポジウム (1998, 12,11) で 「 リ

スク要因としての放射線」 について講演 (JAERl -Conf99-011pp.378-381) を行うなど
意欲的に活躍されていたが、 お忙しくなり河村正一に交代した。

放射線や原子力に関するリスク問題の取り扱いは、 簡単ではなく幾多の困難を予想

されるため、飯利雄一、加藤和明、村主 進、更田豊治郎、唐木 宏,松浦辰男の諸

先生のご参加をお願いした。

( b )  放射線リスクの正しい認識の必要性

科学技術の開発や利用が少人数の専門家の間だけのときは、 一般公衆と関係をも

たなくても深刻な問題は起こらない。 しかし、 進歩発展して関連する人達が広がると

影響を与え、広く理解を必要とすると言われ、その限界は10%という。

放射線、放射能、原子力などは、診断、治療などの医学利用、工業、農業、ライフ

サイェンス、 電力などのェネルギーの分野で、 その有用性のために我々の生活に深く
浸透して人々に利益を与え、社会の理解を必要とする限界の10%を超えている。民

主主義社会で生活している以上一般公衆の理解と協力を仰ぐ必要がある。

我々は生まれ落ちると同時に地震、 津波、 噴火、 台風などの自然災害のおそれがあ

り、日常生活では食品、添加物、化学物質、医薬品、交通機関の利用、労働活動など

を通じて種々の利益を得る反面、 リ スクも生じる。 さらに安全なはずのリクリェ一シ
ョンや自宅での生活でも、 確率は低いがリスクは存在する。 生きていている限り、 リ

スクとは縁が切れないといえる。

( c ) リ ス ク とい う言葉

リ スクは、社会、経済、理学、工学、農学、医学など広い分野にわたって使用され、

その定義も分野によって微妙な相違がある。 レンによる分類があるが、 そのうち心理

学的アプローチや社会学的、 文化的に定義、 構成されるものとして放射線のリ スクを

考えると、  より理解できると思われる。 放射線が実際以上に怖がられるのは心理学的

要因、 社会学的要因に起因しているからである。

国際放射線防護委員会(lCRP)Pub l .60に記された「リスク」 は、 「望ましくない

結果の大きさの数学的期待値」、すなわち「その事象の確率」と「結果」の積を意味す

る。  この表現は、職業人には適切である。 リスクという漠然とした言葉は出来るだけ

避けて、より直接的な表現である「確率」、「結果」又は「数学的期待値」を使用する

方がよいともいっている。 リスクとは複数の属性をもつ量であり、 量とい うよ り も  「概
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念」 であるとしている。  このような難しい表現が、 放射線の安全性に対する一般公衆

の認知を惑わせる原因の一つになっているかも知れない。

2 .勉強会の開催

( 1 )  平成1 1 年 7月 7日 ,  国立教育会館で開催し宮永一郎先生 (原安協) の 「社会

生活とリスク」、小林定喜先生(放医研)の「健康とリ スク」のお話を承つた。

( 2 ) ル イ ス著「科学技術のリスク」の翻訳者、原子力安全委員でもあった宮永先生

からは、 事故が一回でも起こると、  それがどんな事故でも安全ではないと一般公衆は

考え、 マスコ ミは報道する。
事故当事者は二度と事故は起こしませんと言いながら、 再び事故が起こる。 この繰

り返しが信頼の失墜を生む。 一旦事故が発生すると、 放射線の利益や恩惠は少しも話

題にならないで、 事故の危険性だけが強調される。 将来、 我が国では、 科学技術に依

存する割合はますます多くなる n 民主主義社会では、 公衆が意志決定者である n その

公衆が我々に利益をもたらす科学技術を正当に評価できないと取り返しのつかない損

失と混乱を人類にもたらすおそれがある。

これを避けるため、 我々人間は絶対安全と絶対危険の間のグレイソーンに生活して

おり、  常にリスクの中に生きているいることを理解することが極めて重要であると述

べられた。

( 3 )  日本リスク研究学会賞を授与された小林先生からは、 リスクに係わる種々の概

念、健康リスク評価の典型として、平均余命、疾病による死因、死亡率の状況(性、

年齢別、 都道府県別)、 疾病のない平均余命など 「生活の質」 を反映するような平均余

命の指標についての解説があった。
さらに、リスク評価、管理の具体的事例として、性・年齢・職種によって保険料の

異なる生命保険、 「リスク細分型」の自動車保険について言及し、 リスク認知とリスク

コ ミニュケイションの事例として千葉県の高校生看護学校生などのェイズなど感染症
を合めての健康リスク源についての理解度とリスク認知などについて述べられた。

3 . リスク検討委員会の審議経過

_( 1  ) リスクに関する自由討論
第1回リスク検討委員会は平成1 1 年 8 月 3 1  日開催し、 リスクに対する共通の認

識をもつため幅広い自由な意見交換を行つた。 そのときの主な意見を下記に示す。

( a ) リ ス ク について、ウェブスターの英語辞典では「危険、損失、障害、不利益、

又は破減に身を曝すこと」と記している。リ スクはより自発的な内容をもち、 ハザー
ドは偶然の産物という内容をもつとい う 。

( b ) リ スクは、例えば会社経営、財産管理、株式投資などの経済的な分野から健

康状態、 病気などの医学的な分野など、 非常に巾広い分野で使用されている。

( c )  リスクは定量的に示すことができ、各種事象間のリ スクは比較できる。 しか
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し数値は算出できても、 暖味さを伴うので、 算出手法、 算出の前提、 設定した仮定な

どの明確化が重要である。 リ スクは確率の問題である。個人に対するリ スク、集団に

対するリスクが考えられる。

( d )  日常的な事象に伴つて起こるリスクは過少評価され、 希にしか起こらないリ

スクは過大評価される傾向がある。 残念ながら我が国では、 国民の放射線や原子力に

関する知識は決して十分ではなく、 次々に起こる原子力の諸問題に対して適切に判断

できる状態ではないといえる。

( e )我々の毎日の生活の中にもリ スクがある。 家庭内における落下、 転倒などに

よる死傷事故がそうである。 常に我々はリスクの中で生きているといえる。 生きてい

る以上、 大小の違いはあるがリスクは必ずあるといえる。

( f )  リスクの存在にも関わらず人が行動を起こす場合があるのは、 それなりに利

益があるからである。 リスクに走る行動の判定には、 リスク ーべネッフットの手法が重

要な手がかりとなる、 など多数であった。

( 2 )放射線、  原子力リスクのテキス t、
上記のような種々の意見が出され、 テキス ト として出版しよう ということ となり 、

テキストの名称、 盛り込むべき内容などについて話し合い、 概ね下記のようなことに

なった。

(a)中学生、高校生は若いので弾力的な思考の可能性がある。知的好奇心も高く、

吸収も早いはずである。 この時期に正確な知識と科学的判断が適切にできる基礎的能

力を習得できるテキストとする。

(b)中学校、高等学校の先生方や一般社会人の方々が、 日常生活の場で通常見られ

る事象とは異なり分かり難いとされている放射線について、 そのリスクをそのまま科

学的に忠実に解説し、 未解決の部分は経過や理由を明記して無用の社会の誤解を招か

ないような記述とするよう努力する。

( c )  学校教育では、 学ぶべき科日が極めて多く生徒の負担は必ずしも軽くはない。

一方、 生徒は、 自ら進んで努力して物事を習得したり理解するという気風は次第に薄

れつつあるよ うである。  このような傾向が 「理科離れ」 として表面化しているとも思

われる。 リスク教育のテキストは生徒が興味を引くような記述にしなければ、 効率的

な教育効果は期待できない。 著者としては、 正確さを確保しつつ も難解な専門的な記

述はできるだけ避けて分かりやすく、 しかも興味を引くような内容が必要とするとい

う難しい判断が要求される。

( d )新しい学習指導要領では、「総合的な学習の時間」が創設され、小・中 ・高校

では必修となる(飯利雄一=ユースレターNo. 1 5 ( 1 9 9 9 . 1 1 ) ) と い う 。
教科には、 自然界の事物や現象を学ぶ 「理科」 や社会生活に関する基礎的な知識 ・

理解・態度・技能等を学習する「社会科」があるが、この何れの分野にも属さないで

独立している 「総合的な学習の時間」 を狙つた副読本的なものとする。
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( f )  放射線のリ スクの理解に重点をおく記述となるが、 理解をさらに容易にし完

全にするため放射線以外の例えば化学物質などの事象のリスクも記述する。 これらの

リスクの理解を通じて、 我々が生活するとき必ずリスクを伴うという現実の理解を容

易にする。

( g )本の表題は、例えば「世の中のリ スク」、 「避けられないリ スク」、 「何処にも

存在するリスク」、 「人はリ スクとともに生きている」などが挙げられる。

( h )我々に入る情報はT  V、新聞などのマスメデ、アを経由している。 マスメデァ

も競争の社会にあるので、 聴取率、 視聴率アップのため熾烈な競争を行つており、 所

謂 「 メデ ィア リテ ラシー」 を実施している。場合によっては適切を欠く表現も見られ

る 。  通常一般の人々は忙しさに紛れ、 判断する時間を十分もつことができないため、

そのまま誤つて認識することがある。 このような誤解を避け、 放射線に対する適正な

判断ができるような基礎的判断力がつく内容であることを最終日標とする。

表1  :種々のリスクによる寿命短縮 (日数)

行為又はリスク 寿命短縮 (日数) 行為又はリスク 寿命短縮 (日数)

資困

喫煙(男性 )

心臓病

独身

社会経済的地位が低い場合

約 1 4 k  gの体重超過

義務教育中退

最適でない医療

べ トナム戦争兵役

米国南東部で暮らすこと

鉱業建設(事故のみ対象)

アルコール(飲酒)
自動車事故

肺炎、インフルェンザ

3 , 5 0  0

2 , 3 0 0

2 , 1 0 0

2 , 0 0 0

1 , 5 0 0

9 0 0

8 0 0

5 5 0

4 0 0

3 5 0

3 2 0

2 3 0

1 8 0

1 3 0

大気汚染

業務災害

エイズ

喫煙者との結婚

溺死

転倒

火事、火傷

コー ヒ : 毎日 2力ツプ半

放射線作業員18才65才

ハ リ ケーン、 トルネー ド

航空機墜落事故

ダム決壊

原発近辺居住

原子力発電 4

0

4

0

0

0

9

7

6

5

1

1

1

4

0

8

7

7

5

4

3

2

2

2

・

・

0

0

バーナー ド ・ コ一工ン著、 近藤駿介監訳、 私はなぜ原子力を選択するか、 p . 1  3 6 、

( 株 ) E R C 出 版 ( 1 9 9 4 )_( 3 ) 放 射 線、 原子力リスクのテキストの内容
( a )  第 2 回 リ スク検討委員会は平成1 1 年 1  1月9日に開催した。 前回の打合せ会

で、 中、 高校の先生及び一般社会人を対象とするリ スクに関するテキストの発行を決

定したが、今回は下記の素案(叩き台)を提出して検討した。テキストの名称は、「放
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射線とリ スク」 等で、 収載項目は、 下記の通りである。

( イ ) リスクの定義 (口)自然災害に関するリスク

(ハ )放射線利用に伴うリスク  (ニ )化学物質に関するリスク

(ホ )食品に関するリ スク (へ )労働災書に関するリスク
( ト )交通災害に関するリスク  (チ) リ ク リェ一ションに関するリスク

( b )  上記素案 (叩き台) に対して次の意見が出された。

( イ )  リ スクの定義は簡単ではないが、 正確簡潔に記述する必要がある。

(ロ ) 日常生活に伴うリスクなどを加えてはどぅかとの意見があった。 そうすれ
ば相対的に理解しやすくなる。

(ハ ) 我々は何かの行動を起こせば必ずリスクを伴うということが、 容易に認識
できる記述が必要である。

(ニ ) 世間では、 原発について総論費成、 各論反対である。 工ネルギ一問題解決

のためには、 原発の建設、 運転は必要である。 しかし自宅近くの建設は反対という風

潮に対して説得できる説明が必要である。

(ホ )テキストの表題は「二十一世紀をよりよく生きるための知恵」 としてはど

うかという意見があった。

( c )今回出た種々の意見を踏まえ、書こうとしているテキストの内容及び項目を平

成11年12月末迄に提出を願い、世話人が整理して次回委員会で検討することにな

つた。

( 4 )  暫定的素案の決定

第3回リスク検討委員会は平成1 2 年 1  月2  1 日に開催された。 第2回委員会'tは
各委員がイメージするテキストの概要と収載項目を平成1 1年末までに整理して第3

回委員会で検討する予定であったが、 素案が得られなかったので、 暫定的な素案を作

成した。

( a ) リ スクは、 べネ ヒ ッ ト と対であ り 、 リ スクはべネヒットによって許容される

ことを記すべきである。

( b )  我が国は四面海に囲まれ大陸から離れ、 エネルギ一資源は殆ど外国に依存し
ている。 工ネルギ一不足が起こると国の経済的活動に支障を来し、 物不足、 恐慌、 失

業、 国民の健康状態の低下などのリスクが起こる。

(c)①我が国で通常認知される放射線のリスクは、 ICRPが定義するリスクの他に、

②社会学的要因又は心理学的要因によるリスクが加わり、 ①に属するリスクに比較し

て、 ②に属するリスクは極めて大きいために、 実際よりも怖ろしさが増幅されて現れ

る。  このよ うな一般公衆の認識度合いの多くは、 「恐ろしさ」 と「未知性」の2要因で

説明できるという 9 )。

( d )  放射線の線量限度の決定は、 動物実験などから求めるには極めて困難である。

したがって、 放射線生物学的見地から決められたのではなく、 放射線防護の立場から
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安全率を見積もり決めたものである。この元来の意味から遊離して一人歩きしている。

( e ) マスコ ミが取リ扱つた=ユースは、 メデ ィア ・ リテラシーが加わっている。
読者又は視聴者は加わったバイアスを見抜く実力を養成できなければならない。

( f ) テ キス トの表題として 「二十一世紀をよりよく生き抜くための知恵」は、ど

うかという意見があった。

( 5 ). テキスト収載項目 ( 案 )  として下記を挙げ、 これにつき検討することになった。

( a )  リスクとは何か

( b )我々を取り巻く種々のリスク

( c)がんと放射線との関連性

( d )  違伝的影響と放射線との関連性

( e )天然に存在する放射線による被ばく

( f )社会学的要因、心理学的要因によるリスク認知の増大

( g )放射線利用によるベネフィットとリスク

( 6 ) . おわ りに

リスクという言葉は巾広く使用され、 分野によって異なる使われ方をしている。 委

員会では、放射線リスクに関するテキストをつくることを決め、その内容を如何にす

べきかにつき検討している中間報告を行つた。 情報過剰の現代において、 安定な生活

を営むために物事を合理的に判断する基礎実力となる 「最小限度必要な正しい科学的

知識」(サイェンス ・ リテラシー ) を 小 ・ 中 ・高生に与え得る内容を目標として、さら
に検討を行う予定である 7 )。

、l 1 -e1lii? l? l'EE日

第1回委員会 平成 1 1 年 8 月 3 1 日  第2回委員会

第3回委員会 平成 1 2 年 1 月 2 1 日

( 8 )  参考資料

平成 1 1 年 1 1 月 9 日

1 ) .  加藤和明、 リスク要因としての放射線、 JAERl -Conf99-011pp.378-381 (1999)
2 ) .加藤和明、才津芳昭、 日本リスク研究学会誌、 9 ( 1 ) 8 7 - 9 4 : リ ス クの概念 (概念規定
の現状とその本質に関する考察)

3 ) . 村主  進、原子力発電のはなし、 日刊工業新聞社 ( 1 9 9 7 )

4 ) . 村 主  進、メディア ・ リ テ ラ シーの勧め、原子力システム、 8 ( 4 )  4 4 - 4 9  ( 1 9 9 8 )
5 ) .  H . W . ルイス著、宮永一郎訳、科学技術のリスク、昭和堂(199 7 )

6 ) . バーナー ド ・ L ・ コ一工ン著、近藤駿介監訳、私はなぜ原子力を選択するか、 E R C出版

( 1 9 9 4 )

7 ) .  松浦 辰男、 「放射線教育フォーラム」  の活動一理科教育の振興と国民の放射線恐怖症の軽減

を目指して一. 保健物理、 3 2  ( 2 )  2 3 5- 2 3 9  ( 1 9 9 7 )
8 ) .  飯利雄一、 「総合的な学習」 と放射線教育、 放射線教育フォーラムニュースレター N o.15,,

1 9 9 9 ,  1 1

9 ) .村田貴司、「科学技術リテラシー」の涵養に向けて、日本原子力学会誌、41(12)1222,(1999)
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3 .  放射線教育フォーラム 「教育課程検討委員会」
廣 井 禎  ( 開 開 開

本委員会の活動は, 1998年8月に発足し現在2年目を迎えている。現在の委員は次の9名である。

飯1F l」雄一 ( 原 子力産業会議 ) , 西 尾信一 ( 埼現解例 , 広井禎 ( 委員長/'筑波大学附属高校), 松浦
辰男(立教大名誉教授),三門正吾(=F葉県立鎌ケ谷西高校),宮沢弘二(東京家政大附女子中・高校),村石幸正
解? ?属? , 商 リ 大 (放射線医学総合開 1解 癌) , 渡普階博 (幹事/立教高校) C五l一言順)
1年目は国際シンポジウムを中心に

i 998年度の活動目標は、 12月に日本で開催される「放射線教育に関する国際シンポジウム」までに、 日本
における放射線教育の到犬を整理し、その課題を明らかにすることであった。1998年8月29日(土)の第1

回会合以来、 9月18日 (金 )、  1 0月9日 (金 )、  1 0月 3 0日 (金)、 1 1月13日(金)と5回の委員会をも

ち、その間に各委員力11調査・検討したことを持ち寄り、集中的に検討した。この検討の結果、 1 2月 1 3日 (国際

シンポジウム第3日)には、次のような主旨の報告をした。これらについての詳細は〔資料A〕を参照してほしい。

① 高校物理で最後の単元としない (実験装置の工夫で独立単元として扱うなど)

② 高校理科で選択者の多い化学で扱う模索(過去の事例の検討)

③ 新設される「総合的な学習の時間」で扱、う試み

n 実験的な授業は成果を生み出しつつあるが、放射線教育の課題はこれだけに止まるものではない。 そ
のことが、 委員会討議のなかでいろいろな形で出てくる。 エネルギ一問題や原子力という現代の課題に向かうため
には、 放射線の正しい知識と理解だけでは不十分である女全性の検識一欠な問題に公正な判断ができる思考力
を育てていく必要がある。 これについて国際シンポジウムで報告しており 〔資料B〕 を参照してほしい。

2年目は J C 〇事故を軸に
1年目は国際シンポジウム(99年12月?国際村) フークショ ツフ°の準備をし、発表をし、 1試論から刺激を
うけ、大きな成果を得た。そして2年目の活動は、夏休み明けの9月17日(金)を第1回に、10月8日(金)、

1 1月 1 9日 (金 ) 、  1 2月 1 7日 (金 ) 、  1月 1 4日 (金 ) 、 2月18日(金)の6回の委員会を開いている。

第l回(9/17)では、 昨年度に得た成果を展開する場として「理科総合A」 (2003年からはじまる高校の新教育課

程にある科目)とした。「理科総合A」という具体的な場を設定し、その場での展開を模索しながら放射線教育を

検討することであった。ところが、第2回(10/8)の委員会では、 1週間程前に起こった「 J C〇事故」が話の中

心となり、 急遽テーマを、 これに絞ることにした。 委員を含めてかなりの高校教員が、 授業でこの事故を取り上げ
説明などを試みている。

そのときの反応や、 生:1ilEfi:こちからの質間、 また、 私達がわからなくて知りたいと思つたこと、 などを取り上げ
ることにしたのである。そして作業課題としては、このことについてのわかりやすい「Q&A」をつくるという

目標をたてた。 J C 〇事改はあってはならない事故と考えるがこの事故が放射線教育で、私たちが購管気に感じていた
ことを、 はっきりと意識化させたことがある。

まず、私たち(委員は高校理科教員力l 多い)の関心と、 生徒たこちの関心とに、ずれがあるかも知れないという

ことである。 J C〇事故の説明などで理科教員がまず扱つたことは「放射線と放射能の違い」であったり「放射線

の測り方や線量の単位」であったり「中性「線1など力1l多い。
しかし、生徒たこちから出る質間は「放射線にあたった人はどうなるのか」「病院に運ばれた人は大丈夫か」,「近

くの農産物は食べてもよいのか」 といった安全にかかわるもの力i圧倒的に多かった。 このことは、 事敬後に宮沢委

員が中学生、高校生、大学生に行つた同一質間への回答にも表れている([資1lll1斗C〕参照。5番でgやk力1多い)。
第1にはっきりしたことは、 このずれを小さくする努力をしなければならないということである。

こうなると「女全性について」の展開力1i必要になるのであるが、 -これにはどうしても前提となる事項がある(放

射線とは、 線量を測る、 放射線と人体など)。 その前提となる事項は既学ではない。

第2にはっきりしたことは、 未習のことを含みつつ、 関心があることを学習させるにはどうしたらよいかを検

討することである。これについては、渡部委員から、議論などの仕方の鳥瞰図を「自動車/交通事故」でつく る

という提案がなされている (〔資料D〕 参照) 。

現在、西尾委員他が、 生徒たこちから10  0を前質問を集めている。上記のことを念頭におきながら、これら

の質問をどんなJ順序に配歹 lル、 どのように回答したら、 放射線への関心を高め、 放射線への理解を進めることが
できるかに絞つて検討をしている。 (2000. 2.26に記す)
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【資料A】 放射線教育カリキュラムの課題と現状

広井 禎' , 村石幸正 2 ,  三門正吾 3 ,  渡部智博 4
筑波大学附属高等学校,112-0012東京都文京区大塚1 -9 -1

東京大学教育学部附属中・高等学校,164-8654束京都中野区南台1-15 -1
3 千葉県立鎌ヶ谷西高等学校,273 -0121千葉県鎌ヶ谷市初富284 -7

4 立教高等学校, 3 5 2 -8523埼玉県新座市北野1-2 -2 5

要旨 放射線教育は幅広い分野にわたる内容を含んでいるため, カリキュラム研究にしては,

総合的な検討を要する.本研究では, “物理分野” , “物理実験” , “化学分野” ,そして“総合的

な学習の時間”の4つの視点から検討を進めた. 前者の2テーマは実際の授業で実践した. 後
者の2テーマは , そ れ そ'れ現状の調査と試案の作成を行つた.今後も研究を継続する予定である.

1 . は じめに

放射線に関する用語 ') は,  今や新聞や二ユースなどでも知られている一般的な科学用語と
言える .  一方, それらを支える放射線教育は, 理科や地歴・ 公民科をはじめとする幅広い分野

にわたる内容を含んでいる. と こ ろが ,  新学習指導要領 2) では, 各教科の教育内容が厳選さ

れるため,  放射線教育のカリキュラムを総合的に検討しなければならない時代にある. 筆者ら

は, 多岐にわたる課題の中から, いくつかの観点にしぼって研究を進めた. 一般に, 高等学校

教育では, 放射線に関する事項は物理分野で教えることになっている. そして ,  ニュー トン力
学やマクスウェル電磁気学といった古典物理を学んだ後に, 量子論, 相対論, 原子, 分子, そ

して放射能などを学ぶカリキュラムになっている.  広井 3) は, 物理分野の視点から放射線教

育のカリキュラムを検討した.具体的には,放射線を学んだ後に,二ユー トン力学などを学習

させるカリキュラムを開発し,  それを実践した. 最初に放射線に関することを学習することに

よ り ,  これから学ぼうとする物理学の全体像を一つ一つ示すことができた. 学習目標を明確に

させることができる利点のあることがわかった.

本論文では, さらに,物理実験の視点から“物理における放射線のグループ実験”化学分野

の視点から “高校化学での放射線教育の扱い”, そして新学習指導要領の視点から “放射線教

育を考慮した「総合的な学習の時間」案”について検討したので報告する. 尚, 「総合的な学

習の時間」 とは ,  教科ではなく領域を指し,  創意工夫を生かした教育活動の展開を図ることが

原則である 4)と言われている.

2.物理における放射線のグループ実験

自然科学における実験の重要さはいうまでもないが, できれば演示実験という生徒にとって

間接の体験よりも,  グル-プ実験という直接体験の方が実験の印象が強い. 特に, 4 0人学級
の日本では後ろの席の生徒には演示実験の全貎がわからず,生徒に与えるインパクトは小さい .

しかし,  生徒による放射線のグループ実験を実践しようとするとき ,  以下のような壁がある.

(1)放射線測定器が高価なため, グループ実験をしようとすると ,  かなりの費用が必要である.
(2) グループ実験は教授者には準備, 実験, 後かたづけのうえでかなりの負担になる。
(3) 予算が捻出でき, 教授者の意欲が十分で, 実践する条件が整つても, 手本とすべき実験内
容や授業カリキュラムの実践の積み上げがないので, 手探りで試行錯誤することになる.

上記(1) に関しては, 空気G M力ウン夕一という教育用の放射線測定器を開発して対処した.
空気GMカウンターについてはポスターセッションでの発表 「空気GMカウンターの製作と活

用」 5) を参考にして欲しい. ラ ッキーなことに旧式のコンピューターが更新され,  10台のl日
式コンピューターが使えるようになった.  コンピューターは放射線の数を数えて表示するだけ
だから,  旧式のもので十分である. ( 2 )に関連して,  霧箱で放射線の飛跡を見る実験は今回は

あきらめた.  (3 )については, 実際の授業内容を紹介することで , 一つの試行錯誤例を示した
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い. 物理実験機器の工夫もさることながら,  ど うい うカ リキュラムを組むかということが大切

だということを痛感した . 授業を行つた鎌ヶ谷西高校は,就職・専門学校・短大・4年生大学

進学のすべての希望者がいる, 進学校ではない普通の学校である.

1時間目:放射線の基礎知識(講義と演示実験)・原子と原子核・放射線と放射能 ・放射線と放射能・放射

線の種類・放射線の測定・電離作用と透過力

2時間目:「放射線を目で見てみよう」  (ビデオと補足の講義)・原子力研究所製作のピデオを視聴し, 内容を

補足する.

3時間目:身近な放射線(生徒実験)・ バックグランド放射能強度測定 ・ プ ロ メチウムとマントルの遮蔽実

験・食塩と塩化カリウムの違い(カリウム40からの放射線測定)・空気中の塵の放射能強度測定

4時間目:原子核の崩壊(講義)・原子核の崩壊・放射性系列・半減期

5時間日:原子核崩壊の棋擬実験(コンピュータ一使用の生徒実験)・崩壊確率を与え,モンテカルロ法で模
擬実験をする.

6時間目: トロンの半減期の測定(生徒実験) ・ ト リウムを含むマントルから放射性の気体トロンを抽出し、

それを空気G M管に 直接注入して半減期を測定する.

7時間目:「放射線と人体」(講義)・電離作用と生体への影響 ・確定的影響と確率的影響・自然放射線によ
る被爆と医療被爆

8時間目:原子力発電の是非(ビデオとその補足)・原研製作ビデオ「あなたもディべー トしてみませんか」

の視聴

生徒に対してアンケート調査はしていないので, 授業に対する客観的な評価はできないが,

放射線は目に見えないもので危険なものであるが, 身の回りにありふれているものでもあり ,

物理の法則にしたがっていて, 決して神秘的なものではないということがわかってもらえたの

ではないかと思う.

3 .  高校化学での放射線教育の扱い
高等学校の化学分野での放射線教育の扱いを検討するため, ( 1 )  学習指導要領と, それに

伴う教科書の記述の歴史的変遷, ( 2 )イギリスの教科書の一例を調査した.  これらをふまえ,

高校化学での放射線教育について記す.

( 1 )学習指導要領と教科書の記述

今日までの約50年間の日本の学習指導要領(理科) 6) は, 表1のように変遷してきた .

放射線教育に関わる内容の内, 各科目で扱われる主な項目は, 表2に示す.  このような変遷に

伴い , 教科書の記述も変わってきた.

高校の教科書の中で,放射線に関する記述の特徴を記す. 1 9 4 8 年 ( 昭和 2 3 年 ) 発行の教科書 ( 柴田 ,

津田 ,島村 ;大日本図書 )では ,放射線の種類 ,  自然放射性元素,人工放射性元素, キュリ一夫人 ,放射性

壊変,原子爆弾,将来のエネルギ一産業など幅広い話題と展望が記されている. 1 9 5 5 年 ( 昭 和 3 0 年 )

に な る と ,  自然放射性元素や人工放射性元素の用語がなくなり, 放射性元素として説明されている.  原子爆

弾やエネルギ一産業の記述がなくなり ,  かわりに化学作用や生理作用, そしてガン治療などの説明がある .
また,放射性元素の発見と化学理論への影響なども議論されている. 1 9 6 2 年 ( 昭 和 3 7 年 ) の 教 科 書 ( 大
日本図書 )では ,特に ,原子核分裂 ,連鎖反応 ,爆発のエネルギー, 発電などの記述が詳しくなった .また ,

アインシュタインによる質量とエネルギーの関係,太陽の原子核反応 . 水素爆弾などの記述がある. 1 9 6
4 年 ( 昭和 3 9年 ) の 「化学 B 」の教科書 (大日本図書 )では , ウ ラン ・ ラジウム系放射性元素のおもな壊

変系列の図などがなくなり ,  放射性元素の用語とキュリ一夫人の略歴などの簡単な記述で終わっている. 1

9 7 2 年 ( 昭和 4 7 年 ) の 「 基礎理科 2 」 の教科書 ( 坪井 , 木下 , 鈴木 ; 大日本図書 ) では , 放射線 と放射

能,霧箱の実験,サイクロトロンによる原子の変換,  ラジオアイソトープ, トレーサー , 炭 素 1 4 の 年代測

定,核分裂,連鎖反応,原子炉,地球上でのカリウム40の熱量,太陽の原子核反応などが紹介されている.

1 9 7 6 年 ( 昭和 5 1 年 ) の 「 化学 I I 」 の 教科書 ( 柴田 , 島村 , 吉岡ほか ; 大日本図書 ) では , 人工放射性

元素と天然の放射性元素の簡単な紹介のみである. 1 9 8 2 年 ( 昭 和 5 7 年 ) の 「 化 学 I I 」 の 教 科 書 ( 大 日

本図書)では,キュリ一夫人の説明が加えられている.  1 9 8 4 年 ( 昭 和 5 9 年 ) の 「 理 科 I 」 の 教 科 書 ( 三

輪 , 市 川 ,  中村ほか ;三省堂 )では,放射線量と突然変異の関係,放射能 ,放射性元素,核分裂反応,核融
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合反応, エネルギ一源としての原子力などの記述がある. 1 9 8 5 年 ( 昭 和 6 0 年 ) の 「 理科 I 」 の 教科書 ( 市
川 , 中村 , 渡辺 , 藤伊ほか ; 三省堂 ) で は, エネルギ一資源の観点から ,放射線の種類,放射能,放射性同
位体 ,核分裂反応 ,核融合反応 , そ して核エネルギーや原子力,核廃棄物処理の検討の話題などが取り上げ
られている.

( 2 )  イギリスの教科書の一例

海外の教科書の特徴 7) を述べる場合は, その国によって教科書の位置づけが異なっている

ことをふまえた上で議論を進める必要があるが, 本報では, イギリスで使用されている 「KEY

SCIENCE」 8,9)の一例を紹介するにとどめる.  本書は, 「GCSE」 向けに書かれた書籍であり,,

「物理編」, 「生物編」, 「化学編」の三分冊に分かれている. 「化学編」の中で,放射線につい

ては,放射能,放射線の種類,半減期,放射性同位体の利用,放射能の危険性,原爆の仕組み,

広島に投下された原爆,原子炉,原子力発電所,水爆,放射性廃棄物(低レベル,高レベル ) ,
天然放射線, ス リーマイル島・チェルノブイリ事故などが詳述されている.
( 3 ) 展 望

50年ほどの高校化学の教科書の変遷をたどると, 放射線に関する記述は, 少しずっ削減さ
れていることがわかる.  イギリスの教科書と一律に比較することはできないが,  大きく異なっ

ていることは明らかである .森永' o ) は,国民の基礎的な知識として,放射線教育を「化学」
で取り上げることを提案している.具体的には,  「放射能は一つの核の性質として詳しく扱う」,,

「 トレーサーの概念を導入」, 「放射線の性質に触れること」 としている .  事実, 放射性同位体
は,高校の化学分野に関係の深い医学,農学,薬学,生物学等で重要な役割を果たしている. 今

後, 日本の高等学校の化学分野で放射線教育を導入することが可能であるかどうかについては,

さ らに ,  教育的な観点から研究を進める必要があると考えている.

4 .  放射線教育を考慮した 「総合的な学習の時間」 案

放射線は自然界を構成する重要な要素の一つであるということばかりでなく ,  非破壊検査に

代表される工学的な用途, 診断や治療に代表される医学的な用途, そして ト レーサーとして生
物学の領域での用途などさまざまな実用分野で,無くてはならないものであるにもかかわらず,

原子力発電所の事故や原爆に代表される大量の放射線被ばくによる影響の恐ろしさばかりがマ

スコ ミに取り上げられ,  放射線の正しい姿が捉えられていない. このような事態の中で, 冷静
に客観的に学習すること '') ができるのが,学校教育の大きな利点の一つである. また ,  (エ
ネルギ一問題に絡む)原子力発電に付随する放射線・放射性物質に関して, あるいは,必要性・

重要性が増すであろう医療放射線に関して , 考え・判断することが求められていくであろうこ

れからの社会の中では, 一般的な知識・教養として,  中等教育としての組織化された放射線教

育が重要になっていくと思われる. しかしながら,  理科のカリキュラムの中で放射線教育をし

ていくことが困難な状況が生まれようとしている.そこで,新しく実施される「総合的な学習」

の枠内で, 放射線教育を考慮したカリキュラムを私案としてお示ししたい.
I. ガイダンス ( 1 h )

I I .日本の工ネルギ一事情(原子力発電の現状) ( 2 h )

調査:  エネルギーの種類・輸入先と割合
調査:  エネルギ一問題の過去・現在・未来

m.原子力発電の原理と問題点(1 h )
① 原子炉の種類と特徴と特徴

②日本の原子力政策(の特徴)と将来像,および問題点

I V放射線の種類と性質 ( 2 h )

講義:放射線の種類と性質 実験:①霧箱の観察実験②「はかるくん」・ GM管などによる計測実験

V放射線の利用 ( 2 h )

講義:医療による放射線量 調査:工学的使用例の調査

V I放射線の影響とそのリスク  ( 1 ̃ 2 h )

調査:放射線の影響の分類と具体事例 調査 :放射線被ばく量とリスク
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V I I .  リスクの考え方(リスクの算定の仕方)と様々なリスクの値 ( 1 ̃ 2 h )

実習:  各自の思いつくリスク例の提示とそのリスクの値の見積もり

VIII.諸外国の(原子力発電の現状と)エネルギ一政策 ( 3 ̃ 5 h )
調査 : 諸外国のエネルギ一政策の調査

ス イ ス ・ ド イ ツ ・ スウェーデ ン ・ ア メ リ カ ・ フ ラ ン ス な ど

発表:  諸外国のエネルギ一政策の調査(プレゼンテーション )

グループ発表:各グループ 1 ̃ 2 力 国

報告:  日本と諸外国のエネルギ一政策について (レポー ト作成)

5 .  まとめ

日本と海外とでは,放射線に対する認識' 2 、 ' 3 )  が大きく異なっている .特に ,二見' 3 )  は
海外の教育事情を詳しく レポー ト し ,  教育の重要性を指摘している. 今後も,  放射線教育の
カリキュラムの重要性は, 学校教育の現場からだけでなく, 国内外の各方面からも, 正しく客

観的な議論が望まれることと思われる.  21世紀にふさわしい放射線教育のカリキュラムの再

構築が必要な時代となってきている.
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表 1  学習指導要領の理科の科目

年 科 目

1952 (昭和27)

1 9 5 5 (昭和30 )

1 9 6 0 (昭和35 )

1 9 7 0 (昭和45 )

1 9 7 8 (昭和53 )

1 9 89 (平成元)

1 9 9 9 (平成11 ) 2 )

物理 , 化学 , 生物 , 地学

物理, 化 学 , 生 物 , 地学

物理 A , 物理 B , 化学 A , 化学 B , 生物 , 地学

基礎科目 ,物理 I , 物理 I I , 化学 I , 化学 I I, 生 物 I , 生 物 I I, 地 学

I 、地学 I I

理科I, 理 科 I I , 物 理 , 化 学 , 生 物 , 地 学

総合理科,物理IA, 物 理 I B, 物 理 I I, 化 学 I A , 化 学 I B, 化 学 I I,

生物IA, 生 物 I B, 生 物 I I, 地 学 I A, 地 学 I B, 地学I I
理科基礎, 理科総合A, 理科総合B ,物理I, 物 理 I I, 化 学 I , 化 学

I I , 生 物 I, 生 物 I I, 地学I, 地 学 I I
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表 2  学習指導要領 (理科) の項目と説明
年 科目 学習指導要領(抜粋)

1 9 5 5 ( 昭和 3 0 ) 物理 ( 5 単位 )  原子核の崩壊;α線 ・ β 線 ・ γ線, 原子核の崩壊, 原子エ
ネルギー (原子については,簡単に扱う . )

物理 ( 3 単位 )  原子核の崩壊;原子核の崩壊,原子エネルギー (原子につ
いては, 簡単に扱う . )

化学 ( 5 単 位 )  放射能,原子核反応(放射能については,現象を理解する

程度とする . )

化学 ( 3 単位 )  放射能(放射能については,現象の理解の程度とする . )

1960 (昭和35 )  物理A 原子, 原子核;原子模型 (原子は1個の原子核とそのまわ

りを回る何個かの電子とからなることを扱う . )

原子核の電イ荷と質量,原子核の変換,放射能

物理B 原子,原子核;原子模型(原子は1個の原子核とそのまわ

りを回る何個かの電子とからなることを扱う . )

原子核の電荷と質量, 原子核の変換 ,放射能

1 9 7 0 ( 昭和 4 5 ) 物理 I  放射能(「放射能」については,放射線の種類,強さ作用な

どを扱い, 応用についても簡単に触れること. )

物理 n 原子と原子核;原子の構造,原子核の構成,原子核の変換,

核エネルギー
地学II  地球内部における放射性元素

1 9 7 8 (昭和53 )  理科I  太陽エネルギー , 原子力の活用 (「太陽エネルギー ・ 原 子 力
の活用」 については, エネルギ一資源としての利用を扱い,
放射能にも触れること. )

物理 放射能 ,核工ネルギー (「核エネルギー」については原子力
の利用とその安全性の問題にも触れること. )

地学 太陽;太陽の形状,太陽の活動( 「太陽の形状」について
は, 太陽を恒星の一つとして扱うが ,  その工ネルギ一源ギ

一源である核融合反応については, その概略を扱う程度に
と どめ る こ と . )

1989 (平成元) 総合理科 人間と自然 ;資源・ エネルギーとその利用 (自然を総合的に
とらえ ,人間生活とのかかわりを中心に扱うこと .

例えば, 水資源, 化石燃料, 太陽エネルギーなどを取り上
げ, 資源 ・ エネルギーの有限性や再利用にも角虫れること .
また,  放射能及び原子力の利用とその安全性の問題にも

触れること . )

物理I  A ェネルギーと生活 ;太陽エネルギーと原子力(原子力につ
いては, 放射能及び原子力の利用とその安全性の間題にも

簡単に触れること . )

物理 I  B 放射能 (放射能及び原子力の利用とその安全性の問題にも

触れること . )

物理 n 原子の構造;原子核の変換

地学 I  A 資源と人間生活; エネルギ一資源(太陽放射の熱工ネルギ-, 化石燃料及び核燃料のエネルギーを中心に扱うこ と . )
地学 I  B 太陽と恒星;太陽の形状と活動(地球に及ぼす影響にも

触れ, 核融合反応については概略にとどめること . )
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【資料B】 _ _ 、
「放射線教育と精リァフンー」
飯1lFIJ 雄一 (日本原子力産業会議・元信州大学教授)

今まで発表された先生方が、 理科教育 ・ 物理化学等の学習の中で、 ど ぅやったらエネルギーや原子力教育、
また放射線教育が効果的に行えるかということで、 大変な努力をなさっている様子をお聞き、 つくづく感心
しました。

私自身は、 今まで日本の教育に携わりそのエネルギ一教育の在り方について考えてきましたが、 ど う も日
本の教育に欠けている部分があるのではないか、 21 世紀に向かってこれまでとは違つた視点で教育の目標

や方法を考えてい力'なければ、 本当の意味で、 対応するエネルギーや原子力 ・放射線教育ができないのでは
ないかという気持ちを持つております。 そういった意味から、 これまでの先生方とは違つた視点で述べたい
と思います。

夕イトルは「放射線教育と科学的リテラシー」 であ り 、サイエンスティフィックリテラシーがエネルギー
や放射線教育の上で極めて必要なことであり、 そのような立場を踏まえて述べていきたいと思います。 最初

に従来のわが国の科学(理科)教育がどのようになされてきたかを概観してみたいと思います。

これまでの我が国における理科教育の目的を考えるときの視点をあげて見ますと、 一つは 『科学・技術が
人間の社会生活や産業の発展に貢献すること』 ということが挙げられます。 これは明治の近代化が始まった

百= ・三十年前以降から現在まで、ずっと続いてきたきたことであり,次は、科学・技術が進展してきます
と、人間生活にとって科学・技術のマイナス面も出てまいります。科学技術の成果として、例えば、原子力

の研究が原子爆弾の開発促進や製造になり、 工業の進展による高度社会。 経済がエネルキーの大量消費に繋
がり、 その影響が環境汚染や破壊を起こすなどの、 『科学・技術の発展が人間性や生活の向上に相反するこ

と 』  といった問題が出てまいります。 それらに考えて対応することも目的の中に取り込ことが挙げられまし
た。

も う 一つは、 40年程前に欧州で国際物理教育会議がありました。その時、 物理学などの科学教育は美術

や音楽のような、 感性を大事にする情操教育と同じであるという主張がありました。 このことは 『科学を優

れた人類文化としての普遍的な価値として認めること』 になります。 この視点についても科学 (理科) 教育

の目的として考えられてきたことであります。

このように、 これまでの理科教育は、 三つの視点で目的や目標が設定されてきたと言えましょう。

それでこのような三つの視点で行われる教育になると、 例えば、 物理学の学問的な体系や概念とか科学の

知識・内容といった、 これまで出来上がっているものを、文イl'.t自l産として伝達していくという学習方法がと
られてしまいます。 そのようなことでは、 科学的な知識や内容の習得と理解をさせ、 よく覚えさせてきちん

と定着させる教育になります。

ところで、  理科教育ということを考えてみますと、 昔からありました科学の学間的な知識や体系を伝達す

るだけではなく、 いろいろな科学の課題に対して論理的な思考をさせたり、 問題解決させる中で人間形成を

図つていくしていくとこ.ろに理科教育の役割があるということが挙げられます。

そうなると 、  違つた視点や観点で理科教育の目的を考えていかなければならないと言うことになります。

その目的に対する観点は何かというと、 その時代や将来の社会の変化に対応して豊かな生活ができるための

資質の育成といったことが挙げられます。 .

ここで我が国の 21 世紀に向かって取り組まなければならない今日的課題を考えてみますと、 その一つと
して、 科学技術の進展に伴つて高度経済成長社会における多様で複雑な問題など、 多くの解決しなければな

らない課題が挙げられます。 そのような社会や時代の中で生きていく国民への教育の対応が考えられなけれ
ばならないと思います。

我が国の大きな間題の一つとして原子力問題の解決が挙げられます。 世界で唯一の原子力爆弾の被爆国と

して、 原子力発電や放射線に対する拒否反応が強く、 原子力発電所の設置や立地等での大変強い対立的な反

対運動等があります。 このことの影響を受けて、 学校教育でも多くの教師が同様に原子力政策に対して反対

するといった傾向が見られます。

例えば、 エネルギ一問題と原子力問題を教える場合に、「原子力発電」の一つをとってみても、原子力に
反対派か賛成派かのどちらかでないと教えてはいけないような気持ちを持つている先生方が多いのですね。
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ところが、本来はそんなことで教育してはならないのです。

以前に私はエネルギー ・環境教育の調査のためにスウェーデン等欧州諸国に行きましたが、 そのときに感
じたのは欧州諸国の多くの国民は一人一人がエネルギーや原子力、 放射線の問題に対しの価値観や判断力に
ついて、 きちんとした意識や意見を持つて対処しているのを見ました。 そして、 学校での教育の中で、 市民

一人一人が責任を持つて問題や政策について判断し自ら決定することのできる資質の育成が行われているよ

うです。

日本の学校教育では、 原子力や放射線の問題のように価値観や政治・政策的な判断が求められるような学

習内容を教える時、 教師は反対派側の考え方に立つか賛成派側の考え方に立つか、 どちらかの側の考え方を

しないと教えたことにならないと言つた気持ちがあるようですね。 このような考え方による教え方がどうも

問連つていると思つているというの力、l私の率直な感じであります。 どのような教育が良いか悪いかは、 後で

ご議論いただきたいと思います。

ところで、 1996年の11月に、東京で0ECDの教育に関するシンポジウムがありました。そのシンポジウ

ムでアメリカのミューラ一氏の発表された 『0ECD諸国の科学技術への一般的理解:比較分析』 での、世界
14カ国の調査結果を見ますと、 現代の社会に生活する市民に求められている “科学の基礎的な方法を知り、

科学技術を含む政策議論を理解することができる資質”、 すなわち 「市民の科学的リテラシー」 の水準(レベ
ル)が、 日本はポルトガルに続いて下から数えて2番目と極めて低いのです。 それでいて1996年に行われた

IEA(国際教育到達度評価学会)の理科学力(知識・理解)の調査結果を見ると、我が国は世界諸国に比べて

理科・数学ともにトップレベルの位置にいます。

このことは、 我が国では従来の科学(理科)教育では、 科学や数学の知識内容やその理解という面では効果

を上げていますが、 科学技術の政策の判断や決定に対処するための能力や資質が欠けており、 そのレベルが
極めて低いといった深刻な間題が挙げられるのです。

これから21世紀に向けて、 エネルギー、環境、原子力、放射線等の科学技術に関する複雑な問題が、こ
れから一層多く出てくることが予想されますが、 それらに対応できるための市民の資質や能力として、 我が

国の科学(理科)教育として科学の体系や内容の理解だけでなく、 科学的リテラシーの資質形成を重視した教

育へ、 一層の転換を図る必要があると思います。 そういった観点から、 表題に掲げました 「放射線教育と科
学的リテラシー」 について申し上げているということでございます。

現在、 文部省の方で教育課程の改訂が行われ、 新しい学習指導要領が作成されています。 その中に、 小 ・

中 ・ 高等学校の全てに、教科間の連携を図りその枠を越えて学ばせる学習として、「総合的な学習」が必修

として創設されました。 この 「総合的な学習」 は、 実のところイギリスのナショナルカリキュラムの中に、

エネルギーや環境について学ばせる 「クロスカリキュラム」 というのがございますが、 それを参考にして持
ち込まれた学習方法でして、教科・科目の枠を越えた多面的な学習、例えば、理科や社会科、また家庭科・

保健体育等をクロスして学習していくという方法力環られるものです。

これは、 私達の調査団が欧州にエネルギーと環境教育がに行きまして、 イギリスから資料を戴いてきて報
告したのが最初でございます。 その教育ではどういった学習が行われるかといいますと、 討議やディべー ト

による学習、 リ サーチ学習といった研究的な学習といったものによって、 エネルギーや原子力・放射線問題、
環境問題等の価値観の対立している問題について学習させることができる。

また、 この学習ではこれまで日本では欠けていた、例えば、 原子力問題等で円卓会議というものをやりま

したが、 参加した人達が全然歩み寄ることがない、 反対側は反対の主張だけをする、 賛成側は賛成の意見だ

けを言うといった状況である。 日本の国民はそういった資質でしか育てられていないという間題があります

が、 「原子力発電の設置」 問題を議論し合意形成をする資質の育成といった教育が可能になります。

これから世界の中で日本が生きていくためには、 いろいろな事態や場面に即応して互いに歩みよることが

でき、 他人の言つていることをよく聞いて考えコンセンサスが得られる国民を育てていかないとならないと

いうことが私の科学教育に対する考え方でございます。 そのことが、 私の申し上げたい科学(理科)教育での

科学的リテラシーの育成ということであります。

放射線教育としての立場で申し上げますと、「放射能」とか「放射線」だとか「原子力」等の正しい知

識・理解とともに、  それらに対する拒否反応の解消や安全性、 リスク等の間題も含んで、 公正な判断できる

思考力などの資質の育成を目指して科学教育を考え、 見直していく必要があるということが私の提案であり

ます。
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【資料C】  J C 〇事故の中高大学生へのアンケー ト

宮澤弘二(束京家政大附属女子中高)

中学生, 高校生, 大学生に, 「核燃料加工工場 J C 〇事故についてのアンケー ト (宮沢) 」 を課した.

問いは, 中1でも分かる程度の内容とし,全てに同じ質問を行つた.

[アンケー ト結果] (中, 高 1 ,  高 2 ) の順 ,単位は人数 .

1 .  J C〇の事故は, どんな事故か知つていますか.

a 知 つ てい る ( 3 0 ,  3 3 ,  4 1 )  b 知 ら な い ( 5 , 2 ,  4 )

2 .  この事故の内容について, 一番, 良く知つたのは , いずれの報道からですか.

a テ レ ビ ( 2 8 ,  3 1 ,  3 8 )  b 新 聞 ( 2 ,  9 , 2 )  c 雑 誌 ( 0 ,  2 , . 0 )  d そ の 他 ( 3 , , 0 )

3 .  事故の原因について, 知つていますか.

a 知 つてい る ( 1 5 ,  2 6 , 3 4 )  b 知 ら な い ( 1 9 ,  9 ,  6 )

4 .  今回の事故についての関心の割合について

a すご く気になる ( 6 ,  1 0 ,  5 )  b 普 通 ( 2 0 ,  2 0 ,  3 2 )

c あ ま り気にならない ( 6 ,  3 ,  2 )  d 気にならない ( 3 ,  2 ,  0 )

5 .  次の項目について, 特に知りたいと思う項目について3つまで選択してください.

a 臨 界 ( 1 2 ,  6 ,  1 0 )  b 放 射 線 ( 2 0 ,  1 0 ,  2 1 )  c 中性子線 ( 2 ,  2 ,  3 )

d 被 爆 量 ( 1 2 , 7 ,  1 2 )  e 原 子 ( 1 ,  4 ,  1 )  f 原 子 核 ( 6 ,  4 ,  3 )

g 被 爆の症状 ( 1 9 ,  2 1 ,  1 9 )  h事故の原因 ( 9 ,  9 ,  8 )

j 亡 く な った人の死因 ( 5 ,  1 2 , 9 )  k 汚 染 状 況 ( 1 2 , 1 9 , 2 0 )  1 そ の 他 ( 1 ,  , )

6 .  上記の項目で知りたいという学習はどこで実施したらよいか .

a 学 校 ( 1 9 ,  1 2 ,  3 )  b報道関係の情報から自分でする( 1 1 ,  1 8 ,  2 0 )

c国や行政が提供する( 8 ,  1 7 ,  1 1 )  c そ の 他 ( , ,  3 )

7 .  再び事故を起こさないためにはどうしたらよいか .

a原子力発電の中止(0 , 2 ,  2 )  b核燃料のコストダウンの競争の廃止(8 ,  9 ,  2 )

c放射線教育の国民的レベルの普及 d国が原子力施設などの徹底管理と原因調査

e義務教育レベルで放射線教育の徹底(1, 3 ,  5 )

f事故は必ず起こるという前提で施設,設備の管理と社内教育の徹底をはかる(20 ,  2 0 .  2 1 )

g そ の他 ( ,  2 ,  1 )

8 .  今回の事故の責任はどこが取るのが妥当でしょうか.

a J C 〇 ( 2 0 ,  2 9 ,  2 7 )  b科学技術庁 ( 1 3 , 1 3 ,  1 7 .):

c事故を起こした作業員 ( 1 3 ,  8 ,  5 )  d そ の 他 ( 2 ,  3 .l 2 111

9 .  現在の学校教育での放射線教育と, 今回の事故について

a今回の事故は, 国民的レベルで放射線教育が学校教育でもっと取り入れていたら未然に防止できた

( 6 ,  2 6 ,  7 )  b そのようには考えられない ( 2 6 ,  9 , 3 4 )

1 0 .  原子力や, 放射線についてどの様な印象をもっていますか .

a 難 し く , 危 険 な こ と ( 2 8 ,  2 6 ,  3 4 )

b今後ますます利用するためにもっと学習したい(1 ,  4 ,  2 )

cこれらのものは早く廃止してほしい( 8 , 4 ,  1 1 )  d そ の 他 ( 2 ,  2 ,  4 )
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【資料D】  原子力議論の下地をつ く る
渡部智博(立教高)

【レディネスに注目したQ&A 】

科学的に判断する能力を育成させることは, 大切な教育目標である. 例えば, 放射線に関する事柄を単な

る知識に終わらせないためには, 科学的に議論をしあうことが必要となる. しかし, 議論を成立させるため

には, ある程度身近な題材をとりあげて, 議論の進め方を習得させておくことが月干要である.

できるだけ基礎的な知識を必要としない自動車を一つの事例として, 原子力発電に関する議論と対比させ

る試案を作成した. 原子力発電に関する回答には, 種々の答え方があると考えている.

※ J C 〇事故の理解を助けるレディネスに注目した質問

1 .反応を速くする方法は何か.

2 .  使いやすいエネルギーとは何か.
3 .  良いエネルギーとはどういうエネルギーか.
4 .  安全とは何か.

5 .危険とは何か.

6 .  事故とは何か.

7 .  どうして事故が起きるのか.

8 .  どういうときに事故が起きるのか.
9 .  事故を起こさないようにするためにはどうしたら良いか

1 0 .  新しいエネルギーを開発するためにはどうしたら良いか
11 .事故が起こったときにはどう対処したらよいか.

※交通事故を例に考えさせるレディ ネスの質問

自動車 原子力発電

自動車は役に立つていま

すか.

はい いいえ 原子力発電は役に立つて

いますか .
はい いいえ

役立つ理由は何ですか. 人やものを運ぶ 役立つ理由は何ですか. エネルギ一源

私たちの生活上, 自動車

があると困ることは何で

すか.

交通事故

交通渋滞

私たちの生活上, 原子力

発電があると困ることは

何ですか.

安全性に不安がある

交通事故をなくすため

に, どのようなルールが
ありますか.

交通標識

制限速度

その他のルール

安全性の不安を解消する

,ために, どのようなルー
ルがありますか.

安全に配慮するため, ど

のような工夫がなされて

いますか.

自動車の整備

ブレーキ
エアバッグ
シー トベルト

安全に配慮するため, ど

のような工夫がなされて

いますか.

・ ' ・

1年間の交通事故は何件

くらいありますか.
死亡者は約1万人

事故は, どのくらい発生

していますか.

古くなった自動車はどの

ように廃棄されています

か.

スクラップ

再利用

廃棄物はどのように処理

されていますか.
' ・ '
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4 .  医療系教育機関における放射線教育の実態調査専門委員会報告
( 1 9 9 9 年 度 )

本委員会は、 当初下記のような計画で調査を実施するとして作業を開始した。

1 .調査対象 (診療部門 )

(イ )看護婦養成機関

( ロ )  診療放射線技師及び臨床検査技師

(ハ)医師及び歯科医師

2 .  調査方法

( イ )  調査対象機関の選定及びその名簿作成 -
( ロ ) カ リ キ ュ ラムの収集

(ハ)国家試験問題の収集(過去5年間を予定)

(=) ア ン ケ ー ト調査の実施(カリキュラムの中に「放射線の安全利用・
管理に関する教育」 が含まれているか)

本年度は、 先ず看護婦養成機関を対象に調査対象機関の名簿作成、 看護婦

国家試験出題基準 (並びに薬剤師国家試験出題基準) を入手して試験項目に放

射線関連の間題が出題されているかどうか調査するとともに、 放医研看護婦研

修コ ー ス (医療機関ですでに実務就いている看護婦が対象) のアンケー トの中

から看護婦に課せられている放射線関連業務並びに回答者がそれまでに受講し

た研修等にっいてまとめた。

_看護婦養成機関 リ ス トの作成
カリキュラム等の調査を目的として、  私立大学・短大等の看護婦養成機関の

リ ス ト を作成 した _ 公立機関にっいては現在調査中である。

1 .  人体の構造と機能 2 .  疾病の成り立ちと回復の促進

3 .社会保障制度と生活者の健康 4 . 基礎看護

5 . 在 宅看護  6 . 成人看護

7 . 老 年看護  8 . 小児看護

9 . 母性看護  1 0 . 精 神 看 護

こ れ ら 一っ一っの基準の中には、 目標1 ,  2 . あ る いは 3 な ど が有 り 、 それ

らはまた、  通常複数の大項目、 大項目は中項目、 中項目はそれぞれ小項目より

なる。

この中で放射線に関する項目としては、4 .基礎看護の中の目標2 .基本的



看護技術にっいての理解を問う、  3 .  診療に伴う技術、 A. 診察・検査、  c .

検査時の看護の小項目に、尿、便、喀痰、血液採取及び検査などの9項目の中

にX線検査、CT検査、内視鏡検査、核医学検査がある。 しかし、放射線に関

する基礎的知識に関する設問は見当たらない。

_薬剤師国家試験出題基準
出題は、 1 . 基 礎薬学  2 . 医療薬学  3 . 衛 生薬学  4 . 薬事関係法規

及び薬事関係制度、 の4分野にわたって行われる。 各出題分野は、分野別に 「大

項目」、 「中項目」、 「小項目」 及び 「小項目の内容の例示」 に区分される。

放射線に関する項目としては、 1 . 基礎薬学、大項目  「物質の構造と性質」

の中にラジオイム ノア ッセイ 、 C Tスキャン、  フ ァ イ バー コ ー ブ、 X線造影が、

2 . 医療薬学、大項目  「医薬品の有効性と安全性」の中に放射性診断薬がそれ

ぞれ小項目の内容の例示としてあげられている。 放射線に関連する.基礎的設問

は見当たらない。

放医研の第12回放射,a言婦課呈研修生アンケ ー ト よ り  ( 2 8 名)
研修応募者の所属は、大学病院(国立、公立、私立)、 国公立病院(国立・

公立)、赤十字病院、私立病院、その他の病院等であり、教育機関(看護学校

など)からの応募者はなかった。職種は護婦婦(診療検査課、放射線科、手術

室科、外来科、画像診断センタ 一科、外来処置室科、耳鼻口外ロ因喉科、循環器

内科、. 脳外科、消化器内科、救急科、 RI兼務他科混合等)及び看護士(放射線

科) である。従事している放射線関連業務はさまざまであり、 アンケ ー トから

実際にさまざまな業務に従事している様子がうかがわれる。 現代の医療から放

射線関連業務を除くことはできないといわれている。

しかし、  これまでに放射線に関する講習を受けたことがありますか。 それは

どのような講習でしたかという問いに対しては、

( 1 )  ある(所属機関内での講習) : 7名

( 2 )  ある(看護協会の研修、 日本アイソトープ協会 ) : 2 名

( 3 )  な い : 1 9 名

ということである。毎回のアンケ ー ト調査の結果も同様な傾向を示しており、

7 0 %近くの受講者がないと答えている。

今後も続けて調査を進めてゆく予定である。

主査 大橋國雄 ・

協力者 放医研特別研究員 渡利一夫

協力者 群馬県立医療短大 石原十三夫

広島県立保健福祉短大砂屋敷忠
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第 4章  要望書・意見書とその効果

あるいは反響について



放射線教育フォーラムは、 その目的達成のためには、 行政に対し

その主張を述べ、 可能な限り行政施策への反映を求めることが必要
であると考えるものである。  本章では、 文部大臣および科学技術庁

長官へ提出した、 学校および社会教育における放射線教育の現状改
善を求める要望書や意見書の内容と、 その反響 (参議院決算委員会

会議録、その他)について記した。



1 l

「 1  ネ'レ 二l二;'- - IR;t覧 聞 : 西 l こ 関 通 し f=
二二 れ 力、らの 放 身,f.德i 一 放 身f 合E数'青:の・EEり;方一」

平成8年11月19日提出

放射線教育フ ォーラム事務局

〒 1 0 5  東京都港区新橋1 - 1 8 - 2 明宏ビル6階
電話 0 3 - 3 5 0 3 - 5 8 4 4
FAX 0 3 - 3 5 0 3 - 5 8 4 3
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:要 旨

来世紀には世界の人口間題と , エネルギ一間題と, 付随する環境間題が深刻化することが明
自であります。 特に一次エネルキーを海外に依存している日本では , エネルギ一危機への対応
を講じておかねばなりません。日本のような先進国は, 自国のみのためでなく .地球上の人類

全体のために, その技術力と英知を働かせて対策を考える義務があるといえます。 方策として

は , 省エネルギー,原子力発電,および新エネルキ一源の開発があります。 このうち省エネル

キーは, 技術的には, 現在使用中の種々のエネルギ一発生装置の効率を改善することにより般
分かは効果が挙がる余地があるようでありますが, 生活レぺルを向上させたぃ人間の基本的欲

求から,  地球規模で考えるとその効果はあまり期待できません。新エネルギーである太陽光 ,
風力,地熱,潮力なども,大量のエネルキ一需要を清たすには不十分であります。地球温暖化
という環境問題から考えても, 当面は原子力に頼らさるを得ません。

しかし ,原子力には必ず放射線 ・ 放射能が関連しています。専門的な見地からは放射線 ・ 放

射能は自然現象の一つであり, 医療をはじめ人間生活の各所で大きな貢献をしています。 また

原子炉は ,原爆とは異なり,十分制御可能なものであります。 ところが日本国民は過去の経緯

から ,  原子力や放射線 ・ 放射能という言葉に抜き難い恐怖感と不安を抱いています。 新間など

の報道標関は,原子力の貢献を認める一方で,その危険性を強調し過ぎており , エネルギーや
環境間題という基本的 ・ 客観的な立場からの冷静な報道がされていないことが間々あります。

その結果 . 原子力平和利用の社会的受容に困難を来していることは最近の事例で明白です
社会教育の基本となるものは学校教育でありますが, ここでも一般社会の風潮と同じく放射
線 ・ 放射能の危険性が強調されています。 それと同時に, 間題はむしろ原子力のような価値判

断が分かれる間題にっいては, 正当に取り上げることが避けられ, 放射線 ・ 放射能の取扱いが
軽視されている点にあります。 現行の高校の教科書における放射線 ・ 原子力関係の記述を調査

した結果は, 最近のものは以前よりも改善が見られますが, 一般的に言つて記述は甚だ不十分
かっ不適切であります。 理科でも科目によっては殆ど触れられず, 物理でも不正確な記述が散
見されます。 また入試にもその出題は稀であります。 社会などでは, 各種のエネルギ一資源の
公平な比較がされずに, 原子力に批判的な論調が目立ちます。 このような状況では, 将来この

分野で必要な研究者 ・ 技術者の人材の不足は必至であり , 関係者は強い危標感を持つています。

科学立国を国是としながら理科教育全体が危機的状況にあることと相まって, この分野の学校

教育の現状は看過できるものではないと考えます。

この事態を改書するために, 私どもは昨年6月30日に,  「放射線教育の改善に関する要望

書」を提出して ,現行の高等学学習指導要領の改訂案を提案いたしました。本要望書は,前の

要望書の超旨を敷衍 ・ 説明したものであります。 学習指導要領の改訂や教科書の検定に携わっ

ておられる文部省の担当官各位や, 教育行政に関わっておられる方々, 教科書の編集 - 執筆者
の方々, さらには実際に教育に携わっておられる教員各位, およびこの分野の新しい情報にご

関心のあるマスメデイアを含む一最の方々にも参考にしていただくぺく, 「放射線 ・ 放射能教
育 」 のみならず,それと深い関係のある「エ.ネルギー ・ 環境教育」および 「原子力教育」とい

う多岐にわたる分野にっき ,  多少専門的な事項を含め,要点を明確にして説明してあります 。
関係の各位におかれては, 本文書に記されたような正しい科学的情報, および私どもが妥当と

信じる価値観に基づく考え方を, 今後の学校教育の基本とされることを願うものであります。
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〔添付書類〕「放射線教育の改善に関する要望書」

(平成7年6月30日付け, 放射線教育フォーラム)



各章 (付記を含む) の要旨

1 .  本要望書提出に至つた背景

本要望書と . 前回に提出した要望書「放射線教育の改善に関する要望書」 を提出するに到つ
た背景にっいての概略の説明がされている。現行の学習指導要領では,理科の5区分から2科
日を選択することになっているので, 自然科学の基礎である物理を履修しなくてもよいことに

な り ,  これでは将来の人材養成の上で大きな問題である。また,放射線 ・ 放射能に関する学習

指導要領における位置づけが低いため, わが国の生徒はこの分野の知識が他の国に比ぺて劣る

ことが判明している 。放射線 ・ 放射能に関して,すぺての生徒が履修するようにすぺきである。

2 . 放射線と放射能の本質とその利用に関する教育にっいて
放射線 ・ 放射能は宇宙が生成した時から存在し , 現在もわれわれの身の回りに満ち満ちてい

る。放射線は,純学問的に見ると物質と同様な重要な構成成分とみなすことができる。放射録

と放射能は, その発見以来, 純粋自然科学の発展に, またわれわれの生活を豊かにするための

応用の面で人類に大きな貢献をしてきた。放射線と放射能の利用なしには, 現在の医療技術の

日さましい進歩は実現しなかった。このような事実を学校教育において . もっとはっきり教え
る必要がある 。

3 . 放射線と放射能の人体への影響をいかに教えるか
①放射線の人体への影響, とくに放射線障書にっいて(本文3. l )
放射線は効用と害の両方を持つている。 人体への害について教える場合, 最近の科学的情報
に基づく正確な知識を与える必要がある。すぺて 「科学的なものの考え方」というものは,定
性的でなく,定量的でなければならない。放射線の人体 ・°、、の影響にっいても, その効果は放射
線の量によって大きく異なり,放射線の量が多いほど影響も大きぃ。放射線障害には,被ばく

してから間もなく現れる急性障害と, かなり後になってから現れる晩発性障害または遣伝的障

害とがある 。障害はある値(これを「 しきい値」という)以上の放射線を受けた時以外は現れ
ない,とはっきりと判つている場合と,それがあるのかなぃのか、 まだ断定できない場合とが

ある。急性障害と晩発性障害のうちでも白血病にっいては, しきい値が存在することが判つて
いて, これらを「確定的影響j と い う 。一方,白血病以外のがんの発生や遣伝的影響にっいて
は ,  しきい値の存在を実験的に確かめるのが国難であるので,国際放射線防護委員会(I C R
P ) は ,  放射線防護の観点から , しきい値はないと仮定し ,受けた放射線の量に比例して障害

が発生する可能性がある, とみなすことを勧告している。後者を「確率的影響」という。
②放射線影響に及ほ'す諸因子にっいて (本文3.2, 3.4)
放射線の人体への影響は, 放射線の量や放射線の種類によって異なるほか, 被ばく・する人の
年齢,放射線が当たった体の部位(腦器,組織)によって異なる。また . 人体は,放射線やそ
のほかの原因で受けた細胞の損傷をかなりの程度まで修復するという 1驚異的とも言える標能を
本来もっていて,条件により被ぱくの効果を低減させるという事実が確認されている。

③僅かな量の放射線の被ばくの影響にっいて (本文3.3, 3.5)
i C R Pは,放射線防護の立場から, がんや -遣伝的影響にっいては「放射線はたとえ微量で
も有害である」と仮定して,  「できるだけ放射線をうけないように 」 ,  と勧告をしている。こ

のことが,  一般の人々には, 放射線はどんなに僅かでも害がありその影響は子孫末代に及ぶ,
という不必要な危惧を与えている。 I C R Pのこの考え方には,放射線を防護するために十分

に安全を期すという法規的体制作りなどに有益であったが, 一方, 現在のように一最の人 .i が
過剰に放射線 ・ 放射能を怖がる状況を来している事実は, 平和利用のための原子力の開発を妨

げることとともに,すでに被ばくしてしまっている人々に大きな心理的ストレスを与えている
という弊害がある 。

④学校で行1bれるぺ.き放射線教育にっいて (本文3.6)
放射線 ・ 放射能の生物 ・ 人体への影響に関しての教科書の記述においても, その危険を必要
以上に強調しすぎる傾向がある。僅かな量の放射線のリスクに関する正しい知識を , われわれ

が日常生活で遭遇するさまさまなリスクとの対比において,先入観なしに常識として持つよう
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に教育することが必要である。 さらに実習 ・ 実験を通じて, (放射線防護の基本的3原則で)

放射線から身を守ることができることや, すべての放射性物質(放射能)が固有の半減期に従
ってひとりでに減衰してゆくことを,実際の体験を通じて理解させることも,教育の手法とし
て極めて効果的である。

4 .  エネルギー ・ 環境間題に関する教育の改善の必要性にっいて
来世紀において全人類の直面する重要間題は人口間題, エネルギ一問題, および環境間題で
ある。增大する人口をまかなぅにも, 環境保全を保つにもエネルギーの消費を伴うので, これ
ら3つのうちェネルギ一間題が最重要課題である 。 その解決には,省エネルギー,原子力発電 ,
および新エネルキーの開発の3つの方策がある。 省エネルギーは, エネルギーを供給する側か
らすると ,  発電設備などの効率の改書を計ればまだ多少は効果があがる余地があるようである
が ,  エネルギーの消費者側からすれば, 大幅の省エネルギーは生活水準の低下を意味し. エ ネ
ルギーの大量消費に償れた先進国のこれまでの生活,様式や産業構造を一朝一一タに改善できると
は期待できない。また”環境にやさしい”新エネルギーである太陽光,風力,地熟. 潮力など
は ,  残念ながら大量のエネルギ一需要を満たすには到底不十分である。 二酸 ・化炭素による地球

の温暖化という環境間題から考えても, 当面は原子力に頼らさるを得ない。 このような事実に

ついて,報道機関も,学校教育においても, も 一, と客観的 t;' , 冷 静 t;'一般に知らせ ,教育する
必要がある。

[付記]

A .  学校教育における放射線教育と原子力教育の関連性

ア. 原子力教育の特殊性にっいて
放射線 ・ 放射能と原子力とは密接な関係がある。 しかし ,原子力すなわち放射線 - 放射能と
結びっけられ混同されて,放射線の利用までが悪いイメージを持たれてしまう傾向がある。放
射線 ・ 放射能と原子力とがどのような関連があるのか, どう違うのかをきちんと理解させるの

が基本であらねばならない。 ところが,  わが国の学校教育では,原子力 ・ 放射線の間題はまま

こ扱いにされて, 基本的知識に関する教育が十分行き届かず, 生徒を含めて一般社会人の原子

力に関する基礎的知識が不十分である。 そして教育関係者や原子力を専門としない科学者を含

めて,  大部分の一般の人々が原子力に対し模然とした不安を持つている。 それは「原子力の安

全性」にっいて必ずしも信頼されていないことにある 。 その内容を分析すると,①原子力発電
所の安全性,すなわチェルノブリのような事故への不安 ,②放射性廃素物を生じることと, そ
の処理方法のめどが立つていないと伝えられることへの不安, ③放射線 ・ 放射能への不安, ④
情報不公開に関する不安, などに分類される。

①にっいては,本文イ. 「発電用原子炉の安全対策にっいて 」 , ②にっいては、 ウ .  「放射
性廃棄物にっいて」で詳しく述ぺられている。

B .  技術開発や社会生活の近代化に伴う リスクに関する教育にっいて
原子力開発に関して持たれている不安に関連して, 技術開発や社会生活の近代化にともなう

リスクと,技術開発がもたらす利便(ぺネフイット)をバランスにかけて総合的に判断する能

力を, ,二れからの人々がもっことが望ましい。わが国でも, これから教育に採り入れることを
検討すぺきである。 きちんとしたリスクの概念の理解があり, そして基本的な科学的知識を持
っておれば, あらゆる場合に的確かっ公正な判断をすることができる。

C . その他特に考慮すぺき教育行政上の間題点について

最後に, 一般的な教育行政上の3つの問題提起がされている。 1つはわが国の教育方針の策
定にあたり , いわゆる 「縦割り行政」を改めてもっと国益を考慮し ,さらに,教育行政におい
ても世 .界の指導的立場を取る ・、らいになってもらいたいこと , 2つ目は,高校で教える J'、き内
容について, エネルギー ・ 環境間題や放射線 ・ 放射能のような重要な事項は必修として全生徒
に学ばせるぺきであるが, 一般的には規制を緩和する方向であるぺきこと, 3つ目は , 教育行
政においても,  できるだけ一最国民の意見を取り上げる体制を作 つていただきたいことである。
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(1 )本要望書提出の背景について

要 -9 'i 一書F

貴省におかれては 「教育課程審議会」 が発足し 、 現行の 「学習指導要領」 の改訂の作業が開始

されたと聞いています。 ここでの間題点は, 学校での授業を週5日とする制度のもとで, 理科教

育の改善を計ることにより,,

①科学技術立国を国是とする日本の将来を担うぺき人材をいかに育成するか,

② 「市民の教量としての基本的な科学的知識や科学的なものの考え方」 をいかに育成し , 公平な
判Bi力を持たせるための, いわ〇る「サイ工ンス リテラシー」を通成させるか,ということがあ

ります。

現行の高枝の学習指導要領では,理科は〔総合理科〕〔「物理1A」または 「物理I B 」 〕  〔

「 化学 1 A 」 または 「化学 I  B 」 J  〔 「生物 1 A 」 または 「生物 I  ]lli 」 〕 〔 「地学 l A 」 または

「地学I B 」 〕 の 5 区分から 「 2区分にわたって2科目」を選択履修することになっています。

5区分のうち,  どうしても入学試験において 「難しい」と考えられる物理は生徒に敬違されてお

ります(履修率は30%以下)。物理は自然科学を学ぶ上での基礎であります。その物理を履修し

なくても理科を学習したとすることができる現行の理科の選択n修の制度は, 上記の①の将来の
人材養成の立場から大きな間題であります。

さらに , 理科で学ぶぺき内容のうち, 「放射線 , 放射能」は学問的に重要な事象で,if、るととも

に ,  応用的にも, 資源の乏しいわが国が将来の全人類のエネルキ一問題解決の 1tめに推進すぺき

原子力の平和利用の基礎となる重要な知識であります。 ところが現状では 「放射觀 ・ 放射能」は ,

総合理科や物理1Aまたは物理I Bで取り扱われているだけで . またその内容は物理1Aや物理
I Bの教科書では末尾の部分に記述されているため ,  入学試験における出題も積lであり , この部

分が実際に教育現場で十分に取 'り扱われるかどうか疑間であります。物理以外の, 例えば化学な
どの科日においては学習指導要領で放射線 ・ 放射能は教えるぺき内容に含まれていず, これは ,こ

の要望書 ( 2 ) ,項で述ぺますように,化学における放射性元素の役割などを考えたとき . これは
極めて不当な取り扱いと考えざるを得ません。 また一般に, 放射線 ・ 放射能に関する教科書にに
おける記述は不十分で . 科学的にも不正確なものが間々みられ, 最新の情報に基づいた正確で公
正な教育が必ずしも行われていません ' ' 2 ) 。 その結果は, 青少年のエネルギーと環境の基確的知
識をわが国と欧州の6 力国と比ぺた最近の調査で, わが国の生titは原子力関係の間題に限つて正
答率が最も低かったという事実 3 )に現れています。 これはわが国の学校教育にぉいてこれらの重

要な間題の取扱が軽視されている結果であることは明白であり, 上記の②の立場からも, この現

状は放置しておくことのできなぃ由々しき問題であると考えます。

この現状の改善のために, われわれは昨年提出した 「放射線教育の改善に関する要望書」 ' )に
おいて , ①すぺての生従に放射線および放射能に関する最新の科学的事実に基づいた基確的知識

を学ばせること , ②現行の学習指 1導要領に従うとすれば, 「総合理科」 「物理 l A 」 「物理 l B
」の「教えるぺき内容」において「放射線」・「放射能」が資源エネルギ一間題, 環境間題など
とともに十分に扱われるよう加えるぺきこと, ③化学でも同位体 ・放射能を「数えるぺき内容」
として加えるぺきこと ,  などを骨子とした理科の学習指導要領の改善案を提出したのであります .
また, 「地理 ・ 歴史」 ,  「公民」の各科目にっいての学校教育における現状は,わが国が国是
とする原子力に関する政策が殆ど反映されていません。 これらの教科書では原子力の欠点がこと
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さらに強調され,理科の教科書以上に公正さに欠ける記述がみられる例が多いことが専門家によ

って指摘されています'' 5 ) 。 原子力開発の積極的な推進の是非にっいては今後もさらに国民全体
の意見を聴取しっつ合意形成に努めるぺきでありますが, 合意形成にあたっては一般市民が放射
線・原子力に対する正しい科学的知識にもとづく公正な判断力を有しているということがその前
提条件となるものであります。学校教育は一般への教育の基礎となるものであり, 教育に責任を
持つ貴省におかれては, 理科以外の科目における教育の現状の改善にも格別のご配慮を期待する

ものであります。

(2)放射線と放射能の本質とその利用に関する敎育の改書の必要性について

放射線 ・ 放射能が, 自然現象のほんの一部の間題であるとして学校教育で軽視されてきた傾向
があったと思われますので , まずはじめに放射線 ・ 放射能の本質と重要性にっいて述ぺます。
われわれの字宙が生成した約l50億年の昔は「放射線の時代」であって , その後「物質の時代

」に移つたのでありますが,現在も字宙には各種の放射線や放射性物質が満ち満ちている, とい

って過言でないのであります。 放射線は, 純学間的観点から考察すると , 本質的に物質と同じく
重要な構成成分なのであります。 また,地球が生成した直後は安定な元素とともに放射性同位体

が大量に存在し,そのうち半減期の非常に長いもの(ウラン ・ トリウムなど)が未だに地球に残

っており,地球内部に残つているものは地熱の原因となり ,地殻中のにあるものは宇宙線ととも

にわれわれの身の周りの天然のバックグラウンド放射線となっていることは周知の事実でありま

す。 この少量の自然放射線の量は地球上の緯度 . 高度 . さらにその地域の放射性物質の含有量に
よってかなり異なっています。通常の地域では , われわれは年間に,宇宙線,地殻,食物,空気

中のラドンなどから,それぞれ0.38mSv,0.46mSv,0.23 mSv, l .3aSv,合計2.4 l'Svの放射線
量を受けています 6 ) 。 ( lnSvはミリシーぺルトで,あとで述ぺる 「実効線量」の単位です。)なぉ,

地球の生成から約25億年後に, この地球上(アフリカのあるウラン鉱山地区で) にひとりでに原

子炉の連鎖反応が起こり,大量のエネルギーが放出されたことは, 「オクロ現象」として専門家

の間ではよく知られた事実であります。

しかし人間が放射線 ・ 放射能の存在に気が付いたのは19世紀末でありました。その後人工的に

も種々の放射線 ・ 放射能を作ることができるようになりました。それ以来,放射線 ・放射能は,
純学間的, あるいは応用的立場から人類に大きな貢献をしてきました。まず,学間的に, 20世紀
の初頭に, あらゆる物質が構成されている基本的粒子である原子の構造の解明に放射線 ・ 放射能

が大きな役割を演じました。 また,放射線の一種であるX線は分子構造の解析に, また可視 ・ 紫
外 ・ 赤外の諸領域の広義の放射線は, 今日では分析化学の広い範囲で利用され, 研究者にとって

極めて身近なものになっています。

原子力開発においても, 放射線 ・放射能の知識は不可欠であります。 原子力エネルギーを供給
する燃科として用いられるウラン鉱石から核燃料への加工に至る工程や, 核燃科の再処理, 放射
性廃素物処理の諸過程においては, 放射線 ・ 放射能に関する化学や化学工学は大きな役割を果た

しています。 また, 発電用原子炉において要求される特殊な材料の供給のみならず, 将来の核融

合炉の実現に不可欠なトリチゥムの生産やその取扱い技術, 特殊な炉材料の開発などのためにも

放射線 ・ 放射能に関係した科学的知識は必須であります。

近代の純学間的研究面でも,放射線 ・ 放射能は極めて重要な役割を果たしています。 トレーサ

として種々の化合物に付加された放射性同位体は, 基礎的な化学反応や光合成の機構の解明に,,
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また医薬品を含む種々の化合物の生体内の代謝の研究などに極めて大きな貢献をしています。特

にこの世紀後半の分子遣伝学の急速な発展は,放射性同位体の利用に負うところが大きく,今や

パイオテクノロジーや核医学の分野では, 放射性同位体を使用しない研究は考えられないほどに

までなっています 。 このほかにも, 各種の年代決定法や多方面の分野への放射化分析の利用をは
じめ, 放射線や放射性同位体は種々の領域の純粋科学の研究に広く利用されています。

放射線の応用も広い範囲に広がり, 例えば環境問題に関しても, 酸性雨の原因となっている石

炭火力発電所からの排ガス中のイオウ酸化物や窒素酸化物の放射線による除去法や, 放射線によ

る排水処理法が試みられ, 科学的手段では処理が困難な有害物質であるP C Bやフロンガスを放

射線で分解する研究も行われています。 化学工業では, 触媒などの不純物を含まない高分子材科

の合成, 架橋, グラフトによる高分子の改質や新しい素材の合成に, 広く利用されています。 そ

のほか, 農業における育種や害虫の驅除, 食品の殺菌や保存, 医療器具の減菌など, 放射線の実

用的日的に盛んに利用されています。

いうまでもなく ,  放射線 ・放射性同位体のもっとも大きな人類への貢献は医康への応用であり
ます。 X線やラジウムなどの放射性元素の発見の後直ちにこれらの医学への利用が始まりました。
それと同時に放射線が大量に存在すると生物に障害を与えることが見いだされ , 放射線の生物影

響に関する基礎医学的研究は各種の疫学的研究ともに今や重要な学間的分野を占あています。 い

ずにせよ, 広範に使われるX線をはじめとする放射線や放射性同位体の診断へ.の利用と, コパル
ト 一60やライナックなどの放射線によるガン治療の両面における,現在の医療技術の目覚ましい

進歩は,放射線 ・ 放射性同位体の利用なしには実現しなかったことは万人の認めるところであり

ます。

以上述ぺ.ましたように,  放射線・放射能の純学間的ならびに応用的利用の両面における貢献は
極めて大きいにもかかわらず, わが国の初等・中等教育の教科書におけるこれらに関する記述は
一部を除いて極めて資弱であり,以上の諸点にっいて,関連した物理・化学 ・生物・地学の各科
目に対する学習指;導要領における取扱いの改善に一Jiのご配慮,を望むものであります。

( 3 ) 放射線・放射能の人体への影響をいかに教えるかについて 7 ' B )

3.1 人体への放射線の影響, 特に_放射線障害に、ついて
「両刃の剣」 と言われる放射線や放射能を学校教育で取り上げるに当たり , その利用と と もに人

体への影響にっいて最近の情報に基づいた正しい知識を与える必要があります。
放射線の人体への影響にっいて,大量の放射線(数100 lllSv以上)を人体が受けたa合に障害
を生じることは明白な事実であります。 その放射線障害は, 質的には , 皮膚や目などへの急性障
害 ,  白血病をはじめとする発がんなどの晩発性障害という形で現れます。

放射線の量とその影響の関係は . 受けた放射線の量に大きく依存します。人や動物を対象とし
た非常に多くの経験や実験データから, 急性障害の場合, これ以下の線量ならば放射線を受けて

も全く障害が発生しないという量(これをしきい値といいます)があることがわかってぃます。

(このようにしきい値がはっきりとわかっているような効果を確定的影響といいます。)

一方, 発がんなどの晩発性障害に関し.ては (この種の効果を確率的影響といいます) , これ以
下の放射線の量ならばこの種の障害が発生しないというしきい値を定量的に見出すことが非常に

国難です。 それは, これらの症状は①放射線を受けたのち早くて数年か多くは何十年または次の
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世代になってから現れる, ②放射線を全く受けなくとも, 種々の原因で自然にある割合の確率で

起こっている,  ③特に少量の放射線を受けた場合ではわれわれが日常受けている自然放射線の量

が場所により変動していて, 自然放射線以上の僅かの量の放射線を受けたことによる正味の効果

との区別がっけることが難しい, というような理由によるものです。
それで, I c R Pは,放射線防護の立場から,発カンや遣伝的影響にっいてはしきい値は存在
せず, 高線量域での線量と障害との関係を直線的比例関係であると仮定し , この「直線的線量効

果関係モデル 」を低線量域まで外挿して,これから計算した障害の起こる確率(リスク)がほか

の一般的職業で受けるリスクと同じ程度以下になるように,放射線に関する職業に従事している
人および一般人にそれぞれ基準を設けて, できるだけ放射線の被はくを避けるようにと勧告して
います 9 ) 。

放射線の人体への影響は放射線の種類にも依存します。 たとえば, a親は r線やX線と同じ線
量(吸収エネルギー ,  「グレイ 」  (Gy)で表します)を受けたときでも影響は20倍も大きくなり

ます。 「 シーぺルト」(Sv )という単位は、 この効果を考慮に入れた「等価線量」とぃ う単位です。

さらに,  当然ながら放射線を体の一部が受けたときと,全身で受けたときとでは影響は後者のほ
うが大きくなります。体の組織によって放射線の感受性が異なりますが,各組織の影響を合計し

て評価するための量として「実効線量」といい,同じくシーぺルトで表しますo

3.2 放射線影響に及ぼす諸因子にっいて
放射線の人体への影響は, 上に述ぺたよ うに線量や放射線の種類のほか, 年令や , 体のいろい

ろな臓器や組織によって障害を受けやすい場合と受けにくい場合とがあります。 生体への放射線
の影響は, 一般に細胞分裂の盛んな組織ほど感受性が大きいということが古くから知られていま

す。 ( こ れ を 「ぺルゴニー ・ トリポンドーの法則」といいます)したがって,成人にくらぺて子

供や胎児は, 放射線に対して感受性が高いのです。 成人でも骨とか脳とかその他の臓器の大部分

は放射線に対して比較的強いのですが, 骨髓のような造血組識とか生殖腺はほかの臓器よりも感

受性が高いのです。 広島や長崎の原爆の被爆者の長年にわたるデータから, 母親が妊娠8̃15週

のうちに0.1Gy  (この量はわれわれが天然のパックグラウンド放射線から1年間に受ける線量

の約50倍です)以上の被ばくをすると,不幸にも小頭症や知能指数の低い子供が生まれてくるこ

とがあることが報告されています。 しかし , 原爆被爆者から生まれた子供にっいて長年にわたっ
て調ぺた結果, がんが增加することは認められていません。

また,  ヒトなどの哺乳動物に対する放射線の効果は, たとえ総量において同一の線量の照射で
も,  何回かに分割して照射したり, 低い線量率で照射した場合,効果が低減することが明らかに

されています。 それは生体系が放射線による損傷の修復標能を本来持つているためです。 (前者

を 「エル力インド型回復」,後者を「線量率効果」といいます。)また生体には,あらかじめ少

量の放射線を照射しておくと, 体内に放射線に対する免疫性が現れて, その後の比較的量の多い

放射線被ばくの効果を低減させるという事実があることが最近確認されています 8 ) 。 (このこと

を 「適応反応」といいます。 )

3.3 低線量被ぼくによる影響について

数十 lnSv 以下のいわゆる低線量 (研究者によっては1回照射では 200 aSv 以下, 連続照射で

は1時間あたり6mSv以下と定義しています)の放射線にっいては,実際には急性障書はむろん
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のこと , 発がんのような有害な影響が出たと確定できる実験データは現在のところ見当たりませ

ん。

しかし, I c R Pは,放射線防護の立場に立つて, ガン発生や遣伝的影響という 「確率的影響
」に関して,  「しきい値がな< , 放射線はたとえ微量でも有書であると仮定する」とする考え方

を採つています。 しかし, この 「高線量での線量 ・ 効果関係が直線的に低線量および低線量率で

も成り立つ 」という仮説に基づいて 「 リスク」を見積もっても ,  自然の放射線レぺルの数倍程度

の被ばくに対しては, 有意な影響はないと見なしてよいとわれわれは考えています。 それは, 生

体に対するこの程度の低レぺルの被ばくにおける実験的ならびに疫学的研究が近年盛んに行われ

ており ,  それらの結果に基づいての考察でもあります。

3.4生体がもっ放射線そのほか有害因子に対する対応にっい て

放射線の生物に対する作用は放射線の線量に比例して何かの影響があるはずである, との考え

方が,放射線影響の 「確率的影響」に関する考え方に残つているように思われます。 ところが,

すでに「1◆,ル力インド型回復」と「線量率効果」で見られるよ 、,)に,生体に対する放射線の作用

では, 生命体がその生命を維持するために, 放射線による何らかの初期的な効果を修復、11l る機能,

すなわち外からの有害因子に対して抵抗力を持つていることは明らかです。

生物が放射線で影響を受けるのは, 放射線によって直接または間接に細胞内の遣伝子のD N A

の分子構造の一部に何らかの損傷が生じることが第一の原因とされています。 生物にはこのよう
なキズを自分で治す(修復)機能がもともと備わっており, さ 11)に細胞の集団である組織のし'、、、

ルでも, 様々な機構で損傷細胞の除去や修復, 組識の機能の回復や再生が行われていることがす

でに明らかにされ, またさらに詳しく研究が進められています。 D N Aが ,  自然界で広い意味の

放射線である業外線や汚染化学物質によっても損傷を受けているにもかかわらず, 生物が簡単に

死んだり発病しないのは, 生物が本来このような治療機構を持つているからです。 われわれの体

の中では, 通常呼吸している空気中の酸素によっても自然放射線による数百倍もD N Aにキズが

つけられているといわれています。 しかし必ずしも発病に至らないのは, 生物が本来持つている

治癒効果を含めた驚異的とさえ思える自己防衛の働きのためです。

このよ うに人体が放射線や化学物質による有書因子に対して優れた防御機能を持つている事実

についての記述が, 現行の教科書では全くないといってよく, この点について是非とも改善が必

要であると考えます。

3.5放射線影響に関する基本的考え方にっいて
” 放射線 ・放射能はどんなに使かでも書があると考える” 仮説は, I C R Pの勧告に由来して
います。 この勧告は, 「科学的データだけでなく社会的判断を含めて」行われています 9 ) 。 とこ

ろが, その結果, この勧告は, 次のような良い結果と悪い結果となって現れています。

その功續は,,

①1つは, ヒトの低線量被曝の影響に関するデータが種めて乏しかった時期にこの仮説の採用は

放射線の有害性を啓蒙し, 特にわが国の放射線 ・ 放射能を取り扱う施設での放射線管理の体制を

万全にした点で有用でありました。

②2つ目には, 国際政治的に, 「放射能をまき散らすのは危険である」 という国際的世論を形成

させて, 冷戦時代に一時盛んであった核実験を, 部分的にしろ停止させるのに役立ちました。
76



悪い効果というと,,

① I  c R P自身もが危倶していたように「 しきい値がなく,微量の放射線もその量に比例して有
害であるとする」というのは仮説,仮定である,  という前提がいつの間にか忘れられ,現在はそ

の量の如何を間わず, 「放射線すなわち危険」 という非科学的事実がひとり歩きしています。 す

なわちこれが科学的な事実であるかのように世間に定着した結果, 放射線を専門としない多くの

科学者をも含む多くの一般の人々が放射線を極度に恐がる状況を形成してしまい,放射線 , 放射
能という言葉を聞いただけで, がんや白血病, あるいは知能低下や遣伝的影響を連想し心配する

人を,かなりの知識人をも含めて世界的に大勢生むことになりました。その結果,原子力発電の

建設が住民の反対のためにその立地に国難を来すなど, 将来のエネルギ一間題の緩和に役立つは
ずである原子力 ・ 放射線の平和利用が妨げられる状況となっています。 このことは , わが国の原

子力発電所の建設予定地で最近行われた住民投票の結果から見て も明らかです。

②第2に,  特にここで指摘し.たいのは, このような過剰の放射能 ・ 放射線への恐怖感が, 例えば
原爆の被爆者とかチェルノブ .イリの周辺の住民のようにすでに放射線に被ばくしてしまった多く

の人々に,非常に大きな心理的ストレスを与え, その結果, 多くの誤解や悲劇を起こしているこ

とです。例えば被ばくしたことによる人工的妊娠中總が, 広島 ・ 長崎での被ばく者やチェルノブ

イリの事故後の束ヨーロッパの人々に非常に多く起こったと伝えられることや. チェルノブィリ

周辺では, 汚染除去作業従事者や高レぺル汚染地域の住民に放射線の影響でなくストレスによる

心理的要因からの健康異常が非常に多いことが明らかになっていることなどです'°) 。
ここに到つた原因は, われわれ科学者がマスメディアに対して正しい情報を伝える努力を怠つ

た ,  という反省があります。 しかし , 将来のエネルギ一間題や原子力をめぐる人々の意見の対立

の緩和のため, また科学的に正確な情報に乏しく感覚的にものを考えやすい 一一般の多くの人マが
現在悩み, 困つている,  あるいはこれからもこのような被害を受ける可能性が大きい現状にかん

がみて,人道的立場からも ,国際的に権威のあるI C RPが,放射線防護に関する勧告をより科

学的事実に沿つた形に改訂することにっき . 一層の努力をされることを私たちは希望しています.

3.6学校で行われるぺき放射線教育にっいて
これまでの学校教育では, 教科書の見出しにまで 「放射線による障害と利用」 のよ うに障害や

危険性の方が先になっているものがあるように,放射線 ・放射能の生物・人体への影響に関して ,
その危険性を強調しすぎるきらいがあったと思われます。 ” 放射線 ・ 放射能はどんなに僅かでも

人体に有害である”という仮説が一般社会で定着してしまったので,教科書の執筆者 , 監修者が
これを科学的真実であるとしてこのような記述をしているのです。 このような状態では,若い人

々や一般人が放射線 ・ 放射能は, 量的なことは全く考えずにたいへん危険をものだという考え方
になるのは当然です。 昔は「危険」  であった電気を, 今は一般人誰でもが安心して利用している
よ うに ,  これからの近代人は, 医療などで今後もその思意を受けるのですから,放射線 ・ 放射能

の本質にっいての基礎を理解し, これと上手に付き合つて行く必要があると思います。 また, 少
量の放射線のリスクに関する正しい知識を , 日常の生活を送る際に通遇する種々の原因によ ,-,て
存在するリスクとの対比において,常識として持つことが望まれます。そうすることにより , 人

工と天然を間わず放射線 ・ 放射能に対する過度の恐怖心や不安感を懷くことがなくなり, '- して
「安全」とはなにかにっいて正しい社会的判断ができるようになるでありましょう。これが, 「
放射線リテラシー」の達成につながります。
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そのためには,学校教育においてすぺての生徒に,まず放射線や放射能に関する最低限度必要

な基本的知識として,,

(1) 環境に少量の放射線と放射能が常に存在することを比較的初期に体験的に認請させ ,,

(2)さらに,たとえば近くに放射線を放出する放射性物質が存在してもそれから安全に身を守る

ことができる3つの基本的方法,すなわち,,

①放射線は光線のようなものなので線源から距離を取つて違ざかる,,

②線源と身体との間に進蔽体を置く,,

③さらに線源から近い距離にいる時間を短くする,,

を実習により身にっけさせ,,
(3) また,  すぺての放射性物質が固有の半減期にしたがってひとりでに消滅し,ていく , というこ

とを理解させることはぜひ必要です。

(4) それに加えて,以上は体外からの「外部照射」に対することですが , 放射性物質が食物や吸

気により体内に入つたときの 「内部照射」にっいての基礎知識も知つておくことは望ましいと思
います。 このとき , 一般には, 「生物学的半減期」といって ,放射性同位体が本来もっている「
物理学的半減期」よりも短い時間に体内から排泄されて出て行きます。(1)で述ぺたように,わ

れわれの環境にはウランやカリウム 一40や炭素 一14が存在し , これらは少量ながら日常の食物や

呼吸する空気から体内に摂取されていますから . われわれは常にこれらの放射性同位体による少
量の体内照射を受けており,その量は(2)章で述ぺました 「自然放射線による被ばく」(全量

2.4 1BSv)の約1, 10の年間0.23mSvです 6 ) 。 しかし放射性同位体の種類によ、ては. ,ある種の重

金属元素のように,特定の臓器に吸着しやすく, 一度体内に入ると除去されにくいことが確かに
あります。例えばチェルノプィリの事故のあと,被災者住民の体内に入つた放射性ヨウ素が甲状

腺に書積したために,その体内照射(ここでは全身でなく甲状腺・r、、、の局部的照射)により, ぺラ

ルーシ, ウクライナ ,  ロシヤの3共和国で数百人の小児甲状腺がんが発生しています'°' '' ) 。 こ
のとき ,  体内に取り込まれた放射性ヨウ素の生物学的半減期を短くして内部照射量を減らすため,

事故直後の処置としてョウ素剤の配布, 投与が行われました。
(5)さらに,これはあとで述ぺる「原子力教育」の範時に入るのですが,関連がありますのでこ

こで述ぺます。 原子核エネルギーに関する基礎的な知識, すなわちウランの連鎖反応による核エ
ネルギ一放出の原理,原子炉と原爆の違い, などの知識も今日の常識として教えることも当然な
がら必要であります。 なぉ,各地にある原子力施設ではその施設を公開しており,さらにそれら

の多くは放射線や放射能に関する教育に適した展示施設を持つているので, その実地の見聞を学

校教育に投立たせることは大いに望ましいことであります。

( 4 )  ェネルギー ・環境間題に関する教育の改善の必要性について

以上に,放射線,放射能に関する教育の改善の必要に関する背景にっいて述ぺましたが,以下,
放射線 ・ 放射能と極めて関係の深い「エネルギー ・ 環境間題 _l と「原子力」に関する教育にっい
ても説明を付け加えます。

来世紀において全人類の直面する重要問題は, 人口間題,エネルギ一間題, および環境間題の
3つであることは周知の通りです。 ここで知つておかねばならないことは, これらの間題は相互

に,相反するふうに関連していることです。例えば,人口間題(これには人々の生活レぺルの向
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上意欲を原動力とする経済発展と , 先進国と開発途上国との経済的格差の間題をも広義には含む

のですが)を例にとると , たとえ全世界の人口が現在のままで雄持されたとしても,人々の生活

レぺルの絶え間ない向上意欲はエネルギ一間題および環境間題を悪化させる方向に進み, また先
進国と開発途上国の経済的格差は容易には縮小しないであろうということがありま -,t 。いわんや
人口のさらなる增加が不可避である現状では, 事は相当に深刻であります。 また, エネルギーの

消責はその程度の差はあれ必然的に環境を悪化させること、 また環境を良くしようとすれば 、 そ

の程度に応じて、将来必ず逼迫するであろう何らかのエネルキ'一の消費を伴うということをも充
分に認識する必要があります。

したがって, 再生不可能なェネルギ一資源の有限性を考慮するならば, この3つのうちの最重
要課題はエネルキ一間題であるということができます。 とくに我が国のように自然資源が乏しい
が教育程度が高い国では, まず省エネルギーの(技術的および社会制度的) i, ・ .1'l、テムを確立し ,
エネルキ一需給を , 新たに開発された新エネルギーを含む多種のエネルキーをいわゆる 「ぺスト
ミ ッ ク ス 」方式で安定供治をすることが望ましいのであります。

実用段階でェネルギ一資源の選択にあたっては, 以下の5つの基準にっいて客観的に比較検討
し ,国情に応じて賢明な選択をする必要があります。その5つとは,(1)容量,(2) コス ト , ( 3 )

安全性, ( 4 )信頼性,および(5 )環境への影響度です。現在わが国では,石油 ・ 液化天然ガス ・
石炭 ・ 原子力 ・ 水力などのエネルギ一資源が利用されています。エネルキーが利用される場合は
種々の方式があり, 中でも一番便利で使いやすいのは電気エネルキーで, l992年にはわが国の全
エネルキ一消費量の39%が電力で占められています。 1995年度のわが国の全電力生産をエネルギ
一資源別に比較してみると ,石油 ( 1 8 % ) ,液化天然ガス ( 2 2 % ) ,石炭 ( 1 3 % ) ,水力 ( l 0 %
) , 原子力 ( 3 4 % ) , その他 ( 3 % ) となっています。このよ うに最も多いのは石油 ・ 石炭 ・ 液

化天然ガスなどの化石エネルキ一資源ですが, その80%以上を輪入に頼つています。 これらの化
石エネルギ一資源は, 埋蔵量が限られている上, 利用の際に二酸化炭素や硫黄酸化物などの発生
を伴い, 地球の温暖化や酸性雨の原因ともなり, 環境への地球規棋の影響が憂慮されています。
原子力発電は r 二酸化炭素など地球環境に悪い影響を与える物質を全く発生しないなどの長所を

もっていますが, 原子炉の運転中に放射線を発生し放射性物質を作り出します。放射線のほうは

大きな這海l体で比較的容易に防げますが, 事故が起こって蓄積した放射能がもれたりしないよぅ

に高い安全性が要求され, 使用済の核燃科や放射性廃菜物の取扱いにも厳重な管理が必要となり

ます。

原子力はこのようなマイナスの面があるので,スリーマイルアイランド(1980年)やチェルノ

ブィリ(1996年)の原子炉事故の後,原子力発電に対する否定的な気風が世界的にひろがりまし

た。  しかしその後原子力発電が地球環境に最も影響が少ない発電方式であることが次第に認識さ

れ ,  その長所が見直されっっあります。 (例えばスウェーテンの議会はl980年に2010年までに原
発を段階的に閉鎖することを決議し , 1988年には1995年~1996年に2基の閉鎖を盛り込んだェネ
ルギ一行動計画を採択しました。 しかし1991年にはこの2基の閉鎖計画を放素し,議会は新エ 'i、
ルキ一政策を定めました。 それは, 「原子力発電に代わり , 環境上安全でかつ経済的に実行可能
な方法が見出された場合に限り,原子力発電をやめる。」というものです,スウェーデンのエネ

ルキ一政策はまだ論議中ということですが, 1994年のこの国での原子力発電が全発電量に占める
割合は51%であったように, この国では原子力は現在でも比較的高い寄与をしています。 )

このようにエネルギ一間題は, いろいろな選択肢の中からそれぞれの国に最も適した方式を選
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択する ,ことが必要です。 また単に一国の間題としてでなく , 地球規模で考えなければなりません.
基本原則としては, すぺての人々がェネルギーを節約すること, そして化石エネルギ一資源のよ
うに再生不可能なェネルギ一資源を将来のために温存しなければならなりません。 これは将来地
球の温暖化を防ぐという環境問題からも強い要求となっています。 しかし , 開発途上国の人々の

生活水準の向上への強い意欲を理解して, この使いやすぃエネルギーをこれらの人達にできるだ
け譲つてあげる配慮も必要です。 したがってわれわれ先進国では, 原子力をはじめとする新エネ
ルギーを利用しつつ大量のエネルギ一資源を混責しない程やかな経済成長を持続させるという方
向に進まざるを得ないと考えねばなりません。 さらに現在は実用化されていないが, 将来有望と

考えられるもの, たとえば「核融合」などは,  われわれ先進国が研究開発を行なっていく必要が

あります。

わが国は科学技術が発達し経済的 ・ 社会的に安定した先進国の一つとして , エネルキー ・ 環境

間題の解決のために十分に国際社会に貢献できる力を持つていますので, その基礎となる知識に

ついて, 学校教育において十分に教育が行われることが望ましいことは申すまでもありません 、

それには、 ( 1 )項でも述ぺましたように , 研究開発などのために必要な人材が確保され, また,

このための社会的受容がスムーズに行われることが必要であります。そのためには, 学校教育に

おいて, 「現代に生きる人間として」まず理科の科目で現代における重要な「自然の事物や現象

について理解を深め」 て基礎的な科学的知識と科学的なものの考え方, いわゆる 「科学リテラシ

ー」を持たせることがまず必要です。その基礎に立つて , 公民の科目において「国家 , 社会の進

展に主体的に寄与」 しようとする態度を育てるという目的達成,i1)ために, しかし限られた授業時

間を有効に生かさねばなりませんので , これらの科日間の連携を計ることによって効果的に教育

効果があがるように ,教育方針の実施について格別のご配慮をお願いするものであります ' 2、 。

〔付記〕

( A )  学校における放射a教育と原子力教育の関連性について

ア 原子力教育の特殊性にっい て

以上述ぺてきましたことから, 放射線, 放射能, エネルギー,  にっいて正しい知識を与える際
に ,  必然的に原子力にも触れざるをえなぃことがご理解いただけると思います。原子力の平和利

用には, エネルギーの利用と放射線の利用とがありますが, 前者すなわち原子力発電があまりに

も前面に押し出され, 原子力というと直ちに原子力発電, 原発を思い浮かぺる傾向が非常に強く,

原子力と放射線 ・ 放射能を混同してしまう傾向が広く認められます。 さらに原発というとチェル

ノブィリの事故を連想し, また原発と原爆との区別もあまり理解できずに両者が結びつけられて,

' 和利用のための放射線利用までもが非常に悪いイメージをもたれることが多いようです。原子
力,すなわち放射線 ・ 放射能ではなく,放射線 ・ 放射能と原子力がどのような関係にあるのか,

どこが違うのかを科学的にきちんと理解させることが基本であるぺ.きです。原子力の話となると,

その安全性という, 専門家と一般の方々との間に認識の相違の大きい問題がでてきて, '二れまで
の学校教育では , そのような大きく意見の分かれる間題に触れることを避けたい, といった傾向

があり,その影響が学習指導要領にも反映してきたのではないか,と思えます。 その結果,肝心

の基礎的な知識に関する教育が不十分となり , わが国の生徒が原子力に関する知識の習得度が他

の国に比ぺて低い, という結果に現れてきたことは誠に残念です。
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教育関係者や原子力を専門と していない自然科学の研究者をも含めて, かなりの大勢の一般の
人々が, 原子力の開発に対して漢然とした不安あるいは具体的な心配をもっていることは事実で

す。 もし前述のように,将来のエネルキ一間題解決のために原子力エネルキーにかなりの程度頼
らざるを得ないということになれば, 当然, 一般の方々が原子力に対して現在懷いている不安感
を軽減し , 信頼を持たせることが必要です。 それには比較的先入観念の少ない青少年時代すなわ

ち学校教育において, 放射線や原子力の基礎に関する正しぃ科学的知識とともに, 原子力開発に

対する価値判断的な間題にっいても,偏らない公正な考え方を,押しっける形でなく自分で考え
させて理解させることが有効です。 またぜひ, マスメディヤの方々のご理解とご協力が必要です。

原子力の基礎としての科学的知識といえば, 核分裂とその連鎖反応, 原子炉の仕組み, 原子炉

と原爆の区別というようなことがあります。原子力発電は核分裂から生じる核分裂生成物の個々

の原子の運動エネルギーが熱エネルギーに換わったものの一部を電気エネルギーに変換するもの
です。熱エネルギーから電気エネルキーへ変換するときは, 一般に熱力学の法則により, エネル
ギーを100%変換することはできず,かなりの割合は熱エネルキーとして残り, その分は環境に

放出されます。これは,原子力発電でも,火力発電でも同じです 。 それにもかかわらず,原子力

発電の場合だけが 「温排水が出る」ということで大きく間題にされているのは ,科学的にいって

不合理です。 これはわれわれ科学者にもそのような間違つた情報が一般に行き渡るのを黙認して
きた責任があります。

原子力に関する価値判断を大きく左右するものに, 「原子力の安全性」 にっいて必ずしも信頼
されていないことがあるようです。 すなわちその安全性にっいて不信感や心配があるわけですが,
その内容を分析してみますと,①原子力発電所の安全性に関すること,すなわちチェルノブイリ

のような事故が日本でも起こるのではないか,②放射性廃素物を生じるということと, その処理

の安全性, すなゎち原子力発電所の運転で生じる放射性廃素物の処理技術がまだ研究中だという

が, このような状態で廃素物がたまって行つて将来大丈夫だろうか, また基本的立場に立つて将

来に危険性を残すことになるがそれは正しぃことかどうか,③放射線 ・ 放射能は少量でも危険で

あるといわれているので, このようなものを作り出す原子力発電所はひとっでもない方がよいの
ではないか, ④また何か一般人にはわからないこと, 本当のことが隠されているのではないか,
などに分類できるように思われます。このうち、③に関連した少量の放射線 ・ 放射能の安全性に

ついては( 3 )で説明しました。

④に関連した情報公開のことは, 原子力は外国では核兵器の関連で開発が行われてきたケ一 _フ
が多いので,そのようなこともあって,  「公開」を原則とするわが国でもす f 、、、ての原子力情報が
公開されない場合があったように思われます。 しかし 「もんじ ゅ J の事件を契標として,わが国

では今後できるだけ原子力の情報を一最に公開し, 積極的に国民のコンセンサスを得る努力をし
て政策を決定し実行しようとしているようですから, これからは間題はないのではないかとわれ

われは考えています。 ただしかし , あとでも述ぺますが, すぺての技術には多かれ少なかれ故障

やトラプルはっきもので,それを乗り越えて行くところに進歩があります。また . 自動車とか航

空機のように殆ど完成した技術でも, 「 ヒューマン ・ エラー」による事故はかなり頻業に起こっ

ています。原子力の場合,この 「 ヒューマン ・ エラー」を防くことまで含めて ,最近は格段に安

全性は高まっているようにわれわれは考えているのですが,原子炉の場合,公表される故障とか

比較的小さい不具合の点検のための炉の停止などに関して , マスメディアが一般に報道する場合,
常識的に節度を持つて行つていただきたい, と思うことがしばしばあります。
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さて以下,①と②について専門家の見解一実際はわが国では特に優秀な専門家 ・ 技術者が原

子力の安全性向上のために真剣に取り組んでおり, 客観的に見て国民一般の不安を軽減できる十
分の根拠があると思えるのですが一これが必ずしも教育関係者やマスメディヤに対して正しく

伝わっていないと思われるので, ここで, 多くの専門家の考え方をご紹介することといたします。

イ 発電用原子炉の安全対策について

原子炉はその中に多量の放射能(放射性物質)を内蔵しています。 しかしこの多量の放射能も

原子炉内に閉じ込めてさえおけば, 周辺の住民は放射線の被ば< を受けることはないわけです。
多量の放射能を原子炉内に閉じ込めるために, 原子力発電所などの原子炉施設は, 平常運転時で

は多重の障壁によって環境に放射能を放出しないようにしています。 そして万一の事故時におい
ても「深属(多重)肪護」の考え方で環境に放射能を放出しないように設計されています。深層
防護の考え方とは, ①まず事故が発生しないように, 一最産業よりも厳重な安全設計をする (例
えば原子炉はある程度以上の強さの地震が起こるとすぐ止まるようになっている), ②それでも

事故が発生したときは,事故が拡大しないように設計をする(たとえば原子炉の中心部の温度を

すぐに冷やす),③さらに事故が拡大しても,環境へ放射能が放出するような事故へ発展しない
ように設計をする(放射能を閉じ込める),④そして万一環境へ放射能を放出するおそれがある
ような事故に発展しても, その量をできるだけ少なくするように設計をする, ということです 。

すなわち①事故が発生しないように厳重な安全設計をする, そして①が破られても②で守る,②

が破られても③で守る, ③が破られても④で守る, といった何重もの防護対策を行つてぃます。

これらの①, ② ,  ③,  ④のいずれか一つさえ守られれば, 放射能が環境に放出されて住民の健康

に影響を及ぼす様な事態にはならないわけです。

原子力発電は世界で40年以上, わが国でも30年以上の歴史をもっています。 しかしながら, こ

の間に1979年に米国のスリーマイル島2号炉の事故, 1986年に旧ソ連のチェルノブイリ4号炉の

事故が起こりました。スリーマイル島2号炉の事故では,上記の深層防護の①,②,③が破られ

たのですが、 ④の標能の一部が守られたので, 環境への放射能の放出は僅かであり, 周辺住民の
健康への影響は無視できる程度でありました。
l日ソ連では, 原子炉の設計を西欧諸国とは独自に行つており, 深層防讓の考え方が不十分で,

原子炉の設計に欠陥がありました。 例えばチェルノブイリ炉には原子炉格納容器が設置されてい

ないので, ④の安全対策が取られていません。 このため, 運転員の重大な過失と重なって深層防

護の①,②,③,④の全てが破られ,その結果環境に大量の放射能を放出し ; 旧ソ連国民の健康

に重大な影響を与えました。 このような大量の放射能の放出を伴うような事故はあってはならな

いものです。 このため, 西欧諸国は旧ソ連設計の原子炉の安全性を大幅に改善するため, 財政的

な援助を含め国際的協力の下で精力的に種々の事業を行つており, 安全性の改善ができない原子

炉は閉鎖することを求めています。

わが国では深層防護の考え方が厳重に守られています。 したがって, 新聞などマスメディヤは

日本でも多くの事故が起こっていると報道していますが, 「事故」には種々の国際的グレー ドが

設けられており, いまだだかってわが国ではグレー ドの高い事故が起こって住民の健康に影響を

及ぼすような放射能の放出があったことはなく,将来もないであろうと専門家は考えています 、

(日本の原子力発電所の故障の起こる割合が世界中で最も低いことはよく知られています。 )
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ウ 放射性廃素物にっいて

原子力開発に反対する人々の主張の中に,原子力発電によって将来に危険をもたらすかも知れ

ない放射性廃素物を後世に残すことになるので, これは人間の基本的モ 、二,,ルに反するのではない
か,  という考え方があります 6 ) 。 しかしそれならば,現代人はすぺての廃素物を全く後世に迷惑

をかけなぃで処理していると言えるでしょうか 。 化石燃料の使用による二酸化炭素の増加し.かり ,

以下にのぺる大量の一般廃棄物しかり . です。原子力技術者は, 放射性廃業物をどうすればあと
の世代の人達の迷惑が少な<てずむかを熱心に研究しています。 また, これらの全てを廃素物と

して扱うことをしないで,その一部でも何とかして有用に利用できないかをも研究し.ており , 事
実,核分裂生成物を分離して取り出したセシウム 一137やストロンチゥム一90などは,勿論全部で

はありませんが, 放射性同位体として医療や工業的利用の目的に利用されています。

放射性廃素物は, ある特殊な産業廃素物とみなしてよいものです。現在, 一般の産業廃棄物が
どんどん増加して莫大な量となって処理に困つており , またその管理の方法が必ずしも適切でな

いために, 廃素物に含まれている有害物質が環境を汚染することがあるので大きな間題になって

いることは周知の通りです。 放射性廃素物が一般の産業廃棄物と違う点は, 含まれている有害物
質が放射性物質であるということです。 しかし,放射性廃業物のほうは,総体積としては比較的

少なく,放射能の測定はし,やすく,  とくに時間の経過にっれてその放射能が弱まってゆくので,
その扱いを専門としている従事者にとっては, むしろ一般の廃棄物よりも扱いやすいとさえ考え

られています。 また, 特にわが国では一般に廃素物を含めて放射性物質の取扱にっいては厳しい
基準が作られており, 一最の方々にこれから被害が及ばないように万全の管理がされ,処理 ・ 処
分が実行されあるいは合理的な方法が研究され技術開発が進められていますので, 専円家は, こ

の技術的間題にっいては原子炉の安全管理と同様, 大きな間題を抱えているとは考えていない,

といって差し支えありません。

放射性廃素物の形態としては気体 ・ 液体 ・ 固体に大別され, また, 放射能の強さによって低レ

ぺル放射性廃素物と高レぺル放射性廃棄物に分類されます。 その管理にっいては, 多重防護によ
る処分法が基本とされ, 低レぺル廃素物にっいては, その安全性を確認して処分が進められてい
ます。 高レぺルのものにっいては, 長期的あるいは半永久的に人間の生活環境から隔離する処分
方法の安全性の実証研究が世界的に進められています。 わが国では, 高レぺル廃棄物をガラス固

化体とする技術が熱心に研究されています。 高レぺル廃素物とともに溶融したガラス状のものを

ステンレス製のキャニスターと呼ばれる容器に流し込んで固化し , 冷却のため放射線を遮蔽した

施設で30一、一50年間貯蔵した後, これを数センチの厚さの炭素鋼製のオーバーパックと呼ばれる容

器に入れ, 地下数100メー トルの安定した地層中に作られたトンネル内で,水を通しにくい粘土

からなる緩衝材の中心に理めるという方法です。 このように , 人工の障壁と地層という天然の障

壁で、放射性物質の動きを封じ込めることにより, 2030年から2040年代に開始するとのスケジュー

ルで最終処分されることになっています。 さらに超長寿命の放射性廃素物の消滅処理法の実現を

目指した研究も進められています。 その中には, 現在は廃素の対象となっているプルトニ〇ム以

外の超ウラン元素をも, 既存の発電炉あるいは高速炉で燃科として燃焼させる計画もあります 。

エ 国際貢就としての1良if力にっい'
わが国では . 当初から国策として . 原子力研究は 「民主 ・ 自主 ・ 公開」 という三原則に則り ,
平和利用に徹して, 原子力エネルギーの発電への利用をはじめとする技術開発が推進されてきま
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した。 この平和利用に徹した政策が国内はもとより, 諸外国にも理解されることが望ましいこと

はいうまでもありません 。現在の日本の原子力 ・ エネルギー ・ 放射線 ・ 環境保全関係の技術は充
分にレぺ .ルが高くなっていますので, 東南アジア諸国をはじめ諸外国にその技術移転をはかるこ

とにより国際貢献をすることは大いに望ましいことです。またわが国は放射線影響に関する保健

物理学や放射線医学の研究レぺルも高いので, チェルノプィリの事故のあと, 健康影響評価に関

連した日本の多くの研究者が旧ソ連の研究者と種々の国際共同研究を行い, 大きな成果を挙げて

います '°, '' ) 。 また現在, 冷戦時代からの後遭効果として解体核兵器から出される核物質をいか
に処理処分するか , 開発途上国でまだ核兵器の開発に関心を持つている国家にどのように対処す

るかなどが国際的に大きな問題となってぉり , 国連の様関である国際原子力標関がその間題の処

理にあたっています。 わが国の国際貢献の一つの在り方として, 原子力や放射線に関連した種々
の先端的科学技術を開発 , 利用しそれを英知をもって管理する仕方において 、 日本が先進国の一

つとして国際的に指導的立場で貢献することが充分にできることを学校で教育していただいて,

将来この分野で活躍する人材が一人でも多く育つてもらいたいものです 。

( B )  技術開発や近代の社会生活に伴う リスクに関する教育について 7 '  8 )

上記の2つの小節で,わが国においては原子力開発に対してあまり不安を持つ必要はないであ

ろうことを説明しました。 しかし ,一般的に言つて, あらゆる技術に完室というものはあり得ず,
その程度の差はあっても故障とかトラブルは不可選であると考えるのが自然です。 原子力にっ.い
ていうならば,  かりにもし世界のどこかで, 何らかの原子炉の故障や事故が発生したとしても,

またそれが多少の放射性物質の放出を伴うものであったとしても, その量が天然に存在する放射

性物質の量に比ぺてどのくらいの量であるかということを定量的に知り, そしてその程度の量の

放射性物質が人体に対してどの程度の影響があるかを理解していれば, われわれはそれに伴つて

発生するかも知れなぃリスクにっいて理解でき,的確な判断をすることができるはずです。 さら
に加えて放射線 ・ 放射能がもし身近に降りかかってきてもそれを防くための基本的知識があれば,

いかなる場合にも自分一人の判断で行動できるので心理的に安心できることになりま_す。 そのほ

か,科学技術の発展にともなって,何らかの便益(ぺネフィット )を受けることができると前向

きに考えるぺきですが, 同時に, (4 )節でのぺたように,それに伴うェネルギ一消費があれば必
然的に環境汚染が伴い, 健康に悪い影響があるというリスクにっいて考える必要があります。一
部の外国では ,学校教育において ,このような「 リスク ーぺネフィット教育」がされていると聞

いていますので,わが国においても,今後はそれにっいても検討する価値があるように思います。

(C )その他特に考:aすぺき教育行政上の間題点について

終わりに,  この機会にわが国での教育行政のあり方にっいて二三, 提言をっけ加えることとい
たします。第1は,近年,わが国の行政上の間題として,いわゆる「縦割り行政」 の改善の必要

が各方面で採り上げられています。 理科教育の振興, 改善を含めて, 本要望書を提出せさるを得

なくなった原因の一つもここに由来し.ています。すなわち, 教育, 科学技術, 資源エネルギー ,

環境など , 国家の将来に大きく関わる問題が,我が国では別々の主管官庁によって,相互の連絡

が比較的少ない状態で政策が立案され, 行政が行われています。教育, とりわけ青少年の教育は,

将来の日本を背負つて立つぺき人材を養う基礎となる重要な問題であります。 その基本的な教育
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方針の策定にあたっては, 国益を充分に考慮し, 文部行政当局が他の省庁および産業界と も十分

の連絡を取つて ,  よりよい方向を見出すぺきであると考えます。国際化がますます進む今日にお

いて, わが国はすでに経済的には世界中の多くの国の人から表望されるような先進国の一員とな

りましたが, 今後は, 学校および社会における教育の面で . 世界で模範となるような指導的立場
に立つていただきたいと念願いたします。

第2は,教育に関する規制緩和にっいてであります。政府による各種の規制はできるだけ緩和
すぺしとの一般社会の傾向は,教育の問題においても無視すぺきではないでありましょう。すな
わち, 一般的に言つて , 小 ・ 中学校の義務教育課程においてはともかく,高等学校の教育におい
てはその教育内容に関して,学習指導要領においてあまり細かい規定を設けることをせず, もっ

と自由度を持たせて教育に携わる当事者の自主的な熱意にまかせるほうが教育効果が上がり , 教

育の活性化にっながるはずであるとの意見があります。 しかし,教えるぺき内容にっいては , 完
全に自由化してしまうのではなく,基本的に重要な項目と,関連する派生的項目に分け,前者に

ついては全生徒に必修として学ばせることが望ましぃと考えます。本要望書に記載した重要な項

日は前者に含めるぺきであります。 なぉ , とかく批判の多い教科書検定制度にっいては, 高等学
校にっいては可能な限り弾力的に運用が行われるように,少なくとも現在行われているような厳
しい規制は緩和すぺきであると考えます。

なお, 原子力に関する政策の策定に関しては, 原子力委員会が「国民の意見を聞く会」 を随時

開催してその意見を取り入れようと努力しています。 教育の間題にっいても最近種々の間題がマ
スメディヤで大きくとりあげられ,大勢の国民が関心を持つています。文部省当局にぉかれても,

教育一般の間題について広く一般国民の積極的な意見を聴取され, それを何らかの形で教育行政
に反映されることにっき ,  なぉ一層の努力をされることを希望いたします。
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〔一部文献よ りの抜粋〕

( 文献 9より )

第 1章  1 . 2 ( 6 ) p. l ̃ 2

委員会によって勧告された限度値以下の年線量のレぺルでは, 障害の直接的な証拠がほとんどな

いため, 低線量により生ずる障害の確率を予測するには , 多くの科学的判断を要する。 観察され

たデータの大部分は, もっと高線量かつ通常は高線量率でえられたものである。 ・ ・ ・ ・ 被ばく
の結果とその意味合いの推定には, 広い学問分野にわたる科学的判断のみならず, 社会的、 経済
的判断も必然的に合まれる。

第1章  1 . 4 ( 1 4 ) p.3̃4

委員会はまた, 人類が直面している多くの危険の中の一つである電離放射線だけにこのように集

中することは,無用の不安を引き起こす種になるかもしれないことを認識している。それゆえ委

員会は, 電離放射線は恐'l布でなく , 注意をもって取り扱う必要があり, 放射線のリスクは他のリ
スクと的り合いを保つぺきである, という委員会の見解を強調したい。

第1章  1 . 4 ( 1 5 ) p . 4
放射線防護の主たる目的は, 放射線被ばくを生ずる有益な行為を不当に制限することなく, 人に

対する適切な防護基準を作成するこ -とである。 この目的は科学的概念に基づくのみでは達成する

ことはできない。 - ・ , ・ 色々な種類のリスクの相対的重要性およびリスクと利便とのパランス
について, 価値判l新をしなければならない。

第 4章  4.1 ( 1 0 0 ) p.31

放射線防護の第一の目的は, 放射線被ばくの原因となる有益な行為を不当に制限することなく,

人を防護するための適切な標準を与えることであるから, 放射線防護の基本的な枠組みには , 必

然的に科学的判断だけでなく社会的な判断も含めなければならない。 そのうえ, 少ない放射線量

でもなんらかの健康に悪影響をおこすことがあると仮定しなければならない。
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平成7年6月30日提出
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要望事項

理科教育の改善に関して近来、 貴省において真剣に取り組まれていることを高く評価いた

します。この一環として、高校 ・ 中学における教育において、資源、 エネルギー、および環

境問題に関連して、 放射線、 放射能、 および原子力について的確な基礎知識を生徒が習得で

きるように、現行の学習指導要領を速やかに改定されるよう要望いたします。

高等学校の学習指導要領の改定にあたっては、 別添資料に示すような修正案をご検討下さ

るようお願いいたします。

要望する理由

国際的に行われた最近の調査によれば、 日本の青少年は諾外国(欧州7か国)に比ぺて平

均的には教青水準が高いにもかかゎらず、 放射線・ 放射能および原子力関係の知識に関して

は著しく劣ることが明らかになっております。

人間は、 字宙線や自然界に普遍的に存在する放射性物質からの放射線に絶えずE基されてい

ます。 またX線など各種の人工の放射線や放射性同位体は、 医学の診断や治療をはじめ、 物

理学、工学、化学、生物学などの各種の分野の研究や産業にも広く利用されております。 こ

のよ うに放射線 ・ 放射能は人間生活に大きな関わりをもっにもかかわらず、 学演教育では放

射線の基礎的知識や応用に関する教青が、 科目にもよりますが、 必ずしも十分かっ正確に行
われていないように思われます。 このことは、最近の高校の教科書の記述からも明らかであ

ります。

エ ネルギ一供給の面からは、 原子力の電力生産への寄与が、 わが国では現在30%を超え、
電力の安定供給に大きく貢献しております。 同時に、 安全を極めて重視する考え方のもとに

原子炉工学者・技術者の真學な努力により、原子力発電の技術の安全性は高くなっており、

更なる向上に向けて熱心に努力がされています。

地球上の資源の有限性を考慮し、 また今後の世界のエネルギ一事情・ 地球環境事情を考え

るならば、  新しいエ ネルギ一源の利用が可能にならない限り、 今後も当分は重要なェネルギ
一源として原子力に頼らざるを得ないと考えられます。 とくに資源が乏しい日本においては、

原子力は一つの有力な選択肢であります。 すべての近代の技術には便益と同時に若干の危険
性が必ず付随することを認識しなければなりませんが、 原子力に関しては、 学校教青におい

て、  他のエネルギ一源に比し殊更にその潜在する危険性が強調されることが多いように思わ

れます。

現状のままでは、 生徒が放射線に関する正しい基礎的知識やその有用性、 また関係者の努

力で原子力の安全性が保たれていることなどに関する正しい知識を習得する機会が少ないた

め、 放射線 ・ 原子力に対して不安を持ち続け、 この分野の学間技術の発展を阻書するのみな

らず、 将来のェネルギ一間題に関して必ずしも合理的な選択が行われないおそれがあります。
価値観の多様性が容認される現代ではありますが、 公正な判断力の賽成のために、 科学的に

できるだけ正確な事実に基づいた学校教育が行われるよう、 ご配慮をお願いいたします。
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(別添資料) 「高等学校学習指導要領」の改正案(現行指導要領を大幅に変更せず修正する

ことによる改正案の一例、 改正案の実施にあたり指導を希望する事項を含む) の詳細

関連する科目:  「理科」および「公民」

A .  「理科」 において指導要領の本文の改正を要望したい事項 :

( 1 ) 本 文 の 「理科 」 の 「 目標 J に ついて

「目標」が「自然に対する関心を高め、  観察、 実験などを行い、 科学的に採究する能力と

態度を育てるとともに自然の事物 ・ 現象についての理解を深め、 科学的な自然観を育成する。

」 と なっているのを、  「 ・ ・ ・、科学的な自然観を育成するとともに、今日の文明社会の形

成に貢献している科学技術の重要性について理解させる。 J などとする。

( 2 )  理科の諾科目のうち必修科目を設けることについて

理科は5つの区分( 〔 「総合理科」 〕  〔 「 物理 I  A J 「物理 I  B _l 〕 〔 「 化学 I  A 」  「 化
学 I  B 」 〕  〔 「 生 物 I A 」  「生物 I  B 」 〕  〔 「地 学 I A 」  「地学 I  B 」 〕 ) か ら 2 区 分 に わ

たって2科目を履修すればよいことになっている。 したがって、 これらのいずれの2科目を

1震修しても、資源エ ネルギ一間題 ・環境問題 ・ 原子力の平和利用(放射線 ・ 放射能に関する
最新の情報を含む) などに関する正しい知識が習得できるようになっていなければならない

が、現在は、  「物理 I  A J 、  「物理 I  B」などでは比較的詳しく取り扱われているが、他の

科目の現行での 「 教 え るぺ き内容 」  では非常に不足している。 これを解決するための方法と

して、以前の学習指導要領において「理科I 」が必修となっていたのと同じように、  「総合

理科J を必修とし、それ以外の区分から1科目を選ぶ。そして「総合理科」の内容中に「資

源とェ ネルギー」 「環境と生命」 「情報 _1 など、 現代の社会において生活するための基本と
なる科学的知識を含ませる。そうすることによって、公民科の 「現代社会 _l などの科目に関
連させ、いわゆる 「 ク ロス ・ カ リキュラム 」の形で ( このよ うな方法の参考資料として 「エ

ネルギーと環境」  に関する教育研究」 日本原子力文化振興財団、 平成6年3月がある)  生徒

に社会のil管間題について、 正しい科学的知識に基づいた適切な判断力を養うことができる。

( 3 )  「総合理科」の 「目標 」について

現行では「総合理科J の 「目標 」が 、  「自然の事物 ・ 現象に関する観察・ 実験や自然環境

についての調査などを通じて、 自然にたいする総合的な見方や考え方を養うとともに自然の

事物・現象についての理解を図り、人間と自然とのかかわりについて認識させる。」となっ

ているのを、  「 ・ ・ ・についての理解を図り、人間と自然のかかわりについて、また科学技

術が人類福祉増進へ果たすぺき役割について認識させる。 」 などとする 。

( 4 ) 科目 「総合理科 」の内容について

4.1 「内容」は ( 1 )自然の探究、 ( 2 )自然界とその変化、 ( 3 )自然と人間、 ( 4 )課題研究の

4つにわかれている。この中のいずれかに、 「地球上の諾資源、種々の形態のエネルギーと

その有限性」 「地球 ・ 字宙の環境と生物の営み」 「 情報 」について、 「社会科」との関連に

おいて、 将来理科系を指向しない学生にも社会人としての自然科学に関する最少限度必要な
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科学的知識を与えるようにする。

もしそうすることによって 、 教えるぺき内容があまりにも多くなり過ぎるというのであれ

ば、 一部の基本的知識を中学の理科において教えるか、 あるいは一部の科学的知識を 「社会
」 の科目で教えるようにする。

( 5 ) 科 目  「総合理科」 の内容とその取扱いの細部について

まず、 内容の(2) 「白然界とその変化」 「 ウ  ェネルキーとその転換」に関する「内容の
取扱い」では、 「エネルギーの種類、変換および保存について 、身近な事象と関連させ、エ
ネルギーの基本を理解させること . 例えば発電、 電池、 光合成、呼吸などを平易に扱うこと 。
」 と ある と ころに放射線 、 X 線 、 集外線も光と同じくェネルギーの一つの種類であること 、
および原子核エネルギーについても触れるようにする 。

また 、 内容の(3) 「人間と自然」では、 ア 「資源 ・ エネルギーとその利用」に関する内容
の取扱いで、 「放射能及び原子力の利用とその安全性の間題にも触れること。 」 と あ る のは 、

例えば「放射線 ・ 放射能及び原子核エネルギーの種々の分野への利用について示すとともに 、
その安全性については他の科学技術の進歩に伴う危険性との対比において扱うこと 。 」 と 、

「放射線」に言及する 。

. ( 6 )  「総合理科」以外の理科の各科目の現行の内容と内容の取扱いについては

6.1 「 物理 I  A」においては

( 3 ) の 「エネルギーと生活」 のエ 「太陽エネルギーと原子力」で、 「原子力にっいては、
放射能および原子力の利用とその安全性の間題にも簡単に触れること」 となっているのを 、

「総合理科」  同様に、 例えば「原子力については、 放射線 ・ 放射能及び核エネルギーの種々

の分野への利用について示すとともに、 その安全性にっいては他の科学技術の進歩に伴う危
険性との対比において扱うこと 。 」などとする 。

6.2 「物理 I  B 」および「物理I I 」においては

「 物理 I  B 」の ( 4 )ーイ「電子と原子」 の ( ウ )  「放射能」 の見出しについては、 「放射線と

放射能」とし、物理の教科書としては放射線の方を主に教える 。 「放射能及び原子力の利用

とその安全性の間題にも触れること」については、 「務合理科」および「物理I  A 」におけ

る要望と同様である 。

「 物理 I I 」 の(3 )  「原子と原子核」ア 「波動性と粒子性 J の後に「放射線と物質」という項

目を設けて、放射線の定義 ・ 意味(放射線と放射能の区別、 またX線や業外線も放射線の1

種であるといったことなど )をはっきりと教える。

6.3 「 化学 I  A 」においては

(1) 「自然界の物質とその変化」のア「自然界における物質の成分元素」の取扱いにおい

て 、自然界の成分元素の中にはウラン ・ トリウムなどの放射性元素がすぺての元素とともに

存在していることを 、数値を示して教えるぺきであることを記述する。 またもっと化学の教

科書でも放射能 ・ 放射線にっいて、 また資源 ・エネルギーに関する基礎知識が与えられるよ

うにする。

6.4 「 化学 I  B 」および「化学I I 」においては

「 化学 I  B 」の ( 1 ) ーイ「原子の構成」の (イ )元素の周期表、 の次に (ウ )同位体という項
90



目を入れる 。 そしてその取扱いにおいて 、 元素の周期表では超ウラン元素を 、 同位体では放

射性同位体というものがあること 、 これにはカリウム40のように天然に存在しているものが

あること 、同位体は化学的挙動が同じなのでトレーサとして使えることを教える。

「化学I I 」  では「反応速度と平衡」 「高分子化合物」 しか取り上げられていないが、 前者

の(1) ーア「反応の速さ」で光 ・ 放射線による反応速度の影響を 、 またここで「連鎖反応」

について教える。できれば、 核反応の基礎を教えて 、 「核反応と化学反応との違い」、 ( プ

ルトニウムを含む)  「超ウラン元素」に関する知識についても教える。

6.5 「生物 I  A」においては

5つの大項目のうち、 ( 1 ) 「人間の生活と生物」(細目は「ア日常生活と生物」 「イ自然の

なかの人間」 )  にっいては、 生徒全員が展修しなければならないようになっているので , こ
こで、 自然環境の中に放射線 ・ 放射能が太古の昔から存在していることや、 放射誤の人体影

響について教える 。

6.6 「生物T B 」および「生物I I」においては

「生物 I  B 」の 「変異」 のところで、 放射線の単位とともに、 一般に放射線障害が定量的に
どのくらいの線量で起こるか、 他の原因によるものと比ぺてどうか、 ということを教える。

B .  「公民 」  の第1  「現代社会」  において 「指導要領本文」 または 「指導要領解説 (公民編

) 」 の改正あるいは教科書検定における助言を要望する事項

( 1 )指導要領本文における「目標」の中で「・  ・ ・ 現代社会の基本的な間題に対する判断力

の基礎を養うとともに自ら人間としての在り方生き方について考える力を養い、 ・ ・ ・ 」 と

なっており、  「解説 J に記述されている第4の要点である正しい「判断力の基礎を養う」た

めの基本となるのは、 正しぃ情報が提供されていることなので、 この点は教科書の検定にさ

いして不正確な記述をできるだけ少なくするよう配慮していただく。例えば、種々のエネル

ギ一資源にっいての記述において 、 どのような方法でも長所と短所があることをできるだけ
客観的に記述するよう適切に助言をしていただく。

(2) 原子力の平和利用に関しては、 大きく分けて原子力( 正確には原子核) ェネルギ一利用
と放射線および放射能の利用との2つがあることを教える。なお、環境間題に関して 、 地球

上には天然に太古の昔から 、 また人間の体の中にさえも常時少量の放射能 ・ 放射線が存在 し

ていること 、 放射線による人体への影響にっいては最新の情報に基づいて教えるよう、解説
で指示していただく 。

( 3 )学習指導要領の ( 4 ) 「国際社会と人類の課題」ウ「人類の課題」 の中で「 ・ ・ ・ 核兵器

と軍縮間題など国際平和を推進する上での課題にっいて理解させ、 ・ ・ ・ 」では、 その解説
において 、 現在の国際的情勢に対応して、 すでに核保有国において書積された核兵器をどの

ように平和的に処分し 、 また核不保有国では今後も核兵器を作らないようにするために、 ど

のような国際的な努力がされつつあるか、 また、 わが国の原子力平和利用に徹した国策とし

て 、 この努力にどのように協力しようとしているか、について教える 。
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2 .

「 -l;放:.!重ii流i基文 一育 フ  ォ- ー ラ・、」
:会 」li. 有 馬 開 人

平成8年12月 18日提出

放射線教育フォーラム事務局

〒 1 0 5  東京都港区新橋1 - 1 8 - 2  明宏ピル6階
電話 0 3 - 3 5 0 3 - 5 8 4 4
FAX 0 3 - 3 5 0 3 - 5 8 4 3
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1 .  はじめに

要 要 一書

放射線教育フォーラムは ,  放射線 ・ 放射能, 原子力, あるいは教育などの専門家の有志よりな

るポランタ リ一組織でありまして,放射線や原子力などの正しい知識を普及させるために,1994

年4月に発足したものであります。 フ ォ ーラムの活動の目的は, 学校教育において放射線や放射

能の基礎知識やェ ネルギー ・環境間題の重要性と原子力の平和利用の意義を正しく教育していた
だくことに重点を置き ,それを通じて社会全体のサイ エ ン ス ・ リ テ ラ シーおよびラジ エーシ ョ ン

リテラシーを達成することにより ,将来の人材を確保するとともに ,科学技術 ,特に原子力に

関する間題に対する一般国民の公正なる判断力を養成し, 原子力を始めとする科学技術全般の健
全なる発展を計ることであります。

近年, 若い人々の 「理工学離れ」が大きな間題となってきており,  特に原子力や放射線の分野

でその傾向が著しく,将来において研究者・技術者の確保が困難になることが深く憂慮されてお

ります。 また ,  将来の世界のエネルギ一事情やいずれは近い将来に枯渇するおそれのある石油や

石炭の消費に伴う環境の悪化を考えますと, わが国のような資源は乏しいが教育程度が高く情報

の豐富な先進国では, 人類全体のためにもまた自国のエネルギ一供給のべスト ・ ミックスという
立場からも , 原子力エ ネルギ一利用の健全な発達が望まれます。 このため , 責庁におかれても種
々の取組みをされておられることは私どももよく理解し,評価するものであります。

原子力には , 必ず放射線・放射能が関連しており,わが国の一般の方々は, かなりの知識人を
含めて,  放射線・放射能という言薬に抜きがたい恐怖感と不安感をもっています。 しかも,  新聞

などのマスメディアは , エ ネルギーや環境間題の重要性を充分に認める一方で, 放射線や放射能

の危険性を強調する傾向があります。 その結果, 原子力の社会的受容に大きな困難を来しており ,

本年1夏に新潟県巻町で行われた住民投票の結果はその一つの現れであります。

社会教育の基確となるものは学校教育でありますが, ここでも ,  一般社会の風潮の影響を受け
て,  放射線・放射能に関する正しい教育が必ずしも行われていません。 私どもが高校における教

科書の記述を現行の殆どすぺての教科書について調査した結果でも, 一般的に言ってその記述は
甚だ不十分であり , また不適切な箇所が少なくないことがわかりました。 このことは,  日本とョ

ーロッバ6か国における15才から18才までの生徒を対象にして最近行われた 「エネルギーと環境

」 に関する意識調査において日本の生徒はェネルギーや環境間題の危機意識はあるが. 原子力に
ついての知識・ 理解は非常に低かったという事実にも表れています。

この事態を改書するために, 私どもは昨年文部省に 「放射線教育に関する要望書」を提出して ,

現行の高等学校学習指導要領の改訂案を提案いたしました。 そしてさらにその趣旨を敷衍・説明

するために,本年11月19日に要望書「エ ネルギー ・ 環境問題に関連する放射線・ 放射能教育の在

り方 J (別添)を提出いたしました。本要望書は,貴科学技術庁のご協力によりこの文部省への

要望を効果的かっ合理的に実施できるよう,  貴庁の所管に関連する次の3つの項目について, 是

非ともご考慮をお願いいたしたく,  特に要望するものであります。それらは 」

(1) 学校教青で使用される低レぺル放射線源の取扱に関する規制の授和,,

(2)教青研究機関での放射線源の取扱に関する規制の弾力的通用ならびにI C R P勧告の法規へ

の採り入れに関すること ,および

(3) 科学技術に関する社会人教育の充実, についてであります。
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2 . 要望の内容

(1)学校教育で使用される低レぺル放射線源の取扱に関する規制の緩和にっいて

放射線 ・ 放射能の基本的学習の目的には, 天然の放射性物質のみならず, 人工の放射性同位体

の使用が極めて有効であります。 (その例は半減期の比較的短い放射性同位体を教育目的に使用

して ,放射能がすぺて固有の半減期により減衰することを理解させることなどです。 ) と こ ろ が ,

わが国の放射性同位元素に関する法規による規制が厳しすぎる点があり ,  教育目的のような

極めて少量の放射線線源の入手が困難で,  またその管理に不必要な手続きを必要とするなど ,

教育を妨げております。 例えば, ある教育研究機関が -使用許可施設の 「放射線取扱施設」 を所有

している場合 , 法的には放射性同位元素とみなす必要がないごく少量(告示第15号第1条1号お

よび3号に定める量以下) の放射性物質の使用においても, その使用許可の変更を必要とするな

ど , 法規で放射性同位元素とみなすぺき量とおなじ規制を受けるよう, 行政指導が行われていま

す 。 このことは,  学生実験や教室での展示実験を実施する際の大きな支障となっています。 学校

教育において放射線 ・ 放射能の基礎的知識を与えるために最も良い方法は学習による体験であり

ますが, このような制約があるために実習や授業において実地に放射能 ・ 放射線の教育を行うこ

とが敬速される傾向が多く見られます。 この点にっいての規制緩和を強く要望いたします 。
この種の , 管理区域の設定を必要としない程度の量の放射性物質の教育目的の利用に際しては,

その入手を容易にしていただきた < , このことは,学校教育のみならず,社会教育において放射

能に関する実験を行うなどの場合にも , 法規の運用に格別のご配慮をお願いいたします。

( 2 )  教育研究機関での放射線源の取扱に関する規制の弾力的運用ならびにI C R P勧告の法規

への採り入れについて

貴科学技術庁が , 原子力の平和利用の推進にあたり, 放射線 ・ 放射能の安全性を第一に考慮さ
れて, 完全と思える法体系を整備されてそれを忠実に運用されてこられ, その結果, わが国の放

射線管理は万全となった実績は大いに評価に値するものと考えております 。 しかしこの法規によ

る規制を大学等の教育研究機関における使用の場合に適用する場合には, 法令の特例を設けるか ,

あるいは弾力的な運用をしていただいて , 放射線防護のための過重な設備と煩雑な規制および行

政指導が研究を阻害することのないように要望いたします。それは, 大学等の教育研究機関にお

いては,通常その放射性物質の使用量は比較的少量であり ,放射性物質を取り扱う1日の取扱い

時間もまた継続的年数も短いからであります 。

また ,  これらの研究機関における放射性同位元素の使用施設の設計基準は, 通常必要以上に過

重であることが多く ,  建設においてかなりの支出を必要とする上 , 使用手続きの煩雑さなどの理

由により,往々にして施設建設後,折角の有用な施設の使用の頻度が低下し , 教育や研究に放射

性物質の使用が回避される場合が多いのであります。 このようなことから,  近年多くの大学など

において ,学部学生や大学院学生が放射線 ・ 放射能に関する知識を学ぶ機会が少なくなり,その

結果,  全国で放射線や放射能を取り扱う研究室や講座が減少し , 将来の研究者や技術者の養成に

大きな弱りがみられる一因にもなっているものと思われます 。
具体的には . 放射線取扱施設の管理区域に係る外部放射線による線量当量, 空気中の放射性同位
元素の濃度等および事業所等の境界の外の線量当量限度にっいては現行の規定よりも厳しい数値
となる変更を行わないことを要望いたします。 これは ,変更された基準を満たすための施設の変
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更に多く の経費を要し , 教育機関と く に私立の教育機関にとって多大の負担なるからであります。

現実に多くの教育研究機関では , 過去に法令改正に伴う施設の変更 ・ 改善のための経費負担にi基

えきれず,  放射化学の研究室の規模を縮小せざるを得なかったケースが少なくないのであります。

また ,  法令が改正になると , 既存の貯蔵施設のままでは現在使用している放射性同位元素の量や

種類を減らす必要がある場合があり , それには煩瑣な手続きと許可変更申請書類作成のための経

費を必要とするとともに ,  専門的な教育や研究に使用できる放射性同位元素の量や種類を減少さ

せる こ と に よ り , 教 育 ・ 研究活動の著しい低下を来すことになるからであります。

なお , 現在放射線審議会においては職業人に対する実効線量限度を1990年のI C R Pの動告 ' )
を採用して法規の基準を厳しくしようとしていると聞いています。法規の制定にあたっては, こ

れまではI  C R Pの動告を殆どそのまま採用してきたように思われますが, これについては, 以

下に述べる3点を配慮して慎重に行 つていただきたいと要望いたします。その第1の理由は,低

レベルの放射線影響について最近新しい科学的デ一夕が多く発表されており , 従つて基準を変更

するに当たってはこれを十分に考慮していただきたいことであります。第2に ,  わが国では放射

線防護に関する従事者や管理者の意識は微底しており , 原子力施設や大学等の教育研究機関での

放射線管理が充分に行われ, 原子力施設でも平均的な個人の放射線被ばく量が低下している実績

があるので, 法規による規制を現在よ,りも厳しい方向に改正する必要がないと思われることであ

ります。 第3 に ,  法令の改訂がたとえ職業人に関するものであっても , 現時点でそれを厳しい方

向に変更することになれば,  現在一般の人々が放射線に対して抱いている科学的事実以上に危険
であるとの考えをさらに助長することになり , 社会的にみれば , 決して望ましいことではないか

らであります。

( 3 )科学技術に関する社会人教育の充実について

科学技術は日進月歩ですが,学校教育あるいは高等教育においてその基本的知識を習得されて

いることが望ましいことはいうまでもありません。しかし ,科学技術のうちでも原子力や放射線

の間題や近代技術の便益とそれに伴うリスクの問題に関しては,学校教員やジャーナリストなど

の指導的立場の方々を含めて, 現在社会の中堅層を占めておられる人々が, 必ずしも正しい科学

的知識を持つておられないことが多いように思われます。 このことが ,  たとえば「原子力に関す

る円卓会議」 に際して, 正しい科学的知識によらない, われわれ専門家の目からすれは明らかに

不合理な意見が表面に出て, それを批判することさえ憚られる,  という事態がしばしばあるよう

に見受けられます。 これ 一では到底, 「原子力に関する国民の合意形成」 において公正な結論が得

られない恐れがあります。

文部省においては,最近 「サイ エ ンス ・ ポラン夕リ ー 」 の制度を発足させて, 若い人々への理

科教育を促進する努力がされておられるようであります。 貴科学技術庁におかれても, 文部省と

もよくご連絡を取つて,社会人を対象として ,たとえば「エ ネルギー ・ ポ ラ ン タ リ ー 」 あ るいは

「科学技術と人間の調和を考えるポランタリー 」の制度のようなものを設けて,  とくに社会の指

導者層とぺテラン科学者との交流の機会をっ くる活動を助成するなどして , 社会人に対する科学

技術教育における充実を計ることにつきこ'検討されるよう ,  要望いたします。

〔文献〕 1. 「放射線防護基準の意味するもの」 田島英三, 原安協プライマーNo.1, 原子力安全協

会 , 平成 6年 4月 )
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残
る
第
二
発
電
所
及
び
第
三
発
電
所
も
九
九
年
六
月
に
運

転
を
開
始
す
る
見
通
し
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
今
年
度
も
残

余
の
賃
し
付
け
実
行
を
継
続
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
ま

す
。政
府
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
早
期
の
事
業
の
完
成
に
よ

り
所
期
の
援
助
効
果
が
発
現
す
る
よ
う

、
引
き
続
き
努
力

し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

〇
加
軸
時
男
君

い
よ
い
よ
で
き
上
が
る
と
い
う
こ
と
は

い
い
ん
で
・

ず
け
れ
ど
も
、
こ
れ
は
振
り
返
つ

て
み
ま
す

と
、
交
換
公
文
を
締
結
し
た
の
は
八
六
年
、
そ
れ
か
ら
第

二
次
が
た
し
か
九
〇
年
だ
っ

た
か
な
と
思
い
ま
す
。
八
六

年
に
交
換
公
文
を
締
結
し
た
と
き
は
、
九
一
年
に
で
き
上

が
る
と
い
う
こ
と
だ
っ

た
ん
で
す
ね

。
九
一
年
ま
で
に
現

実
に

、
こ
れ
は
発
電
機
が
三
カ
所
あ
っ

て
九
機
、
そ
れ
か

ら
水
車
も
九
台
で
す
け
れ
ど
も
、
約
東
ど
ぉ
り
全
部
も
ぅ

入
．っ
ち
ゃ

っ

て
い
る
わ
け
で
す

。
と
こ
ろ
が
、
全
然
工
事

が
進
ま
な
い
と
い
う
の
で
非
常
に
時
間
が
か
か
っ

て
、
で

き
上
が
っ

た
の
が
今
の
お
話
で
す
と
こ
と
し
の
三
月
だ

と
。と
い
う
の
で
、'
考
え
る
と
八
年
お
く
れ
て
い
る
わ
け
で

す
ね

。
非
常
に
こ
れ
は
残
念
な
こ
と
が
い
ろ
い
ろ
あ
っ

た

ん
じ
ゃ

な
い
か
。
反
省
点
と
し
て
先
方
の
予
算
手
当
て
が

お
く
れ
た
と
か
、
今
い
ろ
い
ろ
お
っ

し
ゃ

っ

た
ん
で
す
け

れ
ど
も
、
こ
う
い
う
の
は
全
部
F
S
で
き
ち
ん
と
や
る
べ

き
で
は
な
い
か

。
フ
ィ

ー
ジ
ビ
リ
テ
ィ

ー

ス
夕
デ
ィ

ー

を

や
っ

て
、
先
方
の
予
算
の
っ
け
方
は
ど
ん
な
仕
組
み
に

な
っ
て
い
る
の
か
、
可
能
性
が
あ
る
の
か
ど
う
か
、
用
地

取
得
が
お
く
れ
た
と
い
う
こ
と
も
理
由
に
あ
る
よ
う
で
す

け
れ
ど
も
、
住
民
の
権
利
関
係
は
ど
う
な
の
か

。
そ
れ
か

ら

、．，
水
が
出
る
か
出
な
い
か
と
い
う
の
は
こ
れ
は
地
質
調

査
で
わ
か
る
わ
け
で
す
か
ら
、
F
S
を
き
ち
ん
と
や
る
べ

き
じ
o・
な
い
か
と
思
つ

て
い
ま
す
。
事
実
や
っ

た
ん
だ
と

思
い
ま
す
。

そ
れ
に
し
て
も
、
非
常
に
反
省
す
る
と
こ
ろ
も
あ
っ

た

か
と
思
う
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
反
省
す
る
と
こ
ろ
は
な

か
っ

た
ん
で
し
ょ
う
か
。

〇
政
府
委

」
-
（大
島
-
三
君
）

お
答
え
申
し
上
げ
ま
す
。

本
件
の
フ
ィ

ー

ジ
ビ
リ
テ
ィ
ー

ス
タ
デ
ィ

ー

、
事
業
化

調
査
は
イ
ン
ド
側
が
実
施
し
た
も
の
で
ご
ざ
い
ま
し
て
、

た
だ
い
ま
先
生
御
指
摘
ご
ざ
い
ま
し
た
よ
う
に

、
当
初
は

大
体
五
年
ぐ
ら
い
で
三
基
の
発
電
所
を
完
成
す
る
と
い
う

も
の
が
十
年
近
く
か
か
っ
て
し
ま
っ

た
。
結
果
的
に
は
き

ち
ん
と
完
成
を
し
た
わ
け
で
す
け
れ
ど
も
、
相
当
な
お
く

れ
が
途
中
生
じ
た
と
、
こ
う
い
う
こ
と
で
ご
ざ
い
ま
し

た

。そ
の
お
く
れ
に
っ
き
ま
し
て
は
、
た
だ
い
ま
大
臣
の
方

か
ら
御
説
明
ご
ざ
い
ま
し
た
よ
う
に

、
先
方
の
土
地
収
用

が
予
想
以
上
に
手
間
取
つ

た
。
そ
れ
か
ら
、
先
方
が
手
当

て
す
べ
き
内
貨
の
手
当
て
が
不
十
分
で
あ
っ

た
等
々
の
事

情
も
ご
ざ
い
ま
し
た
。
さ
ら
に

、
非
常
に
気
の
毒
な
こ
と

で
す
け
れ
ど
も
、
大
規
模
な
干
ば
っ
と
か
大
洪
水
が
途
中

に
あ
っ

て
計
画
に
狂
い
を
生
じ
さ
せ
て
し
ま
っ

た
と
か
、

い
ろ
い
ろ
ご
ざ
い
ま
し
た

。
ご
ざ
い
ま
し
た
け
れ
ど
も
、

結
果
と
し
て
見
ま
す
と
、
フ
ィ

ー

ジ
ビ
リ
テ
ィ

1
調
査
に

予
定
を
し
て
お
ら
な
か
っ

た
よ
う
な
、
見
込
ん
で
お
ら
な

か
っ
た
よ
う
な
事
態
が
現
実
に
工
事
を
開
始
し
て
み
ま
す

と
起
き
た
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
。

こ
の
種
の
事
業
に
っ
き
ま
し
て
は
当
然
フ
ィ
ー
ジ
ビ
リ

テ
ィ

ー

ス
夕
デ
ィ

ー
が
存
在
す
る
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
け

れ
ど
も
、
そ
れ
を
精
査
し
て
あ
ら
ゆ
る
点
か
ら
き
ち
ん
と

チ
ェ
ツ

ク
を
し
た
上
で
資
金
供
与
に
か
か
る
と
い
う
ぺ
き

と
こ
ろ
で
、
そ
れ
を
今
回
の
場
合
に
も
あ
の
時
点
で
入
手

可
能
な
あ
ら
ゆ
る
情
報
を
手
に
や
っ

た
わ
け
で
ご
ざ
い
ま

す
け
れ
ど
も
、
結
果
的
に
は
先
ほ
ど
来
出
て
お
り
ま
す
ょ

う
な
事
態
が
生
じ
た
と
い
う
こ
と
で
ご
ざ
い
ま
す

。
こ
の

点
は
フ
ィ

ー

ジ
ビ
リ
テ
ィ

ー

を
十
分
裏
か
ら
裏
ま
で
き

ち
っ

と
や
っ

て
、
全
く
問
題
が
な
か
っ
た
か
と
い
え
ば
若

千
不
十
分
な
点
が
や
は
り
あ
っ

た
と
い
う
ふ
う
に
私
ど
も

は
感
じ
て
お
り
ま
す
。

途
上
国
の
仕
事
で
こ
の
種
の
こ
と
は
間
々
あ
る
わ
け
で

ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど
も
、
こ
う
い
う
こ
と
も
経
験
に
い
た

し
ま
し
て
、
で
き
る
だ
け
こ
う
い
う
こ
と
が
な
い
よ
う
に

努
め
て
ま
い
る
べ
き
も
の
と
思
つ

て
お
り
ま
す
。

〇
加
納
時
男
君

私
も
途
上
国
の
援
助
の
現
場
も
見
て
ま

い
り
ま
し
た
け
れ
ど
も
、
非
常
に
皆
さ
ん
御
苦
労
し
て
い

ら
っ

し
ゃ

る
の
は
よ
く
わ
か
り
ま
す
。

今
お
答
え
が
あ
っ

た
の
で
結
構
な
ん
で
す
が
、
ぜ
ひ
と

も
F
S
を
き
ち
ん
と
や
る
こ
と
と
、
そ
れ
か
ら
ス
タ
ー
ト

し
た
後
も
、
今
回
も
中
間
管
理
ミ
ッ

シ
ョ
ン
、
九
〇
年
以

降
で
す
か
八
回
ほ
ど
出
し
て
い
ら
っ

し
ゃ

る
と
思
い
ま
す

が
、
中
間
管
理
を
き
ち
ん
と
や
っ

て
、
工
程
管
理
を
や
っ

て
い
く
。
全
体
の
流
れ
が
悪
け
れ
ば

、
も
う
予
算
が
っ
い

て
い
る
ん
だ
か
ら
や
っ

ち
ゃ

い
ま
す
ょ
と
い
う
役
所
仕
事

じ
ゃ

な
く
て
、
現
実
に
変
化
が
あ
っ

た
な
ら
ば
変
化
に
即

応
し
て
予
算
を
機
動
的
に
修
正
し
て
い
く
と
か
、
工
程
を

チ
I

ツ

ク
し
て
い
く
と
か
、
計
画
し
た
も
の
を
実
施
段
階

で
チ
I

ツ

ク
し
て

、
チ
ェ
ツ

ク
し
た
結
果
を
ァ
ク
シ
ョ
ン

に

移
し
て
い
く
と
い
う

、
品
質
管
理
の
話
で
す
け
れ
ど

も
、

P
D
C
A

の
サ
イ
ク
ル
を
回
す
こ
と
を
ぜ
ひ
と
も
こ

の
0
D
A
で
も
や
っ

て
い
た
だ
き
た
い

。

F
S
と
工
程
管
理
、
こ
れ
を
お
願
い
し
て
、
こ
の
件
は

終
わ
り
た
い
と
思
い
ま
す
。
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し

た

。第
三
の
課
題
の
地
球
温
暖
化
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
三
月

二
十
七
日
の
産
経
新
聞
の
社
説
を
私
は
拝
見
し
ま
し
た

。

そ
こ
に
は
こ
ん
な
こ
と
が
書
い
て
あ
り
ま
し
た

。

原
子
力
発
電
が
必
要
な
こ
と
は
自
明
で
あ
る

。
だ
が
、

こ
の
た
び
中
央
環
境
審
議
会
が
環
境
庁
長
官
に
出
し
た
答

申
の
基
本
方
針
の
中
で
は
反
対
意
見
を
考
慮
し
た
の
か
、

「原
子
力
基
本
法
等
に
基
づ
き
、
放
射
性
廃
棄
物
の
処
理

処
分
対
策
等
を
充
実
さ
せ
っ
つ
、
」、
ま
だ
あ
る
ん
で
す
け

れ
ど
も
、
「安
全
性
の
確
保
を
前
提
と
し
て
、
」、
ま
だ
あ

る
ん
で
す
ね
、
「国
民
的
議
論
を
行
い
、
」、
終
わ
っ

た
か

と
思
つ

た
ら
、
さ
ら
に

「国
民
の
理
解
を
得
つ
つ

」、
こ
れ

だ
け
う
ん
と
回
り
く
ど
く
言
つ

て
、
最
後
は
「進
め
る

」

と
、
こ
う
あ
る
わ
け
で
す
ね

。

こ
れ
は
一
体
進
め
る
の
か
と
い
う
と
進
め
な
い
み
た
い

な
書
き
方
で
、
進
め
た
く
な
い
け
れ
ど
も
、
進
め
る
と
い

う
こ
と
が
決
ま
っ

た
か
ら
、
や
む
を
得
ず
う
ん
と
や
り
た

く
な
い
表
現
を
入
れ
た
と
い
う
よ
う
な
感
じ
で
、
産
経
新

聞
の
社
説
で
は
「実
に
回
り
く
ど
い
表
現
で
ま
と
め
た

。」

と
い
う
ふ
う
に
書
い
て
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に

、
社
説
で
は
、
原
子
力
に
か
わ
る
新
I

ネ
ル

ギ
ー

が
供
給
安
定
性
に
は
欠
け
て
い
る
、
そ
れ
で
あ
る
以

上
は
、
原
子
力
発
電
否
定
論
は
現
実
離
れ
の
議
論
と
言
わ

ざ
る
を
得
な
い
、
こ
ん
な
こ
と
を
言
わ
れ
て
お
り
ま
す

。

環
境
庁
長
官
に

一何
い
た
い
ん
で
す
が
、
な
ぜ
こ
ん
な
回

り
く
ど
い
言
い
方
で
答
申
が
ま
と
ま
一r一

た
ん
で

，， :

1

'-一つ一

か
。
大
体
事
務
方
と
い
い
ま
す
か

、、
あ
る
い
は
私
-
、中
環
一

審
の
委
員
を
や
っ
て
ま
い
り
ま
し
た
け
れ
ど
も
、．
委
員
の

方
の
中
に
は
原
子
力
と
い
う
の
は
ど
う
し
て
-

）嫌
'

い
一一．， :

～

と

い
う
方
が
多
い
の
か
よ
く
ゎ
か
ら
な
い
ん
で
'

す
け
れ
ど

も
、
好
き
と
か
嫌
い
と
か
じ
4
な
く
て
、
こ
れ
は
考
え
て

い
た
だ
き
た
い
と
思
う
ん
で
す
。

「実
に
回
り
く
ど
い

」と
い
う
産
経
新
聞
の
社
説
の
指
摘

に
対
し
て
環
境
庁
長
官
は
ど
ん
な
御
印
象
を
持
た
れ
た
で

し
ょ

う
か
。
で
き
ま
し
た
ら
長
官
に
御
印
象
を
い
た
だ

き
、
細
か
い
こ
と
は
結
構
で
す
か
ら
、
け
し
か
ら
ぬ
と

か
、
産
経
新
聞
が
悪
い
と
か
い
い
と
か
、
そ
う
い
う
こ
と

で
も
結
構
で
す
。

〇
国
務
大
臣
（真
-llS
-
二
君
）
私
も
、
環
境
庁
長
官
就
任
'

直
後
の
記
者
会
見
で
、
日
本
の
ェ
ネ
ル
ギ
I
增
強
に
対
す

る
対
策
と
し
て
何
を
求
め
な
き
ゃ

な
ら
な
い
か
と
い
っ
．た

と
き
に

、
代
替
と
は
も
う
言
え
な
い
状
態
に
な
っ

て
お
る

の
が
原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー

で
あ
る
わ
け
で
あ
り
ま
し
て
、

日
本
の
I

ネ
ル
ギ
ー
の
三
分
の
一
を
原
子
力
エ
、不

ル
ギ
ー

で
確
保
し
て
い
る
現
況
を
見
ま
す
と
、
こ
の
必
要
性
と
い

う
の
は
ま
さ
に
し
か
り
だ
、
こ
う
思
つ

て
お
る
わ
一一一一であ

り
ま
し
て
、
こ
れ
を
安
全
性
を
高
め
な
が
ら
增
強
し
て
い

か
な
き
ゃ

な
ら
な
い
、
こ
の
気
持
ち
は
終
始
変
わ
っ

て
お

り
ま
せ
ん
。

〔

委
員
長
退
席

、
理
事
鎌
田
要
人
君
着
席
〕

日
本
の
ェ
ネ
ル
ギ
I
が
、
光
エ
ネ
ル
ギ
ー

、
太
陽
エ
ネ

ル
ギ
ー

が
取
つ

て
か
わ
る
よ
う
な
時
代
が
来
れ
ば
ま
だ
し

も
で
ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど
も
、
現
況
か
ら
考
え
る
一
と

、．
ク

リ
ー
ン
な
ェ
ネ
ル
ギ
I
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
と
、
そ

の
ェ
ネ
ル
ギ
ー

は
原
子
力
に
ゆ
だ
ね
て
い
か
な
き
ゃ

な
ら

な
い

。
何
と
い
っ
て
も
こ
の
原
子
力
に
対
す
る
日
本
国
民

の
ア
レ
ル
ギ
I
と
い
う
こ
と
が
あ
る
わ
け
で
あ
り
ま
、，

:

）

て
、
そ
の
ア
レ
ル
ギ
ー
を
払
一
拭
す
る
た
め
の
技
術
革
新
を

な
し
て
い
か
な
き
ゃ

な
ら
な
い
。

日
本
は
原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
っ
い
て
は
世
界
で
フ
ラ

ン
ス
に
次
ぐ
確
保
国
で
あ
り
ま
す
け
れ
ど
も
、'
し
か
し
目

本
で
大
き
な
失
敗
が
あ
っ

た
、
事
故
が
あ
っ

た
と
い
う
よ

う
な
こ
と
は
な
い
わ
け
で
あ
り
ま
す
か
ら
、
な
お
技
術
に

磨
き
を
か
け
て
、
原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
安
全
性
の
高
い
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も
の
で
あ
る
と
い
う
位
置
づ
け
を
し
て
い
か
な
き
ゃ

な

一ら

な
い
。
そ
れ
が
で
き
て
い
な
い
た
め
に
、
今
そ
の
よ
う

な

、
し
っ
っ
と
か
云
々
と
か
い
う
文
言
が
出
て
き
た
の

じ
ゃ

な
い
か
と
思
う
わ
け
で
あ
り
ま
す
。
し
か
し
な
が

ら
、
そ
の
必
要
性
と
い
う
の
は
中
央
環
境
審
議
会
に
お
い

て
も
十
分
認
め
て
お
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
し
て
、
そ
の
認

め
た
文
言
に
対
す
る
裏
づ
け
を
し
っ

か
り
と
や
っ

て
い
か

な
き
ゃ

な
ら
な
い
と
思
つ

て
お
る
わ
け
で
あ
り
ま
す

。

加
納
先
生
は
昔
か
ら
原
子
力
問
題
に
っ
い
て
大
変
造
レ一。一

の
深
い
先
生
で
あ
り
ま
す
の
で
、
そ
う
い
う
点
に
っ
き
ま

し
て
は
い
ろ
ん
な
大
所
高
所
に
立
つ

た
御
指
摘
を
い
た
だ

き
な
が
ら
、
行
政
面
で
も
し
か
と
し
た
対
策
を
講
じ
て
進

め
て
い
か
な
き
ゃ

な
ら
な
い
、
こ
う
思
つ

て
お
る
と
こ
ろ

で
す
。

〇
加
納
時
男
君

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

今
の
長
官
の
お
話
の
中
で
、
原
子
力
ア
レ
ル
ギ
ー

の
払

一一一一が大
事
だ
と
、
全
く
同
感
で
ご
ざ
い
ま
す
。

さ
て
、
原
子
力
ア
レ
ル
ギ
ー

と
い
う
こ
と
で
考
え
ま
す

と
、
こ
の
五
月
ぐ
ら
い
か
ら
ス
タ
ー

ト
す
る
の
が
原
子
力

研
究
開
発
の
長
期
計
画
、
正
確
に
言
う
と
原
子
力
の
研

究
、
開
発
及
び
利
用
に
関
す
る
長
期
計
画
、
原
子
力
長
計

で
ご
ざ
'

い
ま
す
。
環
境
庁
は
御
関
心
が
あ
る
か
と
思
う
の

で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
基
本
的
に
は
科
学
技
術
庁
長

官
、
通
産
大
臣
と
御
出
席
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
が
、
こ

の
改
定
作
業
が
始
ま
る
わ
け
で
す
。

原
子
力
ア
レ
ル
ギ
ー
と
い
う
今
の
環
境
庁
長
官
の
お
言

葉
で
考
え
た
の
は
、
原
子
力
ア
レ
ル
ギ
ー

は
私
は
い
い
こ

と
だ
と
思
う
ん
で
す
。
日
本
は
確
か
に
世
界
:

唯

一
の
被
爆

国
で
あ
る
し
、
原
子
力
と
い
う
と
核
兵
器
を
考
え
、
と
も

か
く
怖
い
も
の
だ
と
、
こ
れ
は
私
は
決
し
て
否
定
で
き
な

い
と
思
う
ん
で
す

。
逆
に

、
こ
の
ア
レ
ル
ギ
ー

が
あ
る
か

ら
こ
そ

、．
目
本
は
世
界
で
最
も
原
子
力
の
平
和
利
用
に
熱

心
な
国
で
あ
り
、
核
兵
器
を
否
定
し
て
い
る
国
で
あ
り
ま

す

。
そ
れ
か
ら
ま
た
、
原
子
力
の
安
全
運
転

、
安
全
利
用

に
徹
し
て
い
る
国
だ
と
思
い
ま
す
。
そ
れ
が
証
拠
に

、
原

子
力
発
電
所
の
発
電
炉
、
原
一，-
，一一9
，と
言
つ

て
い
ま
す
け
れ

ど
も
、
．
こ
れ
が
計
画
外
に
と
ま
る
率
と
い
う
の
が
一
番
わ

か
り
ゃ
す
い
指
標
で
す
が
、
先
進
国
に
比
べ
て
日
本
は
一

け
た
、
と
ま
る
率
が
低
い
。
っ
ま
り
、
断
ト
ツ
の
技
術
水

準
を
誇
つ

て
い
る

。
こ
れ
も
ア
レ
ル
ギ
ー

が
あ
る
か
ら
こ

そ
安
全
に
平
和
に
し
な
き
ゃ

い
け
な
い
と
い
う
こ
と
だ
と

思
い
ま
す
。
と
て
も
い
い
お
話
を
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

し
た
。
そ
こ
で
、
原
子
力
長
期
計
画
で
ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど

も
、
せ
っ
か
く
ス
タ
ー
ト
す
る
の
で
、
こ
れ
は
科
学
技
術

庁
、
通
産
省
だ
け
で
な
く
て
、
ほ
か
の
省
庁
に
も
積
極
的

に
参
加
し
て
い
た
だ
く
と
い
う
考
え
は
ど
う
だ
ろ
う
か
と

い
う
こ
と
を
伺
い
た
い
と
思
う
ゎ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
。

例
え
ば
、
実
際
に
現
地
の
首
長
さ
ん
、
知
事
さ
ん
、
市

長
さ
ん
、
い
ろ
ん
な
方
に
伺
つ

て
み
ま
す
と
、
研
究
施
設

が
欲
し
い
、
あ
る
い
は
一整
月

機
関
を
充
実
し
て
ほ
し
い
、

イ
ン
フ
ラ
を
ふ
や
し
て
--
し
い
、
い
ろ
ん
な
要
求
も
ご
ざ

い
ま
す

。
そ
こ
で
、
国
上
庁
長
官
、
建
設
大
臣
兼
任
で
い

ら
っ

し
ゃ

い
ま
す
が
、
例
え
ば
こ
の
原
子
力
長
計
の
策
定

に
当
た
っ
て
御
参
加
い
た
だ
い
て
、
国
土
計
画
の
一
環
と

か
あ
る
い
は
交
通
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
、
い
ろ
ん
な
観
点
が

あ
る
と
思
う
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
こ
う
い
う
観
点
も
含
め

て
原
子
力
長
期
計
画
を
日
本
の
国
策
と
し
て
進
め
る
わ
け

で
あ
り
ま
す
か
ら
、
御
参
加
い
た
だ
け
な
い
か
と
思
う
ん

で
す
。
お
考
え
は
い
か
が
で
ご
ざ
い
ま
し
ょ

う
か

。

〇
国
務
大
臣
（
関
谷
勝
調
君

）
昨
年
三
月
末
に
策
定
さ
れ

ま
し
た
第
五
次
の
全
国
総
合
開
発
計
画
、
今
回
か
ら
は
二

十
一
世
紀
の
国
土
の
グ
一一，，ン
ド
デ
ザ
イ
ン
と
い
う
よ
う
な

一副
題
も
っ
け
て
お
る
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
そ
の
中
に

あ
り
ま
し
て
、
安
全
性
の
確
保
を
最
重
点
と
し
っ
っ
、
国

民
の
理
解
と
協
力
を
求
め
な
が
ら
原
子
力
発
電
の
建
設
を

着
実
に
推
進
す
る
と
い
・・

，'・・こ
と
を
提
示
し
て
お
る
と
こ
ろ

で
ご
ざ
い
ま
し
て
、
地
域
経
済
の
自
律
的
発
展
に
向
け
た

地
域
の
自
主
的
な
取
り
組
み
を
そ
の
角
度
か
ら
支
援
し
て

い
き
た
い
と
い
う
ふ
う
に
存
じ
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
建
設
省
の
立
場
か
ら
申
し
述
べ
さ
せ
て
い
た
だ

き
ま
す
と
す
れ
ば
、

こ
の
原
子
力
の
研
究
、
開
発
及
び
利

用
に
関
す
る
長
期
計
画
は
個
別
具
体
的
な
原
子
力
施
設
の

立
地
地
域
を
盛
り
込
ん
で
は
お
り
ま
せ
ん

。
盛
り
込
ん
で

は
い
な
い
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
建
設
省
と
い
た
し
ま

し
て
は
、
関
連
の
交
通
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
と
い
う
こ
と
、

こ
れ
は
前
向
き
に
し
っ
・一 ::一り
と
し
た
も
の
を
出
し
て
い
っ

て
、
必
要
に

応
じ
て
協
力
し
て
い
く
と
い
う
こ
と
は
一
生

懸
命
や
っ

て
い
き
た
い
と
思
つ

て
お
り
ま
す
。

〇
加
納
時
男
君

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

科
学
技
術
庁
長
官
並
び
に
文
部
大
臣
に
も
い
ろ
い
ろ
伺

い
た
い
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
実
は
次
の
教
育
と
関
係
し
ま

す
の
で
、
教
育
の
セ
ク
シ
ョ
ン
で
十
分
お
話
し
い
た
だ
き

た
い
と
思
い
ま
す
が
、
そ
の
前
に
こ
の
長
期
計
画
で
科
学

的
思
考
の
重
要
性
と
か
あ
る
い
は
ェ
ネ
ル
ギ
1
教
育
、
い

ろ
ん
な
も
の
が
原
子
力
ア
レ
ル
ギ
ー

を
克
服
し
て
い
く
た

め
に
も
大
事
か
と
思
い
ま
す
が
、
文
部
大
臣
と
し
て
一
言

い
た
だ
け
た
ら
あ
り
が
た
い
'と
思
い
ま
す
。

〇
国
務
大
臣
（有
馬
朗
人
君
）
ェ
ネ
ル
ギ
ー

の
問
題
と
い

う
の
は
、
二
十
一
世
紀
の
日
本
に
と
っ

て
極
め
て
重
要
な

こ
と
だ
と
思
う
ん
で
す
。
私
は
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

と
い
う

も
の
を
ぜ
ひ
と
も
開
発
す
べ
き
で
あ
る
と
思
つ

て
お
り
ま

す
。
で
す
か
ら
、
太
陽
に
せ
ょ
風
力
に
せ
よ
十
分
開
発
し

て
い
か
な
き
'o
'
な
ら
な
い
と
思
つ

て
お
り
ま
す
が
、
た
だ

い
わ
ゆ
る
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
だ
け
で
日
本
の
二
十
一
世
紀
の

ェ
ネ
ル
ギ
I
が
保
て
る
と
は
絶
対
思
え
な
い
わ
け
で
す
。

一
方
で
、
御
指
摘
の
よ
う
に
核
エ
ネ
ル
ギ
ー

が
あ
っ

て
、

原
子
力
に
対
す
る
い
ろ
い
ろ
な
御
批
判
は
強
い

。
し
か

し
、
国
民
の
理
解
を
十
分
得
な
が
ら
原
子
力
を
健
全
に
育

て
て
い
く
と
い
う
こ
と
は
日
本
の
二
十
一
世
紀
に
と
っ

て

極
め
て
重
大
な
こ
と
と
思
つ

て
お
り
ま
す
。

し
た
が
い
ま
し
て
、
も
っ

と
広
い
ェ
ネ
ル
ギ
ー

の
教
育

と
い
う
こ
と
と
同
時
に
、
放
射
線
と
か
放
射
能
と
か
そ
う

い
う
も
の
が
い
か
に
今
医
学
に
使
わ
れ
、
日
常
の
生
活
に

い
か
に
使
わ
れ
て
い
る
か
と
い
う
ふ
う
な
こ
と
も
説
明
を

し
な
が
ら
、
同
時
に
原
子
力
と
い
う
も
の
の
重
要
性
に
っ

い
て
今
後
教
育
し
て
い
く
べ
き
だ
と
、
今
も
し
て
お
り
ま

す
け
れ
ど
も
、
さ
ら
に
十
分
な
教
育
を
し
て
い
く
ぺ
き
だ

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

〇
加
納
時
男
君

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た

。

外
務
大
臣
、
こ
こ
ま
で
で
結
構
だ
と
思
い
ま
す
。

で
は
最
後
に

、
残
つ

た
時
間
で
ェ
ネ
ル
ギ
I
・
環
境
教

育
に
触
れ
た
い
と
思
い
ま
す
。

今
、
有
馬
文
部
大
臣
か
ら
非
常
に
鋭
い
問
題
意
識
の
あ

る
御
発
言
を
い
た
だ
い
た
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
。
私
は
こ

こ
に

「ェ
ネ
ル
ギ
ー

・
環
境
問
題
に
関
連
し
た
こ
れ
か
ら

の
放
射
線
・
放
射
能
教
育
の
在
り
方

」と
い
う
要
望
書
を

持
つ

て
ま
い
り
ま
し
た

。
こ
れ
は
平
成
八
年
に
出
さ
れ
た

も
の
で
、
提
出
先
は
当
時
の
小
一
杉
文
部
大
臣
、
提
出
者
は

実
は
放
射
線
教
育
フ
ォ
ー
ラ
ム
会
長
有
馬
朗
人
先
生
で
ご

ざ
い
ま
す
。
っ
ま
り
、
出
さ
れ
た
方
が
出
し
た
先
の
文
部

大
臣
に
な
ら
れ
た
と
い
う
の
で
、
ぜ
ひ
こ
れ
に
っ
い
て
伺

い
た
い
と
思
う
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
こ
の
中
で
非
常
に
大

事
な
問
題
提
起
が
さ
れ
て
い
る
と
思
い
ま
す

。'

今
、
大
臣
が
お
っ

し
ゃ

っ

た
よ
う
に

、
ェ
ネ
ル
ー

キ
1
危

機
へ
の
対
応
、
温
暖
化
対
策
と
し
て
省
エ
ネ

、
新
エ
ネ
だ

け
で
は
な
く
て
原
子
力
の
役
割
は
不
可
欠
で
あ
る
と
か
、

そ
れ
か
ら
放
射
線
、
放
射
能
は
自
然
現
家
で
あ
っ

て
、
医

療
分
野
等
十
分
に
制
御
可
能
で
あ
る
、
そ
れ
か
ら
放
射
線

に
は
効
用
と
害
が
あ
る
、
害
と
い
う
の
は
定
量
的
に
教
え

る
こ
と
が
科
学
的
で
あ
る
、
こ
れ
は
非
常
に
鋭
い
御
指
摘

だ
と
思
い
ま
す
。
そ
れ
か
ら
、
教
育
も
報
道
も
ょ
り
客
観

的
か
っ
冷
静
に
や
る
べ
き
だ
と
い
う
よ
う
な
こ
と
が
ご
ざ

い
ま
す
。
〔

理
事
鎌
田
要
人
君
退
席
、
委
員
長
着
席
〕

そ
れ
に
っ
け
加
え
ま
し
て
、
放
射
能
と
か
放
射
線
に
っ

い
て
は
、
教
科
書
で
見
る
と
、
理
科
の
中
で
は
ご
く
小
さ

な
扱
い
で
あ
り
、
社
会
の
中
で
は
原
子
力
の
欠
点
の
み
、

あ
る
い
は
不
正
確
か
っ
情
緒
的
な
記
述
が
あ
る
と
。・ '
こ
れ

は
私
が
言
つ

て
い
る
の
で
は
な
く
て
、
有
馬
先
生
が
か
っ

て
お
っ

し
ゃ

っ

た
こ
と
で
ご
ざ
い
ま
す

。
こ
う
い
う
の
が

出
て
お
り
ま
す

。

ま
た
、
平
成
八
年
五
月
に
日
本
原
子
力
学
会
が
出
さ
れ

ま
し
た

「初
等
・

中
等
教
育
に
お
け
る

「一L一ネ
ル
ギ
ー

」の

扱
い
と
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
に
関
す
る
要
望
書

」と

い
う
の
が
あ
り
ま
し
て
、
ほ
ぼ
同
じ
趣
旨
の
こ
と
、
社
会

科
、
理
科
等
に
っ
い
て
い
ろ
ん
な
こ
と
が
書
い
て
ご
ざ
い

ま
す
が
、
こ
う
い
っ

た
要
望
書
を
受
け
た
形
で
、
あ
る
い

は
か
っ
て
お
出
し
に
な
っ

た
お
立
場
も
一蹈
ま
え
ま
し
て
、

文
部
大
臣
、
一
体
ど
の
よ
う
に
お
考
え
で
し
ょ

う
か
。
ぜ

ひ
伺
い
た
い
と
思
い
ま
す
。

〇
国
務
大
臣
（有
馬
朗
人
君
）
自
己
矛
盾
し
て
し
ま
・

つ
と

1

'

-

・

ま
ず
い
の
で
ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど
も
、
こ
の
点
は
十
分
注

意
し
て
お
り
ま
す
。

ま
ず
、
社
会
生
活
を
営
む
上
で
国
民
の
一
人
一
入
が
原

子
力
を
含
め
た
ェ
ネ
ル
ギ
ー
間
題
、
先
ほ
ど
も
申
し
上
げ
'
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ま
し
た
け
れ
ど
も
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

も
含
め
て
、
二
十
世

紀
を
越
え
て
き
た
け
れ
ど
も
、
二
十
一
世
紀
を
特
に
資
源

の
不
足
し
て
い
る
日
本
人
は
ど
う
や
っ

て
暮
り

し
て
い
く

ん
だ
ろ
う
と
い
う
ふ
う
な
こ
と
も
含
め
ま
し
て
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
問
題
に
っ
い
て
正
し
い
認
識
を
持
つ
こ
と
が
非
常
に

重
要
だ
と
思
つ

て
お
り
ま
す
。

そ
の
こ
と
に
っ
き
ま
し
て
は
、
客
観
的
に
公
平
に
学
校

教
育
で
き
ち
っ

と
教
え
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
思
つ

て
お

り
ま
す
。
特
に
子
供
た
ち
、
児
董
生
徒
の
発
達
段
階
に
応

じ
て
放
射
線
や
放
射
能
、
原
子
力
も
含
め
て
ェ
ネ
ル
ギ
ー

間
題
に
っ
い
て
正
し
い
理
解
を
深
め
て
い
く
こ
と
が
大
切

で
あ
る
と
思
つ

て
お
り
ま
す
。

し
た
が
い
ま
し
て
、
先
ほ
ど
御
指
摘
の
ご
ざ
い
ま
し

た

、
私
が
か
っ
て
会
長
を
い
た
し
て
お
り
ま
し
た
こ
ろ
の

要
望
書
と
矛
店
し
な
い
よ
う
に
、
指
導
要
領
の
改
一一一
」に
お

い
て
そ
れ
を
十
分
参
考
に
し
な
が
ら
改
訂
し
て
い
こ
う
と

思
つ

て
お
り
ま
す
。

具
体
的
に
申
し
ま
す
と
、
今
回
、
実
を
言
い
ま
す
と
、

今
ま
で
の
学
習
指
導
要
領
に
お
き
ま
し
て
も
か
な
り
い
ろ

い
ろ
教
え
て
は
い
た
の
で
す
が
、
や
や
不
十
分
な
と
こ
ろ

が
あ
る
と
私
も
考
え
て
お
り
ま
す

。
し
た
が
い
ま
し
て
、

今
回
の
改
訂
で
は
、
こ
れ
ら
の
指
導
の
重
要
性
を
踏
ま
え

ま
し
て

、
中
学
校
で
は
、
技
術
・
家
庭
科
や
社
会
科
に
お

い
て
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

問
題
の
学
習
や

、
技
術
の
進
展

が
ェ
ネ
ル
ギ
ー

や
資
源
の
有
効
利
用
に
貢
献
し
て
い
る
こ

と
の
指
導
を
，允
実
さ
せ
ま
し
た

。
そ
れ
か
ら
高
等
学
校
で

は
、
理
科
に
つ
き
ま
し
て
ば
ら
ば
ら
に
選
択
を
し
ま
す
と

少
し
ば
ら
ば
ら
の
知
識
に
な
っ

て
し
ま
う
と
い
う
お
そ
れ

が
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
ま
ず
理
科
総
合
な
ど
を
必
ず
履
修

し
た
上
で
化
学
や
物
理
、
生
物
、
地
学
を
学
習
す
る
よ
う

な
仕
組
み
に
い
た
し
ま
し
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
科
目
の
特
質

に
応
じ
て
、
ェ
ネ
ル
ギ
ー

の
考
え
方
や
環
境
問
題
、
原
子

力
を
含
む
ェ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
特
性
や
利
用
、
放
射
線
の

性
質
な
ど
に
つ
い
て
の
指
導
の
充
実
を
図
つ

た
と
こ
ろ
で

ご
ざ
い
ま
す

。

放
射
線
教

一目フ
ォ
ー
ラ
ム
の
要
望
書
で
も
指
摘
し
て
お

り
ま
し
た
よ
う
に

、
放
射
線

、
放
射
能
、
原
子
力
、
ェ
ネ

ル
ギ
ー

、
環

」
-l-
な
ど
の
問
題
に
っ
き
ま
し
て
正
確
な
理
解

の
も
と
に

正
し
い
判
断
を
す
る
こ
と
は
、
こ
れ
か
ら
の
社

会
に
お
い
て
一
人

一
人
に
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
で
ご
さ

い
ま
す
。
こ
の
基
礎
を
培
う
学
校
教
育
に
お
い
て
そ
の
よ

う
な
教
育
が
適
切
に
、
し
か
も
公
正
に
行
わ
れ
る
よ
う
指

導
の
充
実
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
と
思
つ

て
お
り
ま
す
。

〇
加
納
時
男
君

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た

。

学
習
指
導
要
領
が
新
し
く
改
訂
さ
れ
ま
し
た

。
今
お
話

を
伺
い
ま
す
と
、
そ
の
中
で
理
料
総
合
を
必
修
に
す
る

と
、
私
は
大
変
な
進
歩
だ
と
思
い
ま
す

。
そ
う
い
っ

た
中

で
、
放
射
線
と
か
そ
う
い
っ

た
こ
と
も
ぜ
ひ
扱
つ

て
い
た

だ
き
ま
し
て
、
一
歩
ず
っ
で
結
構
で
ご
ざ
い
ま
す
か
ら
、

前
を
向
い
て
、
有
馬
先
生
の
議
員
に
な
ら
れ
る
前
の
理
想

を
実
現
し
て
い
た
だ
け
れ
ば
あ
り
が
た
い
と
思
つ

て
お
り

ま
す

。
残
つ

た
時
間
が
九
分
で
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
一
っ
教
科

書
の
実
例
を
皆
様
に
御
報
告
し
て
、
こ
れ
は
細
か
い
記
述

が
い
い
の
こ
う
の
と
い
う
こ
と
よ
り
も
、
現
状
は
こ
う
だ

と
い
う
こ
と
を
ぜ
ひ
理
解
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま

す
。た
く
さ
ん
持
つ

て
き
た
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
一
っ
の
例

で
、
こ
れ
は
数
研
出
版
と
い
う
と
こ
ろ
で
出
し
た
高
校
の

「現
代
社
会

」で
す

。
平
成
九
年
検
定
、
印
刷
、
十
年
発
行

で
あ
り
ま
す
。
今
使
わ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
り
ま
す

。

「新
し
い
資
源
・
ェ
ネ
ル
ギ
ー

の
開
発

」と
い
う
項
が
あ
り

ま
し
て
、
「太
陽
エ
ネ
ル
ギ
ー

や
地
熱
・
風
力
・
波
力
の

利
用
な
ど
の
開
発
が
急
が
れ
る

。」、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

賛

美
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
次
に
原
子
力
が
出
て
き
ま
す
。

ご
く
短
い
時
間
で
ポ
イ
ン
ト
だ
け
読
み
ま
す
。
「原
子

力
発
電
は
、
人
体
に
危
険
な
放
射
能
を
大
量
に
発
生
さ
せ

る
ウ
ラ
ン
の
核
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
使
用
し
て
い
る
た
め
、
安

全
性
の
管
理
が
問
題
と
な
る
。」、
飛
ば
し
ま
し
て
、
「一

九
七
九
年
の
ア
メ
リ
カ
の
ス
リ
ー
マ
イ
ル
島
事
故
で
も
、

周
辺
地
域
に
放
射
能
被
害
を
も
た
ら
し
た

。」、
そ
れ
か
ら

ち
ょ
っ

と
飛
ば
し
ま
し
て
、
「原
子
力
発
電
所
に
反
対
す

る
世
論
や
一
連
動
が

、
日
本
や
欧
米
諸
国
で
急
速
に
高
ま
っ

て
い
る

。」、
そ
の
次
は
、
「ア
メ
リ
カ
の
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ

ァ
州
で
は
、
住
民
投
票
で
原
子
力
発
電
所
の
一
部
が
解
体

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た

。
日
本
の
原
子
力
発
電
所
で
は
、

安
全
運
転
の
た
め
の
努
力
が
な
さ
れ
て
は
い
る
が
、
放
射

性
廃
棄
物
の
処
理
の
問
題

、
温
排
水
に
よ
る
熱
汚
染
の
問

題
な
ど
、
解
決
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
課
題
も
多
い
。」、

幾
つ
も
あ
る
ん
で
す
け
れ
ど
も
、

一
っ
こ
れ
を
挙
げ
て
み

ま
す
。
私
は
読
ん
で
い
て
、
非
常
に
こ
れ
に
っ
い
て
思
い
込
み

が
あ
る
の
か
な
と
い
う
感
じ
が
し
ま
す

。
太
陽
等
に
っ
い

て
は
い
い
と
こ
ろ
だ
け
が
書
い
て
あ
る
。
そ
し
て
、
原
子

力
に
っ
い
て
は
ネ
ガ
テ
ィ

プ
な
と
こ
ろ
だ
け
が
書
い
て
あ

る

。
ネ
ガ
テ
ィ

プ
が
全
部
正
確
か
と
い
う
と
、
や
や
バ
ラ

ン
ス
を
失
し
て
い
る
ん
じ
ゃ

な
い
か
。

例
え
ば
、
こ
こ
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
一

、
二
の
例

だ
け
を
申
し
上
げ
ま
す
と
、
ス
リ
ー

マ
イ
ル
ア
イ
ラ
ン
ド

の
事
故
、
こ
れ
は
確
か
に
私
は
設
備
の
事
故
と
し
て
は
大

変
な
事
故
だ
し
、
今
、
日
本
、
欧
米
で
使
わ
れ
て
い
る
原

子
一
炉
で
起
こ
り
得
る
最
大
の
事
故
の
一
っ
だ
と
思
つ

て
い

ま
す
。一一一一心が
溶
け
て
し
ま
っ

た
わ
け
で
あ
り
ま
す
。
あ

る
い
は
冷
却
水
を
と
め
て
し
ま
う
と
い
う
ま
こ
と
に
お
粗

末
な
こ
と
が
あ
っ

て
起
こ
っ

た
の
で
す
が
、
一
炉
心
は
溶
け

た
け
れ
ど
も
現
実
に
格
納
容
器
が
し
っ

か
り
あ
っ

て
放
射

能
を
中
に
閉
じ
込
め
た
、
外
に
は
ほ
と
ん
ど
わ
ず
か
し
か

出
な
か
っ

た

。
そ
の
結
果
、

ぺ
ン
シ
ル
べ
ニ
ア
州
保
健

省
、
私
も
現
地
へ
行
つ

て
い
ま
す
け
れ
ど
も
、
そ
こ
で
徹

底
的
に
疫
学
調
査
も
や
っ

た
結
果
、
何
ら
異
常
は
な
い
、

っ
ま
り
健
康
被
害
は
全
く
な
い
、
有
意
な
差
は
全
く
な

か
っ

た
わ
け
で
あ
り
ま
す

。
そ
う
い
う
こ
と
が
明
ら
か
に

な
っ

て
い
る
の
で
、
こ
こ
に
書
い
て
あ
る
「放
射
能
被
害

を
も
た
ら
し
た

。」と
い
う
の
は
、
ち
ょ
っ

と
表
現
が
い
か

が
か
と
思
い
ま
す
、
細
か
い
こ
と
は
ま
た
別
と
し
ま
し

て
o

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
で
、
住
民
投
票
で
原
子
力
発
電
所

が
解
体
さ
れ
た
、
こ
れ
だ
け
ぼ
っ
ん
と
書
い
て
あ
る
わ
け

で
す

。
で
は
、
ア
メ
リ
カ
で
何
回
住
民
投
票
が
あ
っ
た
の

か
と
い
う
こ
と
が
大
事
で
あ
り
ま
す
。
七
六
年
か
ら
九
二

年
ま
で
、
こ
こ
で
指
摘
し
て
い
る
の
は
恐
ら
く
、
カ
リ

フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
小
さ
な
町
が
あ
る
ん
で
す
け
れ
ど
も
、

ラ
ン
チ
ョ
セ
コ
と
い
う
町
な
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
そ
こ
の

住
民
投
票
だ
と
思
い
ま
す
。
確
か
に
そ
こ
は
ぎ
り
ぎ
り
の

差
だ
っ

た
の
で
す
け
れ
ど
も
、
と
め
ろ
と
い
う
方
が
多
く

て
と
め
ま
し
た

。

で
は
、
そ
れ
ば
か
り
か
と
い
う
と
、
ア
メ
リ
カ
で
は
合

計
二
十
一
回
や
っ

て
い
ま
す
。
原
子
力
発
電
所
の
建
設
に
一

賛
成
す
る
か
反
対
す
る
か
、
そ
れ
か
ら

、
シ
・一，，ッ
ー
・r
ー

タ
ウ
一

・
'

'

'

l

ン
と
い
う
の
で
す
け
れ
ど
も
、
運
転
し
て
い
る
も
の
を
閉
一

鎖
す
る
か
ど
う
か
、
二
十
一
回
あ
り
ま
し
て
、．
結
論
は
ど
・

う
だ
っ

た
の
か
。
と
め
ろ
と
い
う
側
か
ら
見
ま
す
と
一
勝

二
十
敗
、
っ
ま
り
と
ま
っ

た
の
が
一
っ
。
整
然
と
安
定
通
'

転
と
い
う
か
、
情
緒
的
な
表
現
を
や
め
ま
す
と
、
し
っ

か

り
連
転
し
て
い
る
の
が
二
十
。
っ
ま
り
、
一
勝
二
T-
敗
で

あ
り
ま
す
。
そ
の
一
っ
だ
け
と
っ

て
勝
つ

た
勝
つ

た
と

言
つ

て
い
る
の
は
、
何
か
第
一
試
合
に
勝
つ

た
か
ら
こ
ど

し
は
巨
人
が
優
勝
す
る
の
じ
ゃ

な
い
か
と
い
っ

た
セ
リ
ー

グ
の
話
と
同
じ
で
、

一
っ
だ
け
勝
つ

て
も
二
つ
負
け
た
ら

負
け
越
し
な
の
で
、
一
勝
二
十
敗
は
私
は
負
け
越
し
と
見

る
の
が
普
通
の
常
識
じ
ゃ

な
い
か
と
思
い
ま
す

。
一
っ
だ

け
と
っ

て
、
ほ
ら
見
ろ
、
住
民
投
票
で
原
子
力
が
と
ま
っ

た
、

そ
れ
だ
け
を
言
う
と
、
一

部
分
は
正
し
い
。
部
分
の

事
実
は
全
体
の
真
実
で
は
な
い
と
思
う
の
で
、
さ
っ

き
有

馬
文
部
大
臣
が
お
っ

し
ゃ

っ

た
よ
う
に
定
量
的
な
発
想
、

放
射
線
も
そ
う
な
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
が
必
要
じ
ゃ

な
い
'

か
。さ
ら
に
は

、
「温
排
水
に
よ
る
熱
汚
染

」な
ん
と
い
い
ま

す
と
、
何
か
熟
場
が
沸
騰
し
て
い
る
よ
う
に
お
ど
ろ
お
ど

ろ
し
た
話
な
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
二
十
度
の
手
前
ぐ
ら
い

で
入
つ

た
も
の
が
二
十
度
を
ち
ょ
っ

と
超
え
た
と
こ
ろ
で

出
て
く
る

。
こ
れ
は
出
入
り
口
の
話
で
、
そ
れ
も
七
度
し

か
差
が
な
い
わ
け
で
す
。
そ
れ
は

、
沖
合
ま
で
出
し
て
、

先
ま
で
出
し
て
海
で
拡
散
し
た
り
な
ん
か
し
ま
す
か
ら
、

実
際
は
漁
業
に
対
す
る
影
響
と
い
う
の
は
全
く
な
い
と
言

わ
れ
て
お
り
ま
す
。
む
し
ろ
、
漁
業
が
栄
え
た
と
い
う
と

こ
ろ
も
あ
る
ぐ
ら
い
で
あ
り
ま
す

。
そ
れ
を
熟
汚
染
な
ん

と
い
う
の
は
極
め
て
情
緒
的
な
表
現
で
あ
り
ま
し
て
、
も

う
少
し
定
量
的
に
書
い
て
も
ら
っ

た
方
が
い
い
の
か
な
と

も
思
う
ん
で
す
。
き
ょ
う
は
、
こ
う
い
っ

た
個
別
の
こ
と

に
っ
い
て
揚
げ
足
を
と
る
よ
う
な
こ
と
は
私
は
し
た
く
な

い
と
思
い
ま
す
。

，一

こ
う
い
う
よ
う
な
実
態
だ
と
い
う
'

こ
と
も
あ
っ
て
、．
先

ほ
ど
の
有
馬
先
生
が
元
会
長
を
や
っ

て
い
ら
っ

し
ゃ

っ

た

放
射
線
教
育
フ
ォ
ー

ラ
ム
か
ら
も
要
望
書
が
出
た
り
、
あ

る
い
は
原
子
力
学
会
と
い
う
学
会
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
そ
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こ
か
ら
も
要
望
書
が
出
て
、
文
部
省
が
今
回
指
導
要
領
を

変
え
た
と
い
う
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
教
科
書
問
題
と
い
う
の
は
、
私
は

原
子
力
推
進
だ
け
を
書
け
と
言
つ

て
い
る
の
で
は
決
し
て

あ
り
ま
せ
ん

。
大
臣
が
お
っ

し
ゃ

っ
た
よ
う
に

、
科
学
的

な
思
考
、
賛
成
で
も
反
対
で
も
結
論
は
い
い
ん
で
す
。
け

れ
ど
も
、
事
実
は
客
観
的
に

、
冷
静
に

、
自
然
エ
ネ
ル

ギ
I
の
い
い
と
こ
ろ
も
あ
り
ま
す
。
私
も
大
好
き
で
す
。

化
石
継
料
の
役
に

立
つ
と
こ
ろ
も
あ
り
ま
す

。
原
子
力
の

強
み
も
あ
り
ま
す
。
け
れ
ど
も
、
そ
れ
ぞ
れ
全
部
課
題
を

持
つ

て
い
ま
す
。
そ
の
課
題
を
は
っ

き
り
書
い
て
、
そ
の

課
題
を
ど
う
や
っ

て
克
服
し
て
い
く
の
か
、
克
服
し
て
い

け
る
の
か
と
い
っ

た
こ
と
も
教
え
て
、
最
後
は
生
徒
が
結

論
を
得
る
と
い
う
冷
静
な
科
学
的
な
も
の
が
必
要
な
の

で
、
何
か
情
念
だ
け
で
こ
れ
が
正
解
だ
と
ぃ
う
こ
と
で
無

理
や
り
教
え
て
し
ま
う
と
、
原
子
力
に
た
だ
反
対
す
る
こ

と
し
か
な
ら
な
い
人
が
そ
の
ま
ま
新
聞
記
者
に
な
っ

た
り

す
る
と
変
な
世
の
中
に
な
っ

ち
ゃ

う
の
じ
ゃ

な
い
か
と
思

い
ま
す
の
で
、
ち
ょ
っ

と
心
配
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
ご
ざ

い
ま
す
。

何
か
大
臣
か
ら
一
一一言
所
感
を
い
た
だ
け
た
ら
と
思
い
ま

す

。
〇
国
務
大
臣
（有
馬
朗
人
君
）

私
も
先
生
と
心
配
を
と
も

に
す
る
者
で
こ:
ざ
い
ま
す

。

そ
れ
で
、
現
行
の
検
定
制
度
の
も
と
で
す
と
、
具
体
的

に
教
科
書
に
ど
う
い
う
ふ
一つ
に
書
い
て
い
く
か
と
い
う
ふ

う
な
こ
と
は
一
義
的
に
は
教
科
書
発
行
者
あ
る
い
は
著

者
、
そ
う
い
う
人
た
ち
の
判
断
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
て
お
り
ま

す

。し
か
し
な
が
ら
、
子
供
た
ち
に
原
子
力
に
関
す
る
正
し

い
理
解
を
持
た
せ
る
こ
と
は
極
め
て
重
要
で
あ
る
と
私
も

考
え
て
い
る
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す

。

そ
れ
で
、
今
御
指
摘
の
と
ぉ
り
、
原
子
力
発
電
の
記
述

に
関
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
も
長
所
と
短
所
の
両
面
を
公
平

に
客
観
的
に
書
い
て
く
れ
と
い
う
ふ
う
な
こ
と
は
常
々
述

べ
て
お
り
ま
す
し
、
そ
れ
は
文
部
省
と
し
て
努
め
て
き
て

い
る
と
こ
ろ
で
ご
一
さ
い
ま
す
が
、
御
指
摘
の
よ
う
に
、
や

や
不
公
平
と
思
わ
れ
る
よ
う
な
面
も
な
い
わ
け
で
は
ご
ざ

い
ま
せ
ん
の
で
、
発
行
者
へ
の
周
知
を
図
り
な
が
ら
、
教

科
書
の
記
述
が
さ
ら
に
客
観
的
な
、
公
正
な
も
の
に
な
る

よ
う
努
力
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
つ

て
お
り
ま

す
。そ
れ
で
、
先
ほ
ど
か
ら
繰
り
返
し
て
申
し
上
げ
て
お
り

ま
す
け
れ
ど
も
、
太
陽
エ
ネ
ル
ギ
ー

、
風
力
等
々
は
大
変

重
要
だ
け
れ
ど
も
、
本
当
に

そ
れ
で
足
り
る
の
だ
ろ
う

か

。
関
東
全
体
を
太
陽
バ
ッ

テ
リ
ー

で
-l-
わ
な
け
れ
ば
日

本
の
電
力
は
も
た
な
い
、
本
当
に
関
東
全
体
を
覆
つ

て
い

い
ん
だ
ろ
う
か
、
こ
う
い
う
ふ
う
な
間
題
を
や
は
り
教
育

で
き
ち
っ

と
教
え
て
い
く
べ
き
だ
と
思
い
ま
す
。

そ
れ
か
ら
、
ア
メ
リ
カ
が
い
ろ
い
ろ
な
こ
と
を
考
え
て

お
り
ま
す
け
れ
ど
も
、
何
と
い
っ
て
も
あ
の
く
ら
い
石
油

の
あ
る
と
こ
ろ
は
ご
ざ
い
ま
せ
ん
の
で
、
ま
だ
当
分
石
油

で
も
っ

て
い
く
だ
ろ
う
、
こ
う
い
う
と
き
に
原
子
力
に
対

し
多
少
ゆ
っ

く
り
と
し
た
考
え
に
な
る
こ
と
は
無
理
も
な

い

、
こ
う
い
う
こ
と
も
ち
ゃ

ん
と
教
え
て
い
か
な
き
ゃ

な

ら
な
い
と
思
つ

て
お
り
ま
す
。

そ
れ
か
ら
、
イ
タ
リ
ー
は
多
分
原
子
力
を
や
ら
な
い
。

し
か
し
な
が
ら
、
隣
の
フ
ラ
ン
ス
か
ら
電
力
を
買
つ

て
い

る
わ
け
で
す
。
そ
の
電
力
の
も
と
で
あ
る
フ
ラ
ン
ス
は
原

子
力
で
や
っ

て
い
る
わ
け
で
す

。
だ
か
ら
、
隣
の
国
の
原

子
力
は
い
い
、
そ
こ
か
ら
買
っ

て
く
れ
ば
自
分
の
と
こ
ろ

は
原
子
力
を
ゃ
ら
な
い
か
ら
き
れ
い
な
ん
だ

、
こ
う
い
う

ふ
う
な
考
え
方
は
お
か
し
い
と
私
は
思
つ

て
い
る
わ
け

で
、
こ
う
い
う
こ
と
に
っ
い
て
も
き
ち
っ
と
教
育
で
教
え

て
い
く
べ
き
だ
と
思
つ

て
お
り
ま
す

。

〇
加
納
時
男
君

あ
り
が
と
う
ご
さ
い
ま
し
た

。

大
変
力
強
い
お
答
え
で
、
教
科
書
の
問
題
は
、
確
か
に

著
者
、
そ
れ
か
ら
そ
れ
を
編
集
し
発
行
す
る
編
集
者
、
さ

ら
に
は
検
定
、
い
ろ
ん
な
プ
ロ
セ
ス
を
経
て
お
り
ま
す
け

れ
ど
も
、
国
会
議
員
と
し
て
も
こ
れ
か
ら
も
関
心
を
持
っ

て
こ
の
問
題
を
見
詰
め
て
ま
い
り
た
い
と
思
い
ま
す
。

以
上
で
質
問
を
終
わ
ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す

。

〇
委
--
長
（久
世
公
発
君
）
午
前
の
審
査
は
こ
の
程
度
と

し
、
午
後
一
時
ま
で
休
憩
い
た
し
ま
す

。

午
後
零
時
二
分
休
態

午
後
一
時
二
分
開
会

〇
委

」・長（久
世
公
a
着
）
た
だ
い
ま
か
ら
決
算
委
員
会

を
再
開
い
た
し
ま
す
。

休
憩
前
に
引
き
続
き
、
平
成
八
年
度
決
算
外
二
件
及
び

平
成
九
年
度
決
算
外
二
件
を
一
括
し
て
議
題
と
し
、
全
般

的
質
疑
を
行
い
ま
す

。

質
疑
の
あ
る
方
は
順
次
御
発
言
願
い
ま
す
。

〇
小
川
勝
也
君

民
主
党
・
新
緑
風
会
の
小
川
勝
也
で
ご

ざ
い
ま
す
。

決
算
委
員
会
で
久
し
ぶ
り
に
質
問
が
で
き
る
と
張
り

切
つ

て
お
っ

た
ん
で
す
が
、
こ
ん
な
声
な
も
の
で
、
聞
き

取
れ
な
い
こ
と
が
あ
り
ま
し
た
ら
言
つ

て
い
た
だ
き
た
い

と
思
い
ま
す

。
決
し
て
カ
ラ
オ
ケ
で
っ
ぶ

し
た
わ
け
で
は

ご
ざ
い
ま
せ
ん

。

委
員
部
の
方
で
順
番
を
決
め
て
い
た
だ
き
ま
し
た
の

で
、
そ
の
と
お
り
に
や

ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
本
当
は

別
な
順
番
で
や
ろ
う
か
と
思
つ

た
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
決

め
ら
れ
ち
ゃ

っ

た
の
で
、
ま
ず
防
衛
庁
長
官
か
ら
お
伺
い

を
い
た
し
ま
す

。

防
衛
庁
の
調
達
の
問
題
、
昨
年
大
変
大
き
な
話
題
と
な

り
ま
し
て
、
実
は
大
き
な
間
題
で
御
苦
労
さ
れ
て
お
る
だ

ろ
う
、
こ
う
思
う
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
が

、
何
は
と
も
あ

れ
三
月
三
十
日
に
検
討
会
が
開
か
れ
そ
の
策
が
ま
と
め
ら

れ
た
、
こ
う
い
う
報
道
が
ご
ざ
い
ま
し
た

。
内
容
は
詳
し

く
新
聞
に
は
出
て
お
り
ま
せ
ん
の
で
、
概
略
を
御
説
明
い

た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

〇
国
務
大
臣
（
野
呂
田
芳
成
君
）
今
委
員
か
ら
御
指
描
い

た
だ
い
た
と
お
り
、
部
外
の
有
識
者
か
ら
成
る
防
衛
調
達

制
度
調
査
検
討
会
を
っ
く
り
ま
し
て
、
二
十
一
世
紀
に
向

け
た
透
明
で
公
正
な
新
た
な
防
衡
調
達
制
度
の
確
立
の
た

め
に

、
昨
年
九
月
二
十
四
日
か
ら
九
回
に
わ
た
っ

て
会
合

を
開
催
し
、
欧
米
の
制
度
の
調
査
も
行
い
、
去
る
三
月
三

十
日
に

、
そ
の
成
果
を
踏
ま
え
て
防
衛
調
達
制
度
の
改
革

実
現
の
た
め
の
具
体
策
を
取
り
ま
と
め
、
防
衛
庁
長
官
に

御
報
告
い
た
だ
い
た
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

こ
の
報
告
書
は
、
昨
年
の
十
一

月
十
九
日
に
取
り
ま
と

め
ら
れ
た
防
衛
調
達
制
度
改
革
の
基
本
的
方
向
に
基
づ

き
、
こ
れ
を
具
体
的
に
実
現
し
て
い
く
た
め
の
方
策
を
き

め
細
か
く
盛
り
込
ん
だ
も
の
で
ご
ざ
い
ま
す
。
そ
の
主
な

内
容
に
っ
い
て
申
し
上
げ
ま
す
と
、
一っ
は
競
争
原
理
の

強
化
策
の
問
題
、
一
っ
は
企
業
側
提
出
資
料
の
信
頼
性
確

保
の
た
め
の
施
策
の
問
題
、
一
っ
は
過
払
い
事
案
処
理
に

関
す
る
統
一
的
か
っ
明
確
な
基
準
の
策
定
の
間
題
、
そ
れ

か
ら
一
っ
は
部
外
有
識
者
に
よ
る
監
視
制
度
の
導
入
の
問

題
、
そ
れ
か
ら
企
業
が
提
案
し
た
削
減
策
に
対
す
る
技
術

料
を
支
払
う
減
価
提
案
制
度
の
創
設
の
間
題
等
で
あ
り
ま

す
。こ
れ
ら
の
施
策
を
私
ど
も
は
平
成
十
一
年
度
か
ら
確
実

に
実
施
し
て
ま
い
り
た
い

、
こ
う
思
つ

て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
り
ま
す
。
職
員
一
人
一
人
が
み
ず
か
ら
担
い
手
と
な
る

と
い
う
意
識
改
革
の
必
要
性

、
あ
る
い
は
実
施
状
況
を

フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
す
る
体
制
の
確
立
が
必
要
で
あ
る
こ
と

な
ど
が
こ
の
報
告
書
で
も
提
言
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

り
ま
す
。

防
衛
庁
と
し
て
は
、
去
る
二
日
に
防
衛
調
達
制
度
調
査

検
討
会
か
ら
報
告
さ
れ
た
内
容
を
盛
り
込
ん
だ
調
達
改
革

の
具
体
的
措
置
を
取
り
ま
と
め
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、・
本
年

度
か
ら
そ
れ
を
確
実
に
実
施
し
、 '

二
十
一
世
紀
に
向
け
た

新
し
い
防
衛
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
ま
し
て

国
民
の
信
頼
を
早
急
に
回
復
し
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て

お
る
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す

。

〇
小
川
勝
也
君

国
民
が
納
め
た
税
金
で
買
い
物
を
す
る

場
合
は
、
す
べ
て
の
場
合
に
お
い
て
厳
正
で
公
正
で
な
け

れ
ば
い
け
な
い
、
こ
う
思
う
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
。
し
か

し
な
が
ら
、
さ
ま
ざ
ま
な
場
面
で
論
じ
ら
れ
て
い
る
と
ぉ

り
、
兵
器
や
そ
れ
に
か
か
わ
る
も
の
の
購
入
と
い
う
場
合

は
非
常
に
厄
介
な
問
題
が
ご
ざ
い
ま
す
。
諸
外
国
の
例
で

い
き
ま
す
と
、
例
え
ば
武
器
、
兵
器
、
そ
の
他
の
も
の
の

市
場
と
い
う
の
は
グ
ロ
ー
パ
ル
な
も
の
で
あ
る
、．
そ
ん
な

中
で
コ
ス
ト
を
下
げ
た
り
ロ
ッ

ト
を
大
き
く
し
た
り
と
い

う
さ
ま
ざ
ま
な
経
営
努
力
も
で
き
る
け
れ
ど
も
、・'
我
が
国

の
場
合
は
武
器
輸
出
三
原
則
が
あ
り
ま
す
の
で
、
ロ
ッ

ト

も
小
さ
く
な
る
し
、
国
産
に
こ
だ
わ
る
場
合
は
大
変
高
い

も
の
を
購
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
そ
ん
な
問
題
も
あ

る
と
思
い
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
れ
は
そ
れ
、． '一
こ
れ

は
こ
れ
で
、
今
、
長
官
が
お
述
べ
に
な
り
ま
し
た
よ
う
に

、

そ
う
い
う
事
情
は
勘
案
し
て
も
国
民
に
す
ぺ
て
申
じ
開
き
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4 .文部省教育課程審議会への意見書とその反響

「今後の教育課程の在り方について」 文部省教育課程審議会へ意見書を199 7年1月 31 日
に提出した。 その内容は以下の通りである。

「今後の数育課程の在り方について」文部1l1教青課程審認会への意見書
「放射線教育フォー ラ ム 」

1997.1.31.

1 .今後の幼稚国、小学校、 中学校、高等学校 、 'ii学校、 要学較、 養護学校における教
育の全体的在り方

一般的に言 つて、 各教科で教えるぺき教育の内容については、 あまり細かい規定を設
けず、教師の自発的努力を助長することができることが望ましい一方において、これだけ
はせひ、 義務教育あるいは高校までに教えてもらいたいという事項が当然あると考えます。

この見地から、学習指導要領をもっと簡略化するなど、抜本的な改革を望みます。

これからの学校教育において特に重点的に育成が望まれる点は、 個々の断片的な知識で

なく、①倫理感覚(ならびに情操感覚)を身につけさせるこ -と、②社会生活に最小限度必
要な読み書きそろはん力(リテラシー ) 、③さらに、今日の高度の文明社会(それもェ ネ
ル ;キ:' - ・ 現境 ・ 経済成長のトリレンマの中にある )において、将来一般市民になったとき
公正な価値判断ができるために必要な、 最小限度必要な科学的知識であろうと考えます。

各教科等における數育内容の厳選 ・ 改善

理科においては、 現在は、 物理 ・ 化学 ・ 生物 ・ 地学の4教科から2科目を生徒に自由に

選択させる制度になっているが、 これでは、 自然科学の基礎である物理(や化学)を全く

思修しなくても済み、 エ ネルキ'一間題の解決のための必須知識である放射線や111f 11l:t能のこ
と学ぶ機会がなくて社会人になることができるので、 これでは、上記の③の条件を満たす

ことができません。例えは'放射線や放射能がわれわれの回りにあるようなことは、できれ

は義務教育において常識として身につけさせ・るぺきであります。 (これに関して、 私ども

放射線教育フォーラムは昨年文部大臣および科学技術庁長官に要望書を提出いたしました

ので、その写しをここに添付いたします。)

3 .その他改善を要する事事

エ ネルギ一間題に関していうならは'、 原子力に対する価値判断が、 理科とそれ以外の公

民や、 地理、 保體体育などの科目における取扱いが必ずしも統一されていないようですの
で 、いわゆる 「 ク ロ ス ・カリキュラム」方式を検討するなどの工夫を望みます。 (現行の

高校の理科その他の教科書において、 原子力や放9i線が必ずしも通切にと取り扱われてい

ないという実悄がわかりましたので、  上記の要望書にも引用されている報告書*を別添い

たします。 )

( *松浦辰男、  「現行の高校の理科教科書における原子力 ・1i111liti能関係の記述について 」
IAER u-9311a ほか3点)

l01



このフォーラムの意見書が、 同年4月2 2日付けの「内外教育」  に、 別紙のように、取

り上げられていることがわかった。 このことは、  放射線教育フォーラムの意見が公式な評

価を得たことを示し 、 喜ばしいことである。  同時に、 このような機会があれば今後もどし

どし正しいと思う意見を伝えることが大切であることを示す。
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指
導
要
領
の
弾
力
化
な
ど
提
言

一

●

「今
後
の
教
育
課
程
の
在
り
方

」へ
の
意
見

文
部
省
は
十
四
日

、

「今
後
の
教
育
一課
程
の
在

り
方

」

に
っ
い
て

一
般
か
ら
公
募
し
た
意
見
概
要
を
ま
と
め

、
裁

育
一
課
程
審
議
会

（会
長
・
三
浦
朱
鬥
日
本
芸
術
文
化
振
興

会
会
長

）
の
総
会
に
提
出
し
た

。
そ
れ
に
よ
る
と

、
昨
年

十
二
月
か
ら
今
年

一
月
末
に
か
け
て
郵

便

、
フ
ァ

ク
ス

、

一電
子
メ
ー
ル

を
通
じ
て

、
団
体
百
九
十
一

、
個
人
二
百
九

十
六
人

、
計
四
百
八
十
七
件
の
応
募
が
あ
っ
た
。
教
育
一
課

程
の
在
り
方
に
つ
い

て

、
調
和
の
と
れ
た
一数
育
課
程
の
額

成

、
基
礎
・
基
本
の
徴
底

、

「心
の
教
育

」充
実
の
重
要

性

、
学
習
指
導
要
領
の
一彈
力
化
な
ど
多
使
に
わ
た
る
意
見

が
あ
っ
た
ほ
か

、
総
合
的
な
学
習
の
時
間
に

関
し
て
は
柔

軟
な
取
り
扱
い
を
望
む
意
見
が
多
か
っ
た
。
以
下

、
団
体

や
個
人
の
主
な
意
見
を
紹
介
す
る

。

調
和
の
と
れ
た
教
育
一課
程
を
要
望

^
-

一
意
見
の
応
募
状
況

）
意
見
を
寄
せ
た
百

九
十
一
団
体

の
教
科
等
別
内
訳
を
み
る
と

、
「家
庭

、
技
術
・

家
庭

」

の
三
十
三
団
体
が
最
も
多
い

。
次
い
で

、
「理
科

」と
「体

育

、
保
建
体
育

」各
十

六
団

体

、

「算
数
・
数
学

」十

四
団
体

、

「特
殊
裁
育

」十
三
団
体

、
「職
業
一孩
育

」
十

一
団
体

、

「社
会

、
地
理
歴
史

、
公
民

」
十
団
体
な
ど
の

一
順

。

「そ
の
他

」
が
四
十
四
団
体
で

、
高
校
の
生
徒
会
か

ら
の
意
見
も
あ
っ
た

。

個
人
の
応
募
者
二
百
九
十
六
人
の
う
ち
、
六
四

%
以
上

が
男

:

性

。
環
業
別
で
は
教
員
な
ど
の
数
育
関
係
者
が
七
二

%
を
占
め
て
い

る

。
専
門
分
野
別
に
み
る
と

、
団
体
と
同

一
観
に
一
-

家
庭

、
技
術
・
家
庭

」
二
一

%
が
最
多
で

、
こ
れ

に

「理
科

」
一
四

%
、
「図
画
工
作

、
美
術

、
芸
術

」八

%
な
ど
が
続
く

。
地
域
別
に
み
る
と

、
過
半
数
の
五
三
%

が

「関
東
・

甲
信
越

」
で

、
次
い

で

「北
海
道
・

東
北

」

一
二

%
、

「近
一識

」
九
%
な
ど

。

^
-一
今
後
の
学
校
教
育
の
全
体
的
在
リ
方

）
基
礎
・

基
本

の
做
底
を
求
め
る
意
見
で
は

「基
礎
学
力
を
增
う
国
語
と

算
数
・
数
学
を
学
校
教
育
の
根
底
に
置
く

」（
都
裁
研
）
、

「裁
育
内
容
は
知
的
分
野
に
集
中
さ
せ

、一
講
め
込
み
一技
育

を
排
-
て
基
礎
・
基
本
を
中
心
と
す
る
ゆ
と
り
あ
る
も
の

と
す
る

」
（日
本
数
学
会

）
、

「知
議
中
心
の
一裁
育
内
容

を
厳
選
。
遊
び
や
基
礎
的
一連
動

、
芸
術
活
動
を
通
し
て
心

身
の
健
一
原
と
豊
か
な
情
操
を
は
ぐ
く
む
こ
と
を
重
視
す
る

教
育
制
度
の
概
築
を
図
る

」
（日
本
武
道
学
会
）
等
が
あ

り
、
団
体
に
よ
っ
て
基
礎
・

基
本
の
内
容
が
異
な
る

。 '

個
人
か
ら
は

「知
・
:

憶
・

体
の
'ハ
，

ラ
ン
ス
の
と
れ
た
能

力
の
育
成

、
物
事
を
計
画
的

、
主
体
的
に
解
決
で
き
る
実

践
力
の
育
成

、
思
考
力
、

」
事
断
力

、
創
造
力
を
支
え
る
基

礎
・

基
本
の
微
底
な
ど
が
必
要

」
（教
育
関
係
団
体
の
男

性
）

、
「基
礎
・
基
本
と
い
わ
れ
る
力
だ
け
で
な
く

、
情

操
面
や
体
力
・

運
動
能
力
面
も
重
視

」
．

（男
性
致
員
）
な

ど
の
意
見
が
あ
る

。

心
の
教
育
や

生
き
方
・

在
り
方
の
裁
育
面
で
は

「高
校

の
教
育
課
程
に
人
間
と
し
て
の
在
り
方
生
き
方
教
育
を
明

確
に
位
置
付
け

、
そ
の
中

:

核

を
担
う
ぺ

き
科
目

、
例
え
ば

『
倫
理
』
の
三
年
間
必
須
を
義
務
付
け
る

」'
（日
本
道
徳

教
育
学
会

）
、

「
『心
の
裁
育
』
の
充
実
を
図
る
観
点
か

ら

、
幼
稚
園

、
小
・

中
・
高
校
と
特
殊
数
育
諸
学
校
な
ど

と
の
交
流
教
育
を
学
習
指
導
要
領
に

明
確
に

位

置

付

け

る

」
（全
国
特
殊
学
校
長
会

、
全
国
特
殊
学
一数
設
置
学
校

長
会

）
と
の
具
体
的
な
提
言
が
あ
っ
た

。

個
人
か
ら
は

「学
校
は
チ
ャ

レ

ン
ジ

す
る
心
や
他
を
認

め
る
心
の
育
成
と

、
そ
の
た
め
の
生
徒
自
身
を
鐵
え
る
場

で
あ
り
、
困
難
な
目
標
に

も
挑
戰
す
る
場
を
提
供
す
．

べ
き

だ

」
（高
校
教
員
）
、

「生
命
の
尊
厳
を
知
る

、他
人
を

慈
し
、む

、
自
然
を
愛
す
る
と
ぃ
っ
た
人
と
し
て
大
切
な
生

き
方
を
教
え
る
こ
と
な
ど

『
心
の
教
育
』
を
主
体
と
し
た

人
間
数
育
を
行
う
J

J

と
が
必
要
だ

」
（私
立
小
学
校
長
）

な
ど
の
意
見
が
寄
せ
ら
れ
た
。

教
育
一
課
程
の
在

り
方
と
し
て
は

「理
性

、感
性

、身
体
性

の
三
者
の
パ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
教
育
譲
程
の
類
成
が
求
め

ら
れ
る

」（日
本
体
育
学
会

）、
「言
語
・
科
学
的
数
科
と

芸
術
教
科
-ll:
の
ハ
ラ
ン

ス
を
と
．っ
た
教
育
課
程
の
福
成
が

重
要

」（
日
本
学
校
音
楽
数
育
研
究
会

）
、
「日
本
の
裁
育

が
海
外
で
も
見
直
さ
れ
る
原
因
の
一
っ
は
主
要
一 l一一n一科
一と
音

楽

、
美
術

、
体
育
等
の
'ハ
ラ
ン
ス
の
良
さ
で
あ
る

」'
（小

学
校
裁
員
）
な
ど

、
調
和
の
と
れ
た
教
育
課
程
編
成
の
重
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要
性
を
指
摘
ナ
る
意
見
が
多
い

。

さ
ら
に

「内
容
知
重
視
か
ら

、
人
間
知

、
方
法
知

、
判

断
知
・

の
習
得
に

転
換
を
図
り

、
指
導
内
容
の
統
合
化

、
単

純
化

、
関
通
化
を
図
る

『
総
合
単
元
的

な

カ

リ

キ
r一
ラ

ム
』

組
成
が
求
め
ら
れ
る

」
（一一一一一一川
県
山
本
町
立
神
田
小

学
校

）
、
「学
校
と
企
業
の
連
携
が
と
り
や
す
ぃ
彈
力
的

な
教
育
課
程
を
要
望

」
（財
団
法
人
社
会
経
済
生
産
性
本

部
）
、
「学
習
指
導
要
領
の
規
定
は
最
小
限
に

と
ど
め

、

柔
軟
に
運
用
で
き
る
よ
う
に

す
る

」
（日
本
力

り
キ
ュ

ラ

ム
学
会
）
、

「指
導
要
領
の
内
容
は
最
低
基
準
を
示
す
も

の
と
し
て

、
一
律
に

履
修
す
る
内
容
と
選
択
的
に

履
修
す

る
内
容
と
を
明
示
す
る
ほ
か

、
小
・
中
・
高
校
の
各
段
階

と
教
科
間
の
関
違
を
明
確
に

し
て
ほ
し
い

」
（社
団
法
人

致
科
書
協
会

）
、
「指
導
要
領
の
法
的
拘
東
力
を
な
く

し

て

、
弾
，力
化

、
大
綱
化
し

、
学
校
の
選
択
一幅
の
拡
大
を

」

（教
員
）
な
ど

、
指
導
要
領
の
一
彈
力
化

、
大
綱
化
を
．

求
め

る
意
見
が
多
い

。

教
科
間
な
ど
の
重
複
見
直
す

^
-一
教
科
内
審
の
厳
選
・
改
善

））

基
本
的
な
考
え
方
と
し

て

「倫
理
一一整
一見
、
社
会
生
活
に
最
低
限
必
要
な
読
み
'

書

書
き
・
そ
ろ
ば
ん
力

日

，
a一一一・・、必
・一な
、
'

、

、

識
を
重
点
と
し
て
学
習
指
導
要
領
を
商
略
化
す
る

」
（放

線
教
育
フ
ォ

ー
ラ
ム
）

「厳
選
は
教
科
エ
一一一を
超
え

て
断
行

、
裁
育
一課
程
の
よ
り
一
層
の
那
力
的
一連
用
が
図
れ

る
よ
う
に

す
ぺ
き
で
あ
る

。
学
校
外
活
動
の
一単
位
認
定

、

ク
ラ
プ
活
動
の
部
活
動
へ
の
移
行
な
ど
の
改
書
が
望
ま
れ

る

」
（都
数
研

）
、

「義
務
教
育
で
は
総
合
的

、
結

一断一
的

な
科
目
内
容
の
構
成

、
高
校
で
は
専
門
性
、
系
統
性
に

着

目
し
た
内
容
の
精
成
が
必
要
で
あ
る

」（学
校
長

）、
「一一一一一一

団
一
致
育
で

一一一一:!:
い

と
で
・一一一r-
．一
な
い

こ
と

、
コ

ン
ビ
ュ

ー

タ
I
等

利
用
の
よ
う
な
個
別
学
習
・

一一一一一育
で
効
果
の
上
が
る
こ
と

を
検
討

、
小
・

中
・
高
校
の
数
育
内
容
を
整
理
す
る
必
要

が
あ
る

」
（会
社
員
）
な
ど

、
多
様
な
提
言
が
あ
る

。

さ
ら
に

「教
科
問
の
裁
育
内
容
の
重
複
と
致
科
内
容
の

重
複
と
を
洗
い

直
す
必
要
が
あ
る

」
（全
日

本
書

写
書
道

一数
育
研
究
会
）
、
「教
科
一同
で

重

一優
し
て
い

る
内
容
は
精

選
す
べ
き
:

た

」
（裁
員
）
・
な
ど

、
重
複
内
容
の
清
一一一一一一を
求

め
る
意
見
も
目
に

つ
く

。

．

よ
り
具
体
的
な
提
言
に
は

「各
教
科
と
も
、週
当
た
り
二

時
問
を
最
低
基
礎
時
数
と
し
て
配
当
し

、
そ
れ
を
基
に

各

教
科
の
内
容
等
を
考
感
し
て
、必
要
時
数
を
決
定

」
（日
本

教
育
政
策
提
言
機
構

「夢
塾
』
）
、

「小
学
校
で
自
然
体

験
の
時
問
数
を
年
問
百
時
問
と
り
、
そ
れ
を
一一一 :-

-

9

点
に
厳
選

を
考
え
る

」
（日
本
初
等
理
科
数
育
研
究
会

）
、
「国
民

と
し
て

必
要
な
知
識
・

能
力
と
は
現
在
の
五
'

～
六
割
程
度

の
内
容
で
よ
い

」
（珠
算
塾
教
師
）
な
ど
が
み
ら
れ
る

。

各
数
科
別
の
厳
選
化
な
ど
の
意
見
を
み
る
と

、
国
」諾
で

「学
年
配
当

要
子

を
二
学
年
単
位
く

ら
ぃ
に

一9一力
'

化
す
る

」

（全
国
小
学
校
国
語
教
育
研
究
会

）
、
「
『
毛
一一一一一・書
写
』

は
選
択
的
な
扱
い

に

す
る

」
（全
国
大
学
国

語

教

育

学

会

）
、
社
会
で

「歴
史
学
習
は
小
・

中
・

高
の
重
複
を
避

け
て

、
各
学
校
段
階
の
重
点
を
明
確
に
す
る

」
（全
国
小

学
校
社
会
科
研
究
協
議
会

）
、

「公
民
科
に

つ
い

て

、
小

中
・
高
校
問
の
指
導
内
容
の
重
複
を
選
け

、一
貫
性
を
確

保
す
る

」
（全
国

高
校
公
民
科

「倫
理

」
「現
代
社
会

」

研
究
会

）
と
の
提
言
が
あ
る

。

算
数
・
数
学
で
は

「記
述
一
訓
輪
裁

の
徹
底
、
高
校
と
大
学

問
の
交
流
の
場
の
確

立

」
（日
本
数
学
一

3
'

'

・一一一 :一一
ど
裁
育
内

容
の
充
実
や
授
業
時
数
の
增
加
を
求
め
る
意
見
が
多
く

、

「
『
生
き
る
力
』
の
具
体
的
な
内
容
を
明
ら
か
に
し

、
そ

の
視
点
か
ら
見
直
し

、
す
ぺ

て
の
子
供
に
最
低
限
必
要
な

内
容
に
厳
選

」
（日
本
道
徳
教
青
学
会

）
は
少
数
意
見
。

理
科
は

「小
・

中
・
高
各
段
階
の
通
続
性
を
重
視
し

、

各
度
階

の
教
科
内
の
重
複

を
選
け

、
分
野

、
科
目
問
の
重

複
も
可
能
な
限
り
整
理
技
合
を
実
現
さ
せ
る
，一

（日
本
'

化

学
会

）
、
技
術
・
家
庭
で

「衣
食
住
に
っ
い

て
中
学
校
と

高
校
で
重
複
す
る
内
容
を
厳
選
、
公
民

、
生
物

、
保
健
な

ど
他
数
科
と
重
複
す
る
分
野
．

、
単
元
は
で
き
る
だ
け
一我
合

す
る

」
（東
京
都
高
技
家
庭
科
教
育
研
究
会

）
な
ど
の
厳

選
化
の
意
見
が
か
な
り
み
ら
れ
る

。

外
国
語
教
育
の
面
で

「小
学
校
高
学
年
が
ら
英
語
学
習

を
始
め
た
ぃ
，一
:'
（全
国
高
校
体
育
速
盟
）
と
・

．

「一小
学
校
の

英
語
数
育
導
入
は
慎
重
に

」
（日
本
教
育
政
策
提
言
機
構

『一一一一一一塾
』
）
と

、
対
立
す
る
意
見
:

か

あ
一T
0

。

柔
軟
な
枠
組
み
作
り
が
必
要

（総
合
的
な
学
習

）
提
言
に
は

「総
合
学
習
単
元
の
開

発
推
進
と
と
も
に

、
時
問
数
を
年
間
十
～
三
十
五
時
間
程

度
と
す
る

」
（全
国
小
学
校
理
科
教
育
研
究
協
識
会
）
．

、

「指
導
要
領
で
は
一
律
に

規
定
せ
ず

、
各
学
技
・
教
師
の

裁
量
に
ゆ
だ
ね

、
学
年
を
通
じ

、
ま
た
は
一
定
の
期
問
・

問
題
に
限
つ

て
実
施
で
き
る
自
由
を
保
障
す
る

」
（日
本

社
会
科
数
育
学
会
）
、
「学
習
者
に

応
じ
て
カ
ー-ー
キ
一，一
ラ

ム

を
衛
成
で
き
る
よ
う
な
柔
軟
な
枠
組
み
作
り
が
必
要

」

（日
本
ヵ
リ
キ
ュ

ラ

ム
学
会

）
な
ど

、
柔
軟
な
扱
い

を
望

む
意
見
が
多
い

。

（川
上
章
子

:

u
内
外
致
育
組
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部
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第 5章 国際シンポジウムの報告



放射線教育の国際化、 国レベルを超えた情報の伝達、 科学リテラ
シーの普及活動は、 我が国の国際協力活動のためにも、 また国内の

活動の質を向上させ活発化するためにも有効であるので、 欠くべか

らざることである。  国際化の一手段としての国際シンポジウムの開
催は、 上記目的のために必要と考える。 放射線教育フォーラムはこ

の趣旨に鑑み、その専門分野ですでに国際交流の経験豊富な会員が

周到な準備のもとに1998年12月に湘南国際村で「放射線教育に関

する国際シンポジウム」 (International Symposium on Radiation

Education,ISRE98)を開催し多くの収穫があった。 本章はその記録

である。



,. 放射線教育に関する国際シンポジウム
InternationalSymposium on Radiation Education

( I S R E 9 8 )

報 告 書 よ り

「放射線教育に関する国際シンポジウム」

組 織 委 員 会
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「放射姚教青に関する国康シンポジウム」

(lnter nationa l S y lllposium o rl Radiation Educatio rl, I SRE98)

プログラム

日 時 : 1 9 9 8 年 1 2 月 1 1 日 ( 金 ) ̃ 1 4 日 ( 月 )

場所:神奈川県葉山町、湘南国際村「生産性国際交流センター」

(1998年11月16日現在)

主催 放射線教育フォーラム(会長伏見康治元日本学術会議会長)

共催 日本工学会、 日本原子力学会、 日本物理教育学会、 日本科学教育学会、 日本放射線

化学会、 日本保健物理学会、 日本放射線影響学会、応用物理学会、高分子学会

協資 「キュリ一夫妻ラジウム発見10  0周年記念事業会」、 日本アイソトープ協会、
日本原子力文化振興財団、 日本原子力研究所、核燃料サイクル開発機構、 日本原子力

産業会議

後援 文部省、科学技術庁、都道府県教育長協議会、 I A E A 、 〇 E C D

第 1日  ( 1 2月 1 1日 (金 ) )  ・

16:00 登録受付

18:00 夕食 ・ レセプション(この時間に「有馬朗人先生を囲む会」を開催の予定)

第2日 ( 1 2月 1 2日 (土 ) )

9:00 挨拶”開催にあたっで' (10分)組織委員長伏見康治

9:10 挨拶”理科教育のあり方”(20分)文部大臣有馬朗人

9:30 講演”ラジウムの発見と初期の原子核研究に及ぼした大きなインパクト” ( 4 0分)

J.P.Ad1of f (フランス ・ ストラスブール大名誉教授)

座長 工藤博司(東北大)

10:10 講演”放射能に関するキュリーの仮説と放射性元素の起源''(40分)PaulK . Kuroda

( ア メ リカ ・ アーカンソ一大名誉特任教授)
座長 中原弘道(都立大)

11:00 講演”自然放射線と放射能”(40分)阪上正信(金沢大名誉教授)

座長 坂本浩(金沢大)

11:40 講演"医学における放射線 ・放射能の最近の利用'' (40分) 佐々木康人(放医研所長)

座長 河村正一 (神奈川大)

13:20 講演”原子力科学技術の社会への貢献'' (40分)松浦祥次郎(原研理事長)
座長 大野新一 (束海大)

14:00̃15:30 トピカルセッション一 1 「低レベルの放射線の影響をいかに理解し教えるか」

座長:田ノ岡宏 (国立がんセン夕一)

講演”電離放射線の生物影響に関する最近の知見:低線量データを中心に” (40分)

山田武(東邦大教授)

コ メ ン ド 低レベル被曝の死亡率への影響 長崎原爆被爆者のデータから"  (20分)
三根真理子(長崎大)、のち自由討論 (30分)

15:40̃17:10 パネル討論 「海外購国における放射線教育の現状と課題 ( 1 ) 」  't
座長:仁科浩二郎 (愛知淑徳大), J .P.Adlo f「 (フランス)

発言者: G.Marx (ハンガリー)、工藤和彦(九州大)、A. Dja1oeis(インドネシア)
ほかコ メンテータとして各国の代表6名、 のち討論

19:00̃21:00 ポスターセッション**
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第3日  (12月13日 ( 日 ) )

9: o0̃10:00 パネル討論 「海外購国における放射線教青の現状と課題(2)」*
座長:George Marx( ハンガリー ) , 笠 耐  (上智大)
発言者: Sana Ullah (バングラデシュ)、 Wieslaw Goraczko(ポーランド)ほかコ メンテ
一夕として各国の代表3名、 のち討論

10:00 講演“地球温暖化と原子力”(40分)Peter  Hodgson ( イギ リス ・ オクスフォー ド大教授)

座長:更田豊治郎(環境科学技術研)

10:50̃12:20 トピカルセッション一 2 「一般社会への放射線 ・核問題教育」
座長:更田豊治郎 (環境科学技術研)

10:50 講演“核問題の社会教育についで' ( 30分)George  Marx(ハンガリー ・ エー ト ヴェス大
教授)

講演“ドイツにおける放射線問題についての一般人の理解”(30分)Herwig G. Paretzke

( ド イツ ・ ノイエルぺルグ放射線防護研究所長)

コ メ ン ド核科学リテラシー'' E.Toth ( 1 5分 ) (ハンガリ ー ・ラウデル校)
12:05 討論 (15分)

13:30̃15:30 ワークショ ツプ
A 「放射線教育カリキュラム」

座長 :広井禎  (筑波大附属高校)

講演”放射線教育と科学リテラシー”飯利雄一 (前信州大教授)

講演” 初等中等教育と大学教育との関連” 仁科浩二郎 (愛知淑徳大教授)

B 「放射線教育のための実験および演示」

座長:菊池文誠 (東海大理学部助教授)

C 「リスク教育および社会教育」

座長:加藤和明 (茨城県立医療大教授)

講演” 「リスク要因としての放射線をどのように教えたらよいか?」 加藤和明

講演”「各種リスク要因の比較」武田篤彦・菅原努(体質研究会)

講演” 「放射線のリスクに関する初等中等教育」多田順一郎 (高輝度光科学研究センター )

講演”「放射線被曝の受容レベルについての調査」呉 勁・加藤和明(茨城県立医療大)
16:00̃16:45 各ワークショップの要約(各座長)

17:30̃19:30 懇親会 (会場は 「佐島マ リーナ」 横須賀市佐島の予定)

第4日 ( 1 2月 1 4日 (月 ) )

見学会(電力中央研究所、 立教大学原子力研究所)
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:tパネル討輪「海外購国における現状と課題」
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12.Future Perspective of MedicalRadioisotope Production and Related EducationalProblems

in Developing Countries
Turan Unak (トルコ ) ・

1 3 . その他

** ポスターセッション

1 . Radiation Education in Bangladesh:Status, Needs , and Opportunities
Delawar Bakht .(バングラデシュ)

2 . L i g h t  Source Simulation for Half-1ife Experiment
Warapon Wani tsuksombut(タイ)

3 . 小学校における放射線教育

播磨良子(C R C総研), 松田照夫・大竹茂宏(練馬区立光が丘第四小)

池田正道(日本アイソト ープ協会)

4 .  これからの高校における放射線教育はどうあればいいか (No.1) アンケー トからみた現状報告

佐伯邦子 (秋田経法大附属高)

5 . 物 理 I  Bでの「原子と放射線」のカリキュ ラム

久保田信夫(立花学園高)

6 . 高等学校における放射線指導実践上の課題

鶴岡森昭 (北海道札幌開成高)

7 .  エネルギー と環境に関する知識経営能力育成のためのプログラム開発一一兵庫県立御影高校
「環境科学」 における実践例一一

川野和也 (神戸大大学院総合人間科学研究科)、 安岡久志 (兵庫県立御影高)、

110



野上智行(神戸大発達科学部)

8 . ラジオグラフィを用いた放射線教育用教材の開発

鎌田正裕・片桐佐知子・藤根成勲・米田憲司(東京学芸大教育学部)

9.天然放射能を用いた学生実験I

鎌田正裕・中村麻利子・江坂亨男(東京学芸大教育学部)

1 0 .天然放射能を用いた学生実験II

中村麻利子・鎌田正裕・江坂亨男(鳥取大工学部)

1 1.岐阜県東濃地域の環境放射線測定を通しての放射線教育
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I .  国際シンポジウムの意義・ 目的などについて

1.国際シンポジウムの意義・目的

1898年のキュリ一夫妻による放射性元素ラジウムの発見は,3年前の1895年のレントゲ

ンによるX線の発見, 2年前の1896年のべク レルによるウランにおける放射能の発見ととも

に , その後の自然科学の進歩に大きく貢献した画期的なできごとであった。 放射線・放射能

は, 今日では医学の診断や治療に欠くべからざる役割を果たしており, 理工学, 農学, 生物

学の研究や産業においても広く活用されている。 また 1939 年に発見された核分裂反応を用

いた原子力発電は, 資源に限りのある石油などの化石資源に代わり, しかも大気中の二酸化

炭素の濃度を增加させずに今や相当な量のエネルギーを供給するという大きな役割を果たし

ている。

しかし ,原子力は,平和利用の前に不幸にも前の戦争で2発の原子爆弾として市民の殺戮

に使われたこととともに ,  1980年代に海外で起こった原子力発電所事故の被害が大きく報道

されていることもあって ,  専門家以外の人々は, かなりの知識人においてさえ, 放射線・放

射能に関して感情的な嫌悪感と科学的事実以上の不安感を懐いており, このことが原子力・

放射線の平和利用を大きく妨げている。

今日の文明社会においては, 科学技術の果たしている役割について, 一般人にも正しい理

解が必要である。 特に, わが国のような資源の乏しい先進国においては, 国民が科学技術の

中でも特にエネルギー ・環境・放射線・放射能・原子力問題に関して正しい科学的知識を持
ち、 それに基づく妥当な判断力を養つておく必要性がある。 もちろんこれらの知識の普及が

国際的規模でなされていることが望ましい。 さもないと ,  放射線を利用した医療や学問技術

の分野の人材確保が困難となり, 放射線・原子力の平和利用の健全な発展を妨げるばかりで

な く ,  将来において地球規模でエネルギ一事情が逼迫するような事態になったときその解決
に困難を来すことになる。

放射線・放射能は, この地球が生まれたときから存在しており, われわれ人類はとくに意

識することなくその少量に常時接触し, 温泉などではその恩恵を受けてきたのである。 しか

し , 「放射線教育」というと ,  これまでの数十年間にわたり,放射線・放射能の本質・利用に

ついての教育とともに, その人体への影響について, 「放射線は少量でも危険である可能性が
あるからできるだけ被ばくをしないように」  という潜在的なリスクに関する注意の喚起と,

厳しく作られた法規を遵守するための指導という面が強かった。 その結果, 「放射線は微量で

も発がんや遺伝的影響があるので非常に危険なものである」 という考え方が社会通念として

定着してしまった。 しかし最近は, 放射線, 特に低線量の放射線が場合によっては生体に対

し有益な場合もあるなどの新しい事実が分かってきており ,  天然に存在する程度と同等の少

量の放射線影響に関しては, 以前の考え方から「どのくらいの線量までは事実上安全であり ,

心配しなくてもよいと考えてよいか」 に問題が移りつつあるといってよい。

最近, 環境問題が大きく取り上げられている。環境問題の解決にもエネルギ一消費を伴う。
また, 一部の合成化学物質や、 工業的製品や人間活動の結果排出される廃棄物の中に, 少量

でも人間や生物に有害な影響を及ぼす物質があることがみいだされており、 場合によっては
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放射線よりもはるかに重大な問題をはらんでいる可能性がある。地球上の資源は有限であり,

人間の生存はこの有限の資源を消費してリスクの原因を生み出している。 またあらゆる近代

技術にはその便益とともに大なり小なりリスクが付随している。 民主的国家においては, 全

市民は基本的科学的知識をもとに, 提供されるあらゆる情報や置かれた条件を考慮して個人

の判断を何らかの形で表明し , その結果として社会の意思決定が行われることになる。 その

ような個人の能力を養成するための教育は、 学校および社会の生涯学習の形で , 科学的に正

しい事実について, 価値観的に公正な立場で行われねばならない。

本シンポジウムは, 本年がキュリ一夫妻によるラジウム発見100周年にあたることを記念

するひとつのイベントとして ,放射線・放射能に関する最新の知識を学び, そ してそれを普

及させるために, 特に初等中等教育においてどのように行うべきか, また種々の情報が氾濫

している現代社会において正しい情報を広く伝えるにはどのような方策を取るべきかを, 世

界的に著名な専門家の英知を集めて討議をし , 国際的にも指針となるような方法を見出そう

とするものである。

2 .  開催に到る経緯および日本開催の意義

今日, わが国の物質的豊かさはほぼ達成されて, 平均寿命も世界の最高レベルに達してい

る 。  このことは ,  わが国民が科学技術の重要性を認識し, 工業生産活動などにおいてその成

果を能率的に応用してきた結果である。 また放射線や放射能は種々の先端的な学問研究や産

業や医療の場において広く利用され, 日常生活にも大きな恩恵を与えている。 わが国は原子

爆弾被爆国であるので、 一般国民が放射線・ 放射能に関して特別の感情を持ちながらも, 原

子力の平和利用を推進する国策を大方においては支持するという.合理的な考え方を一面にお

いて持つていることは,  国際社会から評価されるところとなっている。

と ころが ,  国民の知識水準に大きく貢献し影響をもつ学校教育において, わが国での最近

の問題の一つはいわゆる「理科離れ」である。また,その中でも「原子力・放射線離れ」と

いってよい現状がある。 すなわち, 放射線や放射能や原子力についての学校教育が, わが国

の小・中・高校や大学の教養課程において, また医療関係の専門教育においてさえ, どちら

かといえば敬遠あるいは軽視されていて, 欧米に比べて非常に遅れている。 現状では, わが

国の初等中等教育では、 それらの知識は高校の理科の選択科目となっている物理のカリキュ

ラムにおいてのみ取り扱われていて, 大多数の生徒が, 例えば少量の自然放射線・放射能が

われわれの身のまわりにも存在するといったような極めて基礎的な事項さえも教えられてい

ない。 また学校で使用されている教科書の中でも, 原子力 ・ 放射線に関して科学的に不正確

あるいは価値観的に不公正な記述が少なからず見出されることは誠に遺憾である。

これからの社会は科学技術と日常生活との関連がますます深くなり, 科学技術の健全な発

展は, 一般市民の理解なしにはありえなくなってきている。社会的に重要な間題の理解には,

すべての市民の教養として基本的な科学的知識が必要である。 それが「科学リテラシー」 と

呼ばれるものである。

前節でものべたように,  わが国では科学的事実以上の放射線・放射能に対する不安感・恐

怖感を持つている人が非常に多い。 また,  科学技術の恩恵を受けていながら, そのマイナス
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の面を強調しすぎた議論をする人も少なくない。 2 1世紀の地球全体のエネルギ一問題・  環
境問題の行方を考察してみると, 放射線・放射能・原子力エネルギーの正しい理解の必要性

はわが国だけの問題ではなく, 世界中のすべての人々が教養として身につけるべきことであ

る。この国際シンポジウムは, このような現状を改善せんがために,学校における放射線・

放射能に対する教育はどのようにあるべきか, また社会教育はどうすべきかを, 海外の専門

家を交えて討論し, 時宜にかなった教育方法を見出し, 将来の人材確保と市民の 「科学リテ

ラシー」 および「放射線リテラシー」 を高めることを日指そうとするものである。そしてこ

の機会に放射線・環境・ エネルギ一問題を含むリスク・ べネフイット教育の標準的な方法を
世界の第一線の研究者・教育者とともに検討し確立して, 世界に普及させたい。 このように

この国際シンポジウムは, 今後の国際化・情報化社会において, 単に経済的に諸外国を援助

すというだけでなく ,  人間の英知を育てこれを国境を越えて結集させることにおいて指導的

立場に立つ_べきわが国がとるべき方針にかなうものである。

3.開催までの経過と運営について

この国際シンポジウムは、 1994年4月に放射線教育フォーラムが設立された当初から、 -
つの目標として設定されてきたものである。 フォーラム内で正式に提案されたのは 1996 年

秋であった。 それ以来、 この計画の実現性について各方面の方々の意見を聴取し、 また財政

的・事務的支援の可能性を打診した。 そしてこの計画を成功させるためのポイントは、

(1) どぅすれば学校教員に多数参加してもらえるか、

(2)そしてどのようにして開催のための資金を集めるか、 であると指摘され、

(3) また事務局をどこにするかも問題であった。

( 1 ) については、フオーラム会員の学校教員の方々の意見を聞き、

①できるだけ参加しやすい時期を選ぶ、

②参加費をできるだけ安くする、

③内容を魅力のあるものにする、

④文部省や教育委員会からの後援をいただく、

⑤広報活動にI夫する、

⑥国際会議の機会の少ない学校教員のために同時通訳をつける、

などの配慮・努力をすることになった。(

(2 )については、

①企業からの寄付金に対する免税措置をする、

②公的な機関からの援助を頂く努力をする、

ということになった。

(3)  については、 『任意団体』 である放射線教育フォーラムに替わって公的資金の受け皿に

なるための公益法人に事務局をお願いすることが適当であろうということで、 結局財務関係

の事務局を (社) 日本工学会にお願いすることになった。 しかし、 財務以外の一切の業務は

放射線教育フォーラムが中心になって実行することとした。

会場の選定については、1996年のうちに湘南国際村が候補にあがり、現地(当初は「湘南
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国際村セン夕一」 を考慮) の視察、 仮予約をおこなった。 その後、 財政的理由から同じ国際
村の 「生産性国際交流セン夕一」 を使用することに変更した。
共催団体としては、 早くから  (社) 日本原子力学会がこの計画に賛同し, 協力下さること

になったので、学会内の「原子力教育・研究特別専門委員会」の幹部の方々や放射線影響関

係の諸学会とも連絡をとり、 組織委員会など諸委員会の結成に着手した。 組織委員長はフォ

ーラム会長の有馬朗人先生になった。

組織委員会の結成のための準備の会合は、1997年には3月3日、6月3日、7月1日、10

月3日の4回開催し、それぞれ、12名、19名、12名、16名の出席者があった。この4回

の会合で計画の概要と、組織委員会、諮問委員会、財務委員会(募金委員会)のメンバ一予

定者を決定した。「プレ ・ サーキュラー」は1997年10月28日付けで完成し配布を開始した。

また、寄付金の免税措置や、 関係官庁・諸公益法人からの共催・協賛 ・後援の支援をいただく

ための説明と手続を開始し、 文部省・科学技術庁から後援いただけることになった。 「ファー

ス ト ・ サーキュラー」は1998年4月に発行した。寄付金免税の申請書は5月に国際観光振

興会に提出、 6月に認可され、その後に募金趣意書を配布して境:金活動を開始した。募金活
動についてはこの報告書のV章でも述べる。セカンド・サーキュラーは8月に完成した。1998

年6月30日には20名の出席のもとに組織委員会および募金委員会を開催し、また10月14

日には13名の出席のもとに組織委員会・募金委員会合同の会議が開催した。なお8月に有

馬朗人先生の文部大臣就任のため、 放射線教育フォーラム会長とシンポジウム組織委員長兼

募金委員長を伏見康治先生にお願いした。

I I. シンポジウムの概要について

1 .  シンポジウムの名称

和文名:放射線教育に関する国際シンポジウム

英文名:InternationalSylnpos iumonRad ia t i onEduca t ion (略称:I  S R E 9 8 )

2 . テ ーマ

(1)学校における放射線教育カリキュラム, ( 2 )実験における放射線教育の方法,,

(2)放射線・放射能の基本的知識,(4)低線量放射線の健康への影響,,
( 5 ) リスク認識, ( 6 )放射線に関する社会教育

3.開催に関連した組織 ・

主 催 放射線教育フォーラム

共 催 (社)日本工学会,(社)日本原子力学会, 日本物理教育学会, 日本科学教育学会,

日本放射線化学会, 日本保健物理学会, 日本放射線影響学会,,

(社)応用物理学会, (社)高分子学会

協 賛 キュリ一夫妻ラジウム発見100周年記念事業委員会,(社)日本アイソトープ

協会,(財)日本原子力文化振興財団, 日本原子力研究所,核燃料サイクル

開発機構, (社)日本原子力産業会議

後 援 文部省,科学技術庁,都道府県教育長協議会,IAEA,0ECD
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協 力 国際観光振興会

事務局 放射線教育フォーラムおよび(社)日本工学会(財務関係)

4 .開催期間

1 9 9 8 年 1 2月 1 1日 ( 金 ) ̃ 1 2 月 1 4日 ( 月 ) ( 4 日間 )

5 .  日程

1 1日 (金 ) :参加登録 ,  レセプション(有馬文部大臣を囲む会)

l 2 日 ( 土 ) : 開会 , 来賓挨拶 , 招待講演, トピカルセッション -I 「 低レベルの放射線
の影響をいかに理解し教えるか」, パネル討論会 「海外諸国における現状と課題 一 I」,,

ポスターセッション ,展示会 ,国際諮問委員会

1 3日 (日 ) :パネル討論会「海外諸国における現状と課題一I I」,招待および依頼講演,,

トピ力ルセッション ーI I「一般社会への放射線・核問題教育」,ワークショ ツプ ( A )
「放射線教育カリキュラム」, ワークショ ツプ(B)「放射線教育のための実験お

よび演示」, ワークショップ (C ) 「 リスク教育および社会教育」 ,展示会,懇親会

14日(月):見学会(電力中央研究所および立教大学原子力研究所)

6 . 開催地

神奈川県葉山町 , 湘南国際村 「生産性国際交流センター」

(懇親会は横須賀市佐島の 「佐島マ リーナ」 で開催した)

Iil.

1 ・

2 .

3 ,

シンポジウムの参加者数,参加国,発表数などについて

参加者数など

シンポジウム参加登録者 1 6 3 人

国内 1 4 3 人 ( う ち 3 7 人 は 小 ・中・高校の学校教員)

国外 20人(ほかに国外から論文だけの参加者2人)

同伴者 、、1 5 人  (内訳は 国内 1 2 人 、 海外  3人)

(注:海外からの参加者に関して、上記のほかイギリス 、 ドイツ 、 オース ト リ ア 、 ハン
ガリー、 イ ン ド 、 フ ィ リ ピ ン 、 マレーシア、 ベトナム、中国、アメリカから参加予定者

あるいは希望者があったが、 先方の健康上の都合、 渡航費支弁の困難さの理由で参加で

きなかった。今回の登録参加者および同伴者(海外) の名簿をVIII章に添付した。)

参加国

参加国数: 1 5カ国1地域(ほかに論文だけの参加2カ国)

国名:バングラデシュ ,中華人民共和国,  フランス , ハンガリー, イ ン ド 、 イ ン
ドネシア , イ タ リー, 日本,大韓民国,パキスタン , フィリピン , ポーランド ,,

台 湾 , タ イ ,  トルコ , アメリカ合衆国

(論文だけの参加はオーストラリアおよび連合王国)

発表数・使用言語

発表数合計 66件(招待・依頼言薄演およびポスタ一発表)
使用言語 英語および日本語
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「V:. シンポジウムの成果について

1 .  招待講演・主要セッションの概要

1.1 招待講演

第1日目(1 2月12日 ,土 )は ,組織委員長伏見康治先生の開会挨拶で始まった。その

内容は, 放射線教育フォーラムの 「綱領」 とすべきもので, (1 )  今日の文明社会が科学技

術の進歩に大きく支えられているにも関わらず世間では科学技術の悪い面を強調する論調

が増えていること ,  (2) 核兵器の廃絶に向けて努力をしなければならないが, 基本的には

原子力の平和利用を進めるべきこと, (3 )  放射線と放射能の安全性に関して一般社会人と

科学者との問に考え方に隔たりがあること,  (4)  今や科学者が象牙の塔から踏み出して,

一般大衆が無知の故に苦痛や損害に悩んでいるときは彼らに真実を知らしめるべく努力す

べきであること ,  ( 5 )  「放射能」 という言葉を耳にすることさえ嫌うような人達が多いが,

放射能などリスクに関連のある科学的現象を理解し教育するのに, 寺田寅彦の言葉 「一一
ものを正当に怖がることはなかなか難しい」 がたいへん適切であること,  (6) 子供たちに
「読み・書き・算数」を学ばせることに加えて,倫理観と正しい科学的知識に基づいた英

知を教えよう ,  と参加者全員に格調高く語りかけられた。 (伏見組織委員長の開会挨拶ん全

文を第Ix章に収録した。)
つぎに来賓による講演として有馬朗人文部大臣は, 理科教育について, (1)  日本の子供

の理数系の素質・成績を国際的に比較してみると約30年前と同様トップクラスにあり決

して悪くない, ( 2 )しかし高校くらいになるとどぅいうわけか理科嫌いが增える,  ( 3 ) ま

た日本の子供の成績は全体のレベルが揃い過ぎている, そして応用的な問題に関しては成

績が極端に悪い, ( 4 )日本の成人の科学知識の習得度は十数カ国のうち,最下位から2番

目というように悪い ,  と い う よ う なデータを示されて,  日本の学校および社会における 「科

学リテラシー」 の問題点を指摘され, 理科教育に携わる者に示唆を与えた。

つぎに招待請演に移り, 「ラジウムの発見と初期の原子核研究に及ぼした大きなインパク

ト 」がフランス ・ス トラスブール大学名誉教授の J . P. Ad1off氏により,  「放射能に関する

キュリーの仮説と放射性元素の起源」がアメリカ・アーカンソ一大学名誉特任教授のP. K.
Ku r o d a氏により,  「天然放射線・放射能と教育」が金沢大学名誉教授阪上正信氏により講

演された。  これらの講師はいずれも国際的にも著名な一流の研究者であり, 内容は学問的

にもまた教育的にも興味深いものであった。

ひきつづいての招待講演は,「医学における放射線・放射能の最近の利用」が放医研所長

佐々木康人氏により, 昼食を挟んで「原子力科学技術の社会への貢献」が原研理事長松浦
祥次郎氏により, いずれもそれそれの分野での最高の講師が最新の情報を丁寧にわかりや

すくお話下さり ,  聞きごたえのあるものであった。 これらの招待講演の内容は , 教育現場

の方々にとっては初めて聞くものが多かったようで, 教員の参加者に大きな感銘を与えた。

2日目に予定されていたイギリス ・オクスフォー ド大学のP.E.Hodgson教授による招
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待講演 「地球温暖化と原子力」 は, 同教授が健康上の理由で来日されなかったので, 座長

(更田豊治郎氏) が届けられていた論文の要点を〇 H Pを使つて説明された。 その内容は,

地球環境の保全のために原子力の一層の利用推進が必要であるとする, 専門家には定説と

なっていることを簡明に,  かつ要点を数値を挙げて印象的に表現しており, エネルギ一問
題を考える基礎となるものであった。 この極めて合理的でクリヤカットな表現の仕方は,

原子力の推進を主張する意見には強力な援護となるであろう。 このあと興味のある有益な

討論があった。

1 .  2 トピカルセッション一 1「低レぺルの放射線の影響をいかに理解し教えるか」
このセッションでは, 国立ガンセンタ一田ノ岡宏氏の司会で, まず「放射線の生物影響
に関する最近の知見:低線量データを中心に」 と題して束邦大医学部教授山田武氏が基調

講演を行い, 『電離放射線による発がんの線量一効果関係については, 直線しきい値なしの

モデル (LNTモデル )がICRPの基本的考え方でこれが低線量域に外挿され仮定されてい

るが ,  最近は低線量の前照射によるマウスの放射線抵抗性の誘導や, 高バックグラウンド

地区住民の発がんの低下など, 放射線ホル _:、シスを示す興味のあるデータが得られはじめ

ていること ,  動物実験では低線量率では実際上しきい値線量率が観察されており, 0. 1  Gy/

年以下は実質上安全ではないかという提案がなされている』 と話された。 次に 「低レベル

被曝の死亡率への影響一長崎原爆被爆者のデ一夕から」 という題で長崎大医学部助教授三
根真理子氏が 『長崎原爆被爆生存者については, 高い線量被爆ではがん死亡のリスク増加

は認められるが, 低い線量被爆ではリスクは高くなく,  放射線の有害な影響は心配しなく

てよいと考えられるデータが得られている』 との意見が述べられた。 その後討論に移り,

ICRP の考え方は最近の生物学的根拠からみれば少し厳しすぎるのではないかという コ メ

ントが出された。シンポジウムではこれを支持する意見と,安全側にみつもっているICRP

側の見解が述べられた。 『放射線の健康リスクについては今後さらに考え方が変わっていく

ものと見られるので,  過去の考え方にこだわらないで未来を踏まえた教育面の対応が必要

であろ う 』  と司会者が結論として述べた。

1 .  3 バネル討論「諸国における放射線教育の現状と課題」

これは,1日目の午後と2日目の午前に分けて, Adloff氏,George M a r x 氏 (ハンガリ
- ・ エー ト ヴェス大教授),仁科浩二郎氏(愛知淑徳大教授),笠 耐氏(上智大助教授)
の4氏の司会により行われた。ここでMa r x氏 (ハンガリー) ・工藤和彦氏(九州大工)・
A. Ja1oeis氏(インドネシア)・Muhammad Ayub Mir氏(パキス夕ン)・V.G.Dedgaonkar

氏(インド ) ・Co r a z o n  C .Be r n i d o氏(フィリピン)・S a n a  Ul lah氏(バングラデシュ ) ・

Wieslaw Goraczko氏(ポーランド)・黄金旺氏(台湾)・Bum-J i n  Chung氏 (韓国)・Manoon
A r am r a t t a n a氏 (タイ ) ・ Turan Unak氏(トルコ )・Matteo Merzagora氏(イ夕リー )

の合計 13 名が, それぞれの国における放射線教育の現状と問題点について報告した。 各

国の事情により多少の差はあるが, 一般大衆のみならず社会の指導者までもが持ちやすい

「原子力と核兵器の混同」 と 「放射線の人体影響の過剩な不安」, 「ジャーナリストやテレ

ビ解説者が事実以上にセンセーショナルに伝えること」 は各国共通の問題であることが認
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識された。

教育 cは環境放射線・放射能の存在を, そして少量の放射能が人間の体内に a えもある
ことを教えることが有効であることが言及された。 実験で生徒が自ら体験することが大切

であることは全員の一致した意見であった。 教育にあたりできるだけ難解の言葉を避ける

べきであること ,  しかし桁数の多い数値が障害になっているとの意見は全員が同感した。

多くの国のうちで,  学校・社会教育を通じてハンガリーでの教育が進んでいることがわか
った一方で, わが国が先進国でありながら, 原爆の体験をした唯一の国である影響ではあ

るが,  学校における放射線教育に関しては後進国であることが残念ながら参加者全員の認

めるところとなってしまった。

1 .  4トピカルセッション一 2 「一般社会への放射線・核間題教育」
更田豊治郎氏の司会のもとに講演と討論が行われた。 講演は, 「核問題の社会教育につい

て 」 ( G. Marx氏、 ハンガリー ) と 「 核科学 リ テ ラシー」 ( E . Toth女史, ハンガリー) の
2件であった。 Marx氏の講演は, 長期にわたる地球環境の変遷について概観し , 放射能

量を含む種々のリスクの比較を行い, マスコ ミを含む非専門家は重要でないことを過度に

強調し , 重要なことを見逃す傾向があることを指摘するなど, 幅広い内容であった。 Toth

氏は, ハンガリーの高校では1984年から必修過程として核・放射線を教え, また実習に
より各家庭のラドン濃度の測定を行わせており, 生徒にとり一種の社会活動となるばかり

でな く ,  この国の核・放射線リテラシーを高めることに役立つている, と報告され ,わが

国との大きい差を感じた。 また、 チェルノブイリ事故後, ヨーロッパの諸国では放射能に

よる影響を恐れて何万人 (少なくともギリシャで確実に数千人) もの妊娠中絶が行われた

と伝えられているが, ハンガリーでは皆無であったことは, Toth氏のような物理教師の努
力によるものであると思われ, 参加者に大きな関心と感銘を与えた。

1 .  5 ワークショップ

ワークショツプA .  「放射線教育カリキュラム」

ここでは, 主査である筑波大付属高校の広井禎氏の 「放射線教育カリキュラムの現状と

課題」 の基調講演で, 『今のままでは, 高校卒業生の2/3が物理を選択していないために,

放射線・放射能の本質を学ぶことなく卒業してしまうことになる。 社会科の教科書の記述

に原子力発電に一面的なものが見られるのは, このような背景があるためであろう。』 とい

う大きな問題提起をされた。 引き続いて, 「高校物理で実験を中心にした展開」 (千葉県立

鎌ヶ谷西高校・三門正吾氏),「高校化学で放射線を扱う案」(立教高校・渡部智博氏),「総

合的学習の時間で扱う案」 (束大付属中高・村石幸正氏), 「放射線教育と科学リテラシー」

(原産・飯利雄一氏),「初等中等教育と大学教育との関連」(愛知淑徳大・仁科浩二郎氏)

の5題が発表された。 仁科氏は, 最近の学生に行つた意識調査を披露され, 初等中等教育

の段階で学校あるいは社会 (マスコ ミ )  から植え付けられた原子力・放射線に対するマイ

ナスのイメージは, 大学の一般教養あるいは専門課程でもそれを改善することが非常に困

難である事実を学生へのアンケー トの結果として報告された。
ーワークショップB  「放射線教育のための実験および演示」
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ここでは,主査である東1lli大学の菊池文誠氏の司会で,「空気GMカウンターの製作とそ

の活用」 (千葉県立鎌ヶ谷西高校・三門正吾氏), 「物理1Bでのカリキュラムにおける放射

線実習」 (立花学園高・久保田信夫氏), 「液体窒素を使つた霧箱の実験と線源について」 (都

立昭和高・森雄児氏)の3つの興味のある実験が紹介された。 つぎに,参加者により 42Ar-
4 2K ジェネレータの実習が行われ, 学校での放射線教育に人工のラジオアイソトープを使

用して教育効果を上げる可能性が示された。 理科教育・放射線教育において実験が極めて

重要であることはすでに述べた通りである。 今後さらにあまり高度な技術を必要とせず,

また安価な材料で教育効果のあがる方式が開発されることを期待したい。

ワークショップC  「リスク教育および社会教育」

まず, 主査の加藤和明氏 (茨城県立医療技術大教授) が, 「リスク要因としての放射線を

どのように教えたらよいか」 という放射線教育の基本的命題について, われわれ人類と文

明は放射線との付き合いなしには存在していけないという認識の下に, リスクの本質につ

いてわかりやすく基調講演をされた。 次に「各種リスク要因の比較」が武田篤彦氏 (体質研

究会, 菅原努氏と共同) に よ り ,  航空機事故などの多種のリスクに関する最新の豊富な客

観的データに基づいて, リスクの認知と受容について解説された。 次に 「放射線リスクに

関する初等中等教育」と題して多田順一郎氏(高輝度光科学研究セン夕一 ) が ,  日本にお
ける初等中等教育では, 放射線が高校の理科で教えられる前に, 社会科で放射線の著しい

害が生じた実例だけを教えられていることの弊害について述べられ, 教育課程を改善して

子供の成長に応じてバランスのとれた放射線教育を行う必要性を力説された。 次に 「放射

線被曝の受容レベルについての調査」が中国の呉 勁氏(中国,西安医科大学,加藤和明

氏と共同) によ り ,  日中両国の医学系および理学系の2つのグループについて行われた,

放射線被曝の受容レベルに関する調査についてユニークな分析結果が紹介された。

1 .  6 ポ ス夕一セッション・展示会
1日目の夕食後のポス夕一セッションでは,27件の発表があった。その内容は,放射線
教育カリキュラム ・生徒の意識調査・(線源を用いず環境放射能による)放射線実習技術・

(小学生に放射線を計らせて成功した例を含む) 教育実習経験・(主として教育用の) 放射

線測定器や実習機材の開発・一般人の啓蒙のための放射線展示会や講演会などの実績・放

射線影響の教育に関すること・地域教育実践の報告など,極めて多岐にわたるもので,参

加者は夜遅くまで熱心に有益な討論や情報交換を行つた。なお、12、13の両日にわたり,

放射線教育に関する機器展示会が開催され, 5団体が出展した。ここで「はかるくん」が

展示されていたが, これを教育用に貸し出すシステムは開発途上国の参加者の注目すると

ころであった。

1 .  7 国際諮問委員会

12月12日夕,国際諮問委員会が井口道生委員長(アメリカ)および各国を代表する委

員に事務局を加えた19名の出席の下に開催された。はじめにこのシンポジウムの意義・

内容・開催方法などについて活発な意見交換がおこなわれた。ついで,国際常任委員会(も

しくは国際評議員会) について討議し , 今回出席者のなかったイギリス , ドイツ ,  ロシア
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などの国も含めて設置して,今後の国際シンポジウムの計画立案,ならびに各国の放射線

教育活動の連携などに対処するという方向で意見がまとまった。

2 .  成果の要約と今後の方向について

この国際シンポジウムは, おそらく世界でもはじめてということもあり ,  また,  伏見康

治放射線教育フォーラム会長, 有馬文部大臣はじめ文字通り一流の方々が招待講演の講師

となって下さったこともあって ,  予想以上の盛況となった。 より本質的な成功の原因は,

最近の原子力を取り巻く環境が非常に複雑で, 社会の指導者や学校の先生がいわゆる 「原

子力の安全性」 っまり低レベルの放射線の安全性をどのように学生や一般の方々に説明す
ればよいか困つておられ, そこでこのシンポジウムに関心が集まったということであろう。

参加者の中には医療関係の教育者・研究者がかなりおられたが, これはこの分野において

も放射線教育の現状に改善すべき問題があることを示している。 このシンポジウムの大き

な収穫は, これまで殆ど交流のなかった多くの分野の方々が一堂に会して率直に意見交換

ができたこと ,  そしてそれを通じて, 組織委員長の開会のご挨拶で希望されたように, 現

状を何とか改善させたいという参加者全員の熱意が一つの方向としてまとまって, 各人そ

れぞれが少しずっ前進させようとの暗黙の意志統一ができたように思われることである。
今後は, この国際シンポジウムを契機として, 日本国内の志を同じくする研究者・教育

者が連携をとりあい,効果的な現状改善策を考案し,関連の組織・関心のある個人が, あ

らゆる機会に着実に, 時には勇気と自信を持つて発言し, 実行することとなることが期待

される 。  それとともに ,  国際諮問委員会で方向が定まったように, 近い将来にこの種の国

際シンポジウムが, そのスケールや方式などはいろいろありうると思われるが,  日本をは

じめとする世界の各所で頻繁に開催されるよう, これも関連の機関・組織のご支援を期待

したい。 国内・国外のこの二つの方向において, 放射線教育フォーラムは, この国際シン

ポジウム組織委員会の意図した目的に向かって, 絶え間無く努力を続けるであろう。

3 .  成果の公表について

今回発表された論文はプロシーデイングスとして刊行した。  (第2節)  また、その概要

はすでにいくっかの雑誌などで報告さオtている。  すでに刊行されているものを下記に記す。

(1)放射線教育フォーラムニュースレター ,  No.12, 1999年3月号

(2)原子力システムニュース , Vlo l .9 ,No.4,35-42,1999年3月号
(3)Isotope News, 1 9 9 9年4月号, 2 8-29
(4)放射線科学, Vol.42, No.3,113-116(1999)

(5)エネルギ一環境ジャーナル, V,ol. 9 , N o . 4 , 2-3, 1999年3月号
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V.予算および決算について

1.予算について

『放射線教育に関する国際シンポジウム 』 に対して, 当初予算として25 ,400千円を計

上した。この内訳は,参加登録料(参加者を200人と見込む)による自己負担金1, 7 5 0千

円,協賛団体からの補助金8 , 5 0 0千円,寄付金15 , 1 5 0千円であった。組織委員会 - 基金
委員会はこれを努力日標として , (「募金趣意書」 にはこの金額を記入) 協賛団体からの協

力をお願いするとともに , 企業からの募金に努力した。 しかし実行予算は, 当初予算を下

方に修正して対処した。 なお, この国際シンポジウムに関する経理については, (社) 日

本工学会の監督の下においた銀行口座 『放射線教育国際シンポジウム 』 を開設して,  協賛

団体からの補助金 ・寄付金、 参加登録料などの受け入れ, 会計l順簿類の管理を行つた。

2 .募金について

この国際シンポジウムの準備段階から, 計画の中心となった組織委員会の車年部メンバー

が (社) 日本原子力学会や日本原子力研究所などの協賛団体, および企業のうち電力関係

の大口のスポンサーにご相談に伺つた。 その結果, これらの団体がこの計画の趣旨に積極

的にご賛同下さり,力強い財政的ご支援をいただけるとのご内示を下さり,募金活動の初

期に資金をご納入下さったことはたいへん有難かった。

企業からの寄付金を集めやすくするために寄付金に対する免税の手続きを行つたが, そ

れに関しては, 大蔵省担当官のご指導により国際観光振興会をご紹介いただいた。 申請書

を提出したのは19 9 8年5月となったが,同振興会から,  この国際シンポジウムが 『極め

て有意義な計画である』 とお認めいただき, 直ちに免税措置のご認可をいただいた。

企業への寄附の依頼に関しては, この国際シンポジウムの目的が通常の比較的狭い専門

分野の研究に関する国際交流を目指すものと多少趣を異にし 『放射線教育』 を通じて広く

わが国の科学教育の振興を目指すものである性格に鑑み, 募金の依頼をする企業の範囲と

して, 単に放射線・原子力関係のみならず, 広く産業界からの寄附を仰ぐこととした。 こ

れに関して,  財務事務局をお引き受け下さった日本工学会の事務局長須田 了氏 (実行委

員・募金委員)  のご協力により , 経済団体連合会をはじめ十数極の各極産業界団体にまず

お願いし , その後個別に企業を訪問して寄附のご依頼を行つた。 経済団体連合会からは,

それを必要とする場合には 『添書』 を発行していただくなど, ご便宜を計つていただいた。

しかし , 予想されたことであったが,  社会は未曾有の経済的不況下にあり , 企業から寄

附金を集めることは容易ではなかった。 この厳しい時期に, この計画に温かいご支援を下

さった共催・協賛・後援諸団体,産業団体,企業,個人駕志者に心からお礼を申し上げる。

シンポジウム終了後にご寄附を下さったところもいくつかあり,  感謝にたえない。 V I I 章

に協賛金・寄附金とし -てご支援下さった法人・個人のリストを添付させていただいた。

3 .  収入支出の決算について

本シンポジウムの会計に関する, 組織委員会内に設けられた会計監査組織すなわち 3 名

の監査委員による監査報告書, ならびに決算書収支を次ページ以降に添付する。
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放射線教育に関する国際シンポジウム
収支決算書 作成日:1999年4月9日

(単位:円)

収支区分 自己負担金等 補助金/助成金等 寄附金等 合計 備考

(収入)

下記支出該当額1.自己負担金等

l'''ll訳
(参加登録料)148名

(自己負担金)

(懇親会費)

(宿泊・食事代)

(見学会費)

(雑収入)

4,712,937

1,320,000

800,000

207,900

2,334,155

40,500

10,382

1' 0

2 .  4,500,000

3 .  0

_ 4. 212,937

利用者165名

2.補助金・助成金等

(協賛団体補助金)

6,498,400 6,498,400 日本原子力研究所他計12団体

下記支出該当額

1 .  927,240

2 .  4,071,160

3. 0

4 .  l,500,000

3.寄附金等

内訳

(国際観光振興会交・ ,i金)

ト - - - 8,223,329

21団体、個人14名

下記支出該当・額は支出明細参照

6010.000

(その他) 2,213,,329 東京電力(株)、 日本原子力発電(株)、

三菱重工業(株)他12団体、個人17名

下記支出該当額

1・ 0

2. l,172,545

3 .  0

4 .  1,040,784

収入合計 4.712,937 6,498,400 8,223,329 19,434,666

(支出)

1, 会議準備費

2.会議連営費

2,927,240 _ 支出明細は別紙

同上

同上

同上

13,243,705

240,400

3,023,321

3 .  1募金経費

4 . ・事後処理費

支出合計 19,434,666



「放射線教育に関する国際シンポジウム」支出明細
作成年月日:1999年4月9日

費目 積算根拠 合計 内振興会
1 .  会議準備費
(1)人件費

事務アルバイト (交通費共) 1997年6月̃1998年11月 1,023,234
人件費小計

1)幹事国内旅費
2)国内旅費 97年度準備委員会交通費(延べ66名)
3)国内旅費 専門委員会交通費4回(延べ24名)
4)国内旅費 実行幹事会交通費(延べ151名)
5)国内旅費 組織委員会3回(延べ17名)
6 )国内旅費 実行委員会2回(延べ46名)

1,023,234

155,000
142,000
48,000
157,000
60,000
46,000

(2)旅費

旅費小計

1)印刷費 ファースト・サーキュラー(英文,和文),セカンド・サーキュラー
2 )消耗品費封筒,コヒ°一料金,事務用品、募金用配布資料
3)通信費 郵便切手代

国際電話・FAX・宅急便
4)会議費 ①97年度

②98年度組織・募金・実行委員会・実行幹事会9回
③ワークショツプ会合4回
④打合せ代11回

5)雑費 ①交通費
②銀行振込手数料他

608,000

117,528
275,914
424,779
53,636
101,249
174,880
23,000
75,793
40,770
8,457

(3)庁費

庁費小計 1,296,006

会議準備費合計 2,927,240

250,180

2,000,000

2. 会議運営費
(1 )人件費 会場アルバイト等

人件費小計

1)国内旅費 研修参加の学校教員旅費等参加者援助額(37率
2)外国旅費 海外からの招待者の旅費・滞在費
先進国5名(アメリカ、フランス、ハンガリー)
開発途上国14名(韓国、台湾、フイリピン、インドネシア他)

250,180

599,470

1,710,000
2:248:900

(2)旅費

旅費小計 4,558,370

( 3 )庁費 1 )借料 教室使用料等
2)印刷費 ァブストラクト・プログラム
3)消耗品費 バッグ・記念品代
4)通訳料等 同時通訳費用
5 )謝礼 招待講演・座長謝礼
6)会議費 レセプション費・バンケット費(100名分)

コーヒーブレーク代
国際委員会会議費

7)宿泊費・食事代(165名分)
8)見学会費
9)雑費 バス代

その他

631,050
294,000
405,833
1,977,959
441,400
1,028,900
110,250
78,750
2,915,930
68,200
378,000
104.883

庁費小計 8,435,155

会議連営贊合計 13,243,705 3,500,000
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3 .募金経費 JNT〇交付金管理費 240,400

募金経費合計 240,400 240,400

4.事後処理費
(1)人件費 事務アルバイト(交通費共)1998年12月̃1999年3月 656,605

人件費小計

国内旅費

656,605

25 ,000(2)旅費
旅費小計

1)印刷費 プロシーディングズ(400部)
和文報告書(800部)

2)消耗品費 複写費等
3)通信運搬費 郵便切手代 .

国際電話・FAX・宅急便等
4 )雑費 交通費

銀行振込手数料他
5 )その他 業務管理費(社)日本工学会

25,000

1,500,000
88,620
64,757
60,410
63,073
28,920
35,936
500,000

(3)庁費

庁費小計 2,341,716

事後処理費合計 3,023,321 269,600

総 計 19,434,666 6,010,000

監 査 報 告 書

放射n教育に関する国1基シ ンポジウム
組能委員会

委員長 l大見底治 般

1 9 0 9年 4月  日

「放射線教育に関する国1基シンポジウム」 監査担当組職委員

国

;li・どもは、 放射線教育に関する国1基シンポジウムに関する、 l097イl 1 5月 2 2日から 1 0 9 9
年4月9日までの収支決算書について監査を行いました.
その結果,  収支決算書の記載が, 上記期「ll lの収支の状況を適正に表示していることを認

めますので、 ここにご報告いたします,
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VI .組織委員会その他

1 .  組織委員会名簿

委員長 伏見康治

副委員長 飯利雄一

副委員長 更田豊治郎

委員

2 .

子

宏

郎

簿

道

吉

二

稔

明

透

彦

昭

治

夫

郎

洋

之

正

彦
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道
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嘉
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彦
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4能

田
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博

黒

田

藤

地

藤

保

杭

藤

田

野

木

島

田

ノ
J 1

本

沢

原

原
二
科

野

尾

田

n
I

川

池

石

石

江

加

菊

工

久

黒

後

嶋

下

鈴

高

武

田

立

辻

中

中

西

仁

簇

村

村

山

吉

願

*

*

*

問諮

委員長

委員

伏見康治

青木芳朗

安 成弘

今村 昌

岡田重文

金子熊夫

(所属等は会議開催時のもの、*会計監査担当)

元日本学術会議会長・大阪大学・名古屋大学名誉教授

(社)日本原子力産業会議参与・元信州大学教授

(財)環境科学技術研究所会長・元日本原子力研究所副理事長

( 社 )日本アイソトープ協会学術部

束京大学大学院工学系研究科教授

北海道大学名誉教授・北海道電力(株)顧問

文部省初等中等教育局視学官

茨城県立医療大学教授・高エネルキ' 一 物理学研究所名誉教授

自治医科大学R Iセンタ一管理主任

九州大学工学部教授

東京理科大学薬学部教授

芝浦」_業大学講師・成德学園講師
明治大学理工学部講師

前都立深沢高校校長

国立教育研究所科学教育研究センタ一長

束京大学大学院工学系研究科教授

(財)九州環境管理協会理事長・九州大学名誉教授

(財)体質研究所特別研究員

国立がんセン夕一客員研究員
(財) 日本分析セン夕一理事
(財) 若狭湾エネルギ一研究セン夕一主任研究員
束京大学大学院工学系研究科教授

束京都立大学理学研究科教授

京都大学名誉教授・(財)原子力安全技術センタ一参与

愛知淑徳大学現代社会学部教授・名古屋大学名誉教授

東京工業大学理工学部研究科教授・理学部長

日本原子力研究所国際原子力総合センタ一長

(財) 電力中央研究所原子力調査室調査役

駒沢大学教授・束京大学名誉教授

文部大臣政策担当秘書・元日本原子力研究所監事

(所属等は会議開催時のもの)

元日本学術会議会長・大阪大学名古屋大学名誉教授

原子力安全委員会委員・前束京大学教授

(財)医用原子力技術振興財団常務理事・束京大学名誉教授

理化学研究所名誉研究員

放射線審議会会長・東京大学名誉教授

東海大学教授・元外務省原子力課長
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熊取敏之

近藤宗平

斎藤信房

阪上正信

篠崎善治

柴田俊一

清水 栄

管原 努

村主 進

住田健=
田畑米穂

内藤奎爾

永井輝夫

原禮之助

松平寛通

三木良太

森 一久

3.募金委員会名簿

委員長 伏見康治

副委員長 更田豊治郎

委員

飯利雄一

池田正道

石川博道

石黒亮二

大野新一

久保寺昭子

坂本 俊

須田 了

高島良正

立川圓造

長岡俊雄

中沢正治

中原弘道

西原英晃

仁科浩二郎

長谷川圀彦

松浦辰男

山口彦之

(財) 放射線影響協会副会長・元放射線医学総合研究所所長

大阪大学名誉教授

前(財)日本分析セン夕一会長・東京大学名誉教授
金沢大学名誉教授

元東京都立アイソトープ総合研究所参事

近畿大学原子力研究所所長・京都大学名誉教授

(社)日本アイソトープ協会副会長・京都大学名誉教授

(財)体質研究会理事長・京都大学名誉教授

原子力システム研究懇話会

原子力安全委員・大阪大学名誉教授

前原子力委員会委員・束京大学名誉教授

前原子力安全委員会委員・名古屋大学名誉教授

(社)日本アイソトープ協会理事・群馬大学名誉教授

(株) セイ コ一電子工業顧間

(財)放射線影響協会理事長・前放射線医学総合研究所所長

近畿大学名誉教授

(社) 日本原子力産業会議副会長

(所属等は会議開催時のもの)

元日本学術会議会長・大阪大学・名古屋大学名誉教授

(財)環境科学技術研究所会長・元日本原子力研究所副理事長

(社)日本原子力産業会議参与 ・元信州大学教授

(社) 日本アイソトープ協会学術部

(社) 日本原子力学会事務局長

北海道大学名誉教授・北海道電力(株)顧問

束海大学総合科学技術研究所教授

東京理科大学薬学部教授

(社)日本原子力産業会議事務局長

(社)日本工学会事務局長

(財)九州環境管理協会理事長・九州大学名誉教授

(財) 日本分析セン夕一理事

電気事業連合会広報部長

束京大学大学院工学系研究科教授

束京都立大学理学研究科教授

京都大学名誉教授・(財)原子力安全技術センタ一参与
愛知淑徳大学現代社会学部教授・名古屋大学名誉教授

静岡大学名誉教授

立教大学名誉教授

駒沢大学教授・束京大学名誉教授
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4.実行委員会名薄

委員長 山口彦之

副委員長 大野新一

[プログラム]小委員長 大野新一

朝野武美

唐木 宏

富永 洋

野崎 正

播磨良子

広井 禎

広谷嘉章

村石幸正

[フ°ロシ ーテインク' ]小委員長 小高正敬
今井靖子

河村正一

竹田満州雄

橋本哲夫

松鶴秀夫

峰岸安津子
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駒沢大学教授・東京大学名誉教授

東海大学開発技術研究所教授

東海大学開発技術研究所教授 ・

大阪府立大学付属先端科学研究所講師

攻玉社高校教諭

(財)放射線計測協会

早稲田大学材料技術研究所講師

C R C総合研究所技術顧問

筑波大学付属高校教頭

(社) 日本原子力産業会議開発部次長

東京大附属中高校教諭

東京工業大原子炉工学研究所

放射線医学総合研究所主任研究官

元神奈川大学理学部教授

束邦大学理学部教授

新潟大学理学部教授

日本原子力研究所調査役

神奈川大学総合理学研究所客員研究員

放射線医学総合研究所特別研究員

束京大学原子力総合センタ一助教授
千葉大学薬学部教授

束北大学大学院理学研究科教授

秋田経済法科大学付属高校教諭

(財)原子力安全研究協会

都立日比谷高校教諭

近畿大学原子力研究所教授

日本工業新聞社経済部編集委員

(財)原子力文化振興財団理事・事務局次長

東海大学理学部助教授

東京学芸大学教育学部助教授

日本原研国際原子力総合技術センタ 一講師

(財)日本科学技術振興財団

セイ コー ・ イージーアンドジー(株)前取締役
都立昭和高校教諭

神奈川大学理学部教授

金沢大学理学部助教授

束大大学院農学生命科学科助教授

大妻女子大学社会情報学部教授

束京家政大学付属女子中高校教諭

静岡大学名誉教授

上智大学理工学部助教授

(社)日本工学会事務局長
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5 .  国際諮問委員会名簿

委員長

Dr. Mitio Inokuti(Argonne,U. S.A. )

委員

〔 ア メ リカ , アルコン 11l 国立研究所主任研究員〕

Prof. Jean -Pierre Adloff (Strasbourg,France) 〔フランス , ルイ ・ハ ストゥ ール大学名誉教授〕
Dr.Ahmad Sibri Bin  Haji Hashim(Malaysia) 〔マレーシア, 原子力研究所〕

Dr. RogerAlsop(Sydney,Australia) 〔オース ト ラ リ ア , オ ーストラリア核科学学会役員〕

Dr. Corazon C. Bernido(Quezon City,Philippine) 〔フ ィリピン,核科学研究所部長〕

Prof. V. G. Dedgaonkar(PoonaUniv. , Ind ia )  〔 インド ,  プーナ大学教授〕

Dr. AzharDja1loeis(Butan,Indonesia) 〔インドネシア,原子力庁次官〕

Dr. L . E . Feinendegen(U.S.A.) 〔 ア メ リカ , ブルックへヴン国立研究所〕
Dr. Toyojiro Fuketa(Japan) 〔日本, (財)環境科学技術研究所会長〕

Dr.Wies1ow Goracko(Poznan,Poland) 〔ポーランド ,  ポズナン大学〕

Dr.Hasibullah(Pakistan) 〔パキス夕ン , 原子力委員会国際兼訓練部長〕

Prof.Peter E.Hodgson(0xford Univ. ,U .K . )  〔イギリス , オクスフォー ド大学教授〕

Prof.Chin Wang Huang(Taipei,Taiwan) 〔台湾, 中原大学教授〕

Prof. B. Kearfott(U.S.A.) 〔アメ リカ , ミシガン大学教授〕

Dr.Kriengsak Badrakom(Thailand) 〔タイ,  原子力平和利用局事務局長〕

Dr. Lee Byong -Whi(Taejon,Korea) 〔韓国,太平洋原子力学会会長〕

Dr. SueoMachi(IAEA,Austria) 〔オーストリア,国際原子力機関事務局次長〕

Prof. George Marx(Eotvos Univl . ,Hungary) 〔ハンガリー, エー ト ヴェス大学教授〕
Dr. Matteo Merzagora(Milano,Italy) 〔 イ タ リー, ミ ラ ノ 大 学 〕

Prof.Kojiro Nishina(Japan)  〔日本, 愛知淑徳大学教授〕

Dr. Herwig G.Paretzke(Neuherburg,Germany) 〔ドイツ,放射線防護研究所所長〕

Dr. PhatTran Hun (Vietnam) 〔ベトナム, 原子力研究所〕

Dr.SunZuxun(Bei j ing, China) 〔中国,北京原子力研究所長〕

Dr. Md. Sana Ullah(Bangladesh) 〔バングラデシュ , 原子力研究所長〕

Prof. Turan Unak (Tlurkey) 〔トルコ , エーゲ大学教授〕

6 .

事務局

事務局長

事務局所在地

松浦辰男 (立教大学名誉教授)

〒105-0003 東京都港区西新橋1-17-2三和第一ビル5F
放射線教育フォーラム

TELm a: 03-3591-5366
E -Mail: mt01 -re地kt.rim.or.jp
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海外からの参加者

1 Prof. Jean-Pierre Ad1off (フランス、ストラスブール大学名誉教授)

2 Dr.ManoonAramrattana (タイ、原子力平和利用省、事務局次長)
3 Engr.Mr.Delawar Bakht (バングラデシュ、Titas&Gas Co. 支配人)

4 Dr.Corazon C.Bemido (フイリピン、核科学研究所部長)

5 Dr.Bum-Jing Chung (韓国、科学技術省原子力開発部)

6 Dr.V.G.Dedgaonkar (インド、プーナ大学教授)

7 Dr.Azhar ]:1ljaloeis (インドネシア、原子力庁次官)
8 Dr.Wieslaw Goraczko (ポーランド、ポズナン大学)

9 Mr.Er ic  Hulber (ハンガリー、77Electronica,Ltd.)

10 Prof.Chin Wan Huang (台湾、中原大学化学系教授)

11 Dr.Mitio Inokuti (アメリカ、アルゴンヌ国立研究所主任研究員)

12 Prof.PaulK.Kuroda (アメリカ、アーカンソー大学名誉特任教授)

13 Prof.George Marx (ハンガリー、エートべス大学教授)

14 Dr.Matteo Merzagora (イタリー、ミラノ大学)

15 Dr.Muhammad Ayub Mir (パキスタン、原子力委員会人材養成部)

16 Dr.Esther Toth(ハンガリー、ラウデル高校)

17 Dr.Md.Sana  U11ah (ハ'ングラテ'シュ、原子力研究所長)

18 Prof.Turan Unak (トルコ、エーゲ大学教授)

19 Ms.Warapon Wanitsuksombut (タイ、原子力平和利用省、放射線物理部)

20 Dr. Jun Wu(中国、西安医科大学)

21 Ad1off 教授夫人

22 Kuroda教授夫人

23 Mr.Tomas Schoesse(ドイツ、東工大院生)

(以下は論文のみの参加者)

1 Dr.RogerAlsop(オーストラリァ、核科学学会役員)

2 Prof.PeterE.Hodgson(イギリス、オクスフオード大学教授)
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Ix 伏見康治組織委員長開会換拶

皆さんお早うございます。 組織委員会委員長として、 一言皆様を歓迎するご挨拶を申し

上げます。

言うまでもないことですが、  今日の文明社会は、 科学技術の進歩に大きく支えられてい

ます。 科学技術の今後のさらなる発展を否定することはできません。 しかし 、 それが歓迎

すべきかどうかについては意見の分かれるところであり、 科学技術の悪い面を強調する論

調が最近增えています。

科学技術の更なる発展を促進すべきかあるいは停止すべきか、 それは問題です。 この問

題はすべて人間の力にかかっています。 それは教育の力です。

科学者の義務は科学における真理を追求し、 斬新な着想を生み出すことです。 しかし同

時に社会的な問題にはしっかりとした倫理観をもって行動し 、 一般社会の人を教育しなけ

ればなりません。

放射線と放射能の安全性に関しては、 一般社会人と科学者との間に考え方に隔たりがあ

るように思われます。

さて、  いまや科学者がアカデミックな象:;牙の塔から足を踏み出して、 一般大衆とともに

考え、 これらの人々と話し、 もし彼らが事実を知らないが故に苦痛や損害に悩んでいるの

を見れば、 彼らに真実を知らしめて悩みから開放してやるべく努力すべき時であるように

思われます。 これも科学的知識の社会への貢献であります。
また、 原子爆弾への利用のように、 科学的知識を悪用する人々がいたとき、 われわれは
沈黙していてはなりません。 原子爆弾は科学を悪用する実例であり、 このようなことは決

して二度と起こしてはなりません。

もちろん、 一方において原子力を今日と将来の人類のために平和的に利用することは、

これは進めてよいことであります。

このシンポジウムの参加者は、 科学、 とりわけ放射能に関する教育に関心のある方々で

あります。  社会には、 「放射能」 という言葉を耳にすることさえ嫌うような人々がいるわ

けですが、 このような人達をどのように教育すればよいかについて皆さんに議論していた

だきたいと希望します。

人々の放射能に対する態度というものについては、 私は1878年から1935年まで生存し

た有名な日本の物理学者故寺田寅彦先生の興味のある言葉を引用したいと思います。 それ

は、 「ものを怖がり過ぎたり、 怖がらな過ぎたりすることは易しいが、 正当に怖がること

はなかなか難しい」 ということです。  私は幸いにも大学生であった時代に寺田先生の講義

を聞くことができるという幸運に恵まれましたが、 寺田先生のこの言葉は、 放射線・放射

131



能に関して、またリスクに関連のある科学的現象を理解し教育するのにたいへん重要な意
味を持つています。

現在、 放射線と放射能に関する正確な知識は将来この分野の専門家になろうとする学生

だけに教えられているようです。 しかし私は、 社会のすべての人々がこの分野の正しい基

本的知識を持つているべきであると思います。

今日、 日本のような先進国では、 物質的文明が行き着くところまで達して、 昔は夢であ

ったことが日常いたるところで可能な現実となりました。 これを可能にしているのは、 す

べての人々が日常生活において電気や電子的製品をどのように使用するかという正しい知

識をもっているからです。 これは教育の偉大なる結果です。

このように、  われわれはある意味では教育が行き届いていますが、 あらゆる面で正しく

教育がされているかどうかについては問題があります。われわれは子供たちに、 3つのR、

すなわち「読み・書き・算数」を学ばせることに加えて、 正義感を育成するよう、教育せ

ねばなりません。また、いろいろな知識を身につけ、種々の現象をいかに理解するかを学

ぶことによって、 科学的なものの見方を身につけるよう、 教育が行なわれねばなりません。

教育の役割は、 ますます重要となりまた複雑なものとなっています。 それは、 人々の生

活が進歩し、 行動範囲が広がり、 込み入つたものになっているからです。 世界人口の増加

とともに、われわれの環境が悪化しています。来世紀の半ばには、世界人口は100億人に

達し、 自然環境の破壊がますます進むことになるでしょう。

人類の生存のためには、さらなる土地の開発は必要かもしれません。しかし、「エント

ロピ一増大の法則」 は真理であるとしても、 われわれは何としてでも自然環境をこれ以上
悪化させないようにせねばなりません。 そしてわれわれの後の世代のために、 この美しい

地球の荒廃がこれ以上進まないように、 最大の努力を試みねばなりません。

人々の生活をより良いものにし 、 われわれの生活の質の真の向上にむけて、 子供たちや

人々に、 正しい科学的知識に基づいた英知を教えることを訴えようではありませんか。 こ

の地球全体に英知の花を開かそうではありませんか。

英知というものがなかったら、 われわれの知識も、 想像力も、着想も、 善意も、 希望も、

夢も、  すべて何の役にも立たなくなります。

すべての人々のもっている潜在的な力を最大限に発揮させるためには、 われわれの個々

の努力のベクトルを目的とする同じ方向に集めることが必要です。 ここでも、  教育の力に

頼らねばなりません。

幸いなことに、  ここに文部大臣として政府・議会で活躍されておられる有馬先生がおら

れます。 われわれの力を集めて有馬先生を応援し、 日本の教育システム改善のためにご協

力申し上げょぅではありませんか。

われわれは新しい教育システムを確立するためにここに集まりました。 この活動は人間

の英知と勇気を必要とします。 私はこのシンポジウムの輝かしい成功を期待しています。

どうも有り難うございました。

132



2 .  プロシーディングス、 シンポジウムの評価、 フォローアップ計画など

( 1 )  プロシーディングスについて

I S R E  ' 9 8 のプロシーディングスは、 1 9 9 9年 9月に、  日本原子力研究所のご支援

に よ り  ( JAERI -Conf99 -0 1 1 として )刊行された。次ページにその表紙を示す。

( 2 )  国際シンポジウムの印象・記録・評価

別紙にシンポジウム参加者の感想、 シンポジウムの印象について記す。 シンポジウムの

裏方のなれないところがあって、 細かいところでは不手際があったが、 総じて成功裡に終

わったとの評価が得られたことは喜ばしいことではなかったかと思う。

このシンポジウムの報告が以下の種々の学会誌などに掲載されている。

①放射線教育フォーラム : ニュースレター , No .12 , 1999年3月号

②松浦辰男:原子力システムニュース , v o 1. 9 , N o . 4 , 3 5-42 , 1 999年3月号
③中西 率:Isotope News , 1000年4月号,28 -29
④渡利一夫:放射線科学,Vol. 42 ,No. 3,113 -116(1999)
⑤宮沢弘二: エネルギ一環境ジャーナル, Vol .9 ,No.4 ,2-3 , 1 9 9 9年3月号
⑥松浦辰男:医療放射線防護NEWSLETTER,No. 25 ,57-60,1999
⑦松浦辰男:京大原子炉平成10年度「原子力・放射線に係る社会の合意形成」専門研

究会報告書, KURRI -KR-37(1999)
⑧松浦辰男:放射線化学, No.68,40-43(1999)

( 3 )  フォローアップ計画

この国際シンポジウムの開催中に、 国際諮間委員会が開催され、 次回の開催をどぅする

か、 などの話し合いが持たれた。 参加者の多くは、 次回の開催を期待しているようであり、

フォーラムとしては、 第2回をできればァジアのどこかの国で、 もし不可能ならば再び日

本で開催できるよう、  2000年3月の時点ではこれからその具体化について各方面と接触を

開始しようとしているところである。
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参加者の感想・ 印象など

大成功の分析 宮海弘二 (東京家政大学附属女子中高)

国内で行われた国際シンポジウムで、 小学校の先生から塾の先生、 大学の先生、 研究所、 メーカーなどいろい

ろな方面の人達が参加して開催されたのは、 珍しいことではないでしょうか。 しかもあらゆる階層の人達から発

表があり、  実りのある内容豊富なものであり、 大成功であった。 これは次の諸要因によるのではないでしょうか。

1. フ オ ーラムの数年に及ぶ努力の積み重ねがあり、 ポランティア活動によって運営・実施された。

2. 放射線教育が、 国際世界の理数科教育の中である意味で危機的な状況にあり、 21世紀に向けて国際的な取り

組みをしていく必要に迫られている。

3. シンポジウムが各階層に開かれたものであり、 民主的で誰もが参加できる雰囲気が醸成されていた。

4 . 常にあらゆる分野の人々に理解できるような形で発表が行われ、 身近なものとして受け止めることが出来た。

5. 外国から参加した発表者の実情から推察すると、 今後の科学教育の中で放射線教育は必須のものであり、 中

等教育から実践する意向がうかがわれた。

このような成功をバネにして、 放射線教育の重要性をあらゆる機会に普及させる必要がある。 放射線教育が自

然科学教育の骨格となることを認識し、 持続させていくことがフオーラムの発展につながると確信する。

シンポジウム印象記 笹川 遭了 (環境科学技術研)

私は青森県六ケ所村に設立された研究所に設立間もない時から勤務している。 現在、 六ケ所村にはわが国初の

商業ベースの核燃料製造施設、再処理施設、埋設・貯蔵施設があり、あるいは建設中である。私の日常生活はこ

の環境と密接に関係している。 しかし、 教育については、 つい最近まで自身が受けた学校教育以外ほとんど無関

心だったし、 関心の持ちようもなかった。 まして 「放射線教育」 など言わずして明らかである。 そのような私の

背景とも関係し、 3件ほど印象を記述したい。

第一に、 教育の一般的方法論との関わり、 自身が受けてきた特に義務教育を振り返つてみると、 ラセン階段を

上るように極めてやさしい事柄から出発し、 徐々に間口を広げ奥行きを深めながら繰り返し学んできたことに気

づく。  放射線教育も、 少なくとも小学校1年生から中学校3年生まで繰り返し行う必要がある。 そのための工夫

が要求されるだろう。  知識はこの繰り返しによって身につき、 そしてその成果が発揮されるのである。 ついでに、

学校教育は生涯教育の一部だと私は考える。

次に、 各国との比較。 日本の放射線教育が一番遅れている、 というよりも何もなされていないと感じた。  わが
国で憂えられている教育現場の崩壊は、 児童生徒が悪いのではない。 教師についても、 例えば、 大学を卒業した

ての若者に児童生徒への知識の教授は期待できても、 それ以上を望むのは酷である。 教師も犠牲者だろう。 シス
テムに欠陥があるといわざるを得ない。 解決策には、 大学卒業と数年の社会経験を教員採用試験の受験資格にす

ることなどが考えられよう 。  社会経験は、 経済至上主義の社会を支える根本の一つにエネルギーがあるこ と 、  そ
れがどのように供給されているかを自然に教える。 その結果、 放射線教育とは何かがよく理解されることになる。

そのような大人から教育を受けた子どもが大人になったとき、 成果は発揮されるだろう。

そして最後に、 シンポジウムの運営。「清貧」という言葉があるが、久しぶりにそれに近いもの、毒されてい

ないものに触れたという感じがあった。 世話にあたる先生方がボランティアで、 随所にその姿が見えたことがそ

の理由かも知れない。 会場や日程などを考慮すると、 参加費は随分安価だと思われた。 隔離された居心地のよい

場所で、 余計なことにとらわれず、 真剣に考える時間が与えられた。 第一線を退かれたとはいえ、 功なり名をと
げた超一流の先生方の意図されるところが若輩にも理解できた。 できれば、 現場の教師がもっと参加しやすい時
期を検討して欲しい。 このようなス夕イルのシンポジウムを不定期的に開催して欲しい。 不定期的は定期的より

も新鮮で意欲的な議論が期待できる。 その時、 私は一人のポランティアとして微力を尽くしたい。

参加しての感想 森島浩一 (広島市立宇品中, 鳴門教育大大学院)
私は現職の理科教師であるが、 現在は大学院で研修している。そして、 原子力や放射能・放射線をどのように

扱うと良いか興味を持ち、 現在の中学生から大学生がどのような意識・知識・イメージかを調ぺている。

この数年、 原子力に対する感情的な反発が強くなったように感じる。 そして、 原子力を危険性と有効性の両面

から考え、 その上で今後どぅするかといった議論をする雰囲気がなくなったようにも思つている。 将来のエネル

ギ一問題を考える上で、 原子力は決して無視できないエネルギ一資源であり、 それは中高生も大学生もある程度
認識している。 しかし彼らの原子力や放射能・放射線に対しての知識は乏しく、 感覚的に危険とか恐いというイ

メージが強い。 これでは将来、 エネルギ一間題を国民全体で考えて決めるには不充分だと感じた。
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では、 他にも同じような意識を持つて研究している人がいないものか、 具体的な実践例がないものか、 さ ら に

は諸外国の事情はどのようなものかと疑間が広がった中で見つけたのが、 このシンポジウムである。 語学に自信

のない私には少々不安があったが、 私の欲しいと思つていた情報が全て詰まっており、 参加することにした。 参

加して実に多くの収穫があった。 それは次のようにまとめられる。

1 )同じ意識を持つている人たちと交流ができた。2 )放射線教育に関する情報が集積されていた,  3 )国際的な

視点での討議がされた,4)高度なレぺルでの検討がされた . 5 )多くの実践報告がされ、さらに交流が深まった。
放射線教育に対して、 日本だけでなく世界各国の、 実にいろいろな立場の人たちが一同に会し、 情報交換と交

流が持てたことは、 誠に素晴らしいことである。 また、 私と同じようなことを思い考えている人たちとたくさん

出会え、 さらに研究を進める意欲もわいてきた。講演やポスターセッションで発表された方だけでなく、隣にい

た人たちとも意見交換ができる雰囲気もあり、 有意義なシンポジウムであった。

国際シンポジウムというものは初めてであったが、 同じ目的と意識があれば、 初めて会つた方とでも、 また言

葉の壁があっても通じるものがあるのだとも実感できた.
最後になるが、 事務局の方々の忙しさは大変なものであったと予想される。 このような有意義なシンポジウム

が実施されたことを思うと、  事務局の方々に感謝せずにはいられない。

国際的な研究と教育の現状にふれて 中野克義(土ll皮市教青委員会)・丸山 晴男 (八幡町立西和良中)
私たちは土岐市プラズマ研究会のメンバーである。 文部省核融合科学研究所と共同研究をしており、 1 9 8 0年

名古屋大学プラズマ研究所時代からもう20年近くになる。今回のシンポジウムは「一教育に関する一」 と い っ
たテーマであったので、 「土岐市プラズマ研究会」 の代表として参加させていただいた。

私たちは 「放射線」 に関することがつかめないまま今日まで来てしまった。 放射線のことはなかなか専門的で

分からず、 教育の現場では共同研究の活動が生かせないでいた。 発表参加の機会をいただき、 環境教育の一環と

して 「放射線教育」 のささやかな実践や学習をして、 共同研究に関することを見つめ直したり、 まとめたりする

ことができた。学校の現場でも、 それなりに「放射線教育」が実施できること、  その重要性に触れることができ

た。 国際的に有名な研究者の方々が多勢集まり、 内容的には少し難しいところがあったが、 大変勉強になった。

また、 国際シンポジウムなので、 海外の状況や実態、 方向性などの最先端の部分に触れることができ大変良い

機会となった。 これからの教育や実生活で生かしていきたい。 以下に、 感想をまとめて述べたい。

1. 小・中校などの義務教育の場でも「環境教育」の一環として「放射線教育」が重要であり、実施できること。

2. 各学校現場での実践発表に触れ、 具体的な実践事例がつかめたこと。

3.土岐市ではポスターセッションで発表したが、 たくさんの参加者に見ていただいたこと。

4 . 「放射線教育」 を学校現場にも取り入れていける糸口が見つかったこと。

5. 国際シンポジウムの形態や英語を中心とした発表の重要性とその方法に触れることができたこと。

6.諸外国での教育、 研究の実態に直接触れ、 交流ができたこと。

7. 日本の各研究機関と教育現場の距離が縮まり、 実践内容などが交流できたこと。

8. 「はかるくん」 など身近な測定方法や関係資料、 情報が入手できたこと。

9. 「放射線」 が身近なものとして正しく理解され、 地球・人類にとって様々な分野に有益なものとして利用

されており、  今後も利用していく方向を研究実践していくこと。

10. パネル討論、ワークショップ、ポスターセッションなど教育現場にも活用できる発表形態に触れ、実際に

参加できたこと。

11. すばらしい環境、湘南国際村の施設を利用できたこと。

12.放射能とか被曝といった言葉は、 まだまだ多くの大人にとっては危険きわまりない、 理解を求めることが

難しいものである。 しかし、 学校教育において小中学生に正しく理解させる学習内容を整理すること。

現在様々な分野で利用されている放射線について理解を図ること、 線量の多少によっては人体に危険であ

ることは確かであるが、 低線量では間題がなく、 様々な文明の発達に寄与してきたこと、 自然界には放射

線が存在すること等を理解させていく必要があると感じた。

貴重な発表参加の機会と人的交流の場、 新しい刺激を与えて下さった関係の皆様に深く感謝する。

得難い経験 古川路明 (四日市大環境情報学部)

今回のシンポジウムに参加する前はためらいがあった。 原子力開発に批判的な意見を述べている私には不似合

いな場と考えていたからである。 しかし、 結果としては貴重な経験をする機会が与えられたことを大変喜んでい

るのが現状である。 国内国外からの多くの参加者による熱心な議論を聞き、 有馬朗人文相、 伏見康治先生の示唆
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に富む講義をうかがった。 黒田和夫教授を初めとする旧知の先生方にもお会いすることもできた。 松浦先生を中

心とする世話人の方々の献身的な努力には厚い感謝の意を表したい。

会議の議論の中で、 一つ気にかかったことを書いておきたい。 「放射線はどこにでもあるから、 それほど気に

しなくてよい。」 という意見がしばしば述べられているし、 会場でも何度か耳にしたようである。 しかし、 放射

能の問題を考えるときには、 量の問題を抜いては議論が進められないと思う。

「人の体内にも放射能がある。」 とよ くいわれるが、  体内にある放射能は一万ぺクレル以下であり、 全人類に

ついても百兆べクレル(1X10'4 べクレル)に及ばない。一方で、運転中の出力百万キロワットの発電炉の中に存在す
る放射能はそ 500万倍(5X102oぺクレル) に達し、 α線を放出するために毒性が高いと考えられるプルトニウム

(239Pu十24oPu)の量はその30倍(3X10'5べクレル) に相当する。
パネル討論の中で、海水中のカリウムの放射能の量が話題になった。それが発電炉内の放射能の約40倍(2 x 1022
ぺクレル)になるのは確かであるが、海水の体積が14億立方キロf ー トル(1.4X10'8m3 ) と非常に大きいことを考え
れば、 発電炉内の放射能が少ないという議論にはつながらないと思う。

「発電炉運転が現代生活を支えるのに不可欠である。」 とする議論は、 私の意見とは異なるが、 一応は理にか

なっているであろう。  しかし、 その場合でも 「原発内の放射能は非常に危険な量に達するが、 それは管理できる

し 、 管理していく方針である。」 といわねばならないのではないだろう。

シンポジウムの印象 荒谷 美智 (環境科学技術研)

まず感じたことは、 昭和 40年代に放射化学討論会でご活躍の先生方が大勢参加され、 大変なつかしいという

印象であった。 受付の前に並んだその時からタイムトンネルをくく'って昔に戻つたような気がした。 当時は湯川

博士の本邦初のノーベル賞受賞や原子力平和利用のゴーサインで、 核物理も原子力も時代の脚光を浴びていたに

もかかわらず、 放射化学については、 学会はっくらず討論会という緩やかな結合でやるという方針にさわやかさ
が感じられた。

時は流れ、 今や状況は変わった。 あの頃、 若々しく活動しておられた先生方のお顔またお顔。そして、今ここ

で、 教育者や市民とともに、 放射線教育国際会議という形で新たに集えるのかと感銘を受けた。 放射化学関連の

学会をつくらねばならないという機運も一方で盛り上がっている。 これら二つの流れはおそらく源流では繋がっ

ている。  心強いことである。

会議が進行するにつれて、 日本の状態はかなり悪い、最悪なのではないか、と思われてきた。日本人のいわゆ

る核アレルギーが病膏育に入る状態が、 国際比較で容赦なくあらわに見えた。 もう一つは科学リテラシーのあり

方について。 科学や技術そのものにとどまっていては不充分で、 政策に対し適切な態度がとれて、 代案が出せる。

つまり政策立案能力形成に資するものでなければならない、 とい う こ とである 。  いずれも大変な課題である。 そ

れにしても、 多くの新聞で詩檀、 歌壇、 柳檀、 俳壇に多くの誌面を費やしているのに論壇の紙面は微々たるもの。

ス ノウの 「二つの文化と科学革命」 どころではない。それ以前の問題で、 これでは識字率は高くても、 科学リテ

ラシーからは程遠い現状である。 教育者だけでなく、 報道人にも呼びかける必要を強く感じた。

参加して思うこと  中尾祐次 (長野県伊那北高)

参加された外国の方々の、 それぞれの国での放射線教育の実情をお聞きしているうちに、 日本の高校での実情

に思いが強くなってきて仕方がなかった。それは、 高校では教科書の中身を、 どのようにして理解させるか 、 と

いう大命題があって、 そのことへの研究、 努力が大変なものであること。 当然、 生徒諸君の実情に応じて 、 何を
何処まで、 ということも考えてはいるのだが、  教科書の最後の放射線のことを扱つている人は非常に少ないよう

な気がする。 自分の学校で関係する中では原子爆弾→原子力発電→放射線=危険=悪といった図式が出来ている

かの様である。従つて、科学技術庁、放射線計測協会の“はかるくん”の無料貸出制度も、 日本原子力文化振興

財団の放射線実験セミナー も、  見向きもしない人が多い。 少し関心のある人は、 国連科学委員会の勧告、 “出来

うる限り放射線に一一” を持ち出して放射線は扱うべきではない、 と忠告してくれる。  それに対して、 私費で購
入したγ線のサーべイメ一夕を使い、 自然界での放射線を計測して見せている。 これが一番理解してくれる率が

多い。また、  自分が住んでいる場所が、 日本最長の断層線、中央構造線の近くなので、その断層線上で地下から

出 て く る R n一α線の計測をしている。 その資料を持ち出して、 事実がこうだということを示すと、  更に理解が

進んでくれる様である。  その上で、 放射線がいろいろの分野で利用され、 役立つていることを示すことにしてい

る 。 ま た 、最近 、  日本アイソトープ協会で製作されたキュリ一夫妻のラジウム発見100周年記念の〇HP、' ピ
デオ教材も利用させて戴いている。 そして、 ちょっと調子に乗つて、 放射線ホルミシスにまで触れることにして

いる次第である。 歩む道は大変であることを痛感している。
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シンポジウムのお世話をして 堀内 公子 (大妻女子大社会情報学部)

峯岸安津子(神奈川大総合理学研)

参加されました皆様の熱意によって、 世界最初の「放射線教育に関する国際シンポジウム」が無事成功裡に終了し、

実行委員として開催をお手伝いできたことを大変嬉しく思います。会議連営の点で、言い訳になりますが、連営に

当たった委員全員がお忙しい方で、 打合せと準備不足で、 参加者の皆様にいろいろご迷惑をお掛け致しました。

会議で掘り起こされ、明らかにされたことはいずれも重い課題ばかりであり、改めて放射線教育の必要性が急務

であることが再認識されました。 これを機会に、 参加されました皆様を介してその周辺にこの認識が少しでも広が

って行くことを願つています。

国際需間委員会 小高正敬(東工大原子炉工研)

12月12夕、国際諮問委員会が井口道生委員長(アメリカ)および各国を代表する委員、それ

に事務局を加えた19名が出席して開かれた。

はじめに本シンポジウムの意義・内容・開催方法などにっいて活発な意見交換が行われた。つ

いで、国際常任委員会(もしくは国際評議員会)にっいて討議し、今回出席者の無かったイギリ

ス、 ドイッ、 ロシアなどの国も含めて設置して、今後の国際シンポジウムの計画立案、ならびに
各国の放射線教育活動の連携などに対処するという方向で意見がまとめられた。
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第 6章 放射線教育のための資料

(放射線教育フォーラム

ニュースレター ・「放射線教育」

誌からその他)

」一 一 1  . - - - - - --- -



1 .  二ユースレタ一記事の 「エネルギ一問題を考える」 の採録について

放射線教育フォーラムは、放射線教育に関連した記事をニュースレターに適
時掲載してきた。 フォーラム6年間の活動を理解していただくには、 これらの

記事をみてもらうのが最善の方法と考える。 特集 「エネルギ一問題を考える」
は、 工ネルギーの安定供給が人類の繁栄のためは不可欠のものであり 、 またエ
ネルギ一源として原子力発電が重要な役割を占めている現状にかんがみ、 放射

線教育に関連するものとして、199 7年3月発行のVo1. 6 よ り 1 9 9 8 年 1 1 月

発行のV o l. 1 1まで6回の連載をした。 これは会員にエネルギ一問題を考えて
もらいたいとの考えから、 今村 昌および村主 進が分担して執筆したものであ

る 。  問題を考えるためには、 断片的に各編を理解するよりも全体を通じて理解

する必要があり、 常々一冊に纏めたいと考えていたが、 今回の機に纏めたもの

である。

2 . 放射線・放射能セミナー

放射線・  放射能は、 すぐに一般市民の方々が理解できることを超える何かが
あ る よ う であ り 、  このため、 これらについて一般市民に格段の努力をもってわ
かりやすく説明をすることは、  いわゆる放射線・放射能の専門家として第一と
もいえる義務であろう。放射線教育フオーラムでは、明日の市民を育てる中学・

高校の先生を対象としてニュースレターに放射線・放射能の本質とその利用な
どについての解説を連載してきた。 第 6 .  2節は、 これらをまとめて転載し 、

総合的理解がより容易になるようにしたものである。

3 . 放射線防護と低レベル放射線影響

放射線 ・ 放射能が一般市民になじまない理由の一つに、 放射線による影響 ( と
くに生体への影響) についての市民の不安がある。 放射線教育フォーラムでは、
本課題につぃても重要と考え、 勉強会のテーマとなっている。  放射線防護の観
点からのものが多いが、 その講演の要約などがニュースレ夕一の解説記事とし
て度々掲載されてきた。 この課題も市民の関心の高いものであるので、 放射線

教育フォーラムの活動の紹介の一部として重要と考え、 ここにニュースレ夕一
や 「放射線教育」 誌から転載したもの、 それに今回特に寄稿していただいた興

味のある話題についてまとめた。



特集

エネルギ一問題を考える ( I )
[ニュースレタ ー N o . 6 , 1 9 9 7 . 3 ]

人類が繁栄をっづけるためには、 エネルギーの安定な
供給が不可欠です。現在、エネルギ一源としては原子力
が重要な役割を占めており、 この原子力発電は放射線・

放射能教育と無縁ではありえません。 そこでニュースレ

ターでは、これから数回にわたって、エネルギー・環境

問題を考えることにします。 予定では、 つぎの項目など
にっいてできるだけ正確なデータを基にした義論を展開

します。 会員諸氏からの意見も随時掲載して、 「紙上討
論」 ができればと思いますので、 投稿をお待ちします。

(1) 日本のェネルギー事情
(2) 世界のェネルギー事情

(3) 省エネルギーと新エネルギー

(4) ェネルギ一消費と地球環境
(5) ェネルギー消費と人間の寿命

工ネルギ一間題を考えるに当たって
今村 昌

生物は、 地球上に出現して以来、 自然の放射線・放射

性物質と共存して進化してきました。 放射線、 放射能が

科学的に明らかになると、 人間はこれらを人工的にっく
り、 健康や生活の向上と密接に関連する分野で役立たせ

てきました。この過程で、さらに核分裂の現象が発見さ

れ、 ここで人類は原子力という新しいェネルギー源を手
に入れました。

不幸なことに、 人類はこの新しいェネルギ一源を平和
的な日的に使う前に、 原子操那という恐るべき武器に利

用してしまったため、 原子力の平和的利用にっいても、
つねに原操のイメージがっきまといます。 とくに原操の

被害を受けた日本では、 原子力の平和的利用に対する拒

否反応の大きいのは当然でしょう。

しかし、 現在日本では50基の発電用原子炉が運転され、
100万KW発電所41基分の電力を供給しており、 需要電力の

30%がこれでまかなわれています。これは、自前のェネ

ルギ一源をほとんどもっていないため、 100%に近い量の
石油を輪入している日本の脆弱なェネルギー基盤を考え
れば、 ほかに代わりうるェネルギー源をみっけることが
できない限り、 止むを得ない選択と言わざるを得ません。

原子力発電によって石油への依存度は次第に低くなり、

1995年度の一次エネルギーの石油依存度は過去最低にな

つていますが、 それでもまだ55.8%という高率です。 (資
源エネルギ一庁速報)
日本人の原子力発電に対する拒否的な心情は理解でき

るとしても、  これから年々増大する一方のェネルギー需

要にどう対処すればよいのでしょうか。 事実、 l995年度

のェネルギ一消費量は前年度に比べて3.2%(うち家庭部
門は6.5% )増加しています(同上速報)。 また、 地球上で

は1950年25億、1970年37信、1996年58信と、人口は爆発

的に増加しています。 と- くにアジア諸国をはじめとする
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開発途上国のェネルギー(石油 ・ 石炭)消費量が急速に増
加することは火を見るより明らかです。 たとえば、 1993

年とl980年の一次エネルギ一消黄量を比較すると、 日本
の約1.4倍の増加に対して、 中国では約2倍になっていま

す。埋蔵量に当然限界のある石油や石炭に頼ることをこ

れからも続けてよいのでしょうか。 日本では、 120日分の

石油備書があるといっても、 需要の増加による価格の高

購や中東の紛争などで、 いっまた石油危機が起こらない

とも限りません。 一時減少した日本の石油の中東依存度

は、 1995年度には1973年の石油危機のときの水準と同じ

78%に再び増加しています。 年配の人達が 「生きている

うちは何とかなるさ」と無責任なことを言つている場合

ではないような気がします。

無買任なことをいわないまでも、 エネルギーの消費を
減らし、 新エネルギー源を開発すれば石油の消費は減り、

原子力も要らなくなるとぃう楽a的なことを言う人もい
ます。 しかし、 エネルギー消費量が現在の約1/2に過ぎな
かった20̃30年も前のような生活に簡単に戻ることがで
きるとは考えられません。 また、新エネルギーとして挙
げられる太陽光、地熱、風力、ごみ焼却熱などは、現在

開発は進んでいますが、 その量はェネルギ一全消費量の
1%にも達していません。 これらの新エネルギーは果たし

て石油や原子力に代わりうるのでしょうか。

現実的で定量的な議論をしないで、また、近代の科学
技術にっきもののben e f i t と r i s kのバランスを考えない

で、 何が何でも原子力を拒否するのは非論理的です。 冷
静な議論の結果、原子力が選択肢の一つということにな
れば、 これと安全に共存していくためにはどうすればよ

いかを考えるのが論理的な道筋です。

エネルギーの消費の急増はまた、 地球環境にも大きな

影響を及ぼします。二酸化炭素の増加、酸性雨、森林の

減少、 それに伴う野生生物種の絶減など、 これが人類に

対してどんな影響を与えるかも考えなければなりません。

恐電絶滅に到つたような、想像を絶する長い歳月が、現
在極めて短い時間スケールで進行しているように思うの

は、あまりにも悲観的なことでしょうか。

「放射線教育フォーラム」 は原子力推進を目的として

はいません。 原子力は悪だ、 放射線はどんなに少量でも

危険だなどという先入組による教育を是正し、 原子力や

放射線の本質を正しく理解してもらうことが目的です。

原子力発電には、政策、安全性など、たしかにまだ問題
は残つているかもしれません。 しかし公開される情報と

正しい放射線の知識を基にして初めて、 これからの日本

のェネルギ一源として何を選択したらよいかを決めるこ
とができるのではないでしょうか。

(付記)以上の文中で、いくっかの間いかけをしました。
これらに対しても率直なご意見、コメントをお送りください。

(a集委員会)
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エネルギーを利用して産業を興し、 これによって国
内総生産を伸ばすことによって国民は豊かな生活をす
ることができます。日本も経済成長とともにェネルギ
一消費は伸びてきました。しかしながら、日本はこの
工ネルギ一消費量を補うエネルギ一供給源を考えると
非常に脆弱な構造であるといえます。
日本の一次工ネルギ一消費量(供結量)は、 究 1図
に示すように1992年では石油に換算して、年間5 .41億
k1に達します。 このうち原子力の占める割合は10%で
あって、水力は3.8%であります。石油は58.2%、石炭
が16.1%、天然ガスが10.6%と、化石燃料の1時エネ
ルギ一供結量に占める割合は約85%であります。
しかしながら、 わが国は化石無料の資源は殆ど無い
といってもよいくらいで、化石燃料は殆ど輪入に依存
しています。従つて、第2図に示すように、1994年度
のわが国のェネルギーの輪入依存度は83%となります。
しかも全エネルギ一供結量の約57%を占める石油はほ
ぼ100%輪入に依存しており、 しかもその約7割を政情
が不安定な中東地域に依存しております。 このため、
日本のエネルギ一構造は非常に脆弱であるといえます。
すなわち、わが国は過去に1973年、1979年と2回のエ
ネルギ一危機を章験してきました。
2度のエネル 一危機の経験を生かして、現在では
約4ケ月分の石油を備蓄しており、 1991年の湾岸戦争
の時には石油危機に見舞われませんでしたが、 何時ま
た石油危機が起こらないとは限りません。
第2図に示すように1994年度では国産のエネルギー
の一次供結エネルギーに占める割合は水力で3% 、石
炭で1%、その他(地熱エネルギー、ごみ焼却工ネル
ギー、薪炭、太陽エネルギ一等)は2%であって、合
計6%に過ぎません。 このような日本のェネルギ一事
情のために、 国産のエネルギ一資源の增大を図る必要
があります。 しかしながら、水力エネルギ一源は開発
しっ くされて、新規のエネルギ一源としでは余り期待
できません。石炭もわが国では1殆ど堀り尽くされてい
ます。この特集の 「 省エネルギーと新エネルギー」 の
項で説明する予定ですが、 太陽エネルギーの利用の普
及にっいては非常な努力が図られています。 しかし、
将来の太陽光によるェネルギ一供給量は一次工ネルギ
ーの総需要量に比べると微々たるものでしかありませ
ん。

原子力エネルギーはその特性上準国産工ネルギーと
されていますが、 その理由はウラン燃料は少量で沢山
のエネルギーが得られるからです。 100万kw発電所を1
年間運転するのに必要な燃料は、石油ならば140万トン
必要であるのに、 原子力発電では iH縮ウランが僅かに
30トンと約5万分の1の量で済むからです。従つて備
蓄のためのスペースも余り必要としないので何年分も
のウラン燃料のストックがあります。
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しかしながら、 原子力工ネルギーを国産のェネルギ
一源としても、国産のェネルギーは一次エネルギーの
需要量の17%にしかなりません。このため、 いざとい
う時には様々な原因でェネルギ一源の確保が円滑に進
まなくなる可能性があるので、 特定のェネルギ一源に
依存することは好ましくありません。 したがってわが
国は、 国産のェネルギ一資源の增大を図りながら、各
種のェネルギ一源の適切な組み合わせをする、 すなわ
ちぺストミックスの考え方に立つて、供結の安定や経
済性を高めていく必要があります。第1図は、総合工

ネルギ一調實会需給部会の中間報告にある、ぺストミ
ックスの考え方に沿つた2010年における一次エネルギ
ーの供給の望ましい比率を示しています。 これによる
と一次エネルギ一消費量は年間6 . 62値k1となり、 その
うち原子力のシェアは16 . 2%となる見通しをたててい
ます。また水力は3.5%、地i要、新工ネルギ一等は2.3
%となる見通しで、 国産エネルギーは合計22%と漸增
させることを考えています。 (村主 進)
率直なご意見、''、ントをお送りください.(系日集委員会)
第1図 わが国の一次エネルキ'-0t給実績と見通し
(平成6年総合エネル二l'一調査会需給部会中間報告)

( 5:.i1a l 百 'fikl)
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第 2図  日本の一次工ネルギ一源の精成 ( ' 9 4年度 )
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世界のエネルギー需要
人間が生活するため にはエネルギー は必a1です。  エネ
ルギーの消費は産業を興し 、 人類の発)選、 '11'補をもたら
してきました。 現在世界のエネルギ一需要は図に,1、すよ
うに年 1 11l J約80億トン(石 1llb換算 ) で す 。
しかし発展し 、 幸有l1lを享受してきたのはl11 界人 1」54億

人の4分の1の先進国の人々です。 先進国では1人当たり

1年間の平 1111lエネルギ一消費量は石汕換算で約4.8I、ンで
これに対して、 世界人口の4分の3を占める l用発途上国の

人々のエネルギ一消費量は、 1人当たり1年間で平均約
0 .5トンで 、 先進国の約10分の1です , このような現状の

下で開発途上国においても着実に経済を発展させる努力

が図られており 、 2030年にはエネルギ一消'費量は現在の
2倍の 、 1人当たり1年間に1トンになる見込みです。
一方世界人口の地加は著しく、 先進国の人口が現状の

ままに推移するとしても、  開発途 i二国の銀売的な人口増
加によって 、 2030年には世界人L]は現在のl . 5イ l11の87備人
になると見込まれています。

現在世界のエネルギ一需要量は前述のように年 l lllJ約
8 0億 トン (石汕換算 )ですが、この趨勢では2030年には

世界のエネルギ一需要は200僅トン (石汕換算)  前後に
なる見通しになります。

また現在の年間平均約80憶トン (石 1l11l換算) の工ネル
ギーの消費の内訳をみると、 最も多いのは石汕で全体の
約40%を占めています。 ついで石炭が30%、 大然ガス
2 0 %と続いており、  化石燃料だけで全体のエネルギ一 1ll'j
費量の約90 %にもなります。

2 . 化石燃料使用に ・l平う地球環境の破壊
地11it環境破壊は地表の炭酸ガス濃度の増加による将来
の地球温媛一化間題と、  現在先進国のlnJでl'「J題になってい
る酸性雨による 11lai害の2つに分けられます。
最初に地球の温暖化間題について述べます。

l l l界のエネルギーの消 1l1'tは産業の発達とともに用加し
てきました。  そして今後もエネルギーの消ll111lが地加する
と考えられます。 このエネルギ一消費を化石燃料に期つて
いると、  地球上の炭酸ガスの濃度が用加します。 炭酸ガ

スは赤外線をl及収する性質が大きいので、 地Jljtが字iuに
放出していた赤外線 (1ll」l'線) は地表の炭酸ガスにl及収さ
れます。 このため 、 地球全体の平均気温が J:昇する温ll産
化現象が起こり、  地球期i英の環境破壊のl1li題が心配され
るようになってきました。

いままでの地表の炭酸ガスの濃度の推移はl900年 -
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2り5ppm , l り 5 1;年 一 3 l 5p l 111l , l 9 8 2 年 一 340l l 1 ) 1 l l と年々上

;1- して、現在では360 l1p mを越えています。  I 'り85fl-1に国
連環境計画および1ll界気象機名降が jt l liJで作つたモデルに
よれば 、 現在のような状態で炭酸ガスを出し続けている

と 、 2100年には地表の炭酸ガス想1J度は f、00l ) 1 ) m に な る
と子測されます, しかし 、 炭酸ガス以外にも人間の活動

によってフロン 、 , ll i酸化室素、 メ夕ンなどの温室効果ガス
は增加しているので 、 早ければ2030年には炭酸ガス濃度

が600p1 )m に增えたと同じ状態になると 「, 測されます。
さて 、 地球の炭酸ガス濃度の増加による地表の平均気

温の l:昇の予測は多くの人によって行われていますが 、
炭酸ガス濃度が600l、p 1、, になる と平 ti1l温度の上昇は3±
I . 5℃になると考えてよいでしょう。  3℃の平均温度の1二 1l11l-
が人間の生活に及ぼす影響は大きいものです。  また 、 こ

の温度上昇によって南極の 1ll,(山が 、1容融したりMii水の体積
膨張によって海面の水位が30c,n から l 1,l くらいに上ff-
するとみられます。  これによって陸地の低い地域は水没し、

多くの国 : l が失われる国もあるでし ょ う 。 さ らに 、  世界の

降雨分布も変化し 、 今まで多雨であった地域にf111lが降ら
なくなったり、 砂演地域が多雨になったりすることが :「, 想
されます。  このように温l1;要化は地球規機の環境破壊を起
こす心配がぁります。
次に酸性雨による被 ,,i について述ぺます。
I1場やl11l動iliなどから排出される 11ll1l 1i,.l酸化物や室素酸
化物は空気中を標います。そのうちにl1l1lになる と 、  lllli滴
にこれらの酸化物がf容けこんで備L酸や刷酸となり 、 地表

に降つてきます。  この酸性の雨によって森林が本ll1れた り 、

湖の水が酸性となって湖から1laが消えたりしています。 こ
の酸性雨による被1l11は 、 すでにエネルギーを多lftに 1ll1l f-'t
している先進国にお 」いて現れています。 欧州各国を中心

に森林の集,の 1iii集度の 」lil1大が若しくなっているのがll111:楽
されています。  また湖から 1l「'が 1111える 11lii - iiでは 、 スウェ
ーデンでl0万個の湖のうち20,の測が影響を受けている
と言われています。 さらに上地がゃせて、 111-1l作物の収a整
が11i,tちる心配があります。

酸性雨による被, l11は地球規 i実のものではありませんが 、
広域的なものです。 l流 f,1l酸化物や空素酸化物は1001-・,
̃2,0001,1mの長距商性に輪送されます。 目本の .l _場では
1リl 1 角当ll「i硫装世 ( f流 1L,l11酸化物除 111、装 [1l1 ) や排角1ll「i n'f 装置
(空素破化物除-i i-装l1',' )  が1f しく1M'及していて 、 日本の
1「il流装置や 1Si 11l'i装世は米「Hのf ) f,'111と l :われています。 ま

た llt界の排費ll応il流装 1置の80%以l :が l l本に設l,iされてい
ると言われています。  従つてf流 f,1l確化物の年 1l1排出最は

l 1本 7 0 J iトン 、 米l i11 l ,800万トン 、

lli11州 1 ,500 JJ トン 、 l l l国 l ,500万トン



です。 日本は排煙脱備装置の普及が者-しいので S(_) _の
排出量が少なくなっています。 しかし米国や欧州のような

先進国でもエネルギーコストが上がるので、 排1t9i1院i流装
置や排想_ 1脱 ni装置はあまり普及していないのが現状です。
まして開発途上国では安いエネルギーが1111l.しいので 、 こ
のような装置の設置は期待できません。 したがって、 酸
性兩間題は現在は先進国の間題ですが 、 開 発、1ai上国で
エネルギ一 11l,言要が增えると化石燃料のil'i費が増加するの
で 、 近い将来には地球全体の間題となると考えられます。

中国は -人当たりのエネルギ一 1li li費量は0.6トンと少な
いのですが 、 人口は12億人と多く、またエネルギ一源の
大部分を石炭に頼つているので、 S( ) _の年間排出量は

多くなっています。 ' l'国の酸性商i間題は日本にとって他人
事ではありません。冬、季節風が北西からくる時期に、

山陰地方や北陸地方の雨や雪に酸性の高いものが認めら

れています。

以上述べたように、 エネルギーの需要の!t1大を化石燃
料の消費でまかない 、 何等の対策も行わないと、 地球温

l1及化現象とか酸性雨間題によって 、 地球環境が破壊され
て人類の将来が心配されます。

3. 地球環境破壊を防ぐために

エネルギーの消費は産業活動の原動力ですので、 先進
各国では国の政策課題に関連します。 そして先進各国の

エネルギ一資源事情によって、 現在の省エネルギーの程
度は先進各国間で大きな差異があります。 また開発途 1二
国では経済発展のためにエネルギーの需要はf I 二々高くな
っているので、 今後のエネルギーの消費によって炭酸ガ
スの放出は地大する傾向にあります。各国が協力して炭

酸ガスの放出を抑制するには難しい間題がありますが 、

放出抑制のためには現状の実績を基にするのが最善の方

策と考えられています。

地球温暖化防止に対する国際的な取り組みは、 I988 イ l
トロントの大気変動に関する国際会議で初の提案が行わ
れて以来、継続的に論議されてきました。 l 9 9 7年 l 2月に

京都でl用かれる気候変動枠組み条約 ・ 第3回締約国会識

(地球温暖化防止京都会議)での各国の協調したまとま

りが期待されます。

酸性雨間題では、排煙中の硫黄酸化物や室素酸化物
の除去を積極的に実施する必要がぁります。 また 1llli硫酸
ガス 、 空素酸化物および炭酸ガスを出さないクリーンエ
ネルギーの大幅な拡充を図ることも必要です。

4.限られた化石燃料資源

今まで化石燃料の消費が地大すると将来地球環境の破

壊が心配されると述べましたが、 一方化石燃料の量は有

限であることも認識しなければなりません。
化石燃料は地球が何億年もかかって太陽エネルギーを
iきi積したものです。 それを現代人がどんどん消費してい
るので、そのうちに結 i9します。確認理蔵量の日安として

可採年数を用いることがあります。可採年数とは、 その年

までに確認された理蔵量をその年の生産量で割つた値で

す。従つて 'l1 生 産 量 ( ,f l:1消11lt lit)が年々増加すればこの
年数は年々短くなります。

表に現在の化石燃料の可採年数と来発見の理 1l出-tの推
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定値を ,・J、します。 採鉱技術の進基・等により新たに資源が
発見されることもあり 、 推定木発見理厳量は?1l後変動す
ることも考えられますが、 エネルギ一資源が有限であるこ
とに変わりはなく、 ・後数商年で枯 i場するであろうと考え
て対策を練る必要がぁります。

5 . 将来のエネルギ一対策
エネルギ一需要の増大を化 1lf:i燃料の消'tli:で 11fiつている
と 、 地球の環境破壊が起こるおそれがぁり、 また数百年

程度以降の将来のことを考えれば、 石 1llll、 石炭、 天然ガ
スの化石燃料は l̃i掲するものと考えなければなりません,

一 方、水力 :fll電はすでに開発のl1l,1l界に達していて 、 これ
以上あまり水力に期iるわけにはいきません。 このような事
態においても、 工ネルギーの需要に対応するためには、

工ネルギーを有効に活川するための'11111lエネルギーも必要
ですが 、 炭酸ガスや酸性雨を発生させないクリーンなエ
ネルギ一源を開発することがlfi要です。
炭酸ガスや酸性雨を発生させないクリーン :なエネルギ
一源として原子力エネルギーが既に実用化されています
が、 新エネルギ一源としてイ1「 ii1lなものは太陽光、 地無、
風力などがぁります。 これらの新一rネルギ一l、一ついては
次国以降に取り上げることにします。 (付主 進)

率直なご意見、 コ メントをお送りドさい。  ( 編集委員会 )

可採年数 推定未発見理意量

石 1l11
天然カス

石 炭

(高品位炭)

,クラン

45年

C5年

231年一

6 1年(中)

tE理1◆量と同量程度か?
確路理i量の2信程度か?

低品位炭、 l'e炭の確iala最量l;t高品位炭の数信である

確'●al l ittと同量程度か

(t1l )天然ウランに多量に含まれるウラン238は、 原子f中で中性子を吸lliしてプルト
ニウム239に変aする ,  このプルトニウムを有効に原子離料に利用すれば、 ウラ
ン資源量は天然ウランの場合よりも約6O値'に增える, その結果可採年数は3,000
年以上にまで增加する,



特 集

エネルギー問題を考える (「V)

太腸エネルギーは石油や原子力に代わり う る か
[ニュース レ ター N o . 9 , 1 9 9 8 . 3 ]

日本の発電用エネルギ一源の構成一現状と将来
1994年の日本の電力の総供給量は9;559億kWhで、 発

電に使われた一一次エネルギーは
原子力 2 8 2 %、石油 2l1; .8 % 、 ガス 11 ).7%、石炭
16 .9 %、水力  7 .0%、その他 1 .5 %

という構成になっています。

生活水準が .上がると共に電力の消費量は年ごとに增加

の一途をたどっています。 一方、 地球の温暖化を防ぐた

めに、先進国は石油、石炭の燃焼によって発生する二酸

化炭素を含む6種の排出量を1990年の水準以下に減少

させる努力をしなければならなくなっています。

このためにも、 エネルギ一源としてどのようなものを
選択するかが最も重要な間題になります。 たとえば、 総

合エネルギ一調査会は、 2010年には一次エネルギーの
構成は

原子力 42%、石炭と石油 25%、天然ガス 21% 、

水力 l 1 %、 新エネルギー 1 %
になると予測しています。これに対して、1996年12月2

日の朝日新間の社説「私たちの提案」では、 「原子力発

電の比率を現状の3割程度にとどめ、 そのうえで太陽光

や風力など再生可能な新エネルギーの実用化や、廃熱な
どの未利用資源の活用を強力に支援し、 比率をl5%ま

で高める」 ことを前提にして、 つぎのような構成を提案
しています。

原子力 30%、天然ガス 25%、石炭と石油 20%、

水力 10% 、 新エネルギー 15%
ここでいう 「新エネルギー」の定量的、具体的な内容
については何も明らかにされていません。 しかし最も期

待されているのは、 朝日新間だけではなく、 一般にも

「太陽エネルギー」です。 地球上に届く太陽エネルギー
はどのくらいで、 どの程度実際に利用できるのでしよう
か。

地球へ降りそそぐ太陽エネルギー

地球から1億5000万kmのかなたにある、 巨大な核融

合炉である太陽から放射されるエネルギーの実測値は、
地球をとりまいている大気圈の外側では、 放射方向に垂

直な平面1cm 一 当たり
1.940ca1/cm' m i n = 0.135W/cm'

で、 この値は太陽常数と呼ばれています。

太陽常数に地球の断面積(G. :37llix 108) ーァl;cm - を掛け
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る と

1 .32x 102'kcal/year
となります。 しかし 、 実際に地球上に到達するエネルギ
ーは、地球をとりまく大気と、その中に含まれている雲、

水蒸気、二酸化炭素、オソ°ン、座埃などによる吸収や散
乱を考慮に入れると、この約半分

6 .6X102°kca1/year
になると推定されます。

このエネルギーは、 陸地と海面を含む地球表面への総
量ですが、 この約0 1 % 、すなわち、

6 .6x 10''kca1/year
が植物の光合成に用いられて化学エネルギーに変換され、
残りの99 . 9%は、地球の反射、および暖められた地表

からの放熱によって再び宇宙空間へ返されます。 放熱の
一部は、 大気中の水蒸気や二酸化炭素に吸収されて暖め

られ、地球の過冷却を防ぎます。こうして、地球は過熱

されることや過冷却されることもなく、 常に一定の温度

に保たれているのです。

しかし、 大気圈の二酸化炭素濃度が異常に增加すると、

また、メタン 、 亜酸化窒素、 フロンなどが存在すると、

地球の温暖化が起こります。 これらの無色の気体は太陽

からの可視光線を吸収しませんが、 暖められた地球から

放射される波長の長い赤外線(熱線)を吸収して温度が

上昇し、 この結果、 地球は過熱された大気の毛布に包ま

れるようになるからです。

また、 成層圈のオゾン層がフロンなどで破壊されると、

生物に対して有害な紫外線がオソンによって吸収されな

いで地球上に到達するようになることも明らかにされて
います。

地球を取り巻いている大気圈のこの絶妙な働きによっ

て、地球上の生物は進化し、人間は高度の文明を享受し

てきました。しかし、年々增加するエネルギーの消費に
よって、 今後地球環境は悪化する一方であることが心配

されます。

地球上で消費されるエネルギーと太陽エネルギーの比較

1993年の一次エネルギ一消費量を地域別にみるとつ
ぎのようになります。 これからの人工の增加、 発展途上

国の急速な発展を考慮すれば、 エネルギーの消費量は急
激に增加することが予想されます。



1 地球温暖化の防止について

本特集mに述べたように日本も含めた世界のエネルギ
一需要の増大に伴い、石炭、石汕等の化石燃料の消費が
增えています。 化石燃料の消費の增大は、 地表の炭酸ガ

ス濃度の增加をもたらし地球温暖化の心配が現実のもの

になりつつあります。

このため、 1992年にリオデジャネイ ロで国連環境開発

会識が開かれ、 「気候変動に関する枠組み条約 (地球温

l慶化防止条約)」 が採択されました。 その後各国が協議

を重ねてきましたが、昨年(1997年)12月に京都で「気候

変動に関する忰組み条約第3回締約国会識 (地球温 u要化
防止京都会議)」が開かれ、初めて各国の温室効果ガス

排出削減の数量目標の合意に至りました。

合意された数値目標は、 温室効果ガスの排出を、 先進

国全体では2008年̃2012年までに1990年レぺルの5%を
削滅i;1る。個別でいうと日本は6% 、 米国は7%、 ヨーロ
ッパ連合は8%の削減をすることです。 炭酸ガスは地球

温l慶化の一番大きな原因のガスですが、 その他の温室効
果ガス も規制することとし、 対象となるガスは、 炭酸ガ

ス、 メ タ ン 、 1ll1li確化.室素、代替フロンであるHFC、 PIIC
およびSF6の6種類のガスとなりました。
この削減枠は非常に厳しいものです。 わが国では既に

1990年10月に、 「地球環境保全に関する関係閉使会識」

において「地球温l慶化防止計画」を策定し、先進各国が

共通の努力を行うことを前提に、 一人当たりの炭酸ガス
排出量を2000年以降、 概ね1 1ll90年レぺルで安定化を図る

ことに决定しましたが、 実際は安定化を達成することが

できず、 1997年度末では炭酸ガス排出量は1990年レぺル
よりも10%近くも增えています。目本はこの10%の削減

に加えて、 更に6%の温室効果ガスの削減を追加しなけ
ればなりません。

日本が 「地球温暖化防止京都会議」 で6%の削減件に

同意したのは、前述の10%は、原子力発電所の増設、新

エネルギーの開発および省エネルギーの推進といった、
国、 産業界、 国民各層の努力と協力によって削減が達成

できると考え、  更なる6%の削減は第1表に示すような

考え方に基づくものです。

第l表地單温暖化ガス61t削減の内訳

▲2.ln C0,. メタン、  iIli酸化室素の排出仰制

▲3.7% 士地利用の変化と森林活動による政収

十 2.0 1ll f l1普フロン等(1IFC.PFC.SF‘)の排出押制

▲1.S% 共同実施.11lll出権取引などの活用

表の第1細の2. 5 %のうち、  0. 5 %はメ夕ンと i 111l酸化空素
の放出削減で達成できるであろうから、 残りの2%の 1表

酸ガスの削減は今後の技術開発とか、 国民の各層の更な

る努力とか、 現在予期できないものが出来るようになれ

ばという前提で決めたようです。 すなわち、 この2%は

今後の努力目標です。 具体的な方策は来定です。

なお、 3. 7%は植林などによる炭酸ガスの l11l1l収による
もの、 1. 8%は温1慶化ガス削減プロジェクトを他国と共

同で実施して削減量をその国と分け合つたり、 炭離ガス

排出枠を他国より買い取つたりすることによる削減分で

す。 また代替フロン等については、 その排出抑制を見込

んでも、 これによる温室効果ガスの排出.増加は2. 0 % と

見込んでいます。

新エネルギーの開発、省エネルギーの推進は、地球温
暖化防止、 即ち地球環境破壊防止のために大いに推進し

なければなりません。 しかも、 炭酸ガスの放出の削減を

図りながら、 必要なエネルギーは確保して、 産業活動に
よって国民の所得も確保するために非常に慎重に推進し

なければなりません。

2 新エネルギーについて

新エネルギーとしては、 自然エネルギーとしての太陽
エネルギー、風力エネルギー、: 地熱、海洋エネルギーな
どがあります。また、今まで未利用であったゴミ焼却場

の熱を利用した発電、 および新しい発電方式であってエ
ネルギ一転換効率の非常に高い燃料電池なども新エネル
ギーとして考えられています。
太陽エネルギーについては本特集IVにおいて述べられ
ていますので説明を省きますが、 風力エネルギーについ
ても①エネルギ一密度が低い、 ②気象条件に左右され、
適地が限られている、 といった太陽エネルギーと同様な
間題点があります。

地熱発電は火山国日本には有望なエネルギ一源です
が、 地熱資源の探査や:0国削に多くの費用がかかり、現在
の電力の需要に較べると非常に少ない供給量にしかなり

ません。

海洋エネルギーの利用については、波力発電装置を備
えた航路標識プィはわが国だけで1000基以上設置されて

いますが、電力量としては少ないものです。海洋の深部

と表面との温度差を利用して発電しょうとする海i;f温度
差発電は未だ基礎研究の段階です。

太陽光発電などの採算に合わないエネルギ一利用につ
いては、 国が1llli動金を出したりしてその利用推進をはか
り、また国、自治体、電力会社などでも研究開発を行つ

ています。

現在の新エネルギーの開発目標は第2表の通りです。
これによって新エネルギ一等(非化石エネルギー) の 導
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入は19l)5年度は673万k a (原i1l1換算) であったものが、
'2010年にはこの'2. 8倍の1 11)10万k uが導入されることにな
ります。  しかし 、 このような開発目標も国民の理解と協

力がなければ達成が難しいでしよう。

第 2 表 主な新エネルギーのl用発日標

3 省エネルギーについて

日本は国産エネルギーが少ないので、今までも省エネ
ルギーに努めてきました。 特に1973年の石汕ショック以
来の省エネルギーには目覚ましいものがあります。
省エネルギーの程度を各国で比較すると、 GDP当たり
の一次エネルギ一消費は第1図のようになり、 日本は最
も省エネルギーが進んでいます。 ドイツはGDP当たり日
本の2倍、 アメリカは日本の3倍のエネルギーを消費し
ています。

第I図 各国のGDP当たり一次エネルギ一消 1lll

- l li l l g l s lgl0 l l ls l'90 19l・
9 年

出1ll ) l ll 「 t o・rM S・l・l-l ol OtC0 Counl'l・' J , l 「 ' la l'bl ' J に 3::;tf1l成

エネルギ一消費は産業部門、民生部l'']、速輸部門に分
かれます。第2図は1973年以来の部門別エネルギ一消費
の推移を示しています。 民生部円は更に家庭部門と業務

部円に分かれます。業務部門とは事務所、小売店、飲食

店、 宿泊施設などで消費する部分です。 連輪部門は旅客

部円と貨物部門に分かれます。 1ll1l1客部円は家庭の自動と
タクシー、旅客輸送の鉄道、船舶などです。
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第2図  部門別工ネルギ一消費量の推移
l i 数 ( 1 J t e = l l'11

lilliii

日本国内総生産(GDP)の発展は著しいものですが、 産

業部門におけるエネルギ一消費のi中びは1995年度で1973
年度の102%に過ぎません。一方、理輸・旅客部円の工

ネルギ一消費は自家用車の增加が主因となって250%と
非常に延びています。次に民生・家庭部門のエネルギー

消費が216%と大きく延びていますが、 これは家庭で使

われる家電機器の台数が增加したり、 一台あたりの容量

が大きくなったことと、  t11l:帯数の増加が原因です。 民生
業務部門は177%、運輪・貨物部門は149%と f中びてい
ます。 また各部門別のエネルギ一消費量の内訳は第3表
のとおりになります。

第3表]095年における.部門別の最終エネルギ一消費量

エネルギ一消資量

(原ab換算百万k a )
エネルギ一消資量
百分率(% )

産業部門 l92 50

民生部P1

l 家庭部門
: 業務部門
l

:1里1llll部門

l02

l15

47

26

14

l2

94

59

35

24

l5

9

l

l 旅客部門
.: 貨物部門
:

合計 3SS l00

1995年の工ネルギーの消費量はすでに1990年の工ネル
ギ一消費量のl. 11倍になっていましたが、 炭酸ガスの排

出量を2010年に1990年と同じレベルにする目標をたてま
した。 この日標の根拠は次のようなものです。

経済成長を1996年̃2000年は約3%、 2001年̃2010年
は約2%とし、 人口增加率を年平均約0. 1 %と仮定します

と、現在の見通しでは、 2010年の最終エネルギ一消費量



は原ie換算で4億5600万K a (1990年の1.31倍)になりま
す。 これでは炭酸ガスの排出量は1990年レベルの30%增

しになると考えられます。 そこで原子力発電所の容量を

石油代替エネルギーの供給目標(1994年開議決定)」 のと
おり、現状の4, 508万kWより7, 050万kWに增設(原子力発
電所約20基の增設に相当) することにして、  省エネルギ
ーを可能な限り行う。  すなわち、 エネルギ一消費量を4
億k a に下げる。これによって原 1iltl換算で5600万it aの省
エネルギーができ、  やっと2010年の炭酸ガスの排出量が
1990年レぺルになることになります。
さて、原油換算で5600万k a の省エネルギーを行うこ
とは容易ではありません。

産業部門では経済団体速合会が昨年3月意欲的な 「環

境自主行動計画」 を発表しています。 これは大幅な炭酸

ガス削減計画でありますが、 これがそのとおり実行され

たら、 相当な省エネルギーになると考えられます。 国も
省エネ法を強化して大企業だけではなく、 中堅企業にも
省エネルギーの指導をしたり、 かなりの省エネルギーが
できる高性能工業炉の導入などを図つて、 産業部門全体
で2l00万k aの省エネルギーを見込んでいます。
民生部門では、 省エネ法の省エネルギ一基準を大幅に
上げて家電製品のエネルギ一効率を最高水準まで上げる
ように規制します。 また住宅、 ビルの省エネルギ一性能
の改善を図るなどしております。 また国民のta力と努力
により、. 冷暖房温度の引き上げ・引き下げ、家電製品の

不必要な使用時間の短結、 無駄な電気の消ffなどの省エ
ネルギーも期待しています。 これによって民生部門全体

で1700万k a の省エネルギーを見込んでいます a
速輸部門では、自動車の燃費改善を図るために、省エ
ネ法の省エネルギ一基準を大幅に上げます。 電気自動車
の購入には補助金を出したり取得税を安くしたりして普

及促進を図ることになります。 また国民に駐停車時のア

イドリングの自粛、 電車やバスなどの大量輸送機関の利

用に協力してもらって省エネルギーを図ることも考えら
れています。 これらによって運輸部門全体で1700万k a
の省エネルギーを見込んでいます。

4 むすび

現在の省エネルギ一計画は大幅なものですが、 「地球
温暖化防止京都会議」の目標に到達するためには、 さ ら

に2%の炭酸ガスの削減の努力目標を達成しなければな

りません。 これはまだ具体的な見込みのあるものではな

く 、  今後の技術開発とか国民の更なる協力を期待するも

のです。また第1表の森林による炭酸ガスの吸収、温室

効果ガス削減の共同実施や排出権取引が予定通り実施で
きなかったならば、 更に炭酸ガス排出の削減が必要にな

るでしょ う 。  このため、 温室効果ガス排出削減の革新的

な技術開発に向けた努力も一層強化する必要がありま

す。 そして新エネルギーの開発にしても省・ネルギーの
推進にしても、原子力発電所の增設にしても、今まで述

べた計画は、 国、 産業界の努力および国民の理解と協力
なしには成就するものではないのです。(村主 - 進)

用 語 解 説 ( 2 )

4 .  ナ ト リ ウ ム 2 4

自然に存在す るナ ト リ ウ ム は 1 0  0 % が 安定 なナ ト リ ウ ム 2 3 で あ る 。  これに中性子が
当た り取 り込 まれ る ( 捕獲 され る )  と ナ ト リ ウ ム 2 4 に な り 、  これは不安定なので短時間

( 半 減 期 : 1 4 .  9 6 時 間  ) でβ線とγ線を出して崩壊しマグネシウム 2 4になる。
5 .  半減期

放射性原子が崩壊して半分になる時間。その時間の2倍で4分の1 ,  4 倍 で 8 分 の 1 と
減つていく。  .

6 .  α ( ア ル フ ァ ) 線
ヘ リウムの原子核 ( 2個の陽子と 2個の中性子からなる )の粒子線で、  ラジウム、 ラ ド ン、
ト リ ウ ム、 プルトニウム、  ウランなどの特定の放射性原子の自然崩壊によって発生します。
質量が大きく、正の電荷を帯びているために、水中 (生体 )では短い距離 ( 1 m m未満 )  し
か進まず、 紙一枚でも止まります。 それだけ短い距離に大きなエネルギーを与えるので受
けた細胞は大きな障害を起こすと考えられます。  アルファ線による健康影響が現れるのは

アルファ線を出す物が体内に摂取された時(体内被曝)に限ります。例としては、夜光時

計文字盤塗工のラジウム汚染、 室内ラドンガスの吸入、 昔の造影剤としてのトラトラス注
射例などがあります。

7 .  β (べ一夕)線

電子を成分とする粒子で、  ト リ チ ウ ム ( 三重水素 ) 、 炭素 1 4 , 燐 3 2 、 ストロンチウム9 0
などの特定の放射性原子の自然崩壊によって発生します。 生体 (水中) での透過距離はそ

のエネルギーによって異なり、  ト リ チ ウ ム で は 1 m m 未 満 、 燐 3 2 で は 約 1 c m で す 。 ぺ
一夕線による健康影響の見られるのは主に体内に取り込まれた場合ですが、 ストロンチウ
ムなどでは皮膚についても障害を起こすおそれがあります。 なお医療などで使われる電子

線装置による電子線も本質的には同じです。
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ってこの寿命も元のように短くなる恐れもあります。

今回はこの人間の寿命とエネルギ一消費の関係につい
て考えてみましょう。

2. エネルギ一消費におけるBencf i tとRi sk
人間は産業活動を行うことによって所得を得て裕福

な暮らしをすることができます。  産業活動を行うため

にはエネルギーが必要です。 しかしエネルギ一消費が
高く産業活動が活発になると、 産業活動に伴う事故、

例えば交通事故や労働災害事故によって死亡する頻度

が高くなりま l; 。 -J:;エネルギーの消費が非常に低く
産業活動が活発でないと、 所得は低くなり、 貧困のた

めに死亡する頻度は局くなります。

即ち、 エネルギ一消費によってBenefi tとRi skがあ
りますが、 これが相殺してエネルギーの消費が非常に
低いと寿命が短くなってくるのが現状です。

オ
ー

ス
ト
ラ

リ
ァ

力

ナ
グ

1. はしがき

こ の 「エネルギ一間題を考える」の特集において、
(1) エネルギ一消費の增加が化石燃料の消費の增加を
もたらし 、 地表の炭酸ガスの濃度の增加による将来

の地球温暖化の恐れや、S0., N0,の放出による酸性
雨被害が起こっています。

(2)化石燃料の理蔵量は有限であって、 そのうち化石

燃料は枯渇します。

(3)炭酸ガスやS0・, N0・ を出さない新エネルギーの開
発や、 エネルギーを無駄に使わない省エネルギーの
推進が必要 -e1 。
(4)しかし新エネルギーや省エネルギーのみでは現在
のエネルギーの需要を賄うことはできません。
(5)開発途上国も産業の振興によって貧困を脱却する

ためにエネルギーの消費量が增えてきています。
(6)開発途上国のl3l発的な人口增加によって世界人口
は增加します。 これに伴い、 世界のエネルギ一消費
も增大します。

などの間題を考えてきました。

この間題を解決するために、 エネルギ一消費を減ら
し、 新エネルギーを開発すればよいと考える人がいる
かもしれません。 しかし、 エネルギ一消費が現在の約
1/2に過ぎなかった、 20̃30年も前のような生活に簡

単に戻ることができるとは考えられません。

そのうえ、  エネルギ一消費によって人間の寿命も延
びているのですが、 エネルギ一消費を減らすことによ

3 .各国のエネルギ一消費と平均寿命
各国の一人あたりのエネルギ一消費と人間の寿命の
関係の統計をプロッ トすると 、  図のようにかなり良い
相関が得られます。もちろん各国の政治・経済体制、

風土、食習慣、医療細度、省エネルギーの程度などの
差異によってある程度の幅はありますが、 各国の一人

あたりの年間のエネルギ一消費量が石炭換算でlトン
を下回ると、  明らかに消費量の低下とともに平均寿命

が下がっていることがわかります。

2 3 4 5 6 7 8 9 ]0 11

1人 ,、l1たl1のェネルギ'- 1l'i'lt1,1 (イ l開集算トン 人)
図 、l 'l;1l11l1lJ 1命と l人:l'たりのェネルギー il'if'1, ,' , l ( 出.l l l : l11 -界続 l1 l 年鑑)
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一人あたりのエネルギ一消費量が低いということ
は、 一人あたりの国内総生産が低いことを意味してお

り 、  そのため国民の一人あたりの所得が低く貧しいと

いうことになります。 国民が貧しくなると、 食料は不

足し 、 余儘なく不衛生な生活を強いられ、 医療も満足

に受けられず、 日常生活では外界の気象条件の厳しさ

をもろに受けることになります。 これらの原因によっ

て主として乳幼児、 子供の死亡率が高くなり、 したが

って平均寿命が低下することになります。

エネルギー消費量が高い先進国で平均寿命が高いの
は医療が発達しているからであると考える人がいるで

しょうが、 医療が発達するのは患者が高額の医療費の

負担ができるからであって、 産業が発達し国民所得の

高い国だからできることです。 またエネルギ一消費が
高く国内総生産が高い国では、上下水道、電気、道路、

鉄道などのインフラストラクチャーが整備され、健康

な生活を送ることができますが、これも、平均寿命が

高くなる原因になります。

図に示すエネルギ一消費と平均寿命の間の関係は、
年間のエネルギ一消費量が一人当たり石炭換算で4ト
ン以上の先進国ではほぼ一定で75 1議前後となってい

ます。 しかしながら、年間のエネルギ一消費量が一人
当たりlトン以下の国ではエネルギー消費量の低下と
ともに平均寿命が低下しています。 エネルギー消費の
高い先進諸国の平均寿命は約75歳前後であり、 一方
パキスタン、ネパール、 バングラデシュ 、 エチオピア
等のエネルギ一消費の極端に低い貧困な国の平均寿命
は 5 0 j議前後で、この差は25歳となります。即ち貧

困による寿命の短簡は、表に示すように(365日X25≒)

9, 000日となります。

表 日常生活におけるリスク及び災書による寿0の短結

( l )資困(世界)

(2)事放、災書、病気の流行など

①不重の事故 (日本)

自動車事故

労1lll災書事故

火災事故

鉄道事故

自然災書

(0チェルノプイリ発電所事故

9000日

330日

l30日

18日

l7日

5日

2日

汚染区域の住民l.560万人に対しては

厳重管理区域の住民273. 000人に対しては
③兵庫県南部地震(神戸大地量)

(神戸市及び周辺5都市の住民300万人)

④昭和ll1 3年のインフルエンザの流行(日本)

(3)原子力発電所周辺に居住(日本)

9日

60日

3l日

l20日

0.2日

4.日常生活における不慮の災害などが寿命に及ぼす

影響

次に日常生活や産業活動における自動車事故や自然

災害のような不慮の災害による寿命への影響について
考えてみましょう。わが国において不慮の災害によっ

て生命を失う人の数は、 日本統計年鑑によれば、過去

40年間で平均して、年間約35, 000人です。不慮の災

害の内訳の主なものを述べると数十年間で平均して自

動車事故によって年間約14 , 000人、 労働災害によって

年間約1, 900人、火災によって年間約1 , 800人、鉄道事

故によって年間約500人、 自然災害によって年間約200

人が生命を失つています。ある母集団の人数、母集団

の平均寿命およびこの母集団の不慮の災害による生命

の損失がわかれば、 この母集団の災害による寿命の損

失がほぼ求まります。 〔詳しくは村主進著、原子力発

電のはなし(日刊工業新間社)を参照下さい。〕

上記の年間の死亡率を基にして評価すれば、 寿命の短

簡は不慮の災害で330日、 自動車事故で130日、 労働災
害で18日、火災事故で17日、鉄道事故で5日、自然災

害で2日の短縮となります。

平成7年l月l7日の兵庫県南部地震(神戸大震災)

は、淡路島北淡町、神戸市、西宮市、芦屋市、伊丹市、

宝塚市、尼l崎市が大きな被害を受け、このときの地震

によって約6, 300人の人が死亡しました。 この地震の

被害を寿命の短締に換算すると、 上記市町の住民約

300万人の寿命の短館は31日となります。

チェルノブイリ発電所事故、昭和63年のインフル

エンザの流行および日本の原子力発電所で万一事故が
起こった場合を考慮した原子力発電所の周辺に居住す

る人の寿命の損失についても表に載せていますが、 評

価の手法については前記の村主の著書を参照してくだ

さい。

表を見ると、 エネルギー消費の低いことに起因する
貧困が寿命の短館に大きく影響を及ぼしていることが

わかります。 なお原子力発電所周辺に居住している人

の寿命の短締が殆ど0に近いくらいに非常に低いの

は、 日本の原発では放射能を放出するような事故の確

立が非常に低いからです。 (村主 進)

本誌No.6から始まった 「エネルギー間題を考える」
の特集も今回をもって終わります。 本特集を読まれた

読者にはいろいろ考えさせられることがあったことと

思います。本特集の内容についてのコ メント 、 ご意見
がありましたら編集委員会にお寄せください。 またこ

れに続く特集のご希望があればお知らせください。 (編

集委員会) _
出1Jll:村主進著, 原子力発電のはなし (日刊工業新聞社)
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中学・高校の先生のための
放射線・放射能セミナー (第1回)

放:身,lf結i1 と t-まイ可力??
フ ォ ー ラム幹事 大野新一

放射線の教え方のむっかしさ

「放射線とは何か?」 にまともに答えることは意外
と難しいことだと思います。専門家の多くは,この質
問に対して少し角度を変えた説明から始めるようです。
例えば, 「x線は放射線である。」 と し て , 1 0  0年
前の真空放電の実験の話,もしくは1llla部レントゲン撮
影の話をします。続いてある種の原子核からェネルギ
ーのような何かが放射してくる話とその何かにはァル
フ ァ 線 , ベータ線,ガンマ線の3つがあること ,そし

て大地の中にも放射線をだす物質があり,宇宙からも
方女射線(=宇南線)が降つてくること , さ らに力r1速器
というものがあって,なにを隠そう ,これは人工的に

放射線を発生させる装置であると説明します。 ここで
の説明の意図は2種類に分けられます。その 1は ,放
射線発見の歴史をたどりっつ開線の例をひとっひと
つ列挙するものです。その2は,放射線がいたるとこ
ろに存在することを強調するものです。しかし放射線
についての説明は, できるだけ放射線の本質が理解さ
れるようにするのが望ましいと思います。
では放射線の本質とは何でしょうか?それは物体や
生物体の姿・形をまったく崩さずに, しかも物体や生
物体を突き抜けたり, その内部で日には見えない化学
変化を引き起こすょ うなものです。そのからくりがな
るほどと納得できるのでなければ, 放射線について理

解したとは言えないでしょう。そのためにはどのよう
な説明がいいのか,放射線教育フォー ラムでぜひ考え
て欲しいものです。

2 物質中を走り抜ける:微i1田な粒子

物質をっ く っている原子は, すべて電子と原子核か
らできていますが, 両者は電気的な力で結ばれていま
す。原子核自体は中性子と陽子の集合ですが, それら
はそれなりの強い力(=核力)で結ばれています。そ
して陽子や中性子もさらに微細な粒子(クォーク ) か
らできています。 つまり徴細な粒子が互いに引力で結
び付いて集団を形成している状j態が物質であると言え
るでし ょ う。ところで微細な粒子が,集団をっくらず
に,  物質中を単独で走る状態が考えられます。それが
放射線であるといってよいと思います。単独で走るこ
とが可能なためには, それ相応のスピー ドが必要です。
たとえば微細粒子の例として電子を考えるならば, そ
の電子がゆっくりしていたらすぐに物質中の他の多く

の電子から電気的な反発力で眺ね飛ばされるでしょう
し, やはり物質中にある原子核の引力に引き戻される

153

で し ょ う 。 しかしスビー ドさえあれば,  電子は何百何
千の原子を何の事件もおこさずに実き抜け, 物体の内
部にどんどんと侵入できます。 このことは原子の構造
を考えるとわかり易いでしょう。微1ll田な原子核のまわ
りを解田な電子が大体10 'cm/秒の速さでまわって
いるのが原子ですが, 原子のもっ空間の大部分は実は
何もない空っぼの空間です。そこをすばやく (言うな
ら ば 1 0 'cm/秒以上のスビー ドで)放射線であると
ころの電子が走り抜けるわけです。 (細跳びの中をく
ぐり抜けるようなものです。)

3 放射線が物質中の電子と衡突すると?

とは言え, 放射線はめくらめっぼうで走るわけです
から, ときどきは物質中の電子や(ときには原子核)
と衝突します。すると衝突を受けた電子ははじき飛ば
され, その個所の化学状1態が変化します。 ここから放
射線照射効果が開始するわけです。こうしたことが度
重なると放射線のスビー ドはしだいに失われてきます。
そもそもスビー ドがあったということはとりもなおさ
ず運動エネルギーがあったということです。初めに大
きな運動エネルギーをもっていた電子(=放射線) も,
1lfi実で物質中の電子をはじ.き飛ばすたびに, 運動エネ
ルギーが少しずっ減ってきて, ついには物質中にもと
もと存在していた膨大な数の電子と同じ状態の電子と
なってしまいます。ここで放射線は消失します。

4 力ロ速器から始める放射線の話

放射線を説明するのに, 力口速器の話から始めるのは
教青的効果があるかも知れません。熟したフィラ メン
トからでてくる電子を電気的に力ロ速する, あるいは放
電中の水素気体の中から陽子だけを電気的にひっばり
だして加速する ,へリゥムガスを放電させてへリゥム
(の原子核)を力lコ速する,などの話から始めるわけで
す。加速することは運動エネルギーを与えることと同
じです。 その力[]速された陽子が別の原子核にぶっかっ
てその原子核を壊すことがあると,原子核をっくって
いた中性子や中間子などの放射線がでてきます。 こ う
した核反応は星や星雲の中でも現に起きていて, 字宙
放射線の一部になります。核反応が済んで暫く時間が
経過してから核をっくっていた粒子の一部が放出され
ることがあり,  このとき例えばへリゥムの原子核と同
じものが放出されるときはァルファ線と呼ばれ,電子

がでるときはべ一夕線とよばれます。最後に原子内の
電子状態がより安定な状j態に落ち着くときにx線がで
るように,原子核内のl場子のェネルギ一状態が変化す
るときにガンマ線がでることなど,歴史とは逆の1順序
で説明するやりかたはどうでしょうか?

(東海大学開発技株研究所教授, 前日本原子力研期所
主任研究員,環境資源利用研究部長)
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中学 ・ 高校の先生のための
放射線 ・ 放射能セミナー (第2回 )

放前線にっいてのQ&A
放射線教育フオーラム幹事 菊池 文誠

編集担当者から「高校の先生方のために放射線にっ
いて何か書くように J ということなので、これまで高
校の先生方や学生から受けた質問にっいてまとめてみ
ました。おそらくこれらは多くの方が疑問とされ、あ
るいは誤解されているところと思われます。

Q .

原子核内にはプラスの電荷を持つた陽子と電気的に
中性の中性子がありますが、陽子同士の間でのクーロ
ン力による反発力で原子核が壊れないのはなぜですか。

A .

たしかにクーロン力は働いています。 しかし原子核
内の陽子と中性子の間には核力というクーロン力より
もはるかに強い力が働いています。したがってクーロ
ン力は無視できるのです。 この核力のおよぶ範囲はき
わめて短く、核内だけで中間子を媒介して作用するこ
とが、 i易川秀樹博士によって解明されたことは良く知
られているとおりです。

Q .

原子核内には陽子と中性子があり、電子は含まれて
いないのになぜベータ線(電子)が放出されるのです
か。

A .

原子核内の陽子と中性子の数のバランスが惡いもの
は不安定で、 これが放射性の原子核です。 例えば中性
子が過剰ですと 、 その中性子は陽子と電子とニュー ト
リノに変わります。 この電子が外へでるのがペータ線
です。原子核が崩壊するときはいろいろな制約があり、
①核子の数 、 ②電荷、③エネルギー、④運動量(角運
動量)などが保存されます 。その結果、ベータ崩壊で
は原子番号が1つ増え 、 質量数は変わらないのです。
逆に中性子の数が不足の時は陽子が中性子とニュー ト
リノに変わり、陽電子を放出します。したがってこの
場合は原子番号が1つ減ることになります。また、 ア
ルファ線やガンマ線のエネルギーは単一ですが、 べ一
タ線のエネルギーは単一でなく、そのスぺクトルは連
続です。 これは崩壊の際にェネルギーが電子 (ベータ
粒子)とニユー トリノに分配され、その分け分がまち
まちなのでベータ粒子のエネルギーは種々の値を取り
ます。ニユー トリノはパウリによって提案され、フェ
ルミがこれを用いてペータ崩壊の理論をまとめました。
ニユー トリノの存在が実験的に確かめられたのはもっ
と後で、195 9年ライネスによって液体シンチレー
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ションカウン夕一を使つて原子炉の中の放射性物質か
らのニュー トリノの検出がなされました。この偉大な
業績から25年以上も経つた昨年のノ ーベル賞が彼に
与えられたことは記憶に新しいと思います。 また、  最
近の超新星の爆発によるニユー トリノを日本の研究グ
ループが検出したことも大きな成果として注目をあび
ました。

Q
「ベータ線」  と 「電子線」は同じものですか。

A .

どちらも本体が電子であることは同じです。したが
つていろいろな性質も同じです。しかし、ベータ線が
原子核の崩壊に伴つて核内から電子が放出されるのに
対し、 電子線は加速器で発生させる高エネルギーの電
子のことをいいます。そしてこの場合、電子は核内か
ら発生するのではなく 、原子核の回りの電子が放電や
熱電子放出などの方法にょり放出されたものが加速さ
れたのです 。 つまり同じ電子でも発生する場所が原子
核の内部か外部かで区別しているのです。

」
線X．「

Q
と 「 ガ ンマ線」はどう違うのですか。

A .

どちらも波長の短い電磁波です。 電磁波の仲間には
波長の長い順に電波(さらに細かく分類して長波、 中
波、短波、ミリ波、マイクロ波など)、赤外線、可視
光線、紫外線、X線、ガンマ線などの名称があります。
これらは波長の違いによって分類されるのですが、 X
線とガンマ線は例外で、 波長で区別するのではなく発
生する場所で区別します。 X線は、 高速の電子がター
ゲット原子に飛び込み、 その軌道電子とクーロン散乱
で減速された際に運動エネルギーの:減少分が電磁波に
なる 「連続X線」と、入射した電子が軌道原子(例え
ばK殻)に衝突して跳ねとばし、上のL殻から電子が
空になった殻に落ちるさいに、 それらの軌道間の圖有
のェネルギ一差に相当する電磁、i皮を発生させる 「特性
X線」 の二種類があります。これらはいずれも原子核
の外部つまり原子レベルの現象です。これに対し、ガ
ン マ線は原子核がァルファ崩壊またはベータ崩壊した
直後に原子核が励起状態にあるとき、 その余分のェネ
ルギーを電磁被として放出します。このガン マ線は核
種にょって固有の値なので、 このエネルギーを測定す
ることにょりその放射性物質の核種が特定出来ます。
つまり原子核内部の現象です。 このようにX線とガン
マ線は波長やェネルギーで区別するのではなく、発生
する場所が異なります。 加速器を用いればガンマ線よ
りもはるかにェネルギーの高いX線を発生させること
が出来ます 。 高校の物理の教科書でもあたかもX線よ
りガンマ線の方が波長が短いという記述が見られます
が、これは正しくないので改めていただきたいもので
す。

(東海大学理学部助教授)
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中学・高校の先生のための

放射線・放射能セミナー(第3回 )

日常生活と放射線

茨城県立医療大学教授
加藤 和明

私たちは現在、歴史上最も豊かな生活を送つています。

このような豊かな生活の基になっている文明には、 放射

線が大きな貢献をしています。 物質文明、 精神文明の別
をとわずです。 たとえば、今日の医療が放射線の積極的

使用なしには成り立たないこと、 発展した文明の成果を

享受する際に何がしかの放射線が副次的に生成されるこ

と、  放射線が文明を更に発展させる手段として不可欠な

ことを考えると、今日の私たちの生活は、放射線との関

わりなしには成り立ちません。 しかし、放射線と文明の

かかわり合いのほかに、 実は我々が生活を営んでいる自
然界そのものに、太古より“大然の”放射操が“酒沢に

存在し、人類を含めたすべての生物種は、こうした環

境の下で進化を遂げてきたことを忘れてはならないでし
よ う o

表1は、現在の日本人が1人当たり1年間に受けてい

る放射線の平均被?量を実効線量当量の1Eで推定したも
のです。 この表から、医療被藤(2.25mSv)が、 自然放射線

による被藤(1.48mSv)の約1.5倍、 全体(3.75mSv)の60%と
圧倒的に多く、 この両者で99%以上を占めていることが
わかります。 放射線を扱う験業にっいている人たちの被
ll集,量は0.1%以下であり、 国民に関心の高い原子力施設か
ら公衆が受ける被藤量は、 1,000分の1%にも達していま

せん。 なお、 UNSCEAR(国連科学委員会)は自然放射線によ

る個人被環年線量の世界平均値を、 2.4mSvと評価してい
ます。 評価値が違うのは、 自然放射線の強さが律度や高

度等によって異なっているからです。

表 1 .  日本人1人当たり年間実効線量当量のまとめ(mSv/y)

放射線が人間の身体に当たる と健康上の望ましく ない

影響があるということで、ICRP(国際放射線防護委員会)
は“人を放射線の害から守る'' ための方策・仕組みを勧
告しています。 世界の主要各国はこの勧告を基礎にして

放射線防護の法律を定めているのが実状です。 このICRP

のシステムでは、 対象とする放射線を、 その被ll集,が制御
できるものに限定していますので、 自然放射線は除外さ

れています。また、個人や集団にリスクを上回る便益を

もたらすことが明白であるとの理由で、 医療被壕にっい
ては限度値をa告していません。 その上で、 ICRPはこう
言つています。 「放射線はどんなに少量でもその量に見

合つたなにがしかの“悪しき影響(その実体は「自らの

身体に癌がっくられる確章が増えること 」と  「子孫の身
体に、適伝的障害が引き起こされる確立が增えること」 )
があると思われる。 従つて放射線への被ll集,は少なければ
少ない程よろしい。”」

ICRPのシステムはいろいろのデータを安全側に使つて

いますので、上述の“悪しき影響”の見積もりも過大に

なっている可能性があります。 実際、 一般人に対する放

射線被藤のリスク係数 (単位量の被藤によってもたさら

れるリスク、ここでは商単に「癌になる確立の増大」と

しておく)  は0. 05/Svとされていて、 これから自然放射
線が日本人にもたらす年リスクを計算してみますと

0.000074(100万分の74)という値が得られます。 人口を

1.2信とすると、 1年間に日本人が白然放射線への被ll果,の
結果癌になって命を失う人の数は8880, 約9千人となっ

て、 交通事故による死者の数にほぼ匹載します。 また平
成7年厚生省発表の人口動態前査報告によると現在日本

では年間約26万人の人が癌で死亡していますので、 その

約3.5%に相当することになります。また、世界にはスリ
ランカ、 プラジル、 インド、  中国などに自然放射線のレ

ベルが日本のそれより10倍、 所によっては100倍も高い
地域がありますが、 これらの地域に住む人たちの寿命が

疫学的にみて短くなっているという兆候はないというこ

とがUNSCEARによる調査の結論になっていますので、 これ

らの事実からすると、ICRPのリスク係数の見積もりは過

大になっている印象は状い離いのです。

最近、 少量の放射線は実際上 “悪しき影響” をもたら
さないどころか、ひょっとすると “好ましい影響” をも
たらしているかも知れない、 とい う こ と を一部の放射線
生物学者が唱え始めています[放射線のホルメシス効果]。

少量というのはICRPが職業人に対して定めた年当たりの

限度の2倍(100mSv)程度までと想定されています。

しかしながら、放射線にホルメシス効果があろうと無
かろうと、私たちが自然放射線に常時身をさらし、一般

人に対しICRPが定めている限度を遥かに越える被曝を受

け続けているという事実を考えれば、 人工の放射線に対

してのみ被藤を極度に怖れるというのは、合理的思考を

なしうる生物である基長類の採るべきところでないこと

は明白です。 放射線の人体に及ぼす影響は、 それが自然

のものであるか人工のものであるかに依らないからです。

線源 1人当たり線量(mSv/y)
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合計 3.75

(財)原子力安全研究協会 : 「生活環境放射線一国民線量の

算定一」 平成4年8月.p . 1 4 2-143.(1992)

155



中学・高校の先生のための

放射線 - 放射能セミナー (第4回)
医療と放射線(1)

慶應義塾大学医学部講師

中村佳代子

放射線が発見されて l 00  年以上が経過し、 多くの分野に

利用されてきました. その利用は大別して、トレーサ利用
と照射利用があります. ト レ ーサ利用とは、アイソトープ
から出る放射線を手がかりとして物質の動きを追跡する

ものです.照射利用はアイソ トープから出る放射線や加速
器でっくった放射線を物に当てる利用です。このいずれも

が充分に利用されているのが医療の現場です. そこで、医
療(診断・治療)、の放射線の応用を今回と次回の2回に

分けて紹介します.
放射線(特にX線やγ線)が物を透過する能力は病気

の診断に用いることができます。例えば、体に x 線をあ
て、体を通り抜けたX線を写真撮影して(フイルムに感

光して)体の中を調べる方法がX線振影です。 X線はX

線管と呼ばれる真空管から照射されます。 このX線は物

質を透過して、その物質の質量に応じた吸収差を元にした

画像をフイルムに写し出します。 わずかなX線できれい

な画像をとるために感度を数l00倍にあげる蛍光增感紙

がフイルムの両面に密着させてあります。

一般に良く知られているX線撮影は胸のX線撮影で、

これは肺に入つている空気をうまく利用して濃淡画像を

作るものです. また、骨のX線写真は腹部や胸部に比べ
て長時間X線を照射して、その濃淡を画像として捉える

ことができます。 これらのX線撮影は一般に単純X線撮

影と言われています。 X線量のわずかな違いはフイルムの

濃淡では提えられないことがあります。そこで、X線を透

過しにくいバリウムや各種の造影剤をiEし用したり、注射1:
たりしてコン トラストを付け、目的のH器や器官を写し出
す検査がX線造影検査です。パリウムはX線を透過しな

いので、服用すると胃の内壁に付着して、コントラストが

ついた胃の形や動きを検査することができます。大腸の運

動や状態もこの方法で検査します。又、ヨー ド化合物など

もX線を透過しにくいので、 これを血管内に注入すると、

血管そのものを写し出すことができます(血管造影検査)。

このョー ド化合物は主に腎●裁からろ過されて、尿に溶けて

排泄されますので、この性質を利用すると 、提結された尿

内の造影剤を観察することができます。 この方法で、例え

ば、腎l蔵結石などを見つけます。他に、造影剤を利用した

診断検査には気管支、関節、脊髄、胆嚢造影検査などがあ
ります。

これらの X 線撮影で作られたものは二次元の画像なの

で、重なりあった各購器を一枚のフイルムでは識別するこ

とはできません。そこで、人体に色々な方向からX線を

あてて、X線が吸収された割合をコンビュータで計算処理

して、人体の横断画像をプラウン,管に描き出す方法が開発

されました、 X線工学とX線物理学、数学コンピュータ

技術とを総合化させたものです。H器の重なりがなくなり、
より小さぃ異常を捉えることができるようになりました。

これをX線CT ( コンビュータ断層)検査と呼び、X線診

断学に大きな発展をもたらし、これを発案したハンスフイ

ールドにはノーベル賞が与えられました。 一枚の画像を

とるのに約1 ̃数秒かかります。そこで、最近では連続回

転型管球と寝台の移動の組み合わせでいっきに広範囲を

走査できるCT(ヘリカルCT、スパイラル CT)が開発さ

れ、肝臓や肺などの大きな臓器も20̃30秒で撮影できる

ようになりました, また、体の正面からスライスした像と

体の側面からスライスした像とを組み合わせることで、三

次元画像を得ることもできるようになりました。

1l aを発生する管球と検出器を対向させ、全周に回転走査し、次に
各組Mやa器の 1l:1a通通lL性(Xa吸収係数)の差から得られたテー
タをコンビュータを使つて体 ll●断 l管像として画像化します。

核医学検査(アイソトープ検査) は放射線を化学的トレ

ーサとして利用し、病気を体内または、体外から診断する

方法です。体内診断は、脳、心臓、骨、肺、腎臓など特定

の●蔵器に集まることがわかっている薬品にわずかのアイ

ソトープで印をっけて注射して、検査したい臓器に取り込
まれたアイソトープから出るγ線をyカメラで受け (注) 、

その信号をコンヒ' ュータで処理する検査方法です。臓器内

のアイ ソ トープの分布や動きがプラウン管の上に写し出

されます。 この検査で大きな役割を担つている放射性医薬

品では、放射能が短い時間で消えてしまうアイソトープし

か使いません。 日常の検査で使用されているものは約10

種類あり、例えば、骨の病巣に集まるTc-99mー リン酸化合
物、癌に集まるGa -67、心際の筋内の血流や生存状態を検
査するTl-20l、般の血流分布を反映するI-123化合物な
どがあります。これらのアイソトープはいずれもγ線のみ

を発し、半減期は6時間̃3日程度です。さらに、この検

査ではx線写真のように平面像をとるのが一般的ですが、
脳や心蔵の断層像をとることもできます。ここではCTと

同じ手順でコンピュータ処理するので、これをシングルェ

ミッションCTと呼んでいます。

こうした体内診断に対して、患者さんから採つた血液や

尿などとァイントープを含む検査用の薬品を試験管の中

で反応させ、血液や尿などに含まれる徴量な成分(ホルモ

ンや癌に関連する物質)を調べて病気の診断する方法を体

外診断と称しています。

次回はこれらの検査や診断が及ぼす放射線の被曝と放

射線の照射作用を利用した病気の治療にっいて紹介しま

す。 (放射線教育フォーラム幹事)
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(注)

放射線はヨウ化ナトリウム結品などの故光物質を光らせま

す。(シンチレーション) この光を光電子增借管で增幅して感
度良く測定します。 核医学検査では測定値を画像にするので・
γカメラはシンチレーションカメラとも呼ばれています。

[ニュースレ夕一 No. 8 ,  1997. 11]



中学・高校の先生のための

放射線・放射能セミナー(第5回)

医aと放日a ( 2 )
慶應義塾大学医学部講師

中村佳代子

前回紹介しました放射線を利用した医療診断はいずれ

も患者さんが被壕1する検査ですが、この医療被曝には特別

の制限がありません.医療被曝とは、被曝するリスクと得
られる情報とを天秤にかけて利益のあるときに行なわれ

る行為だからです.天秤は個人によって異なり、医療被a基
による副作用が報告されたことはこれまでありません . と

は言え、検査を,:lii:ける事でどの程度の被曝があるかは知つ
ておきたい関心事です .

検iの口題 入射面の・l量
( m G y /●t)

ii;t t 'i0量

(mGy)

成人男性

'tli〇〇量(m Gy)

成人女性

生a●●量(mGy)
船現t●〇量

(mGy)

腹部x線振影 10 0.g 0.16 2.12 2.63

骨盤X線撮影 l 0 0.57 l .48 l.94

股関節x線撮影 l 0 3.68 0.78 l .28

胸部x線撮影 0 . 4̃1.5 0.0li 'l l ★

X線CT検査 , 25̃50 4

X線造影検査 ' 2 5 ̃ l00mGy/分 8 ̃ l 6 0.004C0.580# 0.45(7.87)# 0.4 8 (8.22)#

,' :検出線量以下、 0 # :注陽検査
放射線被●集,にはX線撮影などで生じる外部被環と核医
学検査などで生じる内部被曝とがあります。この二つの放

射線被環を考えるときは、放射線の種類と量との双方が重

要です。例えば、放射線のなかでもα線は飛呈距離が短く、

紙一枚で止めることができますが、β線になるとァルミニ

ウムで止め、γ線は鉛でなければ止めることができません。

従つて、外部被曝の場合はγ線が身体を通り抜けるので一

番危険ということになりますが、内部被曝では身体のなか

で止まってしまうα線が最も危険です。外部被曝では、放

射線が当たった部分しか被曝しませんから、被曝は検査の

時のみです。胸部X線写真を1枚撮影した場合は0.3mSv

解被曝します. 又、集団検診などで受ける胃の検査では
0.6mSv、更に、精検の注腸検査では2̃3mSvの被曝を

受けます。 人が自然放射線をl年間に浴びる量は約

2.4mSvですから、 検査から受ける被曝は小さい事がわか

ります。放射線の影響には、ある程度以上被曝しないと発

現しない確定的影響と、少しでも被曝すると発現の可能性

のある確率的影響とがあります。後者の影響はさらに、遺

伝的影響と癌の誘発とに分類されますが、これらの影響に

ついては閾値がありません。そこで、長崎の原爆被爆者な

どの疫学的調査から類推するに、200mSv以下では癌の增

加が認められていません。一方、確定的影響には閾値が存

在し、ICRPは100mGy以下を勧告しています。表1の
第二欄が示すように、どの検査も被曝量が非常に低く、癌

を話、発する確率の値よりはるかに小さい値です。

内部被曝を考える核医学検査の場合は、危険度の低いγ

線を放出する短半減期のアイソトープを用いており、し -か
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それでも、被曝による自血病の誘発を心配する場合は、

表1の第三欄に示すように各検査の赤色骨髓・、の被曝量

を見ると安心できます.白血病などは赤色骨髄に放射線が
照射された場合のみ生じますので、医療検査にて白血病が

生じたという報告がこれまで全くない理由がわかると思

います ( また、遺伝的影響は子供を産む可能性のある世代

の生殖腺に放射線を受けた場合のみ間題になります(表1

の第四、五欄参照 : 1回急性照射の場合の -時的不妊に関

するしきい線量は男性で l 5 0 m G y 、女性で6 5 0 ̃

1500mGy)。更に、妊娠と気づかずに放射線診断を受け

たとしても、胎児、の被曝線量(表l第六l爾)と胎児影響

のしきい線量(流産、奇形、発育遅延:l00mGy :精神
発達遅延:120mGy)を比較すれば、X線診断ではこの確
定的影響が生じなぃことがわかります 、

も大部分が短時間に体外へ排泄されますので、被ll基,はアイ
ソ トープが多く集積する臓器とその周囲に限られますっ被

曝量は投与するアイソトープの量に依存しますが、最大の

量を投与したとしても(表2)、核医学検査では確率的影

響も確定的影響も生じないことがわかります。

i2 :tiE 1ai●置によるa■●(●大の量を:設iしE:1・:el)
検査の種類 放射性医業品 a量が最大となるli=・とa量(mGy)
骨シンチ To-99mー リン酸塩 骨表面:37 . 8

心筋シンチ T a -20l 精巣:56

腫密 Ga-67一クェン酸 骨表面: l 77

甲状腺 I-123 甲状腺:90

いずれの放射線診断による被曝の量も、宇宙線からの被

曝量よりも低い事や、放射線診断を受けて癌になったり、

不妊になる確率は他の要因よりもかなり低い事がわかっ

て頂ければ、診断や検査の重要性をより理解して頂けると
思います。

1 放射線を1kgのものに照射して1Jの熱を発した場合、 この

吸収線量を1Gy(グレイ)と表わします。放射線が与える影響

は各放射線によ 、って異なるので、吸収線量に各フアクターをか

けた線量当量で各々の影響を比較します。 線量当量はSv (シ

ーベルト) の単位で表わします。

[ニュースレ夕一 No. l 0 ,  1998. 7 ]
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中学 ・高校の先生のための

放射線・ 放射能セミナー (第6回)

医演と放射E (3)
慶應義塾大学医学部講師

中村住代子

医療への放射線利用で、 最大の貢献は照射作用を利

用する癌の放射線治療です。 癌の治療には主に外科療

法、化学療法、放射線療法などがありますが、放射線

療法は主と して早期の癌や手術の難しい場所にある癌

に適用する治療方法です。

放射線療法には主に3種類の方法があります。 一つ

は外照射と称し、 装置で発生する放射線を患部に照射

する方法です。放射線としては、テレコバルト(Co-60)
や線型加速器(リニアック )から発生させるγ線、X

線、 電子線や、サイクロトロンから発生する速中性子

線や陽子線、更に、最近では、シンクロトロンから発

生する重粒子線などを用いています。速中性子線はX

線よりも癌細胞を殺す力が強いと言われています。 γ

線や速中性子線は体の表面近くで最も強く作用します

が、深く進むにっれてその力は減弱してしまいます。

つまり、体の中の深い部分にある癌を治療する場合は、

そこに達するまでに正常組織が障害を受けることにな

ります。 一方、陽子線は、ある深さで作用が急に強く

なりますが、その前後では作用が弱いので、このピー

クの部分を癌のところにあわせれば、患部に集中的に

照射することができ、 正常組織 .への障害を少なくする

ことができます。重粒子線は、電子線のように癌細胞

を殺す力が強く、 しかも、陽子線のように患部に集中

的に照射できる特徴を持つていますので、 癌の新しい

放射線治療法として、現在検討が進められています。

第二の放射線治療の方法は放射線を発する担体 (密

封小線源)を患部に理め込む方法です。線源には粒や

ワイヤ一状になったIr -1 9 2 ( 0 . 3 ̃ 0.6MeVのγ線を放
出;半減期:74日)やAu-198(0.4MeVのγ線を発生;
半減期:2.7日)を用いますので、この方法は小線源治

療とも呼ばれていますc 放射線を発する粒やヮイヤー

を外から埋め込むことのできる場所に患部がある、例

えば、舌癌、食道癌、子宮癌などをこの方法で治療し

ます。 密封線源を数時間̃数日間、 患部に置いておく

ことで、  患部に集中的に放射線を当てることができ、

他の臓器への影響が小さいという利点があります。

第三の方法は核医学検査の原理と同じですが、 ラジ

オアイ ソ トープは 11l線を発する核種を使用します. こ
の治療方法は内用療法と呼んでいます。例えば、甲状

腺がョー ドを多く取り込む性質があるので、 これを利

用して 13線を発する 一ヨー ド、I -131を用いて甲状腺癌や
甲状腺疾患を治療します。 最近では 、 13 線を発する

S r-89を使用して 、癌が骨に転移したために生じる疼痛
を緩げる内用療法が注目されています、 ス ト ロ ン チ ウ

ム1iカルシウムに似て代謝の盛んな骨に集積します。

それで、 S r -8ll)は癌の転移している骨に集積して、そこ
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から発する 111 線で痛みを少なくするのです, この 11l 線

は体の外には出ません(f )で、Sr -89 を投与された患者さ
んは病院から出て、 一般の人と同じように社会生活を

送ることができます。内用療法は 、 患部以外の臓器に

ラジオアイソトーブが集積することもありますので 、

これをできるだけ速式かに体外に排泄するようにして

います。 内用療法を受けている患者さんは体内に多く

の放射能を保持していますので、I-131のように 111線の
ほかにγ線を発したり 、 空気中に発散しやすいもので

ある場合は、 一時的に患者さんを隔離したり、 患者さ

んと他の人、特に、幼児との接触を制限することもあ

ります。

以上、 いずれの放射線療法でも、 治療のためには患

部に10̃50Gy程度の放射線の被曝を必要とします。

放射線診断よりは、はるかに高い被曝線量ですが、 急

性障害を起こしたり、子孫に影響を与えるような量で

はありません。 しかし、照射する放射線はできるだけ

患部に集中させ、 正常の臓器に放射線が当たらないよ

うに工夫しています。

我が国の放射線の歴史は原爆という悲しい事実から

始まりましたが、 その折のデータが放射線による診断

や治療において全世界で役に立つています。 放射線の

性質を正しく理解する事で、 放射線の医療への応用が

一層進む事を願つてやみません。

放射線照射装置:下のぺッ ドに患者さんが寝て、 上の丸

い部分 ( リニアック)  から放射線を照射します。



[ニュースレター No. 13, 1999. 5 ]

中・高被の先生のためのmt放●t能l!ミl- (第7回)
放射装による食品の保存および術生化

日本原子力研究所高llf研究所
伊 藤 均

1 .独1◆tlia理の日的
食糧生産に用いる農薬や食糧保存に用いる殺虫

剤 ・殺菌剤の人体に対する悪影響が問題になるにつ

れ、 自然食品が求められるようになってきている。

しかし、 生産現場で直接入手しない限り、 自然食品

を入手することは困難である。しかも、食品は生産

時から害虫や微生物による腐敗・品質劣化が進行し、

病原菌や寄生虫による汚染もしばしば発生している。

このため、 食品を長期に保存したり衛生化するため

に薬剤処理も含め様々な方法が開発されてきている。

しかし、 人体に危険性がないとされる低温貯蔵では

病原菌の殺菌効果は期待できないし、 凍結保存が適

用できない食品も多くある。加熱処理は殺菌・殺虫

に有効であるが、 加熱条件によっては栄養成分が著

しく分解され、  しかも生鮮食品には適用できない。

放射線は透過力が優れているため食品の内部まで処

理でき、 しかも食品の生鮮状態が保たれた状態で殺

菌・殺虫、発芽防止が可能であり、自然食品として

最も理想的な処理法である。 しかし、 少なからぬ人

達は食品を放射線処理すると食品中に放射線が残つ

た り 、  食べると危険だという恐怖感を持つている。

また、 人によっては食品に放射能をふりかけている

と誤解している。

食品保存および衛生化に用いられる放射線は、 X

線と電子線に限られており、  可視光線と同様に物理

的現象であり、 食品中に放射線や放射能が残留する

ことはあり得ないことである。  これは、 加熱調理温

度は人間を殺傷する効果があるが、加熱調理した食品

中の熱はすぐに消失してしまい、 人間に危害を及ぼ

さないことと同じである。

2 . 日射食晶の安全性
食品に放射線を照射すると何か得体のわからない

反応が起こり、 人体に悪影響を及ぼすと指摘する

人もいる。  食品や生物に対する放射線の作用はフリ

ーラジカルによる化学反応であり、 酸化分解反応が

圧倒的に多い。 フ リーラジカルは生物の新陳代謝や

順・防の酸化分解、紫外線、加熱などでも発生し、水

存在下では1000分の1秒以下で消滅する。また、生

物や食品など水分が多い系では放射線により活性酸

素と呼ばれるフリーラジカルが発生しやすい。 この

活性酸素は生体内の新陳代謝で絶えず発生しており

( もちろん、  酸素反応で消滅して普段は生体に害作

用を及ぼしていないが)、 人間の体内でも病気を引き

起こす悪役と体外からの細菌などの異物を排除する
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防衛者としての役割も知られている。  しかし、 食品

内で放射線により発生j一る活性酸素による酸化分解

生成物は微量であり、 栄養成分の分解は加熱に比べ

著しく少ない。これまでの多くの研究により、放射

線による食品の分解生成物は加熱調理の場合と類似

しており、  有害物質は生成しないことが明らかにさ

れている。 動物を使つた多くの安全性試験の結果で

も安全性が証明されている。 例えば、 米国では鶏肉

に必要量の 10倍以上の放射線を照射してラットやマ
ウス 、 犬を使つた大規模な安全性試験が行われたが、

動物に対する有害性は全く認められていない。 イン

ドなどで行われた人体に対し有害とされた研究は、

インド政府の再調査により研究者個人の誤認による

ものであり科学的裏付けがないこと、  中国での人体

実験でも安全性に問題のないことが明らかにされて

いる。  また、 無菌の実験動物用飼料は放射線で完全

殺菌されてきており、  加熱殺菌に比べ生育が良好で

死亡率も著しく少ないため、 世界各国で実用化され

でいる。 実験動物用飼料の放射線による殺菌はわが

国でも実用化されて30年になり、 30̃100世代にわ
たって照射した飼料を摂取してきているにもかかわ

らず、 何らの悪影響も認められていない。 放射線に

より生じる食品や微生物の染色体異常が人体に悪影

響を及ぼすと心配する人がいるが、 染色体(DNA) 異

常は紫外線や藻結、 加熱などでも容易に起こるし、

例え染色体異常が著しく起こった食品を食べても腸

内で分解されて正常な低分子だけが選別されて吸収

されるため、 人体に悪影響が現れる可能性はあり得

ないことである。  わが国では放射線で発芽防止され

た馬鈴薯が26 年間にわたり流通しているにもかかわ

らず、 人体への悪影響はなんら報告されていない。

3. 放l l解!L理の応用i 日
食品への放射線処理は野菜の発芽防止、 生鮮果実
や穀類の殺虫、寄生虫の防除、果実の熟度遅延、サ

ルモネラ菌や病原大腸菌の殺菌、腐敗抑制、缶詰と

同じ完全殺菌など多くの応用分野がある。

馬鈴薯や夕マネギ、 二ンニクの発芽防止は少ない
量の放射線で効果がある。 馬鈴薯は春になって発芽

活動が始まると栄養成分が急速に消費され、 ソ ラニ
ンという有害物質が生成されてくる。  放射線による

発芽防止は栄養成分の損失を防ぎ、 年間にわたる安

定供給を可能にする。 なお最近、 照射馬鈴薯反対運

動が原因で、 わが国で発芽防止剤を馬鈴薯や夕マネ
ギの収穫前に做布する農家が増えているが、 食品へ
の散布が禁止されているのに収穫前だから安全とい

うことはなく残留毒性が心配になるし、  効果も不安

定である。

生鮮果実の放射線処理は輸入果実の殺虫に有効で

ある。  現在、 検疫処理では臭化メチルや青酸ガス 、



蒸熱処理、 低温処理が行われているが、 人体への有
毒性や果実の品質に対する思影響が指摘されている。

放射線処理は果実の品質に対する悪影響が少なく、

薬剤のように残留する心配がないため、 米国等の多

くの国では実用化しつつある。 穀類の殺虫について

も放射線処理法が有効である。

食中毒の原因となるサルモネラ菌や病原大腸菌

0157、 腸炎ビブリオ菌、 ブドウ球菌等も比較的少な

い量の放射線で殺菌可能である。 フランスやオラン

ダなどでは鶏肉、 卵白中のサルモネラ菌の放射線殺

菌が実用化されており、 米国では牛肉等赤身肉の放

射線殺菌が実用化されようとしている。

放射線で完全に殺菌された肉製品は宇宙食や病人

食として米国やイギリス、オランダ等で利用されてい

る。ことに、免疫不全の病人食の場合、照射食品は

良好な治療成績を上げている。

4 .  世界における実用化の動向

l980年に世界保健機関が照射食品の安全宣言を行

った前後からフランス,オランダ、ベルギー,ソ連で食
品照射の実用化が始まった。 一方、 イギリスやドイ

ツのように照射食品の安全性研究で多くの優れた研

究成果を上げた国では緑の党などの反対運動により

実用化が遅れている。 一方、 旧ソ連圈でも食品照射
の研究が熱心に行われたが、 ソ連の崩壊により実用

化の動きは後退し、 最近になってハンガリー、チェコ ,
ポーランド等で実用化の動きが活発になっている。

ヨーロッパで実用化が進んでいるのは表1に示すよ
うに、  香辛料や乾燥野菜、乾燥果実の殺菌であり、

全体で年間3万トン以上照射され、 ドイツやイ夕リ

アを含め広く流通している。 また、 フランスでは鶏

肉が年間1万トン照射されており、オランダやベル
ギーでは冷凍魚介類が大量に照射されている。 米国

では政府が食品照射の推進に熱心であるが、 食品業

表1.食品照射を実用化している主な国と食品類
<国名> <食品類> <処理量(トン/年)>
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界は標示などの問題を気にして実用化は遅れがちで

ある。  しかし、米国では香辛料が年間4万トン近く

照射されており、  牛肉や鶏肉、 生鮮果実の実用照射

も始まっている。 米国では消費者の反発が少ないた

め条件が整えば急速に実用化が進むと考えられる。

アジアでは中国での実用化が活発であり、 二ンニク

が年間4万トン照射されており、香辛料も1万トン

照射されている。韓国や台湾、夕イ、インドネシア、

インドでも香辛料等が実用化され始めており、 国際

間貿易でも流通している可能性がある。 南アフリカ

やイスラエルでも実用照射が行われており、 日本は

世界の中でも実用化が遅れている国に属している。

世界各国で検疫処理や農産物の貯蔵で広く使われ

ている臭化メチルは毒性が強いばかりでなく、 オゾ

ン層の強力な破壊物質であるため、 2001 年で使用量

を半減、 2005 年で全面的に禁止することになってい

る。  検疫処理の代替処理法として放射線処理法が国

際的に有望視されているが、 わが国では切り花の放

射線処理が検討されているだけである。 わが国は臭

化メチル使用量が米国に次いで世界第2位であり、

検疫での使用量は第 1 位である。  またわが国は食糧

の50%以上を輸入に依存しており、薬剤の代わりに

検疫処理および食糧備蓄に放射線処理法の導入を検

討する必要があろう。 米国はすでに青果物の放射線

処理を検討しており、 国内流通ぱかりでなく日本な

どに輸出することを希望している。

食品照射用施設はコバルト 一 60 からのガンマ線の
利用が主流であるが、 最近では加速器から発生する

電子線やX線利用も広がっている。 電子加速器はテ

レビのブラウン管と同じ原理を用いており、 先進国

では主要な照射施設となっていくであろう。

(参考文献)

世界保健機関:照射食品の安全性と栄養適性、 コー
プ出版、1996年。
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放射線を測つて見ませんか

私たちの身のまわりには、大地や字宙からくる

放射線があります。放射線を測るために、放射線

計測協会では「はかるくん」 という放射線測定器

を無料で貸し出しています。

「はかるくん」 の特徴

1 .  重量 500g

2 .  ワン夕ツチで、 だれでも簡単に測れます。

3 .  スイッチを入れて1分問待てば、その場所

の放射線の強さがわかります。

中込みの方法: ハガキに住所、姓名(ふりがなつ
き)、電話番号、年齢、職業(できれば記入下さい)、

貸出希望台数を書いてお申込み下さい。

貸出期問は個人の場合約2ヶ月です。

申込み先: (財)放射線計測協会 事業部

〒319-1106 茨城県那珂郡東海村白方白根2-4
Tel0292-82-0421 Fax 0292-83-2157
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中・高校の先生のための放射a ・放1ti被

セミナー (第8回)

放射線による害虫駆除

日本原子力研究所高崎研究所

伊藤 均

1 .  放射細こよる書虫E除の原理
害虫による農作物や家畜に対する被害は著し

く ,  アジアやアフリカなどの発展途上国では農

作物の約25%が害虫により損失している。害虫

駆除には農薬が多用されているが、 残留農薬の

人体への毒性、薬剤耐性を獲得した害虫の出現、
生態系への悪影響などの問題がある。 農薬を使
用しないで害虫を駆除する方法として放射線に

よる不妊化放飼法がある。 放射線による不妊化

放飼法は他の生物に被害を与えない点が優れて

いる。

害虫は放射線をあびる量(吸収線量)によっ

て不妊化させたり死亡させたりすることができ

る 。  放射線で不妊化した害虫の雄を野生の雌と

交尾させると受精卵の孵化能力が失われる。 こ

の場合、 放射線で不妊化された雄の精子は生き

ているが、 精子に染色体異常が起こり、 交尾後

の雌の受精卵の発生がとまるとか異常になって

死につながる障害が起こる。 この障害を優性致

死突然変異と呼んでいる。すなわち、精子の優

性致死突然変異は、 受精卵が孵化する前に死に

導き、ことに胚盤葉(個体を形成する初期組織)

形成までの過程で死ぬものが多いことが知られ

ている。  なお、 不妊化に必要な放射線処理量よ

り少ない放射線をあびた場合には虫は繁殖能力

があ り 、  時に突然変異体が若干発生することが

ある。  しかし、 多くの突然変異は劣勢変異であ

り野生種の競争に勝てず子孫を残しにくい。

実際に野生の害虫を根絶させるためには、 雄

を大量に飼育して70̃100Gy (グレイ :吸収
線量の単位)の放射線で不妊化処理し、自然生

息集団の雄より多く散布する必要がある。 この

散布により次世代の生息数は著しく低減する。

これを数年にわたり繰り返すことにより害虫を

根絶することが可能である。しかし、飼育時に

雄だけを選別するのは不可能であり、 実際の散

布時には放射線処理された雌も多量に散布され

る。従つて、初期の段階では薬剤で野生の害虫

数を低減させてから不妊虫を散布する必要があ

る 。  なお、 不妊化された雄は野生の雄と競争さ

せる必要があるため、性的競争力、寿命、飛行

力、 正常な交尾行動ができるように必要最低量
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の放射線処理が望ましく、 過剰な放射線処理は

さけなければならない。

図1はウリミバエの不妊化放飼法の原理を示
したものである。

一'

-:

-ll l照射

図1 . ウリ ミパェの放射線による不妊化放飼法の
原理。

また、 害虫の種類によっては放射線で 70̃
100Gy 処理された蛹から発生した雄と野生の雌
の交尾により生まれ、卵が孵化する能力を有す

るものがある。  しかし、卵の孵化により成長し

た第1世代の雄は野生の雌との交尾後の受精卵

の孵化能力をさらに効率よく失わせる能力があ

るものがあり、野外での応用が試みられている。

また、 放射線による不妊化法と遺伝子操作の組

み合わせ処理による害虫の根絶技術も開発され

ている。

不妊化処理に用いられる放射線は透過力が強

いコバルト 一60から発生するガンマ線 ( X 線 と
作用は同一)が用いられ、図2に示すように照

射容器内の試料に均一な吸収線量分布が得られ

るように設計された照射装置が必要である。

図2.不妊化放飼法に用いるコパルト一60ガンマ線

照射装置(沖組県ウリミパェ根絶事業)。



図3.南西請島におけるウリミバエ根絶の経緯。

2 .  書虫不妊化の応用分野
不妊化による害虫の根絶事業は島や狭い半島

で隔離された地域に生息している害虫や、 特定

地域に生息し他地域に移動しにくい種類の害虫

について有効である。

世界で初めて放射線不妊化法で害虫の根絶に

成功したのは米国におけるラセンウジバエであ

る 。  ラセンウジバエはかつて米国の南部に生息

していた。この害虫は家畜、特に牛の傷口に卵

を産み、 そこから孵化した幼虫が牛の体内に侵

入し、ついには大動物を殺してしまう。1957年

にフロリダで行われた根絶事業は約2年を要し、

不妊化線量は 75Gy で行つた。 このラセンウジ
バ工の根絶成功を受けて、 米国やメキシコでは
熱帯果実等の害虫であるミバエ類についても不

妊化による根絶が試みられているが、 生息数の

大幅な低減は可能であったが大陸のため完全な

根絶には成功していない。しかし、ミバエ類の

生息数低減により青果物が増産されるようにな

った。 また、 アフリカのツェツェバエの根絶事
業が国連機関によって試みられている。さらに、

マラリアなどの伝染病菌を運ぶ蚊などの不妊化
放飼法による根lll色も今後の課題であろう。

3 .  わが国でのウリミパエの根絶
ウリ ミバエは熱帯から亜熱帯地域に広く分布

する害虫であり、 ウリ類や熱帯果実に大きな被

害を与えている。  ウリミバエの分布地域は農作

物への直接の被害だけでなく、 産物を未発生地
域に出荷できないという深刻な問題がある。 ウ

リミバエは従来は日本に生息していなかった害
虫であるが、 大正8年に八重山群島に侵入し、

その後に沖縄群島や奄美大島、 喜界島へ拡散し
ていった。 沖縄県における不妊化放飼法による

ウリミバエ根絶事業は昭和47年から始まり、先
ず久米島で成功した。 不妊化に必要な線量は

70Gyであり、不妊化条件の基礎的研究は大学
で行われた。この後、本格的なウリミバエの蛹

の大量飼育施設および照射施設が建設され、 宮

古群島、沖縄群島、八重山群島へとウ リ ミバエ
根絶事業が展開された(図3 )。そして、平成元

年に日本のウリミバエは完全に根絶された。 沖

縄県全体からのウリミバエ根絶には約20年の年

月を要し、約170億円の予算が使用された。

そして、 ウリミバエ根絶の成功により沖縄県な

どの野菜や熱帯果実類の内地への出荷が可能に
なった。 このウ リ ミバエ根絶事業により沖縄県
にもたらされた経済効果は年間 300億円に及ん

でおり、県民の生活向上に役立つている。なお、

沖縄県ではその後も台湾から風に乗つて飛翔し

てくるウリミバエの侵入繁殖防止のため、 八重

山群島で小規模な不妊虫散布事業を継続してい

る。一方、沖縄県とは別個に鹿児島県や小笠原

諸島でもミバエ根絶事業が行われ、 根絶に成功
している。
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中学・高校の先生のための放射線・;放射能

セミナー(第9回)

開を用いた排煙ii!理技術

日本原子力研究所高l1費研究所

田中 隆一

1. 環境保全技術の必要性

われわれ人間の産業活動の過程で排出される有害物質による大

気や水など環境の汚染は今や一地域にとどまらず、 地球全体の問

題になってきている。 火力発電所などの排煙中に含まれる硫黄酸

化物や窒素酸化物が原因で生じる酸1生雨による自然破壊や人々の
健康への影響力i深刻となってきている,また、工場排水中に含ま
れる有害物質による河川水や地下水などの汚染力1進んでいる。 更

に、 冷戦時代の長期にわたる軍事関連施設における有害物質のた

れ流しによる土壊・地下水の汚染li日體 が 1 冷 開部美明らかになり、

その浄化対策力i緊急の課題となっている国もある。一方、例えば

有機肥料として1lllJ用可能な下水汚泥やセルロース資源であるオイ

ルパーム廃棄物などは有効に利用されないままその多くは焼却処

理されており、大気汚染の原因にもなっている。これらの貴重な

資源を有効利用する技術を開発することによって大気汚染を防止

することが出来る。

2. 放解を用いた環境田術

これらの環境汚染間題の解決を目指して、 いろいろな技術の開

発が進められている中で、 放射線を用いた方法も有力な方法の一

つとして期待され、 研 究 開 解 新 聞 力マiわれている。
電子ビームによる排煙処理技術については、 我力i国において長

期にわたり精力的に研究開発が進められた結果、 実用規模プラン

トによる火力発電1l1所排煙処理の実証試験を実施するところまで実

用化研究は進展している。また、放射線による廃水処理技術開発

においては、 これまでの基職l1究によって各種廃水の処理に対し

て放射線法が優れた特長を有していることが明らかになってきて

おり、 これらの特長を踏まえてオーストリアでは地下水浄イヒのた

めの実用規模のプラントの建設計画が検討されている。更に、現

在その多くを焼却処理している下水汚泥やオイルパーム 開 を

有効利用することを目的に、 放射線を用いた下水汚泥のi制巴化技

術及びオイルパーム商の動物飼料化技術の開発が進められて

きた。現在、下水汚泥の処理についてはインドで、またオイルパ

ーム廃棄物の動物飼料イヒについてはマレーシアで大型装置を用い

た試験が行桁われている。

外放射線を用いた環境保全技術の実用化研究は先進工業国の

みでなく開発i余ト-国においても積極的に進められている。 これら
の研究においては、 それぞれの国で深刻な問題となっている課題

,の解決を目指している。

3. 電子ビームによる排煙処理技術の原理と特長

排煙は、その殆どが窒素、酸素、炭酸ガス、水から構成されて

おり 、 その中に排煙の種類によって異なる力数百から数千ppmの

硫黄酸化物、 窒素酸化物が含まれている。 この排煙が電子ピーム
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照射されると、電子ビームのエネルギーの大部分は排煙の主成分

分了に吸収され、分子はイオン化される。これらのイオンは中和

反応で元の中性分子になるが、 その中和反応、の過程で反応性に富

んだラジカルを生成する。 このラジカルによって硫黄酸化物は酸

化され硫酸ミストへ、また、窒素酸化物は酸化され硝酸ミストへ
転換される。生成した構ミスト、硝酸ミストは電子ビーム照射

の手前で添加したァンモニアと反応し 、 粉末状の硫法、 硝安に転

換する。 この粉末状生成物を捕集することによって脱硫脱硝が達

成される。 上記のような反応に基づいて確立された電子ビーム排

煙処理の基本プロセスを図1に示す。本プロセスは、単純なプロ

セス構成の乾式同時脱硫脱硝法である従来の排煙処理法にない特

長を有している。更に、捕集した粉末状生成物は窒素月l11料として

農地前 lJ用すること力11で、、きるという大きな特長ももっている。

即ち、 この排煙処理法は廃棄物を出さない資源リサイクルを可能

にし商術である。

アンモニア保始設・ 確安倒安温合構

図 1  電子ビーム排煙処理法の基本プロセス

4. 研究開発のこれまでの経緯

電子ビームお能術は、1972年に原研と㈱荏原製作所(荏

原)力峡同で研究開発を始めて以来27年という長期にわたる研究

開発の成果がようやく実りつつある。 実用化するために解決しな

ければならない課題の解決を目指した長年にわたる基礎的研究及

び工学的研究が進展し、基本プロセスを確立した。1990年から

1993年には石開理理のパイロット試験が原研、荏原、中部

電力㈱(中電)の3者共同で実施されるに至つた。 このパイロッ

ト試験によって電子ビームお理理の基本プロセスの実用性が示

されたことから、 本技術開発は実用化へ向けて更に進展した。

5. 実用化へ向けて ,の研究開発の現状
上記パイロット試験の成功を踏まえて、現在我が国、中国、 ボ

ーランドにおいて火力発電所排煙処理の実用規模プラントによる

実証試験が進行中である。 更に、 プルガリアにおいては自国で大

量に産出する高硫黄含有石炭を燃焼させたときに生じる高濃度の

硫黄酸化物を含む排煙を電子ビームで処理するためのパイロット

能計画が進められている。 我が国で開発された電子ビーム排煙

処理技術は今や世界各地で実用化に向けての最後のステップを踏

みつつある。



(1)我が国における実用規模プラントによる実証試験

図2  中国で稼働中の実用規模プラント

原研、中電、荏原が共同実施したパイロット試験の成果を踏ま

えて、中電は西名古屋火力発電所の1号機(出力22万kw、重油
燃焼ボイラー)からの排煙62万Nma1時を電子ビームで処理する

プラントを現在建設中である。 このプラントは1999年中に完成

し、来年早々には運転を開始する予定である。

(2)中国に:1l)ける実用規模プラント

中国においては原研、中電、荏原力峡同実施したパイロット試

験成果に基づいた実用規模プラント力概に稼働している。 (図2)

中国四川省の成都発電所において世界最初の実用規模プラントが

荏原、中国国家計画委員会、電力工業部及び四川省電力局の共同

プロジェクトとして一昨年9月に完成し、昨年2月より本格的な

連続運転が行われている。 20万kW石炭ボイラーからのお體の半

分の量(3 0万Nm31時)を処理すること力i できる。65℃に冷却し

た排煙をアンモニアf1l1111ti下で電子加速器(m?V、400mA ) 2 台
からの電子ビームで3-4kGy照射することによりl,800ppm硫黄
酸化物の80%除去を達成するとともに、既に700ton以上の副生

品が得られている。 得られた副生品は堆月巴会社へ提供され、 肥料
としての性能開に供されている。 今後数年間安定運転を行い、

プラントの前n明性品の期陸動果を実証するとともに、 30-
60万kW石炭火力発? ? 能プラント建意設に必要なデータ及

び経験を得る計画である。中国は、この技術については排煙処理

法としてのみでなくその過程で生じる副生品が空素肥料として和J

用できる点に強い関心を示している。

(3)ポーランドにおける実用規模プラント建設計画

田 、  国際原子力機関、 ポーランド核化学技術研究所の協力の

下でワルシャワ市郊外の発電所構内で実施したパイロット試験の

成果に基づいて、 ポーランドにおいても中国と同規模のプラント

の建設計画が進められている。バルト海に近く、 またドイッ国境

にも近いシチェチン市の火力発電所の5.6 万 ]1【w の石炭燃焼ポイ
ラ一2基からの排煙の半分量C27万Nm3/時)を処理する計画で

ある。冷却塔で冷却された排煙は:二つの流路に分けられ、それぞ

れの流路において電了加速器l1800kV、375mA)2基によりアン

モニアノ共存下で電子ビーム照射される。 400ppm の硫黄酸化物と
窒素酸化物をそれそ1:れ9 0 % 、 7 0%除去する計画である。既に電子
加速器、 副生品を捕集するための電気集じん機等の購入は終え、

現在建家の建設がi進められている。

(4)プルガリアにおける高硫黄含有石炭燃焼排煙処理パイロット試

験計画

プルガリア国内には硫黄を多く含む質の悪い石炭 (リグナイト)

が大量に埋蔵されている。 この石炭を燃焼させると、 硫黄酸化物

の濃度が極めて高い(5,000ppm以上)排煙を生じる。そのため、

大気を汚染することなくこの石炭を燃料として利用するためには

高濃度の硫黄酸化物を効率よく除去することが出来る排煙処理技

術が必要となる。 原研で行われた硫黄酸化物濃度が極めて高い模

擬排煙の電子ビーム照射試験によって、 電子ビーム法の有効性が

示された。この結果を踏まえて、力レガリアにおいて国際原子力

機関及び原研の協力下でのパイロット試験計画がスタートしてい

る。  パイロットプラントは来年早々に完成し、 運転開始が予定さ

れている。

6. 実用化に向けた今後の展開と課題

電子ビーム1l非煙処理技術は石計重油の燃期に煙の処理法とし

て既に実用化に極めて近い段階にあると言える。 現在進められて

いる30万Nma/時から60万Nm3/時の排煙を処理する実用規模プ

ラントによる実証試験を経て、 我力i国における最新規模の石炭火

力発電用ボイラー (80万kW規模) からの排煙240万Nm3/時を

処理する実用プラントの建設が可能となる。また、将来重要なエ
ネルギ一源と考えられている高硫黄含有石炭の燃焼に伴つて生じ

る高濃度硫黄酸化物を含むお座を電子ビームで処理する技術につ

いては、 ブルガリアでのパイロット試験を経て実用規模のプラン

トの建設へと進展すること力期待される。 更に税術は都市ごみ
燃焼排煙の脱硫・脱硝・解化水素処理や自動車道路トンネル換

気ガスの脱硝処理法としても有効であることがパイロット試験に

よって実証されている。

一方、大気汚染物質であるべンゼン、 トルエン、 トリクロルェ
チレン等の揮発性有機fヒ合物は有害であって近い将来我が国にお
いてもその排出が厳しく規制されるため、 排気ガス中からこれら

有害物質をコンパクトな装置を用いて効率よく除去する技術の開

発が求められている。 原研においては、 低エネルギ一電子
(175keV)を発生させること力:lできるコンパクトな電子力l1速器に

よってトリクロルエチレン等の有機塩素化合物を極めて効率良く

水溶性物質に転換できることを見出している。 次の段階として、

実ガスの照射試験によって電子ビームによる処理法の実用性を明

らかにする必要があろう。

電子ビームという放射線を用いた排煙処理技術には、 排煙や換

気ガスを水で洗浄するという煩雑なプロセスを用いずに、 種々の

汚染物質を発生源で容易に効率良く除去できるという実用的に優

れた特長がある。実用化を目指した研究開発力i更に進展し、この

環境保全分野で放射線が活躍する日力i遠くないように思われる。
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[二ユースレ夕一

話 題

低線量影響研究の現状と間題点

新技術事業団松平寛通

1 .  低線量とは?
簡線生物学者の間では, 1回被曝の場合0.2Gyま
たは0.2sv以下の線量をいい, 連続被l1基の場合毎時
6mGyまたは6mSv以下の線量率を低線量といっている。
これ以下の線量,線量率では人を含め多くの生物で
はっきりとした効果または影響を見つけるのは困難で,
いわゆる有るかもしれないし無いかもしれないリスク
(例えばがんが対照集団と比ぺて何倍にふえるか, 相
対リスク )  という概念、を導入し,物事を説明しなけれ
ばならない。放射線防護学者あるいは放射線安全の実
務にたずさわる人々の間ではもっと低い線量,線量率
での影響の有無が問題になるが, 実際のデータでそれ
を提示することは不可能に近い。

2 .  普通の生活でどの位の被曝があるか?
大ざっぱに言って ,自然バックグランド 1 , ラ ドン

1 ,医療被曝1 - 2,計年3mSv強である。
Svという単位はあらゆる種類の放射線のあらゆる形
の被曝をx線やガンマ一線の全身被曝の影響に換算し
た線量単位だと思えばよい。ただ, Svという単位が等
価線量, いうならば部分被曝と実効線量いうならば全
身被曝の両方に用いられるので混乱がないでもない。
それに急性の効果にはGy単位を用いる方が正しい。

3 .  0. 2Gyあるいは0.2Svという線量は?
これだけの線量を1回に全身に受けると,精子(男)
や白血球の数が一過性に減少しうる,つまり何らかの
急性影響が観察されうる。この20倍程度の線量を受
けると半数の人が-言髄障害で死亡する。
広島・長崎の原爆被曝生存者の平均被曝線量は,放
射線影響研究所の寿命調査集団 (原爆被曝生存者と対
照者計8万人からなり,一生渥にわたり何で死亡した
かが調べられている)で1cGy以上つまり被曝があっ
たと見なされる人々約4万人について言えば,,
約0.25Svである 。40年以上に及ぶ追跡調査の結果, こ
の集団に見られた白血病の約50%, 白血病を除く癌の
約10%がこの量(平均0. 25Sv)の原爆放射線によっ
て付加された(寄与リスクという言葉を使う )と推
定されている。ただし , 0 . 2Sv以下の線量に被曝した
集団だけについて見ると統計学的にには何も起こって
いない。参考の為に,0.5Sv以下の人々の平地曝線
量は0.1Sv, 0. 5sv以上の人々の平地曝線量は1.0Sv
である。なお,原爆被曝生存者の子供と孫には,遺伝
的影響は検出されていない。妊娠8- 15週で被曝し
た胎児では, ほぼ0.2Sv以上でその後重度精神遅滞
(知恵遅れ)が見られている(大脳の組織形成の異常) 。
いわゆる奇形は見られていない。
ちなみに, 普通の生活で誰でも年3mSv, 一生では約
200mSv(0.2Sv)の被曝を受けているが,大多数の人々

No. 1,  1994. 12]

が天寿を全うしている。
結論的に0.2Svの放射線を全身にいちどきに受ける
と何かが起こるかもしれないが, 一生あるいは長時間
にわたって受けたのでは, 実際には何も起こらない。
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4 .  放射線防護と放射線生物の立場では物事の考え
が少し異なる
簡線は,自然科学や産業などの多くの分野に利用
されているが,両刃の剣であるので, なるぺく安全に
使用する必要がある。放射線防護の立場からいえば:
i )自然バックグランド程度の線量でも人間の体の細
胞のどれもが1年に1度は放射線のトラックを受ける。
それに伴うイオン化事象はそう重大なものではない。
ただ,イオン化エネルギーのバラツキがある為,確率

は非常に少ないがイオン化事象によっては,細胞,特
に体の組織のもとになる幹細胞(たとえば,骨髄にあ
る赤血球や白血球のもとになる細胞で, 組織の細胞で
100-10000分の1位の割合で存在する) のDNAに修復困
難な傷を与えるのに十分なェネルギーを持つ場合があ
り う る。 2)1cGyの線量は細胞の核に約10コのトラ
ックをっくるといわれる。 3)最近の研究によると細
胞は此の程度の線量を認識し遺伝情報の伝達の変化と
して反応することが確かめられた。それが生物にとっ
て障害軽減の方向(いわゆるホルメシス) にだけ作用
するのか障害拡大の方向にも作用するのかどうかは末
だ解らない。 4) がんは体の多分幹細胞が1コ変化し
た為に起こるということを否定できない。
5)がんになるためには,細胞の遺伝子(がん遺伝子
とがん抑制遺伝子) が複数コ変化する必要がある。低
線量・低線量率被日基の場合, 1回の被曝で複数コの遺
伝子が一ぺんに変化することは考えにくい。しかし,,
1コの遺伝子が変化すればそれが契機となって, 長い
時間の間に放射線以外の内因外因が作用して複数コの
遺伝子の変化が起こりうることも否定できない。っま
り,1ヒットでがんが誘発される可能性は否定できな
い。 6)放射線防護では老若男女,子供や胎児を含め
放射線感受f生の異なる大勢の人を対象としなければな
らなし、。7 )放射線防護では,また,X線,ガンマ線
だけでなく中性子やァルファ線などのあらゆる種類の
放射線によるあらゆる形式の被曝(体内・体外被a基,,
急性・慢性被曝など)を対象としなければならない。
8)多くの疫学データは,発がんに関し,しきい値の
ない直線的あるいは直線一2次曲線的な線量反応を示
している。しきい値の証明はどちらかというとむっか
しい。 9)いわゆるmanremあるいはmanSvという数値
は,放射線・放射能を導入する時の集団の被曝の
impactを考える目安としてはよい。ただし,1000万
人x0.1mSv, 100万人xlmSv. 10万人x10mSvでは現実に
は影響は見られないだろうし, 1万人x100msvでも広島
長崎の経験から疫数計上有意な影響を見つけだす
のは困難である。ただ, 大勢の人々がextraに1mSvの
被曝をするということは,チェルノブイリ事故
(1988年の国解学委員会UNSCEARの見積もりでは北
極圏で60万人Sv)を考えれば別の意味から大変なこと
である o

結論的に, 国際放射線防護委員会IcRPでは, 発ガン
や遺伝的影響にはいわゆる閾値は無いとして,多く



の疫学デ一夕に基ずく リスク推定値, さらにはデト リ
メント(総合した健康上の損害)の推定値を一つの柱
として,防護の施策(正当化,最適化,線量限度)を
立てている。

5 .  放射線生物・疫学デ一夕に見られる線量と効果
との関係一発ガンについて
開 線 は ,  一応すべての組織について, 自然に発生
するがんの頻度を少し増力ロさせる。增加の程度は大き
いものではなく,よほど厳密な調査をしないとみっか
らない。ただ,  放射線の影響を受けやすい組織とそう
でない組織とがあるのは事実である。 -般に若年ほど
発がんに関して放射線の影響を受けやすい。放射線誘
発の白血病とそれ以外のがん(肺,乳,胃がんなどの
いわゆる固形がん)は,発がんの機構が異なるらしい。
1) 被曝後がんが増えたとわかるまでの期間を最小港
伏期といい, 白血病では2 - 3年,それ以外のがんで
はほぼ10年である。がんはその後,白血病では
2 0 - 2 5 - 40年後まで,その他のがんでは一生獲l
にわたって増え続ける。つまり ,最大港伏期は白血病
で 2 0 - 2 5 - 40年,それ以外のがんでは一生涯と
いえる。ただ,広島・長崎で被曝時20才以下であっ
た人々の88%が1987年末の時点で生存しており, も
っと長く追跡調査をしないと本当のことは解らない。
この意味で多くの疫学調査は完全とはいえない。最小
と最大港伏期の間の期間をプラトーと呼んでいる。
2)低線量あるいは低線量率被曝あるいは分割照射の
疫学データの調査結果はいろいろである。
2)-1 低線量でも影響が見られるという例:主として
胎児や子供である。
イギリスやァメリカで妊娠時母親がX線検査を受け

る,つまり胎内被曝をすると,生まれてきた子供の小
児がんによる死亡率が1cGyで40%增えるという後ろ向
きではあるが大規模な調査系吉果がある(広島・長商;で
の前向き調査では確かめられなかった) 。イスラ ェ ル
で 商 治 療 の 為 ,  頚部にX線を照射された子供
では, 線量が平均6cGyと低いにもかかわらず, 甲状腺

癌が4 - 5倍に増えている (ただし,  死亡者はないと
いう ) o

2)-2 かなりの線量まで影響が見られないという例:
主として大人である。
広島・長崎の原爆被l壊生存者でも皮膚癌(発生率)
は1Sv以下では增力ロしていない。
スエーデンの調査では, 診断量の'双素131を平均
50マイクロキュー リ (約0. 5Gy)投与された35000人に
甲状腺癌の増加は見られていない。
アメリカ(6300人,平均0.84Gy)とカナダ(25000
人,50%以上が0.4-2Gy)の調査では,肺結核の気胸
治療に際し何十回もX線透視を受けた人達の中に肺癌
による死亡は増えていない (同じ様な条件でX線透視
を受けた女性では手L癌死亡が增えている) 。
2) -3 高バックグランド地域(中国,対照地域の約3
倍)の住民,放射線作業者の集団(ウラン採鉱夫を除
く)ではっきりとがんが増えたというデ一夕はまず無

い。ロシアのチェリビアンスクの再処理工場の従業員
で,年250mSv. 計1Sv以上被曝した人々では白血病や
その他のがんが増えている 。屋内ラドンによる肺癌に
関しては15位の報告があるがプラスともマイナスと
も言えない。

6 .  放射線が線量に依存して発がんのリスクを持つ
といっても,年数mSv程度の放射線のリスクは他の原
因によるリスクと比べれば,そう大きいものではない。
生活の中にあるリスク因子(夕バコ ,食事 ,ウイルス
感染,等)の方がよほど大きな寄与をしている 。生き
ているだけで細胞のDNAは反応性の高い活性酸素に絶
えず攻撃されており, ウイルス感染の後には組織の破
壊と再構築が長時間続く 等々, 数えあげれば発がん
のバックグランドとなる要因は非常に多い。心理的な
ストレスが脳内のサイトカインの変化を通し,いろい
ろな悪さをすることが分子生物学的に確かめられると
よい o

(5月15日開催の第1回幹事会および勉強会での講演
要旨)

用 語 解 説 ( 3 )
8 . X線、 γ(ガンマ ) 線
何れも同じ波長の極めて短い電磁波で発生の仕方で名称が異なります。 高速の電子が金属

にぶつかって停止するときに、 そのエネルギーが電磁波に変わって発生するものを X 線 と
呼びます。 放射性原子が自然崩壊する時に発生する電磁波をガンマ線と言います。 x 線は一
般に異なる波長のものを含んでいますが、 ガンマ線はその放射性原子に特有な波長を持つて
います。 これらは物質透過性に優れていることは説明した通りです。生体には体外からでも、

体内からでも大きな範囲、 しばしば全身、 に影響を現します。
9 . 中 性 子

中性子は原子核の構成成分ですが、 ウランやプルトニウムなどの核分裂の時に放出されま
す。 中性子自身は電荷を帯びていませんので、直接生体に障害を与えることはありません。

しかし、 生体は大量の水素を水の成分として含んでおり、 エネルギーの高い中性子が水素の
原子核すなわち陽子に当たるとその陽子を突き飛ばし、 陽子線として生体に働き障害を与え

ます。 その作用はアルファ線とベータ線の中間程度のものです。 エネルギーの低い中性子は
よく生体の原子にとらえられ核反応をおこすことがあります。 この反応を起こし易いホウ素

を生体に取り込ませ、 熱中性子を当てて核反応をおこさせてガン細胞を選択的に照射するこ
とをねらった治療を中性子捕獲療法と言います。
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放射線の規制とは

日本メジフイジックス株式会社

東京本部 近藤民夫

原子力基本法では、 ウラン、 プルトニウム及びトリゥムを 「原子炉等規制法」

これら以外の放射性同位元素及び放射線発生装置を 「放射線障害防止法」 と略称

する法令で規制するよう定めている。

放射線障害防止法は、 放射性同位元素等の取り扱いを規制することによりこれ

らによる放射線障害を防止し、 公共の安全を確保することを日的としている。 こ

の法律を基本と して労働者と国家公務員の安全確保の為に電離放射線障害防止法

規則と人事院規則が、 また医療放射線の防護のために、 医療法施行規則等がそれ

ぞれ制定されている。放射線障害防止法は、国際放射線防護委員会(I C R P )

の勧告を尊重し、線量限度、放射性同位元素等の定義、18才未満の者に対する
取り扱いの禁止等の条項を定めている。現行法令は、1977年勧告に拠つてい

るが現在、 1990年勧告の取り入れを科学技術庁は検討している。

I c R P勧告の新、 旧の線量限度を下表にまとめた。

項 目 1 9 7 7 年 動 告 1 9 9 0 年 動 告

①職業被 a基
・実効線量 5 0  mSv/年 _11l 年平均で2  0 mSv/年

ただし、  50mSv/年を超えてばな
ら な い

水晶体 150mSv/年
皮膚 5 0 O mSv/年
手足 5 0 O mSv/年

妊娠期間中の腹部表面 2 mSv

・組織線量 水晶体 1 5 0  mSv/年
その他の組織 ・器官

5 0 O mSv/年

職業被曝の線量限度値の S / , o

1m S v /年 (生涯にわたる実効線量

の年平均が1mS vを超えることが
ない限り、  5mSv/年という補助的

限度を数年にわたって用いてもよ

い )

水晶体 50mSv/年
皮膚 50mSv/年

・ 女 性 ( 妊 娠 中 )

②公衆被l曝

・実効線量

1mSv/年 ( 特 別な状況ではこれを

超える こ とが許されるが 5年間の

平均が1mSv/年を超えないように
しなければならない )

水晶体 15mSv/年
皮膚 50mSv/年

実効線量 5 0  0 mSv
皮膚 5 0  0 0 mSv

・組織線量

1ll)緊急被ll基
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このような線量限度が適用されないのは、自然放射線による被ばく及び診療の

ために患者が受ける被ばくである。 下の円グラフを参照されたい。

自然発生源および人為発生源からの

平均年間個人放射線量

原子力発電
0 _ 0002mSv

f核 解 験 合 計
0.01mSv

感業上0.002mSv

法令で規制する放射性同位元素は、 密封された完成品または部品の集ま り は、

3.7メガべクレル以下なら規制の対象とはならない。

また、非密封の放射性同位元素にっいては、3.7キロべクレルから3 ・ 7メガべク

レルまで 4区分して規制の対象に しない数量を定めている。

一方、濃度にっいては、すぺて74べクレル毎グラム以下であれば.温泉のよう

に大量に存在しても数量は規制されない。

温泉には喜んで入つても、 放射線は、 徴量でも危険であると信じる人は多い。

ある小説では、 原子力発電所の燃料棒貯蔵プールに落ち込んだ犯人がプールの水

を飲み込んだため 「放射線病」 で即死するという話もある。 しかし、 燃料棒は使

用済みであっても密封線源である。 それで被ばくすることはあっても、 それを冷

却する水を飲んでたちまち死ぬことは絶対にない。 放射線を恐れさせるよりも注

意深く判断させることこそが大切である。

168
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放射線 ホル ミ シ ス
東邦大学 山 田 武
放射線医学総合研究所 大山ハルミ

はじめに
放射線の生物に対する障害作用にっいては、 前世紀
末よりほぼ1 0  0年の研究の歴史がある。 しかしなが
ら、  いわゆる確率的影響が問題となるcG yオーダーの
低線量域の影響にっいては、 なかなか実験データが得
られていない。放射系部方護上は、 まさにこの領域の生
体影響が一番重要なのである。そこで、高線量域での
線量効集関係をそのまま低線量域に直接外挿し、 低線
量域での作用の大きさを推定している。 当然、 どんな
低線量域でも障害作用であると考え、 ただ大きさのみ
が線量に応じて小さくなるものとしている。
ところが、最近、低線量域での影◆の研究が進むに
つれ、 低線量域では、 高線量域での影1響から予測でき
ない、 特異的な作用がし t;ましば報告されるようになっ
た。すなわち、低線量の前照射が、引き続いて行われ
た大線量照射の障害作用を軽減させたり、 あるいは、
ある生物活性を刺激するような効果が観察された。 こ
れらは、放射線ホルミシスと総称され、近年注目を集
めるようになってきている。日本においても、日本放
射線影響学会内に1980年代より「ホルミシス研究
グループ」 が組機され、 毎年影響学会の大会の機会に
ワークショツプが開催されている。本稿では、放射線
ホルミシス研究の最近のトピックスを2つほど紹介す
る 。

1 . 低線量照射による放射線抵抗性の誘導
生体に種々の影響をもたらす、いわゆる“ストレス''
作用原は、 放射線、 紫外線も含めて多種多様である。

これら物理、化学的ストレス因子が亜致死作用量で、
哺乳類細胞に作用した場合、 特有な生化学的反応を引
き起こすことが知られている。すなわち、高用量の同
種ならびに他のストレスの対する抵抗性の誘導をはじ
め、 D N A合成の上昇、細胞内シグナル伝達に関係す
るタンパク質の合成の促進、 細胞の成長や增殖あるい
はアポトーシスに関連する還伝子の発現の誘起などが
生じる。これらの反応は、 ストレス作用因子がきわめ
て多種多様であるにも拘らず、共通して特定の種類の
ものに限られている。この事実は、このストレス反応
が、 生物が進化の過程で獲得した普遍的な防御機構の
ーつであることを示唆しているものと解釈されている。

つまり、 低線量放射線照射後に超こる放射線抵抗性
の誘導は、決して特異的なものではなく、 ストレス反
応一般に見られる普遍的な現象であり、 生物の防御機
構の一つの発現であると理解することができる。毒物
学の分野では、同様な現象は、 “Arnst-Schutzの法 1l1 l」
として古くから知られており、最近、放射線ホルミ
シス現象の代表的なものとして、注目されるようにな
つたこの“放射線の適応応答”は、 ストレス因子一般
に見られる現象が、 放射線にっいても見られる、 とい
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うことの再確認にすぎないともいえるわけである。
低線量照射による放射線抵抗性の誘導現象は、 細胞
レぺルでも動物個体 レぺルでも明確に観察される。 ま
ず、細胞レぺルのこの適応応答は、1980年代から
アメリカのWolfらによって、 ト リチウム 18線で処理さ
れた細胞では、 つづく高線量放射様による染色体異常
や、 姉妹染色分体交換銀度を有意に低下させることを
観察した報告から廣く認められている。
動物個体 レぺルでの適応応答は、 低様量前照射より、
引き続く致死線量照射に対する抵抗性の誘導現象とし
て活発に研究されている。 マウスの場合conditioning
doseと称される低線量前照射の線量は通常5-50c G y
が用いられる。 この線量に応じて適切な間隔をおいて
cha11enging doseと呼ばれる致死線量を照射すると、
低線量前照射を受けた実験動物群は、 受けなかった対
照群に比較して明瞭に生存率が高いことが観察される。
すなわち、 低線量の前照射により致死線量放射線に対
する抵抗性が誘導されるのである。
この実験で大変興味あることは、 前照射の線量に依
存して、抵抗性の誘導される時期が全く興なることで
ある。前照射線量が5-50c G yの時には、 その2ケ月後
に行われた致死線量照射に対してのみ抵抗性が誘導さ
れる。これに対し、30-50cGyというより高線量の前
照射の場合には、 その2週間後の致死線量照射に対し
てのみ有効である。すなわち、前照射の線量が比較的
低い場合と、高いときとでは、明らかに放射線抵抗性
誘導の機構が異なると推定される。
私たちは、この、より高線量域前照射(50cGy)の
場合、 骨髄における造血幹 ,細胞の増殖が前照射により
剌激促進され、 2週間後の骨髄死誘発線量に対する抵
抗性が誘導されることを証明した。 しかしながら、低
線量前照射の場合の抵抗性誘導機構は全く不明である。
大阪府立大学先端研の米沢先生たちは、 この場合、 前
照射として全身照射が必須で、 頭部のみの照射でも胴
部のみの照射でも有効でないというデータを示してい
る。すなわち、単に造血系への照射効果だけではなく、
中枢神経系あるいは何らかの全身機能の関与が、 この
抵抗性誘導には必要らしい。なにしろ、 2ヶ月後にや
っと抵抗性が誘導されるのであるから、 単に免疫系の
みの関与とは考えられず、より複雑で、いくっもの系
を介する結果であるに違いない。
このような実験事実は、 これまでの放射線生物学の
範囲では、なかなか発見できなかった。低線量の特異
的効果を求めて行われた実験の一つの成果である。

2 .  低線量放射線の抗ストレス作用
低線量放射線の実験のさなかに偶然見つかった面白
い現象がここに紹介する中枢神経系への作用である。
雄マウスを同一ケージに長期間飼育しているときに、



しばしば問題となるのは、 マ ウ ス同士の喧嘩である。
多くは尻尾の付け根の尻部分を u事み付かれ出血する。
ひどい場合には死に至る。低線量照射したマ ウスでは、
この傷が少ないことに偶然気付いた。私たちのグルー
プの宮地さんは、 そこで、大変独創的な実験を計画し、
低線量放射線の特異的抗ストレス作用を発見した。
雄マウスを一匹飼い状態で長くおくと(resident) 、
いわゆるストレス状態となり、攻撃性が増大する。こ
こに、別なマウスを侵入させると(intruder)、侵入マ
ウスに対して、程iしい攻撃をおこす。これを、resident
-instruder testといい、社会的隔離によるストレスの
モデル動物実験系として用いられている。宮地さんは
この系を用いてマウスのストレス誘発攻撃性に対する
低線量照射の影響を定量的に測定した。すなわち、侵

入マ ウ スを入れてから直ちにマウ スの反応をピデオカ
メラに一定時間記録し、噛み付く回数と最初の攻撃ま
での経過時間を測定して攻撃性を定量化して解析した
のである。その結果、このマウスの攻撃性が、5-15cG
yという低線量放射線によって7-10日後明瞭に抑制さ
れることがわかった。 '、_の攻撃性の抑制は、隔離スト
レスによって誘導された攻撃性にのみ発揮される。一
匹飼いでなくグループ飼いの雄マウスでは、この効果
が見られないからである。つまり、低線量放射線はス
トレスによってマウスに見られる効果を軽減する作用
があるということになる。
さらに、興味あることは、この放射維効果が、25-3
5cG yに線量を上げたときには、 見られないことであ
る。すなわち、 より低線量域の5-15cG yの線量域にの
み特異的にみられるのである。 一般に放射線の生物作
用の線量一効果関係は、 単純な比例関係とみなされてお
り、続量が低いほど、その効果は小さくなるとされて
いる。ところが、 この場合、高線量域の方が効果がな
いのである。 逆にいえば高線量域の作用からは全く推
定できない効果が、 より低線量域で見られるのである。

放射線ホルミシス111;i者の一人Saganは、 高線:章の作用
からは予測できない低線量域独特放射線作用を、 放射
線ホルミシスの定義の一つl112;上げているが、 この定義
に従うとすれば、 上記の低線量の作用は放射線ホルミ
シスの一つといえる。
ロ南乳類の性行動の中枢は攻撃行動の中枢と同じ部位
にあるとされている。そこで、上記実職のintruderに
発情雌マウスを用いることによって、 性行動に対する
低線量放射線照射の効果を解析できる。結果は、 予想
した通り、攻撃行動に対する上記の効果と全く同じで
あった。すなわち、低線量域にのみ性行動の抑制がみ
られ、より高線量域では、この効果は見られなかった。
さて、 このような動物の行動に対する低線量放射線
の効果はこれまで全く報告されておらず、新しい発見
である。放射線生物学の面からも、動物行動学の面か
らも大菜面白い発見であるが、 当然次に間題になるの
は、その機構である。放射線がどこに効いているのだ
ろ うか ?

これまでは、 全身照射であったがら、 放射線生物学
の解析の常道として部分照射によって関与する器官組
織を調ぺた。予想の通り、頭部照射のみで全く同様な
効果があることがわかり、 中枢神経系の関与が明確と
なった。 そこで、 中枢神経系への効果をより明確にす
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るために、 マウス頭部に電極を埋め込み、 脳波を直接
調べることにした。睡眠波を示している睡眼中のマウ
スに、4cG yという低線量X線を照射すると、直後に
覚醒を意味する波形に変化することがわかった。 マウ
スはなんと4cG yという低線量放射線を“感ずる” こ
とができるのである!
この4cG y照射を標り返し行うと、 しだいに覚醒波
を示すマウスの数が減少してくることもわかった。す
なわち、 マウスは4cGyを感ずることができるだけで
はなく、一般の刺激に対してと同様、反復されると次
第に感じなくなるのである。言い換えれば、適応反応
をも示すのである。
さらに、同じ実験を、l]実球を除去したマ ウスに行う
と上記の脳波の変化は全くなくなることがわかった。
ロ臭球がないと、 マウスはX競を感じないのである。 こ
のことから、 中枢神経系のなかでも、 嘆球系がX線の
感知”に働いていると考えた。嗅球に働く神経伝連
物質である一酸化空素(N0)の阻害剤を注射すると、
反復照射に対する適応が消失するごとがわかった。 こ
れも嗅覚系の関与を示す一つの証拠である。
部分照射の実験をさらに細かくして、頭部を嗅球を
含む前部と、 含まない後部を別々に照射する実験を行
う と 、  攻撃行動も性行動も嗅球を含む前頭部に照射し
たときのみ、抑制がみられることがわかった。 いよい
よ唄覚系の関与は確かである。
これまで放射総抵抗性であるとして、 ほとんど省み
られなかった神経系が、 以上のような新しい視点にた
つと、 きわめて放射線感受性であることが明らかにな
ってきた。これらの実験は、単に放射糠ホルミシスの
分野に止まらず、 神経生理学と放射線生物学を結ぶ全
く新しい分野を開拓するものであると、私たちは確信
している。 (3月16日1996年度フォーラAシンホ°シ' ウi,,特別講演)

「一一'---・一・一一'-一一一一一一一一一一一一一一一1
j 放財線在1測つてaま世ル力) ,
i l
l 私たちの身のまわりには、大地や宇宙からくる l

; 放射揺空あります。放射線を測るtめに、放射線 j
t 計測協 ; ri,では「はかるくん」といつ放射線測定器 i
lを無料で貸し出しています。 ll 「はかるくん」 の特徴 ii
l 1 . 重 量 5 0 0 9  l
j 言 .ni M解iii則姚所の ,
放射線の強さがわかります。 9

l申し込み方法
ハガキに住所、姓名(ふりがなっき ) 、電話番 j
j 号、年齢、職業(できれば記入下さい) 、貸出希 !
. 望台数 を書いてお申し込み下さい。 l
j 貸出期間は、個人の場合約2ケ月です。 、
i 申し込み先 :
i (財)放射線計測協会事業部 il 〒319-11 茨城県那珂郡東海村自方白根2-4 :
、 te1 0292-82-0 ,1l21 fax 0292-83-2157 l-,-.-'一一一一'-'--・一一 '-1--,--_・一_ ・一一一'-,-
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話題

I C R Pの線量限度

放射線医学総合研究所

放射線は現代生活に欠く ことのできないものといえ

る 。  他方で大量の放射線が人体に障害をひきおこすこ

とも知られている。  安全性を確保しながら放射線の利

用を進めるにあたって国際放射線防護委員会 ICRP が

きわめて大きな役割を果たしてきた。 放射線防護の基

礎となる線量限度に関してICRPが行つた勧告にっい
て私見も交えながら以下に紹介したい。

歴史的変遷
放射線障害の経験はレントゲンによるェックス線の

発見とほとんど時を同じくして始まっている。  その後

次第に放射線障害の防護に対する関心が高まり、その

動きは国際的となり、  1 9 2 8年には国際エツクス線ラジ

ウム防護委員会( IXRP )が組織された。以来、19 5 0年

には ICRP に名称を変えたが、 その活動特に放射線防

護に関する勧告は世界中で権威あるものとして認めら

れ、 各国あるいは国際機関の放射線防護の規準として

用いられている。

放射線防護の方法として被ばく線量の制限が考えら

れ、 その制限値は以下のような歴史的変遷を持つてい

る。すなわち、IXRP発足の当時すでに耐容線量の概念

が存在した。 これは人が少しも障害を受けずに長期間

にわたり耐えうる線量を意味していた。 IXRPは1934

年にこの考えを採用し、耐容線量の値を1日あたり

0 . 2 R と定めた。この数値は1 9 5 0年まで 1 6年間変

更されることなく国際的な基準値となった。

第2次世界大戦後に放射線防護にも大きな変化が見

られた。 原子力の出現や被ばく の多様化が最大の因子

であり、同時に以前のマラーによるショウジョウ蝿で

の放射線誘発突然変異の研究も関係している。 結果的

に、 l950年に閾値の存在を前提と していた耐容線量の

概念は破棄され、 閾値を持たないタイプの放射線効果

のあり得ることを考えに入れた表現である最大許容線

量が用いられるようになった。数値的には空中線量で

1週0 . 3Rであるが、閾値を持たない放射線効果への

配慮と規制値低減の放射線利用にとっての障害とのバ

ランスを取つた値と言える。  1958年にはICRPはPub-

l i ( 、a t i o n 1を刊行、その中でD=5 ( N-1 8 )の式による

集積線量の規制と連続13週の期間における最大許容線

量 :iレムの規制を相リ告した。年間5レム(50  mS v )の
被ばく制限に若干の裕度を持たせたものと考えられる。

基本的にこの年間5レムの数値は1990年の細リ告まで長

17

稲葉次郎

い間基準値として用いられた。なお、 P u b l i c a t i o n 1

において上記の職業被ばくに対するものと同時に公衆

の被ばくに関連した最大許容線量が勧告され、 その数

値は年間0 . 5 レムであった。

1977 年勧告における線量限度
実質的に年間50 mSvでの管理が行われてきた長年

の職業被ばくでの経験によれば、 その管理から免れる

事故的な被ばくがない限り、 確定的な影響のみならず

確率的影響も職業上の被ばくが起因するものは何ら認

められないとしたうえで、当時の最新の放射線生物学

上の知識に基づき当時の職業被ばくでの線量限度であ

る年間5 0  mSvの確率的影響のリスクにっいて算定し
てみても、  一般に安全といわれている職業上の死亡リ

スクと同程度であることを理由に、 線量限度改訂の必

要がないことを明らかにした。すなわち、線量限度を

設けて管理すると実際の職業集団の平均線量は限度の

10分の1以下になるとの経験則ならびに確率的影響

の リ ス ク 係数 1 . 6 5 1 0- 2 Sv- ' か ら 、 年 間 5 0  mSVで
の管理によるリスクは安全と考えられている職業上の

年間の事故死のリスク10 - 4 よりもわずかであるが小

さ く 、  このことから線量改訂の必要がないとされたわ

けである。

線量限度検討の方法として種々の批判があるかも知

れないが、 私にとってはきわめて分かりやすい説明で

あると思われた。ただし、実際はこれらの比較に、例

えば職業安全の水準は世界全体で一定でもなければ一

様でもないなど種々問題があるとされ、以下のように

1990 年勧告では上記とは異なった考えに基づいて線

量限度が設定されている。

1990 年勧告における-線量限度
職業被ばく : 1977年勧告と比べて特徴的なこは
より包括的アプローチを採用したことにある。すなわ

ち、確率的影響のリスクのみならず寿命短縮や非致死

疾病の発生も含んだ放射線被ばくのデトリメントに対

する容認性を基準にして考えることとした。容認性は

どうしても主観的な性格を持ち、被ばく源あるいはリ

スク源との関係で解釈されるものであることには注意
が必要である。

一般に被ばくあるいはリスクの耐容性は容認可、 耐



試算してみると自然 レベル力文射線による塩基iii優の 1年
分が1日の呼吸酸業による分に匹資iする。力リフォルニ
ア大学のエイムスは、 単位体重あたり酸素消費量の多い
動物ほど、 酸化DNA損傷が多いことを示して大きな反

響をよんだ。このときDNA修複効率が100%と仮定、除

去された損傷はすべて尿中に排泄されるものとして 、 原

中濃度から推定がおこなわれた。 このことをある女子大

学で識義してそれに対する レポー トをみたところ、  酸素
を多く消費するスポーツはがんのリスクを上げることに
なるのかという疑間を書いた学生がいてまいったことが

ある。 この間題は高酸素濃度における修複効率をもとに

して答えられるべきであろう。

低 レぺル11ii射線の間題として最も新しい展開をみせて
いるのは、遭伝子発現の話導の分野である。さまざまな

生体に必須な過伝子が低レぺルの11Sl9lt線によって活性化
されて転写が促進され、さらにたん白がっく られる 。 ま
た修復遭伝子も活性化されて常備の状態から強化された

状態へと移つていく。 そして修複が完「するまで細胞の
分裂を止めて監視体勢に入る。 このニュースレ夕一の
No . 7で紹介された放射線ホルミシスを説明する分子機

構もここにみられる。

以上の話は、 放射總の標的となって損傷をうけた細胞

の中の話である。 放射線をうけた細胞をあつめてすりっ
ぶし、 おこった変化を分析してみたもので、 細胞群全体

を平均化してみたときの話である。 細胞群の中のひとつ
ひとつについては、あるものは死滅し、生き残つたもの
のあるものはわずかな数ながら突然変異をおこす。 その

中でもがんの原因となる突然変異はごくわずかである。

与えられた細胞群の中に、 目標とする通伝子に突然変異

をもっとも多くおこさせるこつは、 90%死滅させるよ

うな放射線量を用いることで、 このとき10%生存した

細胞1万個の中にlケくらいの頻度で突然変異細胞が出

て く る 。  試験管内で細胞をがん化させるときもほ S同じ

方法で、 異常增殖をおこした細胞のコロニーをとり出し
てがん化したことを確かめる。 ここにひとつの大きなllllli
し穴がある。生体の組織の中では、細胞は試験管内のよ

うに単に寄せ集めたものではない。 各々が生体の合目的

性に従つて通信し合つている(この合目的性最大の謎で

ある)。組線の中で、傷のついた細胞は、死ねばぁとは .

まわりの腿康な細胞が理め合わせをしてくれる。 この場

合、 単に死ぬのではなくて、 自己の将来の悪影!選を予知

しているらしい。 この積極的な死をアポトーシス(細胞

自爆、 社会のために自己を犠牲にするのでカミ力ゼと呼

ぶ人もいる)と呼び、 消極的な死ネクロシスと区別する。

アポトーシスを制御する遭伝子群は急速に明らかにされ

てきて、がんに抑制にも関わっている。 しかも生体組識

1ミリ角あたり約100万個含まれる細胞のひとつひとつ
について、 どの細胞がアポトーシスをおこしているか染

めわけることができるようになった。 今までは組織全体

をすりつぶして平均化して見ていた反応を細胞ひとつひ
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とつについてみることができるようになってきた。 奇型
の発生のたねは、 このアポトーシスによって排除されて

おり 、 それが力文射線による奇型発生がある線量までゼロ

レぺルに関値型に押えられている原因である。 このこと
はわが[_l11の野付ら 、 さらに法付、  近藤らの協力チームに
よってみごとにつきとめられた。
がんについても、 このような排除抑制機構と、 さ きに

のべた低線最域における修1iii効率上昇や造伝子発現の1111li
導の機構がl對与していることがあきらかにされつつある。

はじめにのべたように、 発がんの関型線量は連続して方女

射線を受ける場合によく現れる。 故に、 このことはひと

については原爆や 1lli故の場合よりも低線量や目然放射線
の高い地域住民の場合に大きな意味を持つてくる。 t文4i
線防護の目:2i1として用いられている直線型の発がん線量
効果関係は、 あくまでモデルであって事実ではない。 こ

のことが誤解されて社会的に混 111Lを描いているようにみ
える。  また専門家の中でも、 生体内の細胞の秩序の間題

を無視してがんの間題が議 1論されていることがよくある。

低線量iiSL9l1l線影響の間題は最近各国で見直され、 フラ
ンスでは国あげてのプロジェクトですでに nl1 年報告が出
され、 アメリカでは新しいプロジェクトが始められるこ

とがすでに公表された。 この勢いはやがてわが国にも押

しよせてくることになるであろう。

あとがき

いろんな方と話してみて、 物理専門の方のほうが、 生

物専門の方よりも話がとおりやすいことがある。 いわく、

「単体間題から多体 llij題に入ると相互作用が働き複雑に

する」 。 このことは生体組織の中での細1lla!の動きの複 1離

さに通じる。 また 「観測したと思つた場所に標的対象は

いない(不確定原理)」。 これは、放射線でヒットしたと

思つた細胞は自爆して姿を消し 、 まわりから押しよせた

細胞が勢いあまってがんになる、 という発がんモデルに

通じる。 個々の系の間題が解けて複雑な系の田題に入る

とき、  とくに放射線生物の間題でもそうであるかに総合

的な視野が必要になるように思う。

個人的な経験を中し上げると、40年も前に岡田重文

先生のあとに従つてロチェスタ一大学院生として1ll文射線
生物学を学んだが、 このコースの学生は医学部に1解をお
き、 生理学や生化学で医学部の学生と同じようにしぼら

れる一方、 物理学教室のクラスへ出むいて初等量子力学
の単位をとることを要求される。 生物は得意な学生でも

ここでいためつけられることが多かった。 さらに過伝学

教室で過伝学の単位をとることも要求される。 こ う して

プロとしての 1ll文射線生物研究者をきたえあげる。 わが国

ではこのような学部の間の来tり入れシステムが確立しな

いまゝ今日にいたっているようにみえる。 ff女集i線教育フ
ォーラムの主旨からみて、 まずわれわれ自身の思考を開

對i系から解 f1文する必要があるように思う。
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低 レベル放射線影響に関する最近の話題
一疫学調査の立場から 一

( 財 )放射線影響協会・

放射線疫学調査センター 岩崎民子

[結言]

人体に対する低線量被ばくにより誘発される悪性疾

患は主に晩発性身体影響であり、 それは統計学的にの

み検出できるがんの增加であり、 擦量に伴つて増加す

ると考えられている。 この種の影響に対しては確率的

という言葉が用いられている。 現在、 電離放射線に被

ばくしたヒト集団におけるがんリスクに関した数量的

な情報は大部分は中高線量率で、中・高線量被ばくし

た集団の情報から得られている。しかし、一般に放射

線に対する環境や職業被ばくでは低線量率による低線

量被ばくであることを理解する必要がある。

[低線量とは]

国連科学委員会(UNSCEAR)1986年報告では、低線量

とは低LET放射線の0.2Gy未満をいい、 2Gyを越える線

量は高線量として考え、 この間の線量を中線量として

いる。 また、 低線量率とは0.05mGy/分未満、 高線量

率は0. 05Gy/分を越えるものとし、 この間を中線量率

とした。

[放射操発がんの研究方法]

ヒトが低線量の電離放射線に被ばくしたときに懸念

される最も重要な長期影響は恐らくがんの誘発であ

る 。  細胞系や動物実験からその誘発のメカニズムにつ
いてはある程度知ることはできるが、 ヒトに誘発され

るがんの極類、線量と被ばくとの時間的関係、性・年

齢等多くの因子について知るには疫学調査によらなけ

ればならない。

疫学とは、 病気或いは健康異常の発生を規定する因

子を明らかにし、 これらの疾病や異常を予防する学問

のことであったが、 今日の疫学は、 更に発展して、 医

学及びその関連領域において集団の構成員の中に存在

する又は発生する事象を正確に観察し数量化すること

によ り 、  事象間の関連を検討して因果関係を推論する

ことを目的とするようになってきた。 例えば、 水保病

やイ夕イイ夕イ病等のいわゆる公害病やキノホルムに

よ るスモンの病因解明、 或いは脳卒中を中心とする循

環器疾患やがんの疫学的研究も精力的に行われてい

る 。

電離放射擁の被ばくにより誘発される悪性晒瘍は他

の様々な原因による悪性価瘍とは区別することが出来

ない。 放射繰発がんを研究する最も有力な方法は被ば

くしたヒト集団の疫学調査であり、 疫学的解析手法を
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用いてがんの発現に影響する多くの因子の関数として

表すことができ、 その結果としてがん誘発リスク推定

値を得ることができる。 このようにして疫学的手法に

よってのみヒトの放射線誘発がんに対する幅広い理解

とその量的リスク解析に貢献してきたが、 一方で疫学

は幾つかの限界を持つていることを忘れてはならな

い。 線量が高いときには疫学データは明確な反応を示

し、 多くのがんのリスク推定値を得、 また他の因子に

関する依存性が調べることができる。 しかし、 線量が

低く、  検出される影響が被ばく集団の自然発生がんと

比較して小さいときは、 リスクの数量化は非常に困難

を伴う。

疫学研究において注意しなければならないことは、

因果関係の有無だけでなく、 関係の強さを示すこと、

即ち定性的結果だけでなく、 定量的な結果を示すこと

が必要である。 観察された事象間の因果関係を客観的

に証明することは不可能であることから、 疫学研究に

おいては因果関係の判断をするには次のような項目に

ついて検討する必要がある。それは強固さ(量反応関

係があること )、特異性(ある原因がある結果と対応

する)、時間的関係(原因が結果の前にある)、一致性

(他の研究でも同じ結果が得られる)、 整合性 (諸分

野の既存の知識と矛盾しない) である。

放射線影響は、 通常過剰リスクという単純な方法で

記述される。すなわち、相対リスクと絶対リスク推定

値である。簡単に言えば、ある集団で観察された事象

の数を(0)、被ばくの無い集団で期待される事象の数

を(E)とすると、相対リスクは(RR=0/E)、過剰リスク

は(0-E)で表される。 過剩相対リスクとは得られた相

対リスクの値から1を引いた値(RR-1 )で表される。ま

た、 異なった被ばく レベルからなる集団から導かれる

リスク推定値を比較するためには、 単位線量当たりの

リスクとして算出することが有用で、 リスク係数

ERR=(0-E)/EDで表される。 ここでDは被ばく集団の平
均線量である。

[極々な放射線被ばく集団の疫学調査]

ヒトでの発がんは種々な理由で被ばく した高#薬量被
ばく者の研究で観察されているのみである。 その研究

方法は記述疫学が主たるもので、 研究対象の最も 11f1要
なものは原爆被燥者の調査であるが、 この他核実験時

の研究者やフォールアウトに被ばくした人達、がんや

他の病気で放射指架治城tを受けた患者、 原 f力施設や鉱



山労働者、 放射線研究者、 バックグラウンド放射線の

高い家に住んでいる人々、 被ばく事故に巻き込まれた

人々等々の被ばく集団がある。残念なことに、殆どの

疫学調査対象集団を構成している個々人の被ばく線量

データが無いことで、 環境繰量データや治療記録デー

タ等から推定せざるを得ない。

放射線発がんの研究では被ばくを受けた個人と被ば

くを受けなかった個人とが比較される。それらの人々

について調査時点より前に通lつて死亡の率を比較する

後ろ向き調査と、被ばくした人についてその後時間を

追つて死亡の率を調べる前向き調査がある。 原爆被爆

者やチェルノプイリ事故の被ばく者の調査は前向き追

跡調査であり、職業被ばくを受けた人の集団の調査は

後ろ向き/前向き追跡調査である。

[原爆被爆者の疫学データ]

これらの中で、最も重要で価値の高いものは、原爆

被爆者の寿命調査データである。 寿命調査のコホート
(コホー トとはもともとの意味はローマ軍団のことで、
300-600人ぐらいの兵員小集団を指すが、 疫学ではあ

る共通の性格を持つ集団の意味として使われる) は,

93, 000人の被爆者と、広島・長崎に1950年に住んでい
たが、原爆投下時には両市に住んでいなかった27, 000
人からなる。このコホ◆ート調査は主に被ばくとがん死
亡率との関係を明らかにするために用いられている。

最近では、死亡率に加え、がん発生率のデータも加え

られている。 がん発生データは死亡より早期にとらえ

ることができ、 また治1意率の高いがんをも把握できる
利点があるが、 死亡率に基づくリスク推定値に取つて

代わるものではなく、補完的デ一夕とされている。こ
の寿命調査コホートの中から約20, 000人が選ばれ、成
人健康調査が行われており、 がん以外の心臓血管疾患

や甲状腺機能 一 L1rl,進症等各種疾患についても調査されて
いて、重要な知見が得られつつある。 これらの結果は

国際放射線防護基準の設定する際の重要な基礎データ
を提供している。

[放射観業務従事者の疫学調査]

しかしながら、原爆被爆者のデータは高線量率・高

線量一一回被ばくであり、 原子力の平和利用において放

射線治療を除いては日常我々が被ばくする線量は極め

て低い線量である。そこで最近重要視されてきたのが、

原子力関連施設等で働く作業者の健康調査である。 こ

れらの人々については低線量長期被ばく集団と考えら

れ, 被ばく管理の面から線量記録もあり、 低様量リス

クを調べるには最適の集団であるといえる。 かくして

1980年代には、米国、英国やカナダでこれらの調査が

進められてきた。 しかし、 被ばく観量が原爆データに

比べかなり低いため、 その影響を検出するには続計的

パワーが一国のデー夕だけでは不十分であるというこ

とから、 これら三国で得られたデ一夕を観めて解析す
る方法がとられた。 この三国合同解析結果は1995年に

発表されている。それによると、慢性リンパ性白血病

を除く自血病に対するリスク推定値は、成人として被

ばくした原爆被爆者のデータからの推定値及び国連科

学委員会の推定値より小さい。 しかし、 90%信頼区間

が大きく、 リスクが低い可能性または高線量から得た

推定値の2倍であるという可能性も排除できないとい

う 。  平均累積被ばく観量は36.6 JnSvと低いことから 、

リスク推定値に関しては今後の調査・解析にまたなけ
ればならない。

最近では、これをもっと国際的に共同して行うべく、

国際がん研究機関を中心として、 l4カ国からなる国

際共同研究が進められており、 我が国もこれに参加し

ている。我が国では、平成2年から原子力発電所に働

いている業務従事者を対象に疫学調査が進められてい

る。対象者は線量記録があり、追跡調査の可能な男性

114 , 900人からなる集団で、主としてがん死亡と被ば
く線量との関係が調査されているが、 放射線との関連

がありそうなデータは得られていない。しかし、追跡

期間が4.6年と短く、被ばく線量も平均で13.9mSvと低

く、  年齢層も若いことから今後の長期にわたる追跡調

査が必要である。

[低線量影響の間題点]

このほかチェルノブイリ原子力発電所事故により被
ばくした住民や事故処理作業に従事した人々、或いは

マヤク核施設で1950年代に放射性物質の外部放出事故
により被ばくした住民や従事者、 また医療X線技師に

ついての疫学調査がなされているが、 上記放射線業務

従事者を除いては個人被ばく線量が明確でなく、 調査

結果の解析において難点がある。

低練量域の被ばくと発がん及びがん死亡との関係に

ついては、いろいろ議論のあるところである。とくに、

提唱されているモデルの妥当性、しきい値の有無など

統計学的手法の立場から、 或いはデータの解釈の違い

から極々論議のあるところであり、 発表論文に対し コ
メントがなされており、 それらに対しまた著者等が反

論を加えるなど、まだまだ決着がっいていない。

[結語]

現時点においては、 リスク推定値は引き続き高報量

率調査デ一夕から得られているが、 低織量長期被ばく

の情報が職業被ばく構の疫学的調査より入手できるよ

うになりつつある。 しかしながら、このような被ぱく

調査データはかなりな統計学的な不確かさが介在する

こと、またがんを誘発する他の交格因子の影響を受け

ることから、 その解釈には慣重を期す必要があるとは

いえ、 今後ますますこのような低線量研究がその価 f ili
を高めていくであろう。
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低レベル放射線影響に関する トピックス

( 2題)  東京大学名誉教授 山口彦之

(1 )_放射線被藤の心理的後障害について
1986 年4月のチェルノブイル原発4号炉の事

故後、旧ソ連の各地から約60万人がその周辺地

域に送られて、  環境中の放射能物質の除去作業な

どに従事した。 これらの人々は作業中に数か月に

わたって比較的低い放射線量を浴びつづけた。

エストニアからは、チェルノブイル事故後に20

歳から 39歳までの男性人口の約2%の人たちが

駆り出されて跡片付け作業を支援した。 1992 年

から、  これらの人々の健康調査がェストニアで始
まった。 種々の情報をたどって4,833 人が確認さ

れた。19 8 6年にチェルノブイルに送り出された

人数は、 エストニアからの全作業者の63%にのぼ

ったことが判明した。 既婚者は72%で、 彼らの子

どもの総数は5,392人であり、そのうちチェルノ

ブイル事故後に出生したのは1,164人であった。

約 85%の人たちは軍事訓練の一部として送ら

れ、 その半数以上が3か月以上のあいだチェルノ

ブイル付近で過ごした。 35%の人たちは事故場所

のごく近くで働き、  11.5%の人たちが破壊された

原子炉の屋根の上で作業して放射能の強い残骸を

片付けた。 半数の人たちが行つた主な仕事は放射

能汚染表土のの除去と埋1,t)込みであった。 これら
の人たちの平均被曝線量は 11 センチグレイ

(cGy) と推定され、  その倍以上の放射線量を浴

びた人たちは1.4%だけであった。

472人について詳細に調べたが、すべてのがん

についても自血病についても、 自然発症と比べ増

加したとは認められなかった。また、ある種のが

んがとくに多く現れるということもなかった。  つ

ま り 、 エストニアから作業者のあいだでは、チェ
ルノブイルで浴びた放射線被曝によってがんの発

病が増加したという証拠はみいだせなかった。 ま

た放射線に直接原因する病気もとくに認められな

かった。

一方、 平均6年半にわたる迫跡調査によれば、

1 4 4人が死亡し、そのうちの28人は自殺であっ

た。  19.4 %という高い自殺割合にもかかわらず、

全体の死亡率は一般集団の場合よりもわずかに少

なかった。 つまり自殺以外の原因による死亡率は

2 0 %も低下していたわけである。 虚弱な人間は、

エストニアからチェルノブイルに駆り出されなか

ったとおもわれる。 また跡片付け作業者の大部分
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は在郷軍人であったので、 おそらく全体として一

般市民よりも健康だったのであろう。

高率の自殺者があったことは、 チェルノブイ

ル事故の主要な健康影響には心理学的、 情緒的窮

迫があるという見解と一致する。  跡片付け作業者

たちはストレスの多い状況下で働いた。突然の強

制義務、 放射能の汚染している環境下の作業、 安

全性に対する慎重な配慮の欠如、被曝線量に関す

る不安、 被曝による将来の健康影響に関する情報

不足、 これらがストレスとなったことだろう 。作

業者のあいだには、 なんらかの後遺症があるので

ないかという不安が広まった。

チェルノブイル事故に関する1989年の世界保

険機構(wH0)の調査や 1990 年の赤十字の調査で
も、被曝線量と関係なく、心理的ストレスや不安

がチェルノブイル周辺の人々に種々の症状と健康

障害をひきおこしていることが報告された。 1993

年にギンスバーグ博士は、 国際原子力機関(IAEA)

医師団による1 , 3 5 6人の調査にもとづいて、成人

に被曝による健康障害でなく、 放射線に関係しな

い健康障害として未治療の高血圧が多いと報告し

ている。とくに、汚染地区で心理的問題が生じた。

親は子どもが病気になることを心配し、 説明不能

の病気はすべて放射能のせいにした。放射線が「見

える」とか、放射能汚染地に生育する樹木や植物

の色が変化していると錯覚に陥つたりする人も現

れた。 チェルノブイル付近で強制疎開させられた

約1 5万人は、高血圧、興奮、 ストレス 、放射線

恐怖症を伴つた。 放射線恐怖症の原因としては、

十分な基礎知識の不足、医師・研究者・メディア

による低レベル放射線の害作用の過大評価、 被曝

者のがん発症のリスクに関する無知などがあげら

れた。チェルノブイル地域の住民の3分の2、医

師の86%は、どんな微量でも放射線被曝は人間の

健康を害すると信じているという。

原爆の被爆者のあいだでも、 がんの発症などの

後障害の増加が報道されると恐怖感が増したとい

う調査がある。  近年、 不安や恐怖が関与して自律

神経の異常が出現する仕組みが解明されつつある。

「放射線はどんな徴量でも毒だ」 とい う概念

は、 科学的には証明されていない。 この仮説と合

わない科学的デ一夕が多い。 この仮説によって、
一般の人々は不必要に恐怖心をあおられ、 放射線

恐怖症が増え、 公衆の健康を害する結果になって

いる。 早急に徴量な放射線被曝の影響について研

究することが重要な課題である。



_( 2 ) フ ラ ン ス医学アカデミーがEU指令の国内
法制化に反対

フランス医学アカデミーは、 放射線被曝の許容

線量引き下げを定めた欧州連合(EU)指令の仏国内

法適用に反対するとの見解を1999年6月29日に

発表した。

日本をはじめ多くの国の放射線規制に対して大

きな影響力をもつ国際放射線防護委員会(IcRP)は、
90年に一般公衆の年問被曝限度を現行の5ミリシ

ーベルト(mSv )から1mSvに、職業被曝限度を50

m S vから 2 0  mSvに引き下げることを勧告した。

EU指令は、 こ の I  C R  P勧告に従つたもので、

9 6年にEU指令として採用され、 2 0 0 0年 5月ま

でにE U加盟各国の関連法にもりこまれることに

なった。 しかし、 I CR P勧告が出されたあと、

かなりの年月が経過し、 この間に集積されたデー

夕との矛盾が日立つようになり、  国際的にも各国

での国内法へのとりこみについて論議が絶えなか
った,

フランスでも、  医学アカデミーをはじめとして、

複数の科学者団体からI C R P勧告の限度値の法

制化の先送りが叫ばれてきた。 医学アカデミーの

見解発表では、 「被曝限度値の引き下げを正当化

するような疫学的および生物学的な論拠は一つも

ない」 と明快である。  E U指令の年間被曝限度の

1mSvは、世界中の一般公衆が日常浴びていて何

の害も受けない自然放射線量の量と比べてもはる

かに下回つていると指摘している。

さ ら に 、  フランス医学アカデミーはE  U指令の

国内法制化に反対する論拠として、 つぎのような

ことをあげている。フランスの一般公衆は、自然

界から平均して年問1.5̃6mSvの線量を被曝し

ているが、場所によってはこの線量は10̃20 msv
に達する。  地質成分や標高によって自然放射能

による線量の高い場所がある。 フランスを含む世

界のどこの国でも、  白血病などのがん、 先天性奇

形の発生と自然放射線量のあいだには因果関係を

裏付ける証拠は見出されていない。

フランス人の医学治療による放射線の被曝線量

は平均して年間1msvであるのに対して、 核燃料
サイクルも考慮に入れた原子力利用による被爆線

量は年間わずか0.0 1 msvである。
科学アカデミーと健康医学協会が95年と98年

にそれぞれ実施した調査によると、 100 mSv以下

のどんなレぺルの被爆も健康に影響しないことが

明らかとなっている 。  被曝許容量値を引き下げ

ることは一般大衆を安心させることにならなく、

かえって不安感や恐怖心を煽ることになる。 個人

にとっては小さいリスクでも集団では大きなリス

ク に な る と い う  集団線量概念は、 最新の調査で

は否定する証拠がえられている。

台風を考えると、  一定の風速までは何事も起こ

らないが、 ある一定値を超すと致命的な被害が起

こる。この値をしきい値とよび、  自然界ではしき

い値をもつ場合が多い。 I C R P は 、放射線よ る

発がんなどはしきい値がなく、 浴びた放射線量が

增えるほど、  がんの発生する確率が高くなるとし

て きた 。だか ら 、  「被曝量は経済的・社会的要因

を考えて 、 達成で き る限 り 低 く 抑 え る 」 と I  C R

Pは考えてきた。 日本をはじめ各国の規制はこの

考え方を採用している。

最近の分子生物学の進歩によって、 がんや遺伝

的影響は放集j線が遺伝子に損傷を与えるから起こ

る こ と 、  放射線によって損傷を受けた遺伝子は修

復 され る こ と 、  修復不能な損傷を受けると、 その

細胞は「自殺」して体力、ら排出されるアポトーシ
ス と うい う現象がある こ とが解明された 。  これら

の処理能力をこえたときには、 がんや遺伝障害が

生ずるのであろうと考えられるようになった。  実

際に低い線量と高い線量とでは生物の反応が異な

る結果も示されている。  遺伝子の修復メカニズム

を考慮すれば、 短時間に強い放射線を受ける場合

と 、  弱い放射線を長時間受ける場合とでは、 影響

がまったくちがうはずなのに I  C R Pは受けた線

量が等しいならリスクは同じと判断している。

まだ 「放射線はどんな微量でも毒だ」 と い う 概

念は科学的には証明されていなし、 この仮説と合

わない科学的データも最近少なからず現れてきた。

この仮説によって、 一般の人は不必要に恐怖心を

煽られ、  放射線恐怖症が増え、 公衆の健康を害す

る結果にもなっている。 早急に徴量な放射線被曝

の健康影響について研究することは緊急の課題と

なっている。米国のエネルギ一省は、1 9 9 8年か

ら分子生物レぺルにおける放射線影響の研究を開

始した。 またカナダのオタワ大学には低線量放射

線の健康影響に関する国際センターが発足した。

得られた科学的研究成果を規制などの制度面にど

う取り入れるか、 今後の知恵が試される。
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第 7章  まとめ  (これからの放射線教育の在り方と提案)

1 .  学校教育についての提案

1.1 望ましい学校教育システムの確立のための基本的考え方

(1 )  理系では, 将来の研究者・技術者の養成のために, 原則的には価値観とは完全に離れ

て ,  しっかりと科学の基礎的知識を精選して教えねばならない。 (数学は科学を語る

言語である。)

(2) 基本的に重要な事実・概念は子供の発達に応じた適切な時期にタイムリーに教えるこ

とが有効である。また具体的教育方法としては, 教科書と、ディべー ト と , 実践 ( 実
験) を合わせて行なうことが望ましい。

( 3 ) 環 境 ・ エネルギー・原子力・放射線を含めた広い ,かつ公正な「 リスク ・ ベネフ ィ ッ
ト 」  教育を学校で行うことが求められている。

( 4 )社会系科目では,正しい科学的知識と ,社会的ニーズ ・経済効果と ,  さらに価値観 ・
倫理観を調和・融合した「総合的教育課程」の創出を期待したい。ここでの基本は,,

科学技術の進歩が人類の幸福と敵対するものであってはならないこと, すなわち科学

技術の人類の平和共存・福祉への積極的利用であり, 同時に社会の現実を直視し, 社
会に必要なことを逃避せず, 問題解決のために積極的に創意工夫をしようとする資質

を教員にも生徒にも求めたい。

1.2 教員の養成・適切なテキストの作成・実験の有効性

(1)  小 ・ 中 ・ 高校の理科の教員,および科学技術の重要性を理解する理科以外の教員を

できるだけ多く養成することが必要である。 (そのためには, 大学や研究所と高校と

の連絡を密接にし, 必要があればわれわれ専門家が学校教員の資質向上のために指

導し , あるいは放射線・原子力関係の良いテキストや指導マニュアルの作成に協力

することが望ましい。  また,  研究炉などの原子力施設や原子力展示館などを積極的

に学校教育に利用することが推奨される。

(2)  また,現在の教員養成の制度を見直し ,優れた理科教員を育成するために,大学の

教育学部のカリキュラムを考慮し直すとか,一部の海外の国で行われているように,,

理科教員をもう一度大学院で研修させる制度を作るなども有効であろう。

(3) 現行の学習指導要領にとらわれずに, 分かり易い原子力・放射線関係の著書を進ん

で出版することが望まれる。 フォーラム会員による近著数冊をご紹介する* 。

(4)  自然放射線・放射能の存在を子供の時から認識させることは教育的に極めて有効で

あるので, これを教育課程として定着させたい。 (その方法としては, 例えばすべて

の小 ・ 中学校に放射線測定器を配布し, 子供達に授業の中で自然放射線を実測させ

る。この実例はすでにある)。そして,放射線を「電波」のような日に見えない実在

物として認識させることである。さらに中学・高校になれば,  この量を定量的に理

解させ,実習・実験を通じて放射線の線源から「距離を取る」, 「遮蔽を置く」, そ し

て 「被ばく時間を短くする」,  という放射線防護の基本的3原則で放射線から身を守

る こ と がで き る こ と ,  放射性物は固有の半減期に従つて減衰してゆくことを実験を

通じて理解させることが望ましい。

2 . _社会教育に関する提案
社会教育に関しては, 一般市民の放射線・放射能に対する過剩の恐怖心や不安感を除くた

めに, 電力会社などのP R活動ばかりにまかせず, われわれ専門家も協力して一段の努力を

することが必要である。 そのためには,,

(1)われわれ放射線・放射能の専門家が積極的に新聞・インターネットなどのマスコ ミ , マ
スメディヤを通じて分かりやすい言葉で情報発信をする。 また官庁などから公開された
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情報に対しては, 積極的に意見を述べることが望ましい。

(2)そして, われわれ専門家は学校の理科のみならず文系の科目の教師の方々のほか, 社会

のオピニオンリーダ ーや政治家とも接触して正しい知識を持つてもらい, 何かの社会的
事件がおこったときにこれらの人々から偏らない意見を述べて貰うことが望ましい。

(3)われわれ専門家が, 世間の風潮に気兼ねをしたり, I C R Pの考え方にいつまでも優等
生になっていないで, 科学的事実や科学者としての自分の考えを, マスコ ミ関係者らに
率直に語ることが必要である。

(4)マスコ ミの報道で科学的に誤つた記事などを見たときは, われわれ専門家がそれを見過
ごすことをせず,  時には勇気を持つて誤つた記事を訂正する情報を与えてやらねばなら

ない。

(5)特に原子力 ・放射線と社会に関する教育について一つの要点は, 一般の方々は原子発電

所はベネフィットの点で受け入れやすいが, 現状では放射性廃棄物処理施設のほうはリ
スクを過大に見なされていて社会受容が困難なようであることである。 この現状を改善

するには ,  放射線影響や放射性廃棄物処理・処分の技術に関する専門家の考え方をもっ

と一般の人々に啓蒙する必要があることを示唆している。

3 .  _政府 ・ 行政機関に対する注文
日本政府は, 国際機関が勧告したことを金科玉条にしないで, 科学的事実に基づいて, 国

益を考慮し , 場合によっては独自に判断した見解に従つて政策を立案し法令を制定すべきで

ある。  いつまでも情報後進国になっていないで, 科学的事実と確固たる価値観に基づいて日

本がリーダーシップを取つて買いたいと希望する。 I C R P勧告は絶対的なものではないの
で, わが国の法令への採り入れにあたっては, 我が国の進んだ科学研究成果を取入れ, かつ
I C R P自身が言つているように社会的な配慮を十分に行われることを期待する。
なおまた,  これもすでに要望書において希望したことであるが, 教育は国家百年の計に係

る重要な問題であるから, 教育方針の策定にあたっては, 天然資源の乏しい我が国の国益を

重視し , できるだけ各界の意見を聞き, とくに政府各省庁間の連絡を密にしていただきたい。

そして,  日本国民の優れた頭脳を結集させ, 科学技術の成果を国民ならびに世界の人々の福

祉増進に役立たせることにつき, わが国が英知をもって国際的に指導的立場で貢献できるよ

うになることを切に希望する。

4 .  ー放射線教育フオーラムの今後の在り方について
放射線教育フオーラムは,国内的には,上記の学校教育や社会教育についての提案や政府・

行政機関への注文についてのリーダーシップを取る団体としてあり続けたいと願つている。
また,  国際的にこの活動を拡大させて行く母体でありたい。 このためには, 人員・予算など

の規模が小さいが故の問題点を解決することが当然ながら必要である。 全会員はもちろん,

内外のご協力を得て, 適切な規模で活動できるように努力したい。 また適材適所の考え方で

会員の持てる能力を自発的,積極的に発揮していただく形の参加により活動内容の質を高め,

社会的認知と信用度の向上を果たしたい。

* l )松浦辰男:「放射性元素物語」, 研成社, 東京, 1992

2)I .G.DRAGANIC et al:"Radiation and Radioactivity on the Earth and  Beyond",2nd ed
CRC,1993 ;松浦辰男・今村 昌・長谷川圀彦・橋本哲夫・朝野武美・小高正敬共訳:「放

射線と放射能一宇宙・地球環境におけるその存在と働き」,学会出版センター,東京( 1 9 9 6 )

3 )村主  進・犬飼英吉・長沢光男:「21世紀、 日本のエネルギーは大丈夫か」,ダイヤモン
ド社, 1 9 9 9年 3月

4 )渡利一夫・稲葉次郎編: 「放射能と人体一くらしの中の放射線」 ,研成社,東京 ,  1999
年 6 月
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付章 J C 〇事故に関する解説と評論



1 9 9 9年9月に東海村の J C 〇核燃料加工施設で起きた

臨界事故はあってはならないことであったが、 起きてしまっ

た以上は、 これを教訓として、 2度と起きないための万全の

態勢を作らねばならない。 本章では、 フォーラム会長の伏見

康治先生による関係者への戒めのお言葉に引き続き、 この事

故が何故、 どのように起こったかの比較的詳しい解説のほか、

健康影響についての住民の不安に対する複数の専門家の説明、

この事故に関して原子力の利用に関する疑間が出されたのに

対して大学で学生の質問に答えた実例、 このことをテーマに

して高校で理科の授業に取り上げたときの問答の一例、 その

社会的な背景や今後の施策、 事故についての報道の記述に対

する指摘など、 多方面の角度からの資料を収録した。

これらのうち、管原努先生による健康影響についての解説は、事件後

ただちにイン夕ーネットで誰でも知ることのできる資料として公表され

たものである。またこれに添付されていた「用語解説」の一部は本書の

147、150、166 ページに分割して掲載した。

なお、 本出版物とほぼ同時に刊行された放射線教育フォーラムニュー

スレター No.16でも臨界事故の解説記事が掲載されている。
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1 .  はじめに

JC〇臨界事故について
更田 豊治郎

(財)環境科学技術研究所

東海村にある (株) J C 〇のウ -ラン加工工場内の転換試験棟で平成11年9月30日 (木) に

起こった臨界事故は、 全く思いもよらなかった事故である。 臨界事故らしいと知らされても、 す

ぐには信じられなかった。 なぜなら、 核分裂の臨界というのが原子力の最も特徴的な事であって、

臨界事故こそは起こしてならないことであるから、 核燃料物質を多量に取り扱う所では、 当然、

間違つても臨界にはならないようになっているはずと信じていたからである。 臨界事故について

予備知識が無かったのではなくて、 「思いもよらなかった」 のは、 連法行為もあり、  法律以前に

純粋に科学技術上守らなければならない事さえも無視した作業が、 核燃料物質を扱う専業の会社

で行われるとは 「思いもよらなかった」 のである。 如何に思いもよらなかったかを家内に説明す

るのも容易ではなかった。 「現に (事故が) 起こったじゃないの。 貴方は大丈夫だと言い過ぎじ

やないの。」といった具合である。

J C 〇臨界事故について、 原子力安全委員会ウラン加工工場臨界事故調査委員会 (以下、 事故

調査委と略す)の最終報告書1)が平成11年12月24日に政府に提出されている。この報告書
は、 事故に関する事実や原因の把握とともに、 事実の背後にある構造的・倫理的な問題も含めて

検討を行い、 事故再発防止対策、 防災対策等について提言等を行つている包括的なものである。

原子力関係者はこの報告書の内容を十分にそしゃくして、 その提言等を正に拳拳服膺 (ケンケンフク ョウ)
したい。 しかし、 報告書では当然、 今回のような事故が起こるか起こらないかにかかわらず、 原

子力であるか否かにかかわらず、 大きな事業を行う上で基本的に留意されなければならない事に

も言及しているから、 そういった事まで反省しなければならないほど原子力界全体の水準が低い

のかと、 誤解されかねないのではないかと一抹の不安を感じる。

今回のような事故が起これば、 この時とばかりに、 原子力体系の危険性を誇張し、 原子力界の

倫理水準が特に低いかのように印象づけ、 日本の原子力政策が大筋でも間連つているかのように

世論を誘導しよ'うとするような評論が時流に乗りすぎる傾向がある。  このような傾向が、  日本の

ため世界のために 「角を矯(タ) めて牛を殺す」 ことにならないか心配である。

大類の生活水準の維持あるいは向上のためのエネルギ一生産を地球環境を保全しながら行うた
めには、化石燃料資源依存を極力減らし、太陽光・風力・波力・燃料電池などの新エネルギ一等
を幅広く開発し、 その時その時の最適のエネルギーミックスを追求して行かねばならないが、 そ
の中で現実的に少なくとも数十年以上の将来までは、 原子力即ち核エネルギーの平和利用が主役
となるべきだと筆者は思つている。 従つて、 原子力推進の立場からの我田引水に陥らないように

注意しながら、 初等中等教育等で先生方が生徒に解説される時の参考になることを念頭に、 J C

〇臨界事故について実体の平明な記述に努め、 感想を述べたい。 はじめから、 原子力界として改

善すべき事や、 事故および事故対応等について責任の所在等を含めて包括的議論をここで行うつ
もりはないことを断つておきたい。

2 .  臨界事故とは

核燃料物質は、 それ自体の性状 (組成、 ウラン 2 3 5の濃縮度等 ) 、  その集合の形態、 及び周

囲の条件(広い空間に孤立しているか、 コンクリー トや水に囲まれているか等)により、一定量

以上集合すると自然に核分裂連鎖反応が持続するようになる。 そのぎりぎりの条件 (それ以下で

は連鎖反応は持続しない) を臨界条件と言い、 その時の量を臨界量と言う。 ごく僅かながら中性

子は自然界の何処にでも飛んでいるし、 天然ウラン中ではごく僅かながら自発核分裂が起こるな

どで中性子が発生している。 それらの中性子がウラン235に吸収されると或る割合で核分裂が

起こる。  つまり、  核燃料物質のある程度量の中では、 ごくごく僅かな割合で常に核分裂が起こっ
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ている。  核燃料物質が多量に集合すると、 その中でウラン2  3 5の1個が核分裂を起こして平均

2 . 5個の中性子が生まれ、その内の1個が別のウラン23 5の核分裂を起こし、そこで生まれた

中性子がまた別の核分裂を起こすという具合に連鎖反応が起こる。 核燃料物質が丁度臨界量のと

きには、 この連鎖反応が継続し、 全体として単位時間当たりの核分裂数は一定になる。 臨界量よ

り多くなると単位時間当たりの核分裂数は増えつづけ、 臨界量を大きく超えると爆発的に核分裂

が增加する。 (爆発的に核分裂が増加すると言つても、 必ずしも爆弾のような破壊力が容易に起

こるわけではない。)  同じ体積では球状に集合すると表面積が最小になり、 中で生まれた中性子

が外へ逃げ出す割合も最小になるので、 球状の集合体が最小量で臨界になる。 同じ形状の集合体
では、 例えば、 その周囲に水の層があると、 集合体から出てくる中性子の内の何割かが集合体の

中へ跳ね戻されるので、 水層がないときよりも少ない量で臨界になる。 臨界に極めて近い状態の
集合体に人が近づいただけで臨界になる可能性もある。

そこで、 核燃料物質は、 地震等で不測に集合したり、 未臨界量の集合が浸水するとそれだけで

臨界になったりする等といったことが起こらないように、 臨界量よりも充分少量に分割して保管

するのが当然の常識となっている。 まして、  核燃料物質を溶解したり加工する作業では、 ど う 間

違つても臨界にならない量を1回の取扱量(b a t c h ) として扱うことが厳重に守られなければな

らない。 (質量制限と言う )  さらに、核燃料物質加工装置は、間違えて1バッチ以上の量を入

れるようなことがあって夕ンクが満杯になっても、 臨界にならないような容積にするとか、 また、

同じ性状の核燃料物質では球状に集合すると最も少ない量で臨界になるので、 タンクの形状は細

長い円筒状にするか偏平にするなどの設計上の配慮 (形状制限と言う)  がされ、 間違つても臨界

にならないフェール ・ セーフな装置、になっていなければならない。 核燃料物質が予期しない原因
で制御不能のまま臨界超過になることを臨界事故と言う。

1個のウラン23 5が核分裂すると約20 0MeV (M eV =百万電子ボルト ) = 8 . 9 0 X 1 0 '8 kW・h
のエネルギーを発生する。 (補足: 235U原子核(ここでは原子でもよい )  1個が熱中性子によっ
て核分裂したときに発生するエネルギーの平均値はほぼ、 核分裂片の運動エネルギ一168、 中性
子の運動エネルギ一5、即発γ線のエネルギ一7、核分裂片の崩壊による放出エネルギ一27の計
207 MeVである。) このエネルギ一値は原子或いは分子1個づっ一組の化学反応で発生するエネ
ルギー (例えばC十02= C 02十4 .22eV )に比べれば桁違いに大きな値ではあるが、ウラン1個
が指先で核分型しても何も感じないほどのものである。 それが例えば、 アボガドロ数の百万分の

ーほど多数のウラン235原子が核分裂すると(8.90 X 1 0-'8)X ( 6 .0 2 X 1 0'7) = 5 . 4 k W ・h も の
エネルギーが発生する。 核燃料物質の集合が臨界条件を超えると核分裂の発生が急增し、 液体の
場合には強い放射線によって水が分解して気泡が発生し、 温度も上がる。 気泡の発生によっても、

温度の上昇によっても、 一般に核分裂の発生率が抑制されるので、 臨界条件を超えた程度が小さ

い場合には短時間で臨界状態でなくなり反応が収束する。 しかし、 気泡が無くなり温度もさがっ

たために再び臨界になるといったことが起こり、 その振動が繰り返すことも起こりうる。  最初の

反応が激しくて液体が飛び散つて失われると、 反応が収束して終い再臨界は起こらないという場
合もある 。

3 . J C 〇臨界事故の概要

J C 〇東海事業所の同じ敷地内には第1加工施設棟 (六フッ化ウラン (濃縮度5%以下)  から

酸化ウラン粉末を製造等。最大処理能力220 t U /年 ) 、第2加工施設棟(工程内容は、第1加
工施設棟に同じ。最大処理能力295 t  U /年 ) 、転換試験棟 (六フ ッ化ウラン ( 濃縮度 2 0 %

未満)又はイエローケーキ ( 多 く は U308 4 0 ̃ 8 0 %の黄色の粉末)から、 =酸化ウラン粉末又
は硝酸ウラニル溶液を製造。最大処理能力3t U/年 )などがあり、事故を起こした転換試験棟

は、 J C 〇全体から見れば、 小規模だが濃縮度の高いウランについて、 短期の断続的作業を行う

施設である。 短期断続的仕事は作業手順を変えやすいところがあり 、 かつ高濃縮度ということか

ら、  経営者・管理者として特に安全管理 ・臨界管理に注意が必要な施設である。
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事故現場近くの別建展のガンマ線工リァモ二夕の指示値を基に、

線量率(核分製のエネルギ一出力に路比例する)の時間変化を

パターン化したものである。社軸は対数目盛りで、 図は正確な

値を表示してはいない。積軸の時間目盛りは任意で、各時刻間

で積軸の長さに比例関係はなく、 パースト部が最も引き伸ばさ
れている。

第2図  線量率のパ夕一 ン
事故調査委の報告書 ' )の図に僅かに加筆したもの。

188

J C 〇では、 高速増殖実験

炉「常陽 」  (高速増殖原型炉

「もんじゅ」  の前の世代の炉

で1977年の初臨界以来今日

まで好成績の運転を続けてい

る。 )  用燃料の原料として核

燃料サイクル開発機構(サイ

クル機構) に納入する硝酸ウ

ラニル溶液を転換試験棟で製

造していた。その過程で、国

の許認可を得た設備及び方法

による作業とは全く異なる手

順で 、濃縮度 1 8 . 8 % の 8 酸

化3ウラン粉末のウラン量で

2 . 4 k g ( 前述の 1バ ッチ ) ず

つを 1 0 リ ッ トル入 りのステ

ンレス製バケツで硝酸及び純
水で溶解し硝酸ウラニル溶液
を精製する作業を行つていた。

その上さらに、複数のバッチ

の硝酸ウラニル溶液を全体と

して均一にするための作業で、

臨界防止のための手順 (例え

ば、全量が40 lだとすれば、

それを10個の容器に41づっ
入れ、それぞれから0.4 1 を

分取して別容器に入れて4 l

とすることを繰り返して新た

に 4 l 入 り 1 0 個 と す れ ば 混

合均一化ができる一 一 クロス
ブレンディングとい う ) を省

いて、 使う予定にはないはず

の元々濃縮度12%未満の酸

化ウラン粉体製造装置の一部

をなす攪拌機を備えた沈殿槽

に各バッチの溶液を漏斗を通

して 5 リ ッ トルビ一カーで移

し替え、 6バッチ分もの硝酸

ウ ラニル溶液を入れ終え、 7

バッチ分目の溶液を注入して

いる途中で臨界に至つたため

に事故が起こったものとされ

ている。  その時の作業状況を

第1図に示す。この作業自体

も許認可に違反しているが、

図から見る作業動作は、 臨界



にさえならなければ、特に危険というほどのものではない。基本的認識が不十分だと危険感の希

薄なところに大きな危険が潜んでいることがある例である。 図の作業員A (患者Aとも呼ぶ)  が

臨界になった溶液に最も近く位置し最も高い線量を被ばくした。 3人目の作業員Cは沈殿槽の直

ぐ側の壁の反対側に位置していた。 A B C 、 3名の全身平均被ばく線量は、それぞれ、16̃20 GyEq

(グレイイクイバレント )以上、6 . 0 ̃ 1 0  GyEq、 1 ̃ 4.5GyEq程度であると推定されている。
(GyEqは、 高線量被ばく時における、 放射線の種類に応じて急性影響に特有な生物学的な効果
を考慮して影響の程度を表す単位)

J C 〇事故では、 最初の臨界超過による瞬間的な反応の増大の後、 断続的に臨界が緩やかに約

20 時間にわたって継続し、 沈澱槽の外周の冷却水を抜く作業によって臨界状態が終息した ( こ

の水抜き作業について、 後述の第1表を参照)。沈殿相「近傍の放射線の線量率 (沈澱槽内で発生

した核分裂のエネルギ一出力に略比例する) のパターンを第2図に示す。 図のバースト部を含む
初期の核分裂中性子線の実測データは、 J C 〇から約2  km離れたところにある日本原子力研
究所(原研)那珂研究所内の中性子モニタ(中性子レムカウン夕:中性子モデレータで囲まれた 3He
比例計数管) のデータがあるのみで、 初日の 17 時頃から現場近傍の中性子線モニタ値が報告さ

れるようになった。  原研那珂研究所の中性子モニタの測定値と、 J C 〇のガンマ線エ リアモニタ
の測定値とは傾向として一致した時間変化を示している。

事故後、 沈澱槽内に残つていた硝酸ウラニル溶液の分析 (核分裂生成物濃度、 ウラン同位体組
成、 不純物濃度などを分析) と 、  近くの装置の部品のステンレス鋼試料の中性子による放射化生

成核種の分析等から、 事故の最初の約20時間内の沈殿槽内の総核分裂数は2.5 X 1 0'8 個であっ
たと評価されている。 この評価値の信頼度はかなり高いと考えられる。 これから235g÷(6.02 X

1023(アホ'力' ドロ数)) x 2.5x 10'8=0.98ミリク'ラA、即ち約1ミリク' ラ Aのウラン 2 3 5が核分裂したこと
になる。  これによって発生した全エネルギーは(2.5X10'8) X(8 . 9X10-'8)-22kW ・h、 沈澱槽か
ら外へ放射された中性子の全数は多めに見積もって 1.5 X 2 . 5 X 1 0'8-3.8 X 1 0'8 個以下とな
る 。  ここで「多めに見積もって 一 一 一以下」 と言えるのは、 1 個の核分裂から出る平均2.5個の
中性子の内1個は別の核分裂を起こすのに使われ、 残る中性子の何割かは沈殿槽内のウラン 238

等にも吸収されるからである。  (上記等について格段に正確な計算がコンピュータ ・ コー ドで行
われる。) このよ うなこ とから 、  特に健康上心配されがちの中性子被ばく線量の上限値等の大

まかな概算は比較的容易にできる。臨界状態が終息した10月1日6時15分までの実効線量当

量は、事故発生点から80mの地点(敷地境界にほぼ相当)で92mSv、350  mの地点で1 .2mS v、

1 kmの地点で6.5 X 1 0 3mS vと評価されている。  このような事故が起こった上では、 現場の3

名の作業員が重体となるほど被ばくしたのは避けられない不幸であったが、 この3名以外の被ば

くでは、水抜き作業のため計画被ばくをした人達の中に最高被ばく値120 m S v ( 暫定値 )があ

るが、  大多数が緊急作業に従事する放射線業務従事者について定められている実効線量当量限度

100 mS v以下であった。  それ以外の防災業務関係者の被ばくは、 平常時の放射線業務従事者に

係わる実効線量当量限度50 mSvを十分下回つた。周辺住民等の被ばくは、少数の例外的に被

ばく線量の多い人でも明らかに50  mSvを十分下回つており、 大多数が検出限界値を超えてい

ない。

実効線量当量 100 msv という値は、  大まかに言つて、 世界で自然放射線の実効線量当量が高
い、例えばブラジルのガラバリ市街地(年間10 m S v ) と 、例えば束京都 (年間 0 . 9 0  m S v ) と

にそれぞれ11年間住むと、 自然から受ける放射線量に100 mSvぐらいの差がでることに相当す

るよ うな値である。  なお、 ガラバリ市街地のみならず、 自然放射線の水準が世界平均よりも格段

に高い世界中の地域 (日本では鳥取県三朝温泉付近、 山梨県增富温泉付近等) の何代にもわたる

住民の健康が他の地域よりも劣つているなどというデ一夕はない。
環境モニ夕リングでは、 周辺地域に点在する固定観測局における空間放射線量率の監視が強化
され、移動測定車等による測定に加えて、大気塵埃、 土壤、葉菜、水道水、井戸水、雨水、畜産

物、 さらに念のため海水、 海産物の採取・ .分析が行われた。 臨界による核分裂生成物中のガス状

物質が事故施設から放出され、 広範囲の複数地点で空間放射線量率 (ガンマ線) が上昇したが、

最大でも数µ G y / h であ り 、  かつ短時間であった。 環境試料の一部から、 臨界により生成した
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と考えられる短半減期のヨウ素及び希ガスの崩壊生成物 (S r -91 [9.5h ] ,Cs-138[32.2m] ,Ba -140
[12.7 5 d ] , L a -140[1 .678d ] ; [ ]内は半減期でm=分、h=時問、 d=日)並びに臨界により発生した
中性子により放射化されたと考えられるNa -24 [ 14. 9 6 h ]及びMn -5 6 [ 2.579h]が検出されたが、
それそれの数はごく少なくかっ短時間に減衰してしまう核種であった。粒子状の核分裂生成物は、
施設の換気系に設置されていたH E P A (高性能微粒子) フイ ル夕によって除去され、 環境への
放出はほとんどなかったと考えられている。以上及び9 2地点に設置されていた熱蛍光線量計(T

L D )  によるガンマ線の積算線量の結果も含めて、 環境モニタリングの結果は、 住民の健康及び
環境に影響を及ぼすものではないと判断された。

事故の経緯を第1表に示す。 我が国の原子力防災体制は、 原子力発電所、 再処理施設等からの

放射性物質の大量放出に備えた対応を想定して整備されており、 加工施設における臨界事故は想

定されておらず、 J C 0の施設を対象とした防災計画も策定されていなかったことが、 初動段階

での現地における事故状況の迅速かつ正確な把握並びに的確な防護対策の検討及び決定を行う上

で、 大きな制約となったと指摘されており、  その辺の対応の遅れが表からも感じ取れる。 事故対

応においても J C〇が当事者能力を欠いていた現れとして、事故発生後約10時間の初日20時

40 分頃まで現場施設の構造等に関して的確な情報が入手できず、 緊急技術助言組織も事故の実

態に即した対応を決めるのに苦慮したようである。 各原子力発電所等では、 防災対策の応援協力

体制として当該事業所、 市町村、 県、原子力安全委員会緊急技術助言組織、 及び国の関係を明示

した図を含む詳細なマニュアルが作成されている。 (ついでながら、 詳細なマニュアルは急場で
役に立たない可能性がある。 防災関係者は、 各自の職務・役割に応じて、 原典の詳細なマニュア
ルに即した各自用のマニュアルを持つておく心掛けが肝要であり、 防災訓練も必要である。) ま

た各原子力発電所等は、 その地域の地形と気象情報から事故で放出された放射性物質がどの様に

拡散して行くかを時々刻々予測するS P E E D  I (緊急時環境線量情報予測システム)ネットワ
ークにつながっており、 また緊急技術助言組織に当該プラントに関する情報などを提供表示して

助言活動を支援する計算機利用システムの緊急技術助言対応システムといったものも開発されて

いる。 J C 0事故は防災の面でも盲点で起こったものと言える。 重篤な被ばくをした J C 〇社

員3名の内の患者A氏が12月21日に逝去されたのは痛恨の極みであるが、この3名の治療は、

関係者のこれまでの努力の賜物として 1998年7月に設立された放医研の緊急被ばく医療ネット

ワーク会議が効果的に機能して、 多分野の専門家の協力が得られ、 世界で最新最高の医療が施さ

れていると聞いているのが、 せめてものことである。

4 . 事故についての雑感

患者A氏の逝去に際し、ある新聞の社説に「当然行われていなければならない安全上の配慮に

欠けた仕事環境で必要な教育も受けないまま作業をしたために、 あらかじめの自覚もなく、  突然

わけも分からず命を落としてしまう理不尽さは、 原子力の安全性とか原子力政策の妥当性とか以

前の問題で、 この責任は、 草の根を分けても追求されねばならない。」 というような部分があっ

た。 この筆者の気持ちはよく分かると共に、 一命の重さを深く考えるあまりに、 通り魔、  いじめ、

交通事故巻き添え、 等で命を落とす理不尽さと、 その背後にある問題の深さ等を比べて考えてし

ま う 。

J C 〇には違法な作業手順を容認するようなずさんさがあった。 それにしても、  たとえ装置や
作業手順が万全でなくても、 1バッチ以上を作業場に持ち込まない管理さえ守られていたら事故

は起きようがなかった。 それがくずれても、 作業員が臨界事故について妥当な教育を会社から受

けていたら、  1バッチの何倍もの量の硝酸ウラニル溶液を1つの夕ンクに入れるようなことをす

るわけがないので事故は起きなかったはずである。 守るべき事の軽重をわきまえることの重要さ

を示している。 事故についての責任としては、 違法のみならず幾重にも手落ちのあった会社の経

営・管理上の当事者責任が最も重いのは明・らかである。 程度問題であるが、 規制を厳しくすれば

するほど安全が守れるというものではない。 規制の遵守を確実にするには抜き打ち検査を十分に

するしかないかもしれないが、 これも程度問題である。 然るべき権限を委譲して、 事業者の自主
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性を高めると共に、 結果責任を十分重くするような考え方が好ましいと思われる。

今回の事故で、 350 m圏内住民の避難と、10 k m ( 1 0  kmが大き過ぎたか否かの議論はある
にしろ)  圏内住民の屋内退避を決めたことは、 事故の実態が十分把握できない状況では、 当然の

妥当な判断であったと思われる。 住民は大きな迷惑を受けたが、 結果として、  住民の健康への被
害はほとんど全く無かったし 、 周辺環境への被害は全く無かったと言える。 原子力安全委員会は、
慎重な上にも慎重でなければならない立場上、 例えば仮に 「少数の例外的な人でもさほどの心配

はいらないが、 それ以外の全住民は全く心配がいらない。」 とい うよ うなことを早々と表明しに

くかったと推察されるが、 政府のしかるべき立場から早期に、 住民が無用な心配をしないように

働きかける強力な広報活動が欲しかった。 そのような広報を、 安全軽視と曲解する向きもあるか

らと消極的になるようなところがあるとすれば、  考え直したいものである。 時と場合によって、

マスコ ミの一部に自主的に政府の広報を助けるようなところがもっとあってもよいのではないか
と思われる。  日本の危機管理体制の不備が言われているが、 それ以前に、 緊急事態にあっては、

好むと好まざるとにかかわらず、 先ずは政府の対応に協力する気風と、 そうあるべきものとの認

識が肝要であろう。

それにしても、 今回の事故で住民の間にパニツクに近いというほどのことも起こらなかったの

は、 東海村当局の対応と、 これまで何度か事故はあったが、 40 年以上にわたって東海村住民と

多くの原子力施設との間に良好な関係が築かれてきた実績によるところがあったと思われる。 ま

た事故対応においても、 当然ながら原研、 サイクル機構、 その他の原子力関係機関が貢献した。

事故の実態と被害に関する結論の表現に就いての参考までに、 事故調査委の報告 ')に参考資料
として掲載されている「 I  AEA (国際原子力機関)専門家チームの報告書 ( 1 9 9 9年 1 1月 1 5

日)の結論」の部分(①から⑧まである内の⑥まで)を以下にそのまま引用する:

①事故は、 第一にヒューマンエラ一及び安全原則と基準の重大な違反によって発生した。
②事故は、 有意な放射性物質の飛散につながる事故ではなかったため、 汚染事故ではなく、 本

質的に照射事故である。

③臨界が始まった後の20余時間の間、 放射線が転換試験棟で生成し、 離れた距離においても、

それが計測されたが、 建屋から放出されたのは、 微量の希ガスと気体状のヨウ素のみであった。

臨界が終了し、 遮へい実施後は、 敷地の外側の放射線レベルは通常に戻つた。
④事故直後、 周辺で微量の放射性核種が検出されたが、 検知された核種の半減期は短く、 この事

故による残留汚染はない。 このような微量の放射性物質は、 地域住民や彼らの子孫の健康や

環境条件に対する放射線による影響を及ぼすことはない。

⑤この地域の農産物には全く影響はなく、 完全に安全である。 本チームが測定した居住地域の

放射線レベルは、 通常のバックグラウンドレベルであった。

⑥事故によって、 この地域の産業及び農業が間接的に損害をうけていると報告されているが、 こ

れは、 被ばくが限られており、 放射性の残留物がないにもかかわらず、 多くの人々が、 本事故

を汚染を伴う事故であると考えているからである。

この結論は、事故調査委の「緊急提言・中間報告」(1999年11月5日) 2)及び同委の最終報告

)の内容と矛盾しないが、 立場の違いはあるにせよ、 I A E Aチームの表現の方が、 要点が簡
明で判りやすいと思われる。

普通に放射線は五官に感じない。 今回のような事故の記事で、 「見えない恐怖」 といった大見

出しがあっても間違いとは言えない。 しかし、 多くの毒物も量次第で、 普通は見えないし 、 長 く

五官に感じないことも多い。他方、 放射線は簡易装置で高感度の検出・計測ができる特徴がある。

一般に、 法に定められている放射線被ばくの線量当量限度は十分安全裕度のある低めの値に定め

られていると思われる。国際放射線防護委員会( I  C R P )がALARA ( A s  Low As Reasonably
Achievable: 合理的に達成できる限り低く )  を提唱している事から、 「放射線を少しでも被ばく

するのは危険だ」 との誤解が生まれ、 迷信となっているところがある。  ALARA は放射線防護の

立場から 「経済的、 社会的要因を考慮に入れて合理的に達成できるかぎり低く保つ」 ことを要求

しているものであるが、 I CRPはその「1990年勧告」 3)の第1章、緒言の1.4、委員会勧告の
適用範囲で、 次のように述べている。 「委員会はまた、 人類が直面している多くの危険の中の一
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つである電離放射線だけにこのように (委員会の :勧告が一 一筆者加筆) 集中することは、  無用の

不安を引き起こす種になるかもしれないことを認識している。 それゆえ委員会は、 電離放射線は

恐怖ではなく注意をもって取り扱う必要があり、 そして、 放射線のリスクは他のリスクと釣り合

いを保つべきである、 という委員会の見解を強調したい。 電離放射線に対する被ばくを管理する

ために利用できる方法は、 もし適切に用いられるならば、 われわれすべてがさらされている一連

のリスクのうちで放射線の占める部分はわずかにすぎないことを保証するに十分なものであ
る。」

今回の事故では、 健康上問題になるような環境影響は全くなく、 農作物にわずかな影響もなか

つたにもかかわらず、 ;茨城県等が安全の広報に努めても、 農作物及びその加工食品等の販売低下

や観光予約取消等の風評被害がかなり大きかった背後には、 上述の迷信が災いしており、 根拠の

ない些細なことが種で残酷なことになる 「いじめ」 の不条理にも通じるとも思われ残念至極であ

る 。  小渕首相が水戸で地元食品を頬張つて見せてもパフォーマンスと都揄するような紙面にする

新聞があるぐらいである。 マスコ ミ全般が風評被害を大きくしたと言つても過言ではない。 危険
の実態や被害の実情のようなことについてこそマスコ ミの公正な報道が望まれる。
ある事柄についての規制が合理性を欠いて非現実的に厳しすぎると、 社会的偏見を生むきっか

けとなったり、  関連分野の志気が上がらないため結果的にその分野の安全水準が低下したり、 遵

法精神を低下させる弊害を生んだりする等の可能性があって、 規制を厳しくすればするほど良い

というようなものではない。  反面、 公共と個人の尊重の均衡の混乱もあり、 社会の安寧を守るた

めに当然必要な規制が経済、 医療、 宗教等の分野で厳正に執行されなかったことが社会不安を生

む原因となる経験も我々は持つている。 大局的かっ長期的に社会全体のより多くの人の安全を守
るということが一筋縄ではいかない困難なことであるとの認識を持つべきである。

5 . おわりに

J C 〇事故は日本の原子力開発の歴史上最悪の事故であり、 原子力界は J C 〇事故からの教訓

をもとに最大限の改善を行つて、 国民の信頼回復に努めなければならない。 従つて原子力関係者

はただただ反省しているべきだと思われるかもしれないが、 事実に反する内容を含み、 歪曲した

議論で原子力平和利用反対に世論を誘導しようとする勢力が無視できない状況では、 原子力平和

利用の長所と必要性を、 安全性も含めて繰り返し強調しなければならない。 しかし、 安全性を強

調すれば、 主張するはずもない絶対安全の嘘を言つてきたかのように、 反対専門家は安全神話な

どという抽象的な言葉巧みに技術上の安全性の説明を歪曲しようとする悪循環があって難しい情

況がある。 J C 〇事故によって、 日本の原子力政策の大筋さえも間違つているかのような短絡的

議論に世論が誘導されては国家百年の計にとって危険である。

新聞への主婦の投書に 「猿には火は扱えない。 人間は火を使いこなして文明を発展させてきた
が、 人間には核エネルギーを使いこなせないのではないか」 といった主旨のものがあった。一般
受けしやすい物の言い方である。 しかし、 江戸時代より消防は格段に進歩しても、 人間は火事と

いう災難を十分克服したとは言えない。 前述のように、 普通の火の元の原子分子反応と核分裂と

では、 発生するエネルギーの密度が大桁違いであるから原子力の潜在的危険性が大きいことは自
然なことである。  しかし 、 自然の不思議で自然の恵みとも言うべき核分裂固有の性質 (例えば遅

発中性子の存在) が、 原子炉の安定な運転を容易にしており、 実績から言つても、 原子炉は普通

のボイラーより制御性が優るとも劣るところはないと思われる。 核兵器廃絶の実現性がよく見え

ない情況が、 人間に核が管理できるかとの深刻な疑問を呈しているが、 筆者は、 核エネルギーの
平和利用を健全に推進できないようでは、 核兵器の廃絶も達成できないと思つている。

今日、 人類の最重要課題は地球環境保全であると思われるが、 そのための政策の国際的合意も

容易でないばかりでなく、 多くの問題で国内の民主的合意形成にも困難があるが、 大多数の判断

の妥当性や公正さの程度には、 公衆の教養水準と公衆が日常接している情報の正確さが基本的に

かかわっている。 このことは、 J C 0事故をきっかけとして日本の原子力政策について考えるよ

うな場合にも当てはまる。  問題に当たって公衆が厳しい是々非々の態度が取れるようであってほ
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しいと願う。多くの問題解決のために、益々科学技術の活用が必要になると思われるにもかかわ

らず、 諸々の事故等の影響もあって、 科学技術の進歩に疑いを持つ向きもあり、 初等中等教育か

らの理科離れなどということが心配である。 以上のことから、 特に、 初等中等教育において倫理

と理科の教育に重点をおく格段の改善努力を教育関係者と国にお願いしたい。
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第1表  J C〇臨界事故 の報告書')の表から一部情l」除または加筆
平成 u年 (1999年)
9月3 0日 (木 )

10時35分頃: J C〇ウラン加TT場内の転換試験棟で臨界事故発生。

(同工場の転換試験棟内のエリアモニタ警報が吹鳴した。 同敷地内の第1加工施設棟及び第2加工施
設棟のエリアモニタも同時に発報した。 J C 〇は、 このことを事故の特定が遅れた理由に挙げてい
る。  因みにエリアモニ夕は100µ Sv/h以上で発報する設定になっていた。)
u時15分:事故の第1報を J C〇力?科学技術庁に発信(これに「臨界事故の可能性あり」と

記載されていた)。 (科数術庁はn時19分に接受)
n時52分:被ばくした J C〇従業員3人を乗せた救;急車が国立水戸病院へ出発。
( J C 〇から消防機関への連絡では、 原子力事故であることを伝えなかったため、 消防士がそのような
認識をもたずに救助活動を行うことになったなど、 適切さを欠いた面があった。)

11時55分:  J C〇より第1回目の周辺線量測定結果力?科学技術庁に報告(最大γ線0.68mSv/h)。

12時頃:科学技術庁の現地の運転管理専門官が J C 〇東海事業所で状況把握を開始。

1 2時29分:  J C 〇より周辺線量報告 (最大γ線γ線0.84mSv/h)。

12時30分:東海村が住民は屋外に出ないようにとする村内広報を開始。

12時30分頃:科学技術庁から首相官邸へ第1報連絡。
同 :科学技術庁から日本原子力研究所(原研)及m効然料サイクル開発機構(サイクル

機構) へ臨界、放射線物理の専門家を現地へ集合待機要請。
12時35分:サイクル機構が J C 〇事故支援対策本部を設置。

12時40分頃:事故現場周辺200 m以内立入り禁止。

同 :上記第1報を総理秘書官が小渕総理に報告。

同 :科学技術庁より官房長官秘書官に連絡。

12時50分:サイクル機構、 科学技術庁の要請でモニタリング支援活動開始。

12時55分頃:科学技術庁より内閣情報集系、0センタ一及び内閣安全保障・危機管理室に連絡。
13時頃:被ばくした J C〇従業員3名を国立水戸病院から放射線医学総合研究所(千葉) へ搬送する

との連絡。

同 :科学技術庁]織員、を現地に派遣。

1 3時01分:  J C〇より周辺線量報告(最大γ線0.78mSv/h)。

13時08分原研那珂研究所対策本部設置。

13時10分:原研束海研究所対策本部設置。

13時23分:原研、科学技術庁の指示で緊急時モニタリング開始。

13時30分:原研力?東海村へ支援要員派遣(3名)。
1 3時42分:  J C 〇から科学技術庁に送信された第5報に「約16kgUを沈殿槽に移入していると

き青い光が出た」と記載。

13時55分:科学技術庁より茨城県に「自宅屋内i良滯lが適当と助言。

14時:科学技術庁より原子力安全委員会に対し、事故について正式報告。

14時30分:科学技術庁災害対策本部を設置。

同 :原研が茨城県へ支援要員派遣(3名)。
15時::束海本lt村長が350m圏内住民の避難要請を決定。
同 :有馬大臣を本部長とし、関係省庁を構成員とする政府の事故対策本部の設置を決定し、それ

を科学技術庁から茨城県原子力対策課に連絡。

1 5時25分:被ばくした J C〇作業員3名放射線医学総合研究所(放医研)に到着。

15時30分:原子力安全委員会緊急技術助言組織召集を決定。

15時30分頃:科学技術庁現地事故対策本部を科学技術庁束海運転管理専門官事務所内に設置。

16時頃:放医研に移送された患者の吐瀉物から 24Naを検出。

同 :現地事故対策本部で、 原研の臨界及び遮蔽関係専門家により臨界、l犬態を終息させるための技
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術的検討開始。

16時50分:政府の事故対策本部第1回会合開催。

17時:現地事故対策本部を原研束海研究所に移設。

17時頃:事故施設の敷地境界の中性子線測定結果(4mSv/hが報告され、臨界状態の継続を確

認。

18時:原子力安全委員会の緊急技術助言組織会合開始。

18時20分頃:現地事故対策本部が沈殿槽に冷却ジャケットが付いており冷却水がまわっていること

を知つた。

20時40分頃:この頃まで施設の構造等に関して、 J C〇からの情報の提供力?不足していた。

21時:小渕内閣総理大臣を本部長とし、関係閣僚を構成員とする政府対策本部の第1回会合を開催。

21時40分頃:原子力安全委員(住田委員、金川委員)力現事故対策本部に到着し、直ちに、臨界

状態への対応検討を開始。
22時頃:緊急技術助言組織に 「沈殿1l曹のハンドホールからウラン溶液を注入しているときに起きた」

との情報。

22時20分:科学技術庁事務次官から茨城県知事に、 10km圏内を念のため屋内退避とする旨助言。

22時30分:県知事、 10km圏内の住民に屋内退避を勧告。

1 0月1日 (金 )

1時40分:第1回現地事故対策本部会議を開催。

2時30分頃:  J C〇力現場の写真撮影、その後沈殿槽外周のジャケット中の冷却水を抜き取る作業

開始。

3時30分頃:この頃から中性子線量率が低下し始めたのは、 ジャケット出口の配管の切断によるが、

十分には水が流出せず商用犬態に至らなかったので、 6時頃にアルゴンガスを送り

込んで水が十分流出したことにより、

6時15分頃:施設境界の中性子線量率力i検出限界以下に低下し、臨界状態停止と判断。全ての固定

観測局のガンマ線空間放射線量率が平常のレベルに戻つた。

8時50分:臨界停止を確実にするためホウ酸水を注入して、 臨界の終息を最終的に確認。

9時20分:原子力安全委員長が、臨界状態については一応の収束を見たと判断し、 プレス発表。

14時25分:緊急技術助言組織:10km圏内屋内退避解除(350 m圏内を除く)は妥当と判断。

(時刻不詳):科学技術庁から国際原子力事象評価尺度(I N E  S )  による今回の事故の暫定評価値を
4とすることが公表され、国際原子力機関(I AEA )に通報された。

16時頃:敷地周辺境界のガンマ線レベルが局所的に最大4.1µ S v / hであり、350  m圏内の住民の

解置を解除するには高い値であることから施設周囲を遮蔽する作業を開始。

16時30分頃:県知事、 10km圏内屋内退避解除を発表。

1 0月2日 (土 )

14時頃:現地事故対策本部により、350 m圏内の詳細モニタリング開始。
15時45分:  J C〇被ばく従業員3名のうち、最も高い線量を被ばくした患者(A)を放医研から東

大医学部付属病院に転院。

18時30分:東海村長が、350 m 圏内避難解除を発表。

1 0月8日  (金):原子力安全委員会ウラン加工工場臨界事故調査委員会 (事故調査委) 初会合。

11月4日(木):2番目に高い線量を被ばくした患者(B)を束大医科学研究所附属病院に転院。

科学技術庁事故調査対策本部は個人線量の評価の能資料と して周辺環境の線量評価を

公表。

n月5日(金)事故調査委、「緊急提言・中間報告」を政府に提出。
12月n日 ( 土 ) : u月4日の周辺環境線量評価の精度をさらに向上し見直した評価を改めて公表。
12月20日(月):3名の内最も低い線量を被ばくした患者(C)が放医研から退院。

12月21日(火):23時21分、患者(A)、束大医学部付属病院にて多臓器不全で逝去。

12月24日(金):事故調査委、「ウラン加TT場臨界事故調査委員会報告」を政府に提出。
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放射線被ばく と健康影響

原子力システム研究懇話会

村主 進

平成11年9月30日、茨城県東海村にあるジェー ・シー・オー(JC0)東海事業所のウラン加工施

設において臨界事故が発生した。 事故の原因は作業員が容器に規定の量以上のウラン溶液を注ぎ込

んだために臨界超過になり事故の至つたものである。 その背景には、 ①作業員の臨界に関する認識

の不足、 ②企業における現場の日常管理、 規律、 統制のルーズさ、教育訓練のまずさ、などがある。

これらは今後の事故防止対策に生かされることになろう。 一方事故のよって放射線被ばくが生じ、

これによる住民の不安は現在も続いているように思われる。 住民の不安は感性的な面もあると思う

が、 放射線被ばくによる健康影響に関する知識の不足のために、不安が助長されていることも否め

ない。 また周辺住民だけではなく、 一般の人も知識の不足のために放射線に対して強い不安を感じ

ているものと考える。 そこで放射線の健康影響に関する知識にっいて次のように整理してみた。

1 .  早期影響と晩発的影響

放射線に被ばくしたときの健康に関する影響としては、早期影響と晩発的影響とに分けられる。

早期影響とは、 大量の被ばくをしたときに現れる影響であって、 被ばく後数日以内ないしは数週間

後に身体に現れる影響である。 この影響は被ばく した人の殆どに現れるので確定的影響とも云われ

る。症状としては、例えば脱毛とか悪心、嘔吐などの症状がある。

晩発的影響とは、 少量の被ばくをしたときでも現れることのある影響であって、 数年ないしは

数十年後に現れるものである。 この影響は被ばくした人にすべて現れるものではない。 被ばくした

何万人かの集団の中で何人かの人に影響が現れるのみで、 その他の人には何の影響も及ぼさない。

従つて確率的影響とも云われている。 症状としては、 例えばガンとか白血病である。

早期影響にっいて、 被ばく線量と症状の関係の例を示すと次のようになる。

全身に7̃10シーベルトの被ばく:100%の人が死亡

全身に3̃ 5シーベルトの被ばく:50%の人が死亡

全身にIシーベルトの被ばく:10%の人に悪心、嘔吐

全身に0.5シーベルトの被ばく:末梢血中のリンバ球の減少。 しかしそのうちに治る

これを見ると早期影響では、一桁の被ばく線量の違いで、症状は死亡する状態からリンパ球の一時

的減少といった軽い症状のものまでの広範囲にわたり、 健康影響の違いは非常に大きいものである

ことが分かる。 なおシーベルトとは放射線被ばく線量の単位である。 自然放射線による全身の被ば

く線量は1年間に1000分の1.1シーベルト(1 .1ミリシーベルト)であるから、 I シーベルトとは自

然放射線による1年間の被ばく線量の1000倍と思えば理解しやすいであろう。

晩発的影響にっいては3節、4節に詳しく述べることにする。  その前に2節においてガンの自然

発生率とその変動にっいて考える。

2 .  ガンの自然発生率とその変動

ガンは放射線の被ばくによって発生すると前に述べたが、放射線に被ばく しなくても、普通の生

活をしていてもある確率でガンになる。 ガンの自然発生率は人ロ10万人あたり年間約20 0人で

ある。 しかしこれは日本人全体の平均値であって、地域.ごとのばらっきは大きい。 表の右の二重枠

の中に、1994年における都道府県別の10万人あたりのガンによる死亡者数を示す。ガンによる

死亡者数は厚生省の人口動態統計、 都道府県の人ロは総務庁統計局国勢調査報告をもとにして筆者
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が求めたものである。ガンによる死亡者数は地域により数十%のばらっきがあって、例えば島根県

は 1 0万人あた り 2 5 1 人 、秋田県 2 5 0人 、沖縄県 1 4 1人 となっている 。ガンの自然発生率のばら

つきも死亡率のばらっきと殆ど比例すると見てよく、数十%のばらっきがあることになる。

表の左の二重枠の中に、 厚生省の「成人病のしおり」にあるガン死亡者の原因別割合を示す。 食

物はガンの原因の 3 5 % 、 タバコは 8 0 % 、感染症 1 0 % と なっている 。つづいて職業 4 % 、 アルコ

ール 3 % 、 地理的要因 3 % 、 公害汚染 2 % 、 医薬品 、医原性 1 % な ど と な っている 。すなわち地域

別のガン死亡者の変動は、 高齢者の多少にもよるが、 食事習慣やタバコを吸うか吸わないなどの生

活習慣に依存するところが大きい。

次に自然放射線の多寡とガンの発生の関係にっいて述べる。 自然放射線の量は地域によって変

動はあるが、  大抵の地域では、 体内の放射能や大地および宇宙からの自然放射線により、 全身で年

間約 1 . 1 ミ リ シーベルトの被ばくを受けている。その他に空気中のラドン等の吸入によって肺が年

間約1 . 3 ミ リシーベルトの被ばくを受けているので、合計で約2 . 4 ミ リシーベルトの被ばくを受け

ていることになる。

しかし世界の中には自然放射線の高い地域もある。 プラジルのガラパリ地方は自然放射線の高

い地域であるが、ここの住民は年間に全身で約10ミリシーベルトの被ばくを受けている。  しかし

この地域の住民は他の地区の人々に比べてガンなどの異様は認められていない。このことは年間10

ミリシーベルト程度の生涯の被ばくでは、 その影響があるかないか分からないが、影響があるにし

ても、食事事情や生活習慣などによるガンの発生の変動の範囲内に隠れてしまう程度のものである。

3 .  広島、長崎の原爆被ばく者の追跡調査

広島、長崎の原爆被ばく者の追跡調査の結果は、200ミリシーベルト以上の放射線を受けた場合

には線量が増えるに比例してガンになる人が増えていることが観察されている。 そして1 0 0 0  ミ リ

シーベルトの被ばくではガンの増加発生率は自然発生率の60%であった。 ガンの自然発生率は10

万人あたり年間約20 0人であるから、1 0 0 0 ミ リシーベルトの被ばくで1 0万人あたり毎年12 0人

のガンの増加発生があることが予想されるわけである。

一方200ミリシーベルト以下の被ばくでは、原爆被ばくによるガンの増加発生率はガンの自然

発生率の変動の中に隠れて分からない。

200ミリシーベルト以下の被ばく者のガンの増加発生率は定量的には分からないが、 一般に低線

量になるほどガンの増加発生率は線量の減少に比例して低下する以上に低下するものと考えられて

いる。 一方国際放射線防護委員会は放射線防護の立場から、 定量的な知見が得られない場合には保

守的な仮定を用いるとの考え方のもとに、 ①ガンの増加発生率は線量に比例して減少する、 ②しき

い値はない、 との仮定に立つている。

国際放射線防護委員会の考え方にもとづけば、 ガンの増加発生率を多めに見積もるおそれがあ

るが、  しきい値なしの仮定を用いれば、

100ミリシーベルトの被ばくで自然発生率の6%のガンの増加発生

10ミリシーベルトの被ばくで自然発生率の0.6%のガンの増加発生

となる。

なお子、孫、子孫に対する遺伝的影響は、広島、長崎の原爆被ばく者の追跡調査で観察されていない。

放射線による遺伝的影響はガン発生の影響よりも低い。

4 .  晩発的影響のまとめ

2節、3節で述べたことを纏めて表に示す。表の中央の枠の中に、ガンの増加発生を大日に見積

もっているおそれはあるが、 1 0 0 ミ リシーベルト、 1 0 ミ リシーベルトの被ばくに対するガンの増

加発生率は自然発生率の 6 % 、  0 . 6 %と記している。  この放射線影響と、 自然に発生するガン死亡者
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の地域的変動(右枠)、発ガンの原因(左枠)、高線量地区の住民にガン異常の認められないこと(下枠)

とを比較検討してみて欲しい。10ミリシーベル ト 、 1 0 0 ミ リ シーベルトの被ばくは心配するよう

なものではないことが理解できよう。 またこの程度の被ばくを心配するよりは、 日常生活でガンの

予防に心がけることのほうが大切である。 ガン予防振興財団のがん予防の12か条によれば、 タバ

コを少なくすること、食物では塩気の強いものは控えること、脂肪をとり過ぎないこと、カビの生え

たものやこげた部分は避けること、黄緑野菜や繊維質を多くとるようにすること、バランスのとれ

た食事をすることなど、 その他体を清潔にし、適度の運動をすることなどがよいとされている。

JC0事故によって、事故発生時に作業していた3人の従業員は致死量以上の被ばくをした人も

いて、1人は12月21日に死亡している。大量の放射線被ばくは危険である。

一方上述以外の JC0従業員の被ばくは最高で48ミリシーベルト、周辺の住民の被ばく線量は最

高 で 2 1 ミ リ シーベルトと評価されている。表を十分比較検討すれば、この程度の被ばくに対して

は日常生活の健康に影響を及ぼすものでないことは認識されるであろう。

ま た マ ス コ ミ で 1 ミ リ シーベルトは一般人の年間線量限度と報道しているので、 これを毒物の許

容限度と同様なものであると混同している向きもあるので、ここで説明したい。 国際放射線防護委

員会は、 放射線防護のためには、 放射線の健康影響にはしきい値がないものとの仮定に立ち且つ被

ばくは合理的に達成できる限りに低く抑えるとの考え方に立つている。 そして現在の技術では一般

人に対しては年間1 ミ リ シーベルトは達成可能であるまでに技術開発が進んだので、一般人の年間

線量限度として1ミリシーベルトと決めたものである。線量限度を超えた被ばくをすれば、日常生

活の健康に影響を及ぼすようなものであるとして決めたものではないことを認識する必要がある。

★広島、 長崎の被ばく者の追跡調査★

200mSv 以上の被ばくを受けた場合には、 ガンになる人は線量とともに増加することが明らかである

1000mSv の被理者のガンの増加発生率は自然発生率の60%

〔ガン死亡者の原因別割合 〕
(自然発生によるもの)

食物 ガン死亡者の35%

タパコ ガン死亡者の30%

感染症 ガン死亡者の10%

性習'tl; ガン死亡者の7%

放

射

:=,線,--'・
影

響

の

検

討

人類は自然放射線と共存している

年間被ばく線量 約2.4mSv
〔 〕体内 ・ 大地 ・ 字宙線で約1. 1心v

しきい値なしの仮定での
〔 〕ガン発生率の推測

100mSvEo・自然発生率の6%

10mSv →自然発生率の0.6%

放射線手響の検討
<ブラジル ・ ガラパリ地区>

被ばく線量は年間10mSvであ

るが、 住民のガンなどに異常

は認められていない
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[業i](1994年)

人口10万人当たりの死亡者

秋田県2 5 0人

新木県19 2人

東京都191人

神奈川県160人

長野県2 0 7人

島根県2 5 1人

沖組県141人



インターネッ  ト「百万遍ネッ ト」(http://www.taishitsu.or.jp)から

放射線を受けるとどんなことが起こるか?

東海村ウラン工場臨界事故の教訓

(平成1

まえがき

1 )外部被曝と体内被曝

2 )  人の体にどんな事が起こるか

追 記

3 )本当に何もないか

菅 原  努

1 年 1 0 月 1 - 3日記)

まえがき

このホームページでは謎解き放射線生物学という形で、 放射線の人体への影響のわかりやすい
解説を始めていますが、 9月30日に東海村のウラン処理工場でとんだ事故が起こりてんやわん

やの騒ぎになりました。  私にはその実体は新聞やテレビの報道しか分からず、 それには私達の本

当に知りたいことが出てこないので、 的確な説明 tよ出来ません。 しかし、 新聞社の方から一般論
として被曝者と言われている人達には一体どんなことが起こると考えられますか 、 という質問が

きました 。  それに答えても、 どうやらこの人たちにはチェルノブイルの記憶が頭にあるようで、

私の説明がすっきりとは頭に入らないようです。 ことに外部被曝と体内被曝の区別がつかないよ
うです。

も う一つ、 実は私の方にも一つの疑問があるのです。それは10月1日の夜のテレビを見てい
る と 、  1 0  km以内の室内待機を解除された人達が沢山放射能の測定に請めかけられたという報

道についてです。 この事故はウランが臨界に達して核分裂を起こしたということですが、 幸い爆

発はしなかったようです。  それによっって現場の周辺では揮発性のヨー ド 1 3 1 などの放射能の

もれがあったかもしれませんが、 と て も 1 0  km以内の人達に放射能汚染があ.るとは考えられま

せん。

この様なときに必要なことは、人々が事態について正しい理解をするような情報を流すべきで、

かえっていたずらに心配をするような報道をしたことが問題ではないでしょうか。 そう言えば測

定値としては中性子線の値だけが報道されているのに、 言葉では放射性物質が云々ということが

何度も言われました。 このような混乱した情報を流したことは、 いわゆるリスク コ ミュニケイシ
ョンの誤りではないでしょうか。  この際事故の原因、 対策については専門家にまかせるとして 、

むしろ住民の健康について何がどうゆう理由で起こり、 何が問題かを正しく理解して住民は何を

すべきかを考えてもらうように報道するべきではなかったのではないでしょうか。  こんなことは

言つても分からんだろうから、  議論の結果だけを知らせようと言つた姿勢があったのではないで

し ょ う か 。

よく考えてみて下さい。  皆さんは家の中に居たのです。 放射能で汚れているとすれば、 それは

家の外回りであるはずです。 その量は既に測定されているはずで、 それを住民の皆さんにお知ら

せすれば、 長い行列を作らなくても安心出来た害です。 いやそれでも心配だと言われるのは、 今

度 .は皆さんの勉強不足です。 自分で良く考えることをしないで、 不安だけをぶつけるのは先進国

日本としては恥ずかしいことではないでしょうか。

放射線をめぐるいろんな事が現実に我々のまわりで起こり、 これからも被曝された方々の経過

が日々報道されるでしょう。  これを教材に放射線の事を勉強すれば、 それは本当に身についたも

のになるでしょ う 。  謎解き放射線生物学の話の順序が乱れますが、 今度の事故を中心に考えてみ

たいと思います。
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1 )  外部被曝と体内被曝

先ず、 外部被曝と体内被曝の区別です。 今度の事故ではどうやらウラニウムが臨界に達したと
い う こ と で 、  そこで核分裂が起こったと考えられます。 即ち原子炉の中で起こっているのと同じ

ことが一時的に起こったわけです。 原子炉のように遮蔽がしてないとすると、 そこからガンマ線

と中性子線とが外へ遠くまで出て行きます。 これが人の体に外部から浴びせられるので、 それを
外部被曝と言います。

も う 一つ核分裂が起こるとヨー ド、 ストロンチュウム 、 セシウムなどのいろんな核分裂生成物

が出来ます。 爆発でもすればこれらが一挙にまき散らされるわけですが、 今度の場合は精々外部

へは少し漏れる程度ではないかと思います。 これが体の中に入ると内部被曝になるわけですが、
これは極く僅かではないでしょうか。 よく話題になるヨー ドは体の中では甲状腺に集まるので 、

それの中からの被曝が問題になります。

体内被曝の場合はその放射性元素がどれくらい体内に留まっているか、 またそれがどのくらい

の時間で消滅するか、 が問題です。 しかし 、 今回は特に問題が生じない限りこれはないものとし

て略しておきます。 何か起こればその時に説明を加える事にします。 今度の事故で10 k m以内

の人に屋内待機をお願いしたのは、 私は臨界状態が続くと爆発のおそれがあるかもしれないとい

う 、  万一を慮つてなされたものと思つていたのですが。 従つて臨界状態が無事に終わればそれで

安心で無事待避は終了ということではないでしょうか。 それで後の測定騒ぎに驚いた次第です。

勿論若干の人はなお心配で測定を希望するにしても。

外部被曝では今度の場合ガンマ線と中性子線とがあります。 中性子線の作用の仕方と強さとは

そのエネルギーによって異なりますので、 複雑になりますが、 これをガンマ線等価に換算し両方
を一緒にしてシーベルトSv単位で表します。それが何mSvとか何Svとかいわれているもので

す。  この時中性子線はエネルギーによって一部の元素を放射化することがあります。 血液中のナ
トリウムなどが主なもので、  極めて短寿命のものです。 線量への寄与は少ないと考えられます。
今度の場合、科学技術庁の発表の中に、患者さんの吐瀉物、携帯電話からナトリウム24が検出

されたとありますが、  それは多分この放射化によるのでしょう。 しかし 、 一般には臨界が終わっ

て放射線が出なく ばればそれでお仕舞いのはずです。

この外部被曝の場合の放射線は、 臨界に達した容器から四方八方に飛び出す訳ですから、 それ

は線源である容器からの距離の自乗に反比例して減ります。 、1mの所で死ぬ位の大線量あったと

しても、  1 0  0m離れれば1万分に1に、  l k m 離れれば 1 0  0万分の1に減ります。  1 0 G y

のものが、 0 .  l m G y さ ら に 1 µ Gyと僅かなものになります。これは一般住民には心配が要ら
ないということですが、臨界に達していた間、村内でも0 .  2 m S vの値が示されたと言うこと

は、 容器の所では線量が極めて高かったということでもあります。 そこで水をぬいたり、 硼素を

いれることが大変難しかったと思われます。

2 )  人の体にどんな事が起こるか

今回の事故では被曝者は4 9人と発表されていますが、 その線量は公表されていません。 これ

はこれから述べますように、  線量が分かると大体どんなことが起こるか、 生死を含めて今後のこ

とが予想されるので、 プライバシーを考えて公表されないのだと思います。

私達は1960年代にネズミに放射線を当ててどんな変化が起こるか、最後にどのようにして

死ぬかを盛んに研究したものです。 日米が中心になり、 欧州の科学者も交えて国際セミナーを開

いたのは19 6 8年のことでした。それ以後チェルノブイリ事故までは、幸い致死量の放射線を

受ける よ う な こ とはな く 、  研究の関心ももっと低い線量での発がんのほうに向かっていました。

最近兵庫南部大地震があって、 緊急事態に対する関心が高まり、 放射線についても急性傷害の治

療や緊急時体制の準備などが進みつつあったところです。 皆さんは準備が不足ではないかと非難

されますが、 研究や準備を進めようとすると、  では事故は起こるのですかと変な目でみられてき

たのですよ。
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いや、 話がそれました。 ここで本論に戻りましょ う 。  Sv  のオーダーの放射線を受けた時の何

よりの特徴は、 すぐには殆ど症状が出ないということです。 そして何日か経つてから急に症状が

悪化します。 その基本はつぎのようなことです。 人の体は細胞で出来ていますが、 その中で大切

な血液、 腸、 皮膚などの細胞は一生分裂して新しく置き換わっています。 放射線はこの細胞の分

裂を止め、 または最近の知識では分裂の元になる細胞を自殺に迫いやり、 細胞の置き換わりを止

めてしまうのです。放射線の症状はこの細胞の置き換わりの早いものから出てきます。それは腸、

血液を作る骨髄の細胞、 皮膚の順です。 人では実験が出来ないので正確なことは分かりませんが、

腸の粘膜細胞の枯渇で死ぬ腸死は7 , 8日にピークがあり、造血傷害による骨髄死は20 - 4 0
日にピークがあると考えられています。 実験動物ではこれらがもっと早くしかしこの順で起こり

ます。

これの例外は脳の細胞で脳細胞は生後分裂しないことで有名です。 従つて放射線が脳を壊して

死ぬというのは本当に大線量で脳細胞の中の分子がバラバラに壊れて初めて起こり、 それは1 ,

2日という早期におこります。  しかし、線量の少ない時にも吐き気や嘔吐、頭痛という神経症状

だけは早期に現れます。 それからしばらく小康状態を保ちその後上に述べた腸死が起こります。

もし線量がもう少し少ないと胃腸症状は何とか切り抜けることが出来ますが、 つぎに骨髄死の時

期がやってきます。 これを骨髄移植や造血因子の投与で切り抜けられたら幸いです。 2ケ月を切

り抜けることが出来れば何とか急性死は免れたことになります。 腸死の危険、 骨髄死の危険は線

量によりま一iから、  線量が分かればどんな危険があるかの予思が -_)く、の(1l、 線量のi性定が急がれ
るわけです。

線量が少なくて 2 5 0  mSv以下では何の症状もなく、血球の減少もありません。今度の場合、

一般住民の方は全部これに相当します。 被曝者と言われている人達で放射線綜合医学研究所へ入
院された3名は別ですが、 その他の方は致死線量に達していないと考えられているのではないで

し ょ う か。

追記:

ここまでは10月1日夜に一気に書き、 2日の新聞の住民測定の記事をみて書き足しました。

今3日の新聞を見て若干の補足をしておきたいと思います。 どうしてこの事故が起こつたかにつ

いては、 「独自のマニュアル 会社ぐるみの違法作業 前日から二重の工程違反」 などの見出し

で分かるように、  どぅやら 1 9 6 0年頃の事故かと疑うようなことが実際にあったのだというこ

とが分かりました。  しかし、 これはここでの私の問題ではないので、 これ以上深入りはしません。

3日の新聞には幾つか識者の言葉が載つています。 “野口邦和・日大歯学部講師 (放射線防護

学) は 「今回の事故では、 放射線を出すちりなど、 放射性物質は飛び散つておらず影響はないと

考えられる」  と話すが、 これだけでは一般の人には分かりにくい。”同講師はこの点を詳しく説

明しておられると記事にはありますが、 “住民にしてみれば、 家や家具などに放射能が付着して

いる とい う イ メージがあり、 村教委の 「屋外の遊具にさわらないように」 という指示にちながっ

ている。”と正に私が指摘した誤解が問題を生んでいるようです。また、 “館野淳・中央大教授(化

学) も 「放射線量だけでなく、 ちりの量も公表しないと、 安全かどうかだれも判断出来ない」 と

情報提供の不十分さを指摘している。” と私と同じ点を指摘しています。

3日の新聞で一番の問題は入院した3人の被曝量が公表されたことです。 私は初めにこれはプ

ライバシーの問題であると書きました。  これが分からないと治療の方針が立ちません。 しかし 、

これによって本論の2)  のところに書いたように、  その予後も可成り予測が出来ます。 これがプ

ライバシーである所以です。 多分外部からはその公表をせまられて、 担当の方々はこのことを考

えて苦慮されたことと思います。  読者のみなさんはこのことを頭においてこれからの記事を追跡

して下さい。 そうすれば、 後になって私の言つていることの意味がお分かりになるでしょう。

3 )  本当に何もないか

これで市民の方は安心と思うのですが、 現実はどうやらそれでは済まないようです。 放射線は
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どんなに少しでも危険と言はれているではないか、 どおしてそれが大丈夫かという質問が残りそ

うです。  新聞記事によると工場の内部は大分汚染されているようですので、 それは除いて一般住

民の問題を考えてみることにします。

先ず、 今までの情報から住民には外部被曝だけを考慮すればよいと思います。 その中に中性子

がはいっているので体内での放射化を一応考慮しなければなりませんが、 実際にはその影響は無

視できると思います。  すると住民の受けた線量は1mSvかそれより遙かに少ない量でしょう。

その時にどんなことが考えられるかということです。

国際放射線防護委員会I C R P は  「放射線はどんなに微量でも危険である」 と言つているでは
ないか、 だからこれも危険ではないかという疑間があるでしょう。実はI  C R Pはこれは人々を

放射線から護るための防護の基準を決める為の考え方で、 出来るだけ無駄に放射線を受けないよ

うにと考えてこのように表現しているのである 、 と言つています。 実際に放射線を受けてがんが

增えたとする証拠は1 0 O msv 以下では見られないというこ とが 1 9 9 7年アメ リカの諸学会
会長会議の結論です。 また、 アメリカの放射線防護委員会N C R Pやョーロッパを中心とする0
E C Dの放射線グループが昨年それそれ低線量放射線のリスクを検討した報告書 (案) を出して

います。 その中で〇 E C Dは防護の基準には今の考え方をとるが、 実際に被曝が生じた時のリス

クをより具体的なデータに基づいて行うように勧告しています。

1 0  0 msv以下の線量のところで何が起こるかは学者の間では議論の分かれる大問題ですが、
それは人について証拠の見られない僅かの放射線の影響を理論的にどう考えるかというメカニズ
ム論争なのです。 私も年を忘れてこの論争には参加して大いに気炎を上げています。 この議論の

詳しいことを出来るだけ噛み砕いて分かりやすく私の講座で論じたいと思つていますので、 暫 く

待つて下さい。

実際には現在の線量限度年間5 0 mSv  で管理されている放射線作業従事者について国内外で
大規模な調査が行われていますが、 がんは増えるどころか却つて減つています。 また私たちは1

0年にわたって中国の広束省にある自然高放射線地域の住民対照を含めて1 0万人の健康につい

て中国の研究者と共同して調査をしていますが、 がんの增加は見られません。 これを更に確認す

るために昨年からインドの、 又今年からはブラジル、 イランなどの同様の所を研究の対象に加え

るべく調査を始めています。

結論をずぱり言いましょう。住民のみなさんは何も心配は要りません。

Jc0 臨界事故での放射線量をめぐって

菅 原  努

( 平 成 1 1 年 1 1 月 8 日 )

新聞報道によると、東海村の核燃料加工会社「JCOJ東海事業所で起きた臨界事故で放出され

た放射線量について科学技術庁の事故調査対策本部で推測がなされた由 1 1 月  4 日発表があった

(毎日新聞4日夕刊、5日朝刊)。

「今回の事故では工場の敷地境界で臨界から約1時間後の時点に1時間あたり0.84ミリシー

ベルトのガンマ線が、6時間半後の時点で同4ミリシーベルトの中性子線が測定されているが、
臨界が起きた瞬間に大量に放出された放射線量は把握できていなかった。 対策本部は臨界を起こ

した沈殿槽内からウラン溶液を採取し 、 分析することで臨界時に周辺に放出された放射線量を計

算した。 」その結果、 3 5 0 メー トル圏の住民が避難を始めたころの午後4時まででは、距離によ

つて110- 1 . 4 ミ リ シーベルトだった、としている。
私はここで、  この線量の計算については問題があるにしてもそれは除外して、 実際にこれだけ

の線量があったとした時に、 それを受けた住民の方々の健康について何を問題にするべきかを考
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えてみたい。それはこの点についていろいろと混乱があるように思えるからである

1 .  国際放射線防護委員会 (ICRP) は一般公衆の被ばく限度を年間 1 ミ リ シーベルトと定め

ている。放射線作業に従事する専門家でさえ年間50ミリシーベルトが限度とされている。そこ

で 「避難圏外でも許容量超す」 という見出しになっている。  ICRP は今では許容量という言葉
は使わず、 線量限度と言つている。 これを超えていることは管理上大きな間題である。 しかし、

線量限度というのはあくまで管理上の基準で、 所謂許容量ではない。 ましてやこれを実際に特定

の人々がある被ばくをした時にリスクを推定する基準にしてはならない 、 と 1 9 9 8年の0ECD

の特別委員会の報告でも明言している。

2 . 4日夕刊の報道に対する コ メントとしてある放射線防護学の専門家が、「急性障害が発生す
る線量ではないが、 がんの発生率が高くなる恐れがあり、 周辺住民の継続的な調査が必要だ。」

と発言したとある。  科学的にはこれは全くの、 間違いである。 何故なら、 今のしきい値なしの直

線仮説をとったとして、  計算上のリスクはあっても、 それをこの少人数の集団で検出することは

統計上不可能だからである。 調べれば何でも分かると思うのは科学者の思い上がりで、 また一般

の方にもそのように科学を過信しないでもらいたい。

3 . と ころが 、 翌5日の朝刊によると、「原子力安全委員会も、専門家による健康管理検討委員

会を置き、  長期の健康調査をする方針を決めた。」 とあり、驚いた。検討委員会を置くことはこ

の事態であるので、 必要であ,l,う 。  しかし 、 今長期の方金l を決めるのは問題である。先の専門家
同様科学の限界を忘れているのではなかろうか。

4 . では何もしなくてもよいか。そんなことはない。  先ずするべきことは、 各人の線量の推定を

出来るだけ正確に行うことである。 われわれは常に自然の放射線を受けている。 それも各人で同

じではない。 それに対して今度はプラスαの放射線を受けたわけである。 このような状況を正確

に計り記録することである。  このレベルではそれが健康に直接に影響するとは考えられないが、

心理的なこと、  管理に失敗して迷惑をかけたこと、 風評被害をかけた可能性があること、 等々を

配慮した対応は必要であろう。 しかし 、 記録の保存は必要であるが、 長期の健康調査はかえって

不安を与えるだけであろう。

5 .  何も変化しないと考えられるか。 そんなことはない。 今の知識でも幾つかの変化は観察され

る可能性はある。 生物学的線量推定法が進歩しているので、 幾つか線量に応じた変化が見出され

るであろ う 。  しかし 、 それはあくまで線量の指標であって、 健康の指標ではない。 また最近低線

量の放射線に対して適応応答という反応があることが明らかになってきた。 ただしこれはむしろ

放射線に抵抗性になるというもので、 健康障害とは反対で心配するべきものではない。 しかし 、

研究者としては興味のある点である。

6 .  今度の事故で管理や規制のあり方について早急に改めようという動きがあることは好ましい

ことではあるが、  影響研究についてもその体制、 研究費などを早急に見直してほしいものである。

大線量を受けた時の治療については勿論であるが、 低線量の影響について積極的な研究体制作り

が必要なことを訴えたい。 十分な基礎データ もな く 、  ただ長期調査をすれば何かが分かるという

姿勢は根本的に改める必要がある。 低線量の影響の機構はどのようなものか、 放射線による発が

んの特徴は何か、 それを修飾する因子は何か 、 人では実際に何が起こるのか、 なお今度の事故で

データ不足が痛感された中性子線の生物作用等々多くの課題を研究しておかねばこのような事態

に正しく対処できない。

7 . 私達は約10年間世界の高自然放射線地域の疫学調査を民間の研究支援のもとに行つてきた。

それは丁度今度の事故の線量に、 また放射線作業者の線量に相当するレベルのところで生活して

いる人達である。 その状況はこのホームページでも示しているが、 このような研究は国の経費で
センターを作つて永続的に行うべきものである。 そこでの経験がこの発言の基礎にあることを強
調しておきたい。



三菱重工業 「あとむぱわ一」 V,o1. 4 9, 2000.2 よ り 転載

JC0事故と風評被害

昨年東海村で起きた㈱ジェ一 ・

シー ・ オー (JC0)の臨界事故では、

放射線を大量に浴びた大内さんが

お亡くなりになられました。 ご家

族の皆様には謹んでお悔やみを申

し上げます。

しかし、今回放射線を大量に浴

びたJC0の3名の方を除きますと、

それ以外の方は健康への影響を心
配される必要はありません。 今回

の事故は、 チェルノブイリ発電所

の事故のように、 放射線を出す性

質(放射能)を持つたものが大量

に飛び散つた訳ではないので、 東

海村や農作物などが放射性物質で

汚染されるようなこともありませ

んでした。 ですから実際に出てく

る影響はないのですが、 心因性の

恐怖感のようなものは残りました。

先般、 東海村の方にお聞きする

と、車でドライブインに入つたと

ころ、 「どこから着たの」 と聞かれ

て、 「茨城県の東海村」 と答えたら、
「出ていってくれ」 と言われたり、

お土産物を手に取ろうとしたら、

「触らないで下さい」 と言われたり

したそうです。むしろ、周りの

方々の誤解で差別が生じないよう

にしなければならないと思います。

放射線や放射能についてもっと正

しく知つて買うことが必要だと改

めて考えさせられました。

薬学部では必須、放射線教育

私は、 東京理科大学薬学部にお

りますが、薬学部では放射線教育

は必修科目です。 なぜかといいま

すと、今日、放射線を出す性質を

持つた薬品、 放射性医薬品は医療

の現場でたくさん用いられていま

す。放射性医薬品は、普通では測

定できない微量の物質でも調べる

ことができますし、 病院での診断

や治療に大変役立つています。 こ

れらは、 薬ですから薬斉ll師が取扱
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や管理に責任を持たなければなり

ません。従つて、薬学教育の中に

は放射性医薬品とからめて、 放射

線、 放射能の教育は必修科目にな

つています。

放射線 ・ 放射能に関する知識が

必要とされる職業の方は他にもい

ます。例えば、お医者さん、看護

婦さん、 X線技師や原子力関係の

一部の方もそうでしょう。 これら

の方は、 今回のような事故が起き

た場合、 一般の方々の心因的な不

安も取り除いてあげる、 心のケア

をしてあげる役割を果たすことが

できたのではないでしょうか。

放射線の健康への影響
今回、 マスコミの中には、 一般
の方がl年間浴びても問題のない

法規制上の放射線の量として l ミ

リシーぺルトをとりあげ、東海村

で放射線を浴びた人はこの何倍と

いった報道をした所もあります。



確かに法令の規制値にlミリシー

ベルトはあるのですが、 これは直

ちに健康に影響を与えるような値

ではありません。 現に自然界には

放射線の多いところもあって、 例え

ばブラジルのガラパリ とい う と こ

ろに住む人はl年間にl0ミリシー

ベル トもの放射線を浴びているの

ですが健康上問題は全くありませ

ん。

広島、 長崎の被ばく者の方々の

データがまとまってきて、 「200ミ

リシーベル ト以下であれば放射線

を一度に浴びても臨床的に検出で

きる変化は身体には起きない」 と

いうことが判つてきました。 そ う

いう状況を踏まえた上で、更に1

ミ リ シーベルトで規制をしている

法律の厳しさと、  実際にここまで

は身体的影響は心配ないという 値

は別物です。

生物には外部からの刺激などに.

ついては、 あるレベルまでであれ

ば打ち消すことができる仕組みを

持つています。 その量以下であれ

ば生体がきちんと処理できるし、

あるいはそれを利用しているかも

しれません。例えば、どんな薬で

も、  大量に飲めば毒になりますが、

少量を上手に利用しているのです。

最近は 「物を見て事を見ず」 に

なりすぎています。 表面づらだけ

見てしまい、 実際はどうなのかと

いうことを考えようとしない方が

増えているような気がします。

私は放射線業務従事者ですので

50ミリシーベルトが年間の上限値

で、その範囲で仕事をしています。

健康に寄与するための仕事で放射

線を扱つているのですが、 放射線

の身体への影響に対する誤解から、
私が一般の人より多く放射線を浴

びていることを理由に、 仮に私の

子供たちが差別を受けるようなこ

とになったら大変悲しい事です。

「放射線=危ない」 ではなく、 「放

射線、 こういうことなら心配いり

ませんが、 こういうことでは危険

です」 というような事を、もっと

多くの人に正しく知つて頂きたい

と思います。

チェルノブイ リの体験から
チェルノブイリの事故の後、 キ

エフなどに疎開した方達にお話を
聞きに行きました。そうしたら皆 -、

「具合が悪い」「心臓がどきどきす

る」 とか言われるのです。それで、

「病院に行かれましたか」 と尋ねる

と、 「調べてもらったのですが、ど

こも悪くないと言われました」 と

いうのです。実は、放射線を当て

て心臓をどきどきさせようとした
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ら、 その前に色々な症状が出てき

ます。 「病院で検査してどこも悪く

ないといわれたのなら、 問題はな

いと思います。 どこも悪くなくて

も、怖い怖いと思うストレスで身

体の具合は悪くなるので、 それが

原因かも知れません」 と説明をし

て、疎開した皆さんから 「明日か

ら仕事ができそうだ」 というお言

葉を頂戴したのは大変嬉しかった

思い出です。

今回の事故で、 放射線による身

体への影響を心配されている方も
多くいらっしゃると思いますが、

事故にあわれた3名の方以外は、

本当に心配する必要はありません。

むしろ、 不必要に怖がることによ

るストレスの影響の方が大きいこ

とをもう一度お伝えしたいと思い

ます。

(文責 : 原子力PA推進センター)



JC〇事故に関して質間に答えたQ&A一例 (加藤和明氏による)
Q 1 .  天然資源の不足と、 地球の温暖化のことを考慮しての 「原子力」 だが、 今回の事故によ
りその危険性が問われているにもかかわらず日本はなぜ原子力に頼るのか?

A 1 .  日本は資源(エネルギ一資源も含まれます)に恵まれない国です。 日本国民が今日のレ
ベル (または以上の) の生活を維持して行くには、 外国から様々の資源を輸入し、 それに技術
で味付けして価値を附加し、 製品を外国の人達に買つて:買い、 生きて行くしかありません。
また、 それ以前に、 そもそも 、  私達が生の営みを続けるのにエネルギーが必要です。 身体を維
持するためのエネルギ一源である食料と、 生活に必要なエネルギーである電気がなければ実際
上我々は生きていけないのです。 大量のエネルギーを、  安価に (そうでなければ国際的競争力
を失う )  そして安定的に (エネルギ一資源を仮にどこか特定の国なり地域に限定するとそこで
戦争が起こったりすればお手上げになることは昭和47年のオイル危機で思い知らされたことで

す) 手に入れることが、  日本という国を維持して行くのに絶対的に必要なのです。 日本の電力

は今およそ4 0 %を原子力に頼つています。水力 (という自然エネルギー )は価格的に引き合
う ところは活用し尽くしていると言つて良いでしょう。  つまり理屈だけで言えばまだ水力発電

所は作れるかも知れませんが、 経済性の点でこれ以上無理なのです。 火力は化石燃料を輸入し

なければなりません。 原子力は単位量の電気 (正確には電力) をつくるのに輸入しなければな

らない資源 (具体的にはウラン鉱石) が化石燃料に比べて遙かに少なくて済みます。 ウラン  1

グラムの燃焼で電力1MWD作れます。 化石燃料に多くを依存するのは国の安全対策上問題と

なることは先に述べました。 原子力には放射線や放射能の生成が付随的にそして不可避的に起

こるのでいやだという人が居ますが (放射線嫌悪症または放射線過敏症)、 日本国民が受けてい

る放射線量の約65%は医療被曝であり約35%が自然界にある放射線によるもので、 原発や

大学 ・ 研究機関の放射線施設に由来する放射線被曝は1%に遙かに及ばないのです。 今度の東

海村臨界事故でこの数字がどう変わるか興味があるなら計算に挑戦してみませんか? 私も興味

を覚えますので手伝います。

因みに、 石炭や石油といった化石燃料を使う場合でもなにがしかの放射能は出ますし、 二酸

化炭素による温暖化という問題を引きずることにも考慮を払う必要があります。  およそ便益を

享受しようとすればなにがしかのリスクを伴うものですし 、 ある一つの要因についてリスク・

フ リーを日指すというのは出来ることでもなく理に適うことでもないのです。  このことを詳し

く解説することはリスク論の講義をすることになります。

Q2.原子力発電の方法にはいろいろあるのに、日本が高速增殖炉に固執するのはなぜか?

A 2 .  上述のように日本はエネルギ一資源ゼロの国ですから、 ウランを燃やすと燃やした燃料
以上の"燃料のもと"が得られる原子炉、すなわち「高速増殖炉」は魅力があるのです。日本

が世界の一流国でなかったときは一流国の人達が発展させてきた科学技術の成果を有り難く戴

いて (技術転移) 居れば良かった (外国からずるいとの批判はあった) が、 先頭集団の一員と

なってしまった今日では自ら汗をかき血を流して文明発展を担わなければならないのです。 困

難な 「高速增殖炉」 の技術を世界に先駆けて完成させるということにはそういう意味合いもあ

るのです。 世界に尊敬される国にするということは国の安全を確保する上で大変重要なことな

のです。

Q 3 . 旧ソ連のチェルノブイリ原発のような事故と今回の事故との相違点は何か。
A3.簡単に言うと、チェルノブイリの事故は「大量の放射性物質の地球規模での環境放出」

であ り 、  今回の東海村臨界事故は「影響が数キロに及んだ放射線の環境放出」 です。厳密に言

えば、後者に置いても放射性の気体や揮発性の放射性物質がある量敷地の外へ漏れ出ましたが、
環境へのインパクトとしては相対的にウエイトが小さいのです。 ( 1 9 9 9 . 1 0 . 1 5 . )
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J C 〇臨界事故を巡つての生徒と教師の会話

s : 「臨界事故」  と 大 き く 報 道 さ れ た け ど 、  事 故 を 起 こ し た  J C 〇 と い う 会 社

は何をする会社だったんですか。

t : 原 子力発電に使 う ウ ラ ン燃料を加工する会社です 。

s : 放 射 線 に よ る 被 ば く にっいては 、後で伺いますが 、  まず、  「臨界」  って何
ですか  ?

t : 新 聞 記 事 に よ る と 、  「 臨界 とは 、核分裂物質が壊れて中性子を放出、その

中性子に よ っ て次の核分裂を引 き起 こす 一 と い う 連 鎖 反 応 が 起 こ る こ と を い
う 」  と あ るね 。

s : 核 分 裂 物 質 と は ?

t : ウ ラ ン と プ ル ト ニ ウ ム が あ る 。  ど ち ら も 核 分 裂 す る と き に 、 大 き な ェ ネ

ルギーを放出する 。  こ の ェネルギー を 爆 弾 と し て で な く 利 用 し よ う と い う の

が 、原子力発電だ 。  も っ と も 、  プ ル ト ニ ウ ム は い ろ い ろ と 問 題 が あ る よ う だ

が 。今回の場合はウ ラ ンだね 。 ウ ラ ン には ウ ラ ン 2 3 8 と 2 3 5 の 2 種類があ って 、

核分裂するのはウラン 2 3 5 の方だ。  しか も これが天然には 0.7 % し か含まれてい

ない。

s : で は 、 連 鎖 反 応 と は ?

t : ウ ラ ン 2 3 5 は 中 性 子 を 吸 収す る と 、  ほぼ真つ二つに分裂し、  同 時 に 2 ̃ 3

個の中性子を放出するんだ。  ウ ラ ン 2 3 5 に吸収されないで漏れ出す中性子もあ

る け ど 、 核分裂す るたびに中性子が増えてい く可能性 も あ る よね 。  これを連

鎖反応 と い う ん だ 。

s : で も そ れ な ら 、 ね ずみ算式に増 え て行 く か ら 、 爆 発的に核分裂が起 こ っ

てしまいませんか 。

t : そ う 、 そ う い う 状 態 を 超 臨 界 と い う ね 。

s : す る と 、  「臨界」  と い う の は 、 分 裂 に使われ る 中性子が増 え も 減 り も し な

い一定の状態をいう  わけですね。

t : そ の 通 り 。  逆に核分裂を繰り返すたびに中性子の数が減つ て い く 状態 を

未臨界 と い う 。

s : 原子力発電では、  いっ も臨界状態を保つているのですか ?
t : そ う い う こ と で す 。

s : 今 ま で あ った原発の事故 と今回の事故はど こが ど う 違 う のですか ?

t : 臨 界状態は原子炉以外では起こ らない 、  あ る いは起 こ っ てはいけない と

想定 さ れ て い た ん だ 。  それが 、  現 実 に 起 こ っ て し ま っ た 。  事故のェネルギー

的 な規模は小 さ か っ た け れ ど 、 ふっ う の原発の事故 と異な り 、  中性子に よ る

被ばくが現実になったんだよ 。

s : 原 子 炉 と い う の は 、 核 分 裂 が 起 こ っ て い る と こ ろ で す よ ね 。  では、 J C

〇の事故は、  原子炉の中の状態が実現してしまったというのですね。

t : う ん 。  しかも 、むき出しの状態でね。
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s : 今回の事故で放出されたェネルギーは ど の く  らいだったのですか。

t : 今回の事故で核分裂したウ ランは約 1 m g と 評価されている 。  ウ ラン 2 3 5 の

原 子 の 数 に し て 、 約 2 . 5 X 1 0'8 個 。 エ ネ ル ギーに し て 、 お よ そ 2 2 k W 時 。 今回
の事故は約 1 日  ( 2 0 時 間 位 ) 続 い た か ら 、 平 均 す る と 、  1 0 0 0W位のへヤー ド

ラ イ ヤーをっけっぱなしに していた程度だね 。

s : え一 、 たったそれだけだったんですか ?
t : そ う 、 で も た か が 1 m g、 されど 1 m g なんだ 。大量に中性子被ば く を した 3

人の う ち 、  と う と う 一人は亡 く な っ た 。  大げ さ に言 う と 、 町中に中性子爆弾

を 落 と さ れ た よ う な も の だ か ら ね 。

s : ず一っ と強い中性子が放射されていたのですか。
t : 科 学 技 術 庁 の ニ ュ ー ス レ タ 一第 2 報 に よ る と 、 最 初 に バー ス ト と 呼 ば れ
る突発的な核反応が起 こ って 、  強い中性子線が放出された よ う だね 。  その瞬

間、  2 キロ離れた原研の那珂研究所で中性子線が通常の数十倍に達したとい

う 。 その後は 、緩やかにだらだら と臨界状態が約 2 0時間続いた 。強い中性子

が放出 されたのは 、  最初の瞬間だけ ど 、  中性子は弱いなが ら も その後ずー と

出続けていたのだ 。  .

s : と こ ろ で 、  臨界を終息 させ る ために 、  沈殿槽の外周の冷却水を抜き取つ

た と い う こ と で すが 、  これはなぜですか。

t : 水 は 、  中性子を減速 させ た り 、 反射 さ せ る働 き をす る んだ 。 外に逃げ る

中性子が減らなければ、  それだけ核分裂反応が起こ  り やすい。 水を抜けば、

中性子が外に逃げるので 、  臨界が終息する 。  実際、  水を抜いた瞬間にス  ト ン

と臨界が終息したのだよ。

s : で も 、 そ の ために 、作業 し た人はずいぶん被ば く し たので し ょ う 。

t : そ う 。  あ ら か じ め被ば く す る の がわか っ て い る の に作業す る と い う 、 新

たな倫理的な問題も生じたこ とになるね 。

s : 中 性 子 線 に よ る 被 ば く と 、 そ れ 以 外 .の放射線に よ る 被 ば く に 違 い は あ る

の で す か ?

t : 基本的には違いはない。  被ばくの絶対量  ( それを表す単位はシーベルト )

が問題なんだ。  ただ し 、  中性子の被ばくには他と異なる症状があるよ うだが 、

私には詳しいこ とはわからない 。

s : 中 性子以外の放射線 とい う と ど んな ものがあ るのですか 。

t : 代 表 的 な も の は α 線 、  β線、  γ線。  α 線 は ヘ リ ウ ム 4 の 原 子 核 、  β線は

高速の電子、  γ線は波長のきわめて短い電磁波だ。  α線とβ線による被爆が

問題にな る のは 、  それらの放射線を出す物質を体内に取 り込んだ と きで 、  体

内 被 ば く と 言 う 。  γ線と中性子線は体外被ばくが問題になる。

s : 半径 3 5 0 m以内の人々を避難させましたが一。

t : 漏 れ だ し た 放 射 能 に よ る 被 ば く も 考 え ら れ る け ど 、 一番の要因は中性子

被ば く を逃れるためだ と思 う 。

s : 遠 く離れれば安全なのですか 。

t : 放 射線は四方八方に出てい るか ら 、 距離の 2 乗に反比例 し て弱 ま る のだ
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よ 。  1 0 m離れれば 1 mの距離よ り 、  被ばく量は 1 / 1 0 0になるからね。

被 ば く を 避 け る も う 一 つ の 方 法 は 、 遮 へ い す る こ と だ 。  例えば 、  γ線は厚

い コ ン ク リ ー トや重い鉛で遮へいする。

s : 中 性子は どの よ う に遮へいす るのですか 。

t : 中 性 子 は水の よ う な 軽 い物質に衝突 さ せ て 、  減速 させ るのだ 。  ス ピー ド

の遅い中性子は原子核に吸収されやす くな るか ら 。  だ け ど 、  生物の体で遮へ

いするわけには行かないよね。  それは被ばくそのものだからね。

s : 工場から 1 0 k m以内の住民に、外に出ないよ うに勧告したのはなぜですか ?

t : 核 分 裂 反応 に よ っ て 生 じ た 放 射性物質が屋外 に漏れ だ し た と 考 え ら れ た

か ら だ と 思 う 。  飛来す る放射能 を防 ぐ た め に 、  家の中に入つて 、  外気を入れ

な い よ う に 勧 告 し た の で し ょ う 。  で も 、  この勧告は問題があったね。

s : なぜですか、  放射性物質はたく  さん屋外に漏れだしたのではないですか。

t : ウ ラン 2 3 5 の核分裂は約 1 m g 、天然ウラン換算で約 1 4 3 m gだから 、人工放

射能の量はわずかなものだ。  原子炉の中には膨大な人工放射能が貯まってい

る け ど 、 今 回 は そ れ は 存 在 し な い か ら ね 。  し か も 、 漏 れ だ し た の は 、 揮 発 性

の 沃 素 や キ セ ノ ン で し ょ う 。  勧 告 し た と き に は 、  沈殿槽で臨界状態が続いて

い る こ と が ほ ぼ 判 明 し て い た か ら 、  中性子に よ る被ば く の方が問題だったの

だよ 。

s : 茨 城 産 の野菜は事故の後 し ば ら く 売 れ な か っ た と い う け ど 、  そ こ ま で 神

経 質 に は な ら な く て も 、  や は り 、  工 場 の 近 く の 野 菜 は ち ょ っ と 食 べ る 気 が し

ませんね。

t : 心 理的にはわかるね 。  で も 、 漏 れ だ し た 放 射 能 は 、 沃 素 や キ セ ノ ン な ど

の気体状のもので 、  ま た 、 絶 対量は大 き く な い か ら 、 漏 れ た放射能に よ る 野

菜への影響は問題にならない量だ と思 う よ 。  む し ろ 、  臨界状態で発生する中

性子による放射化の方が問題だ。  臨界状態は約 2 0時間続いたからね。  放射化

と い う の は 、  中性子を吸収した原子が放射性の原子に変わる ものがあ る って

い う こ と な ん だ 。  し か し 幸 い な こ と に 、  中性子の照射量はすぐ近 く をのぞけ

ば 、 放射化が問題に な る ほ ど の も の で は な か っ た よ う だ 。  野菜に関しては 、

少な く と も サ ン プ リ ン グ調査では問題はなか っ た と い う こ と だ 。

s : 先 生 の話 を伺 う と 、 今回の事故は放射能漏れだ し事故 と は性格が全 く 違

う と い う こ と で す ね 。

t : そ う 。  オー バーに言つてみれば 、  中性子爆弾に対 して市民や 、  行政がど

う対処すべきかを考えなければならない、  そ うい う教訓を与えた事故なんだ。

s : 被 ば く し た 6 9 人 の う ち 、 事故現場の 3 人以外の人達は今後ど う な り ま す

か。

t : 難 し い問題だね 。  まず、  どれだけ被ば く したかが問題だ 。  急性の放射線

障害は起きていない よ う だか ら 、  たぶん、  250msv 以下の被ばくだよね 。  将来、
癌 に な る か ど う か は 、  個人差 も あ っ て何 と も 言 え な い ん じ ゃ な い だ ろ う か 。

これにっいては、  専門家の考えを聞きたいと  ころだね。

三門正吾 (千葉県立鎌ヶ谷西高校)

209



臨界事故と放射線教育フォーラムの役割

大阪府立大学先端科学研究所 朝野 武美

【はじめに】わが国では、 5 0年前 ( 1 9 5 5年 )に原子力基本法が成立し ,原子力の平和利

用のもとで,核・放射線・原子力に関する科学・技術の分野において目ざましい進歩を遂げてき

た。  アジア諸国をはじめとする国際社会で, この分野の科学・ 産業技術は指導的役割を果たして

いる。 この重要な時期に, 民間ウラン加工施設 J C 0の原子核燃料の転換試験棟(主要加工施設

ではない) で, 臨界事故を防ぐ臨界管理や形状管理を無視した違法な手順で作業を進めたために,

国際評価尺度の7段階中, レベル4の国内初の臨界事故を起こし , 原子力産業に大きな汚点を残

した。事故原因の第一に,保安教育,すなわち,従業員の放射線教育を含めた安全教育の不徹底

が挙げられる。 臨界事故後の周りの動向は, 今後の放射線教育フォーラムの目的の一つである学

校及び社会教育活動と大いに関係があり, 一言述べたい。

【臨界事故後の動向】 平成元年の原子力白書に 「原子炉等規制法の定めるところにより安全確

保に万全を期している」 と書かれている。 今回の臨界事故によって, 法律の不備が明らかとなり,

原子力等規制法の改正(定期検査制度の新設, 保安規定の連守状況の検査制度の創設,”保安教

育”義務の明確化(試験研究用原子炉に関する規則には, 従来より保安教育の実施について定め

られていた) と新たに原子力災害対策特別措置法 (政府と自治体の一元化・事業者防災組織の設

置・事業所防災業務計画の策定義務 )の制定がなされた ( 1 1 / 1 3 ,数字は月日を表す ) 。原

子力安全委員会の事務局が科学技術庁から総理府に移管されるとともに, 事務局のス夕ツフを現

在の5倍の百人規模にする政府方針が出された( 1 2 / 1 1 ) 。原子力行政の規制機関(科技庁

+通産省) と推進機関 (通産省) が同居しているとの指摘に応え, かっ効果的な安全監視体制を
築くためである。

大阪府下では, 大阪府労働局による熊取町の核燃料加工施設の安全衛生管理体制, 社員教育な

どに関する立ち入り検査が行われた ( 1 0 / 1 2 ) 。  核燃料加工施設や研究用原子炉施設を持つ

熊取町は大阪府へ防災対策 (専門家の配備, 情報収集や住民の健康診断を行う施設の建設, 放射
線防護設備・医療や薬剤の充実 )を要望した ( 1 0 / 2 3 ) 。また大阪府も科技庁へ原子力関係
施設の安全対策を要望した ( 1 0 / 2 6 ) 。大阪府防災監が中心となり ,  原子力事業者を含む学

識者等で構成する大阪府原子力災害対策研究会を設立した ( 1 / 3 1 ) 。  こ こ で , 原子力災害対

策法に基づく原子力緊急事態応急対策拠点施設 (オフサイトセンター) の設置, 緊急医療体制等

について検討される。

【意見】 大阪には核燃料関連施設である原子燃料工業熊取製造所 (熊取町) のほか, 教育用の

京都大学原子炉実験所や近畿大学原子力研究所がある。 私は, 日頃, 放射線や原子力利用が健全

に発展する事を望み, 放射性同位元素や放射線の研究を行つたり, 上記関連企業と一緒に研究を

行つたり ,  専門家や社会人のための放射線教育や知識の普及に携わったりしている。

臨界事故がきっかけとなり,  原子力利用における安全対策問題がさらに高まってきた。 ここで ,

安全規制の整備・強化と同時に,保安教育を通して,管理者や技術者の意識改革を行い,働く人々

の道徳心・責任感の育成が重要である。 これは人々の社会生活の全ての事柄についての問題でも

ある。今回のように作業ルール違反を起こし ,安全装置設計(形状・寸法の制限、濃度管理)を
冒すようなことがあっては,  災害を防ぐことはできない。

原子力災害対策特別措置法に基づくオフサイ トセンターの設置が検討されている。 セン夕一が

放射線の常時監視や防災訓練の場に利用されるだけでなく, オフサイトセンターに市民が訪れ,

放射線計測機器に触れ, α線, 中性子線などの環境放射線や放射線の作用などにつて学習できる

場としても利用されることを望む。  そこに放射線教育フォーラムが寄与できるようになれば,  放

射線の正しい知識普及が一段と進むであろう。

放射線教育フォーラムの願いが通じて, 学校の場において, 文部省で新教育課程の改定が行わ

れ,平成12年度から順次,小学校,中学校,高等学校の学習指導要領が変わってゆくこととな

った。 今後, 多くの青少年が放射線や原子力について学ぶことになるようである。 若い人達にお

いて, ラ ジエーションリテラシーが高められ, エネルギー・環境間題の中の原子力利用における
価値観や判断力の育成につながることを期待したい。
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「日本原子力学会2000年春の大会」 で講演発表

J C 0臨界事故の報道に見られた不適切な記述

IRRELEVANT DESCRIPTIONS I N  THE NEWSPWERS AND WEEKL;Y

MAGAZINES FOR THE J C 0  CRITICALITYACCIDENT

放射線教育フォーラム ・神奈川大理・大阪府大先端研

〇松浦辰男・高木伸司・朝野武美
M T S U U R A T AITSU0, TAKAGI SHINJ I , ASAN0 TAKEYOSHI

臨界事故についての新聞やテレビをはじめとするマスメデイアの報道や論説は概して冷静であったが,

部において科学的に不正確なものがあった。 不適切な記述の実例と, 改善例を示す。

キーワー ド :  J C〇臨界事故,原子力報道,新聞・週刊誌,放射能・放射線の健康影響

今回の J C 0臨界事故に関する新聞やテレビでの報道や解説, 週刊誌 ・ 月刊誌などによる論説は概して冷

静であり , 公正で客観的な報道が多かったと思う。例えば,朝日新聞10月4日、解説「死の灰放出と違う

型一放射能残留は心配なし」 ,同10月9日、主張・解説「一からわかる放射線, Q & A 」 , 毎日新聞 1 0月 8

日,解説「放射能ほとんど飛散せず一健康への影響なし」 ,産経新聞1 1月 2日より  回,「識者連続インタ
ビュー」「臨界事故検証一原子力の理解のために」など。しかし一部の週刊誌において,また新聞の社説に

おいて, 放射線・放射能の安全性に関して読者に誤解を与え, 一般人を無用の不安に駆り立てるおそれのあ

る記述があった。これは,放射線・放射能の安全性に関して過剩に危険視する考え方が社会通念となってい

ることの反映であると思われる。 このような誤つた記述に関しては, われわれ専門家がこれを放置せず, 著

しく科学的事実に反しているものについては訂正を申し入れるなど, マスメデイアが原子力報道に関する科

学的正確さにおいて一段と改善してもらえるよう努力をする必要がある。 本報告は, 問題のある記述例を紹

介し , 訂正例について示す。 以下はその一部である。

〇 (毎日 , 1 0月 1日 ,社説 ) 「放射能漏れ一住民の安全確保に全力を」 , 「一一放射能は見えないし,にお
いもない。 だが, 体や衣服についたり, 吸い込んだりすると人体をじわじわとむしばむ。 -一」 → 『放射
線は見えないし, においもない。 その故, 大量の放射線をうける可能性のある従事者は注意する必要があ

る。しかし,少量の自然放射線や天然の放射能は環境や体内にも存在するので,ただ放射能・放射能が,,

たとい人工のものであっても, 存在するというだけで危険である, と考えるべきでない。』

〇 ( 日 経 , 1 0 月 2 日 , き ょ う の こ と ば ) 「一一放射線は生物の細胞に衝突すると遺伝子などを傷つけ,細胞
を殺したり ,  がんなどの原因となる。 放射性物質が体内に取り込まれた場合は特に危険。」 → 『一大量の
放射線はがんなどの原因となりうる。 核燃料や使用済み放射性廃棄物などのアルファ線を放出する放射性

物質を大量に体内に取り込んだ場合などは注意を要する。』

〇(日経,10月10日,解説記事)「人体に影響を与える放射線の強さを示す数値が 『線量当量』 と 呼ばれ

るもので,  単位はシーベルト。一般の人は年間1ミリシーぺルトまでなら浴びても健康に影響がないと考
えられている。」 → 『一放射線の量を示す数値が一。 線量当量には管理目標値が一般人, 職業人別に設定
されており ,  平常時は一般人は1ミリシーベルト以下になるように放射線・原子炉施設などは設計され管

理されている。』

〇(女性セブン , 1 0月19日号)「死の灰は降る?」あなたの恐怖に全て答える一 緊急特集」の見出しで

「放射性物質がしみこんだ土地で育つた野菜を家畜が。 その肉を人間が食べることで体内に放射能が蓄積

されていく。  今回の事故によって, 妊娠中の母親や幼児は “発病の恐怖” と一生つき合つていかねばなら

なくなった。」 「妊娠2̃3か月の」胎児は奇形児の可能性も」 →この記事は表題からして訂正が必要であ
る。  今回の事故は中性子の放出が主であって、 いわゆる死の灰 (核分裂生成物) の漏洩による拡散はごく

わずかである。 核燃料取扱施設と原子炉の事故では外界に放出されるものが異なる。 仮にいわゆる死の灰

が放出された事故であっても、 放射性物質が降つた耕地で野菜が生育するとき、 土壌中あるいは表面に降

下した放射性物質を吸収し野菜中に濃縮する可能性はあるが, 大量でない限りこの野菜を食することによ

る ヒ トへの影響はあり得ない。 今回の事故の場合、 環境中に放出された放射性物質はごく少量の半減期の
短い核種であるので, 今度の事故にともなうこのルー トからの健康影響はないと考えるのが正しいという

こ と を 、  新聞や雑誌の記者に認識してもらうよう専門家が指導し教育することが必要である。
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E集後記

放射線教育フォーラムが正式に設立されたのは, ちょうど 6年前であるが、  そ

の企画はその約半年前、今村昌・篠崎善治の両顧問、渡利一夫・小高正敬の両総

務幹事、それに小生の5名により行われた。当初は、全くこじんまりとした、正

にボラン夕リ一組織そのものであった。 1 9 9 4年1 2月に発行された二ユースレタ

一第1号には、 将来の夢として国際シンポジウムの開催や公式な組織への成長と
いうことが記載されている。今や、前者はすでに実現され、 -後者もその第1歩を

踏み出そうとしている。これまでも、決して平坦な道ではなかったが、 これから

も、 会員の皆様や外部から暖かくご支援を下さっている多くの方々や組織の関係

者のご協力で、 フ オ ーラムを発展させて行きたいと念願している。 小生自身は決

して華々しいことを追うつもりはなく、  いつも皆様に対する感謝の気持ちをもち、

しかし粛々として、 主張すべきことは主張し、 実行すべきことは実行し、 あるべ

き道を切り開いて行きたいと心に誓つている。 今後とも皆様のご理解とご協力を

お願いする次第である。 なお、 今回の刊行物の編集は、 編集委員会の委嘱により

フォーラム事務局がその作業にあたった。 すなわち松浦が編集責任者となり、 高

木伸司・長谷川圀彦両総務幹事の協力により製作した。

(松浦辰男)

発行者 放射線教育フォーラム (会長 伏見康治)

〒105-0003 束京都港区西新橋1-17-2
三和第一ビル5F
TEL/FAX:03-3591-5366
E-Mai1:mt01-ref@kt.rim.or. j p
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〇業a構;en,
明日の地球を担うサイェンラ;i:スtたち
みんなの好奇心を応援しまt。

(社)日本理科教育振興協会は, 学校教育用理科

機器・算数数学機器およびそれらの関連教材の

健全な発達と普及を図り, わが国の学校理科教

育の振興に寄与する事を目的とする, 文部省主

管の公益法人です。 会員数は全国約2,000社,文

部省委託事業をはじめ各種展示会・講習会等,

教育用理科機器の普及・啓発に関する幅広い活

動を行つてぃます。

a我 協会証紙のついた製品の品質はメ 二ｫ通g 力 一保証に併せ,さらに協会の保証
0 , が約束されております。理化学機器
のご購入にあたっては,信頼ある理振協会会員

へご用命下さい。

、基央 日本理科教育振興協会
〒l0l-0052 東京都千代田区神田小川町3-26(山本ビル3F)

TEL.03-3294-07l5 FAX.03-3294-07l6

URL:h ttp:/www.vinet.or.jp/1apse



全国9つの電力会社でっくる

電気事業連合会

'●事◆のホームページにゼ〇アクセスを

http://www.fepc.or.jp
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北海il力一http://www.hepco co.jp
東北■力 - -http://www.tohoku-epco.co.jp
東京●力一http://www.tepc0 . 0 0 .ip
中部0- http://www.chuden.co.ip
1随●力一http://www.rikuden.co.ip
関西●力一http://www.kepc0 .c0.jp
中国●力 -http://www.energia.co.1p
四国●力一http://www.yonden.co . jp
m●力一http://www.kyuden.co.jp

日本はエネルギー 2度にわたるオイルショックを経て、エネルギ一資源のほと
資源◆T、:1h,,■ 〇M , j '_ ? ? んどを; i外に頼つている日本では、石油だけに頼らないv ,, ,、80 -a9、 iIi1 li0 l9 -・-':::::ン ' 責n保が大きな課題となりました。原子力発電の癌
輪入に頼つていますo 料であるウランは石油等に比ぺ、ごく少ない●で大●の

発電を行うことができま 0:。また、石油や石展、ウランなど
の資,llこはll.りがありますが, ウラン癌料のil,合はリサイ
クルできるので最期にわたって安定したエネル : li:一責i
とl?て利用することができま 0:。
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水力、火力、原子力

をバランス良く
組み合わせていまf。

:;:i>
●気は!i'〇てぉけないエネルギ一。使われる量を予演し
ながら24l時lll作り構けなければなりません。

そのた0、エネルギーfiの乏しい日本ではいろんな'●
iの特性を生かしてパランス良く組み合わせています。

安定し;て発●できる原子力をペースに、 ●力●要が增え

たときには、火カ発'●で対応。 さらに'●力●要のビーク
のときには、●要の変l tへの対応力にすぐれている1・水
式水力発'●というように、これらの組み合わせ(その時々

に合つたぺストなaみ合わせ)により常に安定した'電力
保始を行つていま;:。
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①「工ネルギーと環境」教育間題懇談会を設置し、調査研究や提言を行つています。
②「工ネルギーと環境」講座では、 学校の先生方に最新の情報を提供しています。
③10月26日の 「原子力の日」 を記念して、中学生や高校生から作文・論文を募集し、入選者を

表彰式と施設見学会にご招待します。

④高校生を対象に放射線実習セミナーを開催し、放射線に関する基礎的知識を講義と実習を

通じて習得できるように、 お手伝いします。

⑤先生方の研究会や勉強会に講師を派遣したり、発電所などの施設見学会の開催をお手伝いしま'す。

⑥エネルギー、原子力などに関する、ビデオや写真を貸し出しています。
●講師派造などの経費はili科です。

●お間合せは、電話、FAX、または〇 手紙でお願いします。
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イ ンターネッ トで識る原子力事故情報
(財)高度情報科学技術研究機構

伊勢 武治

原子力事故が起きれば、 マスコミ 、  評論家をはじめ、 関連官庁、 原子力施設立地サイトの人
まで関連情報探しに躍起となる。 散在する情報から読み切り型の解説にまとめてある 「原子力

百科事典ATOM I CA」 (11ttp: //ato1nica. r i st. or. jp/index. ht1ll/)  を知つているとなにか と得を

する。 インターネット発信なので、 このご時勢都合がよい。 デ一夕に図表がついているのも親

切だ。 この 「ATOM I CA」 中から原子力全般にわたる事故解説データについて紹介する。

1.海外の原子力発電所における主な事故(2-7-4-17»
ウインズケール燃料溶融(英)、SL1出力逸走(米)、プラウンズフェ リー一 1火災 (米
) 、TM l -2冷却材喪失(米)、サン口一ラン燃料冷却流路開塞(フランス)、チェルノプイ
ル原子炉破損(旧ソ連)など原子力発電が始まって以来の主な事故12件を解説。
2 .  海外の高速炉におfナるナトリウム漏洩事故(3- 1-3-8»
旧ソ連のBR-5,BN-350,BR-600, 英国のDFR,フランスのPhenix,SPXの事故16件を解説。
3 .海外の高速炉における事故(ナトリウム福洩を除く ) ( 3-1-3-10)
米国のEBR-1,EBR-2,Fermi,FFTF,英国のDFR,PFR, 旧ソ連のBR-5,BN-350,BR-600,フランス
のPhen i xなどで起きた事故1 4件を解説。

4 .  海外の研究炉における主な事故(3-4-10-1)
1942年以来550基以上の研究炉が建設され、 現在でも約300基が稼働中である。 事故44件に

ついて、事故発生原因を、反応度事故、冷却材流量喪失事故、冷却材喪失事故、および機器

部品の故障あるいは誤作動の4つに分類した表にし、 主な事故7つについて解説。

5 .  核燃料物質等の輸送中の事故(12-2-3-6»
米英については表にまとめている。 陸上輸送ではトラックの衝突あるいは横転でのイロケ
ーキ漏出事故をいくつか紹介、 海上輸送ではモンルイ号が六フッ化ウラン海上輸送中種i突沈
没した事故(容器は引き揚げられ、漏出は無かった)を紹介。

6 .  海外の核燃料施設における臨界事故 < 12-2-3-2)
欧米・口シアで起きた事故20件における核分裂数、臨界時状況、警報の有無、事故者被

ばく状況などを表にまとめ解説。

7 .  世界の再処理施設における火災・爆発事故(12-2-3-3)
事故8件について解説。

8 .  その他放射線被ばく事故

Cs-137が盗難・解体され被ばくした事故(死亡4人、プラジル)、安全扉が開いていて被
ばくした事故(死亡2人、中国)、放射線治療ミスで起きた被ばく事故(死亡3人、 コスタ
リ カ ) 、  R lとは知らず下宿に持ち帰つて被ばくした事故(手指切断、日本)を含む、照射

施設、 医療施設、 減国等で起きた放射線被ばく事故15件を大項日9の個別データで解説。

あとがき

ウッソウと思うかもしれないが、 上記したように、 原子力事故が過去に多く起きている。 こ

れらを教訓とすぺし、 と毎度の結論となる。 事故は、 先進国、 開発途上国にかかわらず起きて

いる。また、職務中(あるいは職場で)ばかりでなく、盗難、拾得物からも起きている。戸締

まりを含む安全管理に手抜きは禁物とまた悟る。



◎普及事業

技術誌「放射線と? 、 ? ?の刊行
シンボジウムの開催、研究委員会による調査研究活動

「原子力体験セミナー」の開催

◎照射事業等

シリコンの中性子ドーピング
放射化分析による能?物の同定・定量
原子力・宇宙用材料、部品等の而lf放射線性試験
分子聯斗の改質と水晶・真珠などの彩色

線量評価

前 線 不 幅 技 術・原子力基盤技術の移転

事 稼 の 施 、 赫 清 解

「技術移転セミナ、一」の開催
データベースの整備・提供

◎国際研修、技術者の交流等

「原子力安全セミ ナ一1」1 の開催

アジア・太平洋原子力技術協力の推進

◎各種国際協力事業

_1-lliii国 l
(財)放射線利用振興協会

http://www.raola.or.jp
本 部  ・ 東 海 事 業 所 : 〒 3 1 9-1106 茨期期画部東海村自 方白根2-4 TEL029(282)9533
高 崎 事 業 所:〒370-1207 群馬果高lla市線;'町 1 2 3 3  TEL027(346)1639
開 7力技術la力センター : 〒319-1106 解 a  職 ヨ方自根2-4 TEL029(282)6709





放 射 線 測 定 の 信 頼 性 向 上 に
一 作 業 環 境 の 安 全 確 保 に 一

業務内容

★放射線測定器の点検校正

★放射線測定器の特性試験

★放射線測定器の基準照射

★放射線計測技術の調査

及び試験研究

●

★作業環境測定

★放射線(能)測定

★「はかるくん」無料貸出

★原子力関係要員の研修

-



(特長)

ぺルチェ冷却CZT検出器

温度モニタ機能内蔵

B e ( ベ リ リ ウ ム ) 入射窓

低ノイズ冷却型FET

S
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(アプリケーション )

医療用X線検出器

ポ一夕ブル型測定器

教育用実験機器

簡易型X線モニタ リ ング

Enorgy

カタ口グ請求 ・ 製品についてのお間い合わせ等

ございましたら、 下記までお申し付け下さい。

セイコー・イージーアンドジー株式会社
千葉県松戸市高塚新田562  〒 2 7 0 - 2 2 2 2
T E L : 0 4 7 - 3 9 2 - 7 8 8 8
]1l l AX :047 - 3 9 1 - 0 9 8 5
Emai1 Info.se的sii.co.jp



ラ ドン濃 度 測 定 装 置 RADOSYSはラドン測定に必要な、ディテ

クタ、エッチング機器、頭微鏡、自動計測
システム等全てを備えたシステムです。

RADOSYSは、オートフォ一カス機能を備

えた頭微鏡と画像処理による自動計測ソ

フトにより、従来人間が行つていた飛跡計

測を完全自動化しました 。ディテクタは

1 0 X 1 0 X l m m の C R - 3 9を使用し 、
RADOSYS専用のlD番号が刻印されて

おり飛跡測定時に自動的に読み込むため

個々の識別が容易です。 RAD〇SYSは、

簡単操作で初めての方でもすぐに精度よ

く迅速にラドン測定ができます.

●オートフォ一カス機能を備えた顕微鏡と画像処理ソフトにより、全自動で飛跡計測ができます。

l特 徴 ●計測時間が非常に短く、1つのディテクタを平均45秒で計測します。

●自動的にディテクタのlD番号を読み取るため、個々の判別が容易です。

●計測中はリアルタイムで顕微鏡画像が見られるため計測状況の確認が容易です。

●本 社/〒141 -0033 東京都品川区西品川3-6-25
TEL.03-3779-1611(代)FAX.03-3779-6606

●本社営業部 / T E L . 0 3 -3779-1611(代)FAX.0337796606
●大阪営業所/TEL .06-6304-4651 (代)FAX.06-6304-4468

●名古屋営業所/TEL.052-586-6818(代) FAX.052-586-6877

●本社  技 術  部/〒141 -0033東京都品川区西品川3-9-15
TEL.03-3779-2571(代)FAX.03 -3779-2573

●サー ビスセンター/〒 1 4 1 - 0 0 3 2東京都品川区大崎2 - 6 - 9
TEL.03-3779-2611(代) l-AX.03-3779-2620

●横 浜 ェ 場/〒223-0057神奈川県横浜市港北区新羽町1753
TEL.045 -546-3268(代)FAX.045-546-4586



湘南国際村での国際シンポジウム (1998年 12月) では、

同時通訳をご利用頂きました。

代表 郷農彬子

各 省 庁 研 究 費 公 募 及 び 配 分 、  内 容 等 も 紹 介

我が国唯一の基礎科学専門紙

研究助成団体の募集及び結果
文部省、  科学技術庁等の情 報
教授人事、国際会議派遣、大学二ユース、研究成果など

海外科学=ユース
海外雑誌を航空便で取り寄せ翻訳速報

その他の主な内容
人物紹介、海外出張者、国内科学二ユースダイジェスト、
学協会行事、科学雑誌・学協会誌目次総覧、外国雑誌、

新刊案内、書評、新製品紹介、研究所紹介、科学読物、

教授・助教授等公募、西澤潤一氏自伝連載中
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科 学 - 技 術 ・医 学 用 語 な ど 6 0 万 語 の 辞 書 を 装 備  ! !
米国商務省・日英科学文献機械翻訳セン夕一で採用!科学技術庁科学技術振興調整費による成果!

く1ソlンf aW 「日英機械翻訳システ ム
Windows版 一 定価(本体120.0 0 0円+税)
M a c i n t o s h 版 一 定 価 ( 本 体 1 2 0 ,0 0 0円+税)
(CD- ROM1枚、ユーザーズ・マニュアル1冊)

科学新聞社
東京都港区浜松町 1 - 8- 1 (〒105-0013)
TEL 03-3434-3741 FAX 03-3434-3745
h t t p : / / w w w . s c i-n e w s . c o. j p



放射線防護教育と ともに。

東京映画社は昭和50年より約30年間、 放射線防護教育

のための視聴覚教材を制作しています。 その長い年月
の中で当社は常に"人と安全”を見つめ、
「真の理解を促す教材」 というテーマに取り組み、
放射線業務に従事する現場の方々と真剣に意見を交換し、

放射線防護教育のノウハウを蓄積して参りました。
当社が制作した放射線防護教育の視聴覚教材の数は
250作品にものぼります。

当社は今後とも、これまで培つた放射線防護教育に

対する真摯な姿勢を礎に、 皆様の教材整備のお役に
立ちたいと考えています。
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当社は研究用ガス ・安定同位元素 ・ラポ製品 ・真空機器 ・ 真空部品を販売しております。

又、主仕入先との提携によるオンライン受発注システムと高効率物流システムでクイックデリパリ一体制を整え、
多数のアイテムをご用意して、商品をスピーティーにお客様のもとにお届けしております。
もちろんお電話 ・ F A X ・ メ ール等の受付も行なっております。

尚、当社のホームページから商品の数 を々ご覧頂<ことができますが、 カタ口グ等も沢山ご用意しておりますの

で、 御連ia]買けましたら、送付致します。
お見積だけでも大数迎です。 お間い合わせお待ちしております。
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